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序章 
 
大学概況 
 
（１）大学設置年          1949年 
 
（２）所在地         神奈川県横浜市金沢区六浦東 1-50-1 
 
（３）理念・目的           関東学院大学の建学の精神は、キリスト教の精神にある。他者を理解

し共感するための広く深い教養を修得し、他者のために行動できる奉
仕の精神を涵養することにある。また、多様性の中での自己の確立と
共生のための教養を礎に、人のため、社会のため、ひいては人類のた
めの思考と行動を通して、次世代の社会を他者と共に創り上げること
を目指す。 
関東学院大学は、校訓「人になれ 奉仕せよ」により、キリスト教の精
神に基づき、生涯をかけて教養を培う人間形成に努め、人のため、社
会のため、人類のために尽くすことを通して己の人格を磨く、という教
育方針を継承してきた。教育研究機関としての真理探究に加え、社会
において主体的に自立して生きるための知識と技術を養い育てること
を通じて、社会に貢献しつつ校訓「人になれ 奉仕せよ」を体現するこ
とのできる人材を育成する。 

 
（４）学部・研究科等      国際文化学部、社会学部、法学部、経済学部、経営学部、理工学部、  

建築・環境学部、人間共生学部、栄養学部、教育学部、看護学部 
                        文学研究科、法学研究科、経済学研究科、工学研究科、看護学研究

科 
 
（５）収容定員         11,096人（学士課程） 

202人（修士課程、博士前期課程） 
87人（博士課程、博士後期課程） 
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第１章 理念・目的（基本情報一覧） 
 
基本資料 

文書 URL・印刷物の名称 

規程集 学校法人関東学院規程集 

寄附行為又は定款 学校法人関東学院寄附行為 

学則、大学院学則 https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/about-university/regulations.html 

履修要項・シラバス 履修要綱：2025年度各学部履修要綱 

シラバス ：https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/education/syllabus.html 

備考： 

 

大学の理念・目的[*] 

規程・各種資料名称（条項） URL・印刷物の名称 

関東学院大学学則 第 1条の２ https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/about-

university/regulations.html 

関東学院大学大学院学則 第 1条の２ https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/about-

university/regulations.html 

関東学院大学の 3つのポリシー https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/about-

university/univ-3policy.html 

備考： 

※関係法令：学校教育法施行規則第 172条の２第１項 

 

学部・研究科等における教育研究上の目的[*] 

学部・研究科等の名称 規程・各種資料名称（条項） URL・印刷物の名称 

国際文化学部 

各学部等の教育研究上の目

的及び方針（関東学院大学

学則 第 4条第 2項） 

https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/about-

university/regulations.html 

（⇒『関東学院大学 学則』） 

社会学部 

経済学部 

経営学部 

法学部 

理工学部 

建築・環境学部 

人間共生学部 

栄養学部 

教育学部 

看護学部 

文学研究科 

研究科の教育研究上の目的

及び方針（関東学院大学大

学院学則 第５条第 2項） 

https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/about-

university/regulations.html 

（⇒『関東学院大学 大学院 学則』） 

経済学研究科 

法学研究科 

工学研究科 

看護学研究科 

備考： 

※関係法令：大学設置基準第２条、専門職大学設置基準第２条、大学院設置基準第１条の２、学校教育法施行規則第 172条の 

２第１項 

 

中・長期計画等 

名称 URL・印刷物の名称 

関東学院 中期計画（2025-2029） https://www.kanto-gakuin.ac.jp/wp-

content/uploads/2025/12/Ver2_medium_term_planning_2025-

2029.pdf 

備考： 

※関係法令：国立大学法人法第 31条、地方独立行政法人法第 26条、私立学校法第 148条第２項 

  

https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/about-university/regulations.html
https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/education/syllabus.html
https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/about-university/regulations.html
https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/about-university/regulations.html
https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/about-university/regulations.html
https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/about-university/regulations.html
https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/about-university/univ-3policy.html
https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/about-university/univ-3policy.html
https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/about-university/regulations.html
https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/about-university/regulations.html
https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/about-university/regulations.html
https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/about-university/regulations.html
https://www.kanto-gakuin.ac.jp/wp-content/uploads/2025/12/Ver2_medium_term_planning_2025-2029.pdf
https://www.kanto-gakuin.ac.jp/wp-content/uploads/2025/12/Ver2_medium_term_planning_2025-2029.pdf
https://www.kanto-gakuin.ac.jp/wp-content/uploads/2025/12/Ver2_medium_term_planning_2025-2029.pdf
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第１章 理念・目的（本文）  
１．現状分析 

評価項目①  

大学の理念・目的を適切に設定していること。また、それを踏まえ、学部及び研究科の目的
を適切に設定し、公表していること。 

＜評価の視点＞ 

・大学が掲げる理念を踏まえ、教育研究活動等の諸活動を方向付ける大学の目的及び学部・
研究科における教育研究上の目的を明らかにしているか。 

・理念・目的を教職員及び学生に周知するとともに、社会に公表しているか。 

 

＜大学の理念・目的＞ 

本学は、建学の精神及び校訓「人になれ 奉仕せよ」に基づき、その理念を以下のとおり

定めている。 

 

関東学院大学の建学の精神は、キリスト教の精神にある。他者を理解し共感するための

広く深い教養を修得し、他者のために行動できる奉仕の精神を涵養することにある。ま

た、多様性の中での自己の確立と共生のための教養を礎に、人のため、社会のため、ひい

ては人類のための思考と行動を通して、次世代の社会を他者と共に創り上げることを目

指す。 

関東学院大学は、校訓「人になれ 奉仕せよ」により、キリスト教の精神に基づき、生

涯をかけて教養を培う人間形成に努め、人のため、社会のため、人類のために尽くすこと

を通して己の人格を磨く、という教育方針を継承してきた。教育研究機関としての真理探

究に加え、社会において主体的に自立して生きるための知識と技術を養い育てることを

通じて、社会に貢献しつつ校訓「人になれ 奉仕せよ」を体現することのできる人材を育

成する。 

 

本学院の源流は、1884 年にアメリカ・バプテスト伝道協会により創立された横浜バプテ

スト神学校にある。同協会の宣教師であり、初代校長であるアルバート・A・ベンネットは、

キリスト教伝道者の育成を使命として情熱を注ぐとともに、日本において当時の人力車夫

等の生活向上や明治三陸大津波の救援のために活動を行うなど、社会貢献活動にも尽力し

た「奉仕」の体現者であり、その精神が本学の理念の礎になっている。 

横浜バプテスト神学校は、その後、福岡バプテスト神学校との統合（日本バプテスト神学

校）を経て、東京学院に併合（東京学院神学部）されたが、その精神は受け継がれ、1919年

に日本バプテスト神学校長や東京学院理事長を歴任したチャールズ・B・テンネーを理事長

として、私立中学関東学院が設立された。チャールズ・B・テンネーにより、初代院長とし

て任命された坂田祐は、第１回入学式の式辞において、本学院の建学の精神はキリスト教の

精神にあることを宣言し、生涯をかけて教養を培う人間形成に努め、人のため、社会のため、

人類のために尽くすことを通じ、己の人格を磨くことを「人になれ 奉仕せよ」という言葉

を以って説いた。 

その後、1927 年に東京学院神学部・高等学部と私立中学関東学院が合併し、財団法人関

東学院を組織し、1949 年には、関東学院大学を設立して経済学部及び工学部を設置した。
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1951 年には、私立学校法制定により学校法人関東学院となり、キリスト教の精神を以って

建学の精神とするとともに、校訓「人になれ 奉仕せよ」に基づく理念を掲げた。建学の精

神及び校訓は、今日まで学院及び大学、各校・園の理念として継承している。   

本学は、大学学則第１条の２において、その目的を以下のとおり定めている（資料 1-1）。 

 

本学は、キリスト教に基づく人格の陶冶を旨とし、教育基本法に則り、学術の理論及び

応用を教授研究し、次世代の社会を他者とともに創り上げる教養と知識技術を有する人

材を育成し、社会に貢献することを教育研究上の目的とする。 

 

これを踏まえ、大学学則第４条の２において、各学部の教育研究上の目的を下表のとおり

定めている（表 1-1）。 

 

学部名称 教育研究上の目的 

国際文化学部 

国際文化学部は、大学の理念に基づき、文化の壁を越えた相互理解

の実現を目指し、国内外で活躍できる人材を育成する。 

英語文化学科は、文化・文学・言語に関する学びを通して国際共通

語としての英語を深く理解することにより、高度な専門知識と豊かな

言語感覚を養い、グローバル市民として高いコミュニケーション力を

もって社会に貢献できる優れた人材を育成する。 

比較文化学科は、日本を含むアジアや欧米諸国の言語・文化・歴史・

生活について学び、多様性、複文化・複言語主義、異文化コミュニケー

ションの理解と実践ができる「社会人」を育成する。 

なお、国際文化学部は 2026年度より、現在の 2学科構成から、1学

科（国際文化学科）構成となる。新設の国際文化学科の教育研究上の

目的は、以下のとおりである。 

国際文化学科は、大学の理念に基づき、グローバル化と多文化共生

が進む社会において、多様な文化的・言語的背景を持つ人々と相互理

解を図り、国際社会・地域社会の諸課題の解決に向けて主体的に行動

する人材を育成する。 

英語文化コースは、異なる文化や文化的背景を持つ人々に対する想

像力や好奇心を啓培し、優れた国際感覚と多様な価値観に基づいて地

域社会や国際社会における諸課題の解決に向けて主体的に自分の考

えを発信できるグローバル・シティズンシップを醸成することを教育

研究上の目的とする。 国際共通語としての英語コミュニケーション

能力を高めると同時に、英語圏の文化・文学、英語学などの人文学的

な知識の修得を通して、英語と日本語双方の言語感覚と論理的思考力

を身に付け、異文化間の双方向的な交流・活動をマネジメントできる

確かな言語運用能力とグローバル社会の一員としてのシビックプラ

イドを兼ね備えた人材を養成する。 
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グローバル歴史文化コースは、日本・アジア・欧米の歴史と文化（文

学・芸術・思想・宗教）に関する教養とそれらを読み解く技術を身に

つけ、グローバル化する社会を俯瞰して捉える視点を養い、他者の視

点を尊重しつつ自らの考えを表現する能力を修得させることを教育

研究上の目的とする。それにより、社会の様々な課題に対して積極的

に自らの考えを発信して、多様な背景を持つ他者と共感を築き、リー

ダーシップを持って行動できる人材を育成する。 

多文化協働コースは、言語・教育による支援、国際協力・開発を基

軸とした課題解決型学習と社会連携教育を通じて、多様な文化的背景

をもつ人びとが住まう日本をはじめとする多文化共生社会において、

人づくり、ネットワークづくり、コミュニティづくりに主体的に参与

し、それを促進する人材を育成することを教育研究上の目的とする。

言語・教育による支援と国際協力・開発についての専門的知識を背景

にして、当事者の視点に立つ他者意識を有し、実践的なコミュニケー

ション能力、複合的なコーディネート能力を運用し、より良い多文化

共生社会の実現に貢献する人材を養成する。 

社会学部 

社会学部現代社会学科は、大学の理念に基づき、社会学と社会福祉

学の分野の教育研究活動の発展と普及を通して社会に寄与すること

を教育研究上の目的とし、社会学と社会福祉学を両輪にした学びを通

して、優れた人権感覚と公共心を育み、人と社会をめぐる諸問題に公

正な解決をもたらす構想力と実践力を持ち、多文化共生社会の形成と

社会福祉の実現に貢献できる人材を育成する。 

経済学部 

経済学部経済学科は、大学の理念に基づき、正義と真理を愛し、個々

人の価値を尊び、勤労と責任を重んじ、自主的精神に満ちた、人間性

豊かで良識のある社会に有為な人材を育成する。 

現実の経済社会の仕組みを理解し、迅速な情報処理分析能力や的確

な判断力を備えた、国際社会に通じる人材を育成する。 

豊かな人間性を涵養できるように広く深い教養教育を重視し、また

国際化等の進展に対応するため、外国語能力の向上を図ることも目指

している。 

経営学部 

経営学部経営学科は、大学の理念に基づき、主体性・実践性・協調

性を重視し、経営学を中心とした専門的な学術の理論と応用、さらに

社会的実践の基礎を教授することにより、企業や組織の運営・管理に

必要な知識とスキルを有し、ビジネス社会において活躍できる人材を

育成する。 

法学部 

法学部は、大学の理念に基づき、法的な視点に立って、現代社会で

発生する様々な課題に対し、強い倫理観を持って適切に対処できる能

力を持った良識ある社会人・職業人として社会で活躍できる人材を育

成する。 
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法学科は、国の内外で発生する諸問題の解決に必要な法律知識を涵

養し、問題の解決に当たることができる能力を身に付けた人材を育成

する。 

地域創生学科は、安全で安心して暮らすことのできる地域社会の創

造と魅力ある地域づくりを、自助・共助・公助の精神のもとで担うこ

とのできる人材を育成する。 

理工学部 

理工学部理工学科は、大学の理念に基づき、科学技術に携わるエン

ジニアとしての清廉さ、実直さ、公共心を備え、社会や人類、地域の

幸福と発展に実質的な貢献ができる人材を育成する。 

理工学の中心分野である、生命、数物、化学、表面工学、機械、電

気、健康、情報、土木という９学系が、協調・協働して教育研究を担

うことで、確かな専門性と理学・工学の垣根を越えた幅広い知識・技

術を有する職業人を社会に輩出することを目指している。 

建築・環境学部 

建築・環境学部建築･環境学科は、大学の理念に基づき、建築分野

及び環境分野を中心とした専門的な学術の理論と応用、さらに社会的

実践の基礎を教授することにより、豊かな教養と高度で専門的な知識

や技術を有し、社会が求める諸課題に対して、広い視野から、総合的

かつ創造的な取り組みができる職能人、技術者及び研究者を育成す

る。 

人間共生学部 

人間共生学部は、大学の理念に基づき、幅広く豊かな教養と、共生

という視点から人がよりよく生きるために必要な専門性を身に付け、

人と人、人と組織・地域・社会・自然などとの間に横たわる様々な問

題を発見し、解決の道筋を導き、他者に共感し、協働して問題解決を

実行できる人材を育成することで、21 世紀の共生社会のニーズに応

えていくことを目指している。 

コミュニケーション学科では、多様な文化や価値観を持つ人々と心

の通い合う人間関係を構築するためのコミュニケーション能力を身

につけ、共生社会の一員として活躍できる人材を育成する。 

共生デザイン学科では、デザインに関する知識と技術を習得し、「デ

ザイン力」、すなわち課題を発見しこれを解決するための方策を構想

する力と、その構想をとりまとめ表現する力とを身につけた人材を育

成する。 

栄養学部 

栄養学部管理栄養学科は、大学の理念に基づき、健康と栄養と食物

に関連する分野を中心に、個人や家族それに地域社会の健康増進と栄

養の改善を図り、食生活を中心とした生活環境や QOL(quality of 

life)の向上に寄与する人材を育成する。 

教育学部 

教育学部こども発達学科は、大学の理念に基づき、こどもの発達を

心と身体の両方の視点から、また、人生全体を見据えた生涯発達の観

点から理解することを重視し、現代的課題に対応できる実践的支援力
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を備えた小学校教諭・特別支援学校教諭・幼稚園教諭・保育士を育成

する。 

看護学部 

看護学部看護学科は、大学の理念に基づき、21 世紀の保健医療福

祉領域における看護専門職としての社会的使命を自覚して人びとの

健康と well-beingに貢献する人材を育成する。そのために、豊かな

人間性を培い、学生一人ひとりに向き合う対話型の教育、少人数教育、

経験学習重視の教育によって学生の個性と知性を磨き、看護専門職と

して主体的に自立して専門性を発揮するための看護実践知、さらに多

種間で協働し地域社会と連携するための能力を育む。 

（表 1-1：各学部の教育研究上の目的） 

 

また、1962 年に大学院を設置し、大学院学則第１条の２において、その目的を以下のと

おり定めている（資料 1-2）。 

大学院は、高度にして専門的な学術の理論及び応用を教授研究しその深奥を究め、又は

高度の専門性が求められる職業を担うための深い学識及び卓越した能力を培い、文化の

進展に寄与することを教育研究上の目的とする。 

 

これを踏まえ、大学院学則第５条の２において、各研究科の教育研究上の目的を下表のと

おり定めている（表 1-2）。 

 

研究科名称 教育研究上の目的 

文学研究科 

文学研究科博士前期課程は、大学の理念に基づき、研究者を育成する

ための基礎的な訓練を施すとともに、英語英米文学、社会学、比較日本

文化の高度な専門知識をもって活躍する人材の育成や、国際社会におい

て活躍を目指す外国人留学生などに、より高度な専門知識を修得させ

る。博士後期課程は、大学の理念に基づき、高度な専門知識の修得とこ

れを活用する高度の分析能力を培うことを通じて、自立した研究能力を

有する研究者を育成するとともに、高度な専門知識をもって国際社会で

活躍する職業人を育成する。 

経済学研究科 

経済学研究科博士前期課程は、大学の理念に基づき、広い視野に立っ

て精深な学識を授け、経済学、経営学の分野における学術研究のための

基礎的な訓練を施すとともに、高度の専門性が求められる職業を担うた

めの卓越した能力を持った人材を育成する。博士後期課程は、大学の理

念に基づき、経済学、経営学の専攻分野について、研究者として自立し

て研究活動を行う研究者を育成し、又はその他の高度に専門的な業務に

従事するに必要な高度の研究能力及びその基礎となる豊かな学識を有

する人材を育成する。 

法学研究科 
法学研究科は、大学の理念に基づき、倫理性・社会性を身につけた人

材を育成し、修士課程及び博士前期課程は、広い視野に立って精深な学
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識を授け、法学・政治学関連分野における研究能力又はこれに加えて深

い専門性が求められる実務を担うための卓越した能力を培う。博士後期

課程は、法学・政治学分野について、研究者として自立して研究活動を

行い、又はその他の高度に専門的な業務に従事するに必要な高度の研究

能力及びその基礎となる豊かな学識を養う。 

工学研究科 

工学研究科博士前期課程は、大学の理念に基づき、機械工学、電気工

学、情報学、建築学、土木工学、物質生命科学など高度な専門知識を持っ

て活躍する人材の育成及び、研究者としての基礎的な訓練を目指してい

る。博士後期課程は、大学の理念に基づき、機械工学、電気工学、健康・

人間医工学、数物科学、情報学、建築学、土木工学、応用化学、生命科

学、材料・表面工学の各工学分野に関する深い知識と正確な判断力を持

つ職業人の育成とともに､専門分野で自立できる研究者を育成する。 

看護学研究科 

看護学研究科は、大学の理念に基づき、倫理性・社会性を身につけた

人材を育成し、看護学における深い学識と基礎的な研究能力を培い、保

健医療福祉の進展に寄与する。 

（表 1-2：各研究科の教育研究上の目的） 

 

本学では、建学の精神に基づく大学の理念として、校訓「人になれ 奉仕せよ」を掲げ、

そのもとに大学及び大学院、各学部・研究科の教育研究上の目的を定めている（資料 1-3）。

これらの理念・目的においては、共通して、幅広い教養と専門性の高い知識を身に付けるだ

けでなく、人や社会との交わりの中で自己を知り、将来社会に貢献し得る人材となるべく、

学び続けることの重要性を理解することを求めている。 

こうした教育の理念・目的を実践するために、本学では 2014年から「社会連携教育」を

推進している。 

「社会連携教育」は、学生たちが実社会で課題を発見・理解し、その課題を解決するため

に必要な理論やモデルを中心とした知識や技術を教室で身に付け、実社会をフィールドに

課題解決にチャレンジし、その往復を通じて、学びの意味や意義への理解を深めることで、

社会に貢献できる人材を育成するための取組みである。学生はキャンパス内にとどまらず、

学外に出て地域、企業など多様な人々と関わり合い、社会における課題を自ら発見し、解決

する力や背景の異なる多様な人々と協働できる力を身につけている（資料 1-4）。 

本学の理念並びに大学及び学部・研究科の教育研究上の目的は履修要綱に掲載し、教職

員・学生に対して周知しているだけではなく、広く浸透を図ることを目指した研修、学習の

機会を設けている。 

教職員に対しては、本学院の新任教職員を対象とした自校史研修プログラムを行ってい

る（資料 1-5）。この研修では、学院長による本学の沿革・歴史、理念や建学の精神等に関す

る講話に加え、本学院の源流である横浜バプテスト神学校及び東京中学院（のちの東京学院）

から現在に至るまでの本学院の歴史がわかる動画の視聴を行っている。これにより、本学の

理念・目的に関する理解の深耕を図るとともに、長い歴史の中での存在の意義やいくつかの

歴史的分岐点における出来事の認識、その意味など、自校史に触れることにより本学院への



様式４ 

点検・評価報告書 様式 

9 

 

ロイヤリティの向上を図ることを目的としている。2025 年度も礼拝堂での新任教職員辞令

交付式後に「2025 年度新任教職員自校史研修」を行った。また、研修の振り返り等のため

に「新任教職員自校史研修」記録動画をオンデマンドで視聴できるよう配信を行った。また、

2023 年度から大学の新任教職員を対象とした新任教職員研修会を行っている（資料 1-6）。

本年度の研修会では学長による「本学の現状と今後の展開」と題する講話を行い、本学の入

学者選抜を主体とした現状及び本学の教育モデルである「社会連携教育」を概説するととも

に、高等教育研究・開発センターが「社会連携教育」の具体的な実践事例を紹介し、これら

を通して本学の教育・研究、社会連携の展開に係る方向性について理解を深めた。その他研

究推進課担当者から本学における研究支援体制について、大学経営課担当者から予算執行

にあたっての諸手続きについて説明を行い、大学教員としての経験が浅い新任教員に対し、

本学教員として教育・研究を行う上で身につけるべき基礎的な知識の提供の機会となって

いる。 

全教職員に向けては、学内者向けのポータルサイトである Olive Portal上に e規程集と

いうページを設け、いつでも最新の方針や規程を閲覧できる環境を整えている（資料 1-8）。

また、全学教職員研修会において、校訓に基づく「社会連携教育」の概念や実践例、評価方

法などに関する研修を実施している（資料 1-35）。加えて理念・目的に基づいて策定した 2025

年度学長方針（事業運営方針）のもとで、各学部・研究科等の次年度事業計画を策定してお

り、間接的に理念・目的の浸透が図られている（資料 1-9）。 

一方、学生に対しては、「KGUキャリアデザイン入門１」（登録必須科目）において、新入

生向けに自校史教育等を実施しており、例年、２回の内容を「建学の精神・自校史」として

充て、ゲスト講師として本学のチャプレン（キリスト教教育と活動に関わる宗教主事等）に

よる講義を行った。2024年度、2025年度の「学生満足度調査」の設問「本学の『校訓』を

知っていますか」「本学の『建学の精神』を知っていますか」に対して、校訓及び建学の精

神について７割以上の新入生が「はい」と回答していることから、学生への周知は一定程度

なされているといえる（資料 1-10、11）。また、2025年度からは、初回授業内で「社会連携

教育」とキャリア形成に関する講義を行い、新入生に対して「社会連携教育」による人材育

成モデルの周知を図った。 

在学生の保証人に対しては、全国で開催する「保証人懇談会」等を通じて、本学への入学

を希望する者に対しては、進学ガイドブック、Webサイト等の大学案内を通じて、本学の理

念・目的及びそれに基づく各学部における「社会連携教育」の実践例を周知している（資料

1-12～14）。 

さらに、本学では、本学及び各学部・研究科の教育理念・目的を社会に伝える主要な媒体

として、大学 Web サイトや広報誌を活用している。大学 Web サイトには、本学の建学の精

神・校訓を紹介するページに加え、「社会連携教育特設サイト」を設け、本学の教職員や学

生、保証人、ステークホルダーなどが閲覧できる環境を整えている。また、大学ガイドブッ

ク「COMPASS」において本学の教育理念・目的に基づく「社会連携教育」を広報するととも

に、社会課題に向き合う本学の研究者やその研究を紹介する広報誌「RESearch Expectations」

を発行している。 

以上のことから、本学は大学の教育理念・目的を適切に定め、それを踏まえて学部・研究

科の教育理念・目的を設定し、これを法令に基づき適切に方針や規程に明示するとともに、
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学内外に公表していると判断できる。 

 

評価項目② 

大学として中・長期の計画その他の諸施策を策定していること。 

＜評価の視点＞ 

・中・長期の計画その他の諸施策は、大学内外の状況を分析するとともに、組織、財政等の
資源の裏付けを伴うなど、理念・目的の達成に向けて、具体的かつ実現可能な内容である
か。 

・中・長期の計画その他の諸施策の進捗及び達成状況を定期的に検証しているか。 

  

＜中・長期の計画その他の諸施策の策定＞ 

本学院は、持続的発展を遂げ、教育機関としての社会的な意義を果たすため、学院及び大

学、各校・園が方向性を共有し、理念・目的等を実現できるよう、2010年に「関東学院グラ

ンドデザイン」を策定した（資料 1-15）。これは、校訓「人になれ 奉仕せよ」を基盤とし

て、大学及び学院各校・園の「教育理念」「教育目標」「行動指針」を明示したものであり、

教職員が学院の方向性を共有し、理念・目的達成に向けた具体的な指針となっている。  

グランドデザインを具現化するため、2014年には大学及び学院各校・園がそれぞれの 10

年後の理想像を示す「未来ビジョン」を策定した（資料 1-16）。このビジョンは、「建学の精

神に基づき、これからの共生社会の創造と持続的発展に貢献する大学」を目指し、「教育」

「研究」「社会貢献」「かたち」の 4つの柱のもと、15の基本戦略と 50のプロジェクト（ア

クションプラン）からなる体系的な構成で、具体的な行動計画として実現可能性を担保して

いる。「未来ビジョン（大学・法人編）」では、本学の校訓に基づき、「教育」「研究」「社会

連携」のいずれの分野においても、「社会連携」を推進することとしている。また、資金運

用による収益の一部を予算として充当し、予算委員会での審議を経て予算管理・執行を行う

ことで、財政的な裏付けも確保されている（資料 1-17）。  

2019 年には、社会情勢や教育研究ニーズの変化、これまでの点検・評価結果、認証評価

の結果等を踏まえ、「未来ビジョン」を再整理・精査し、「第一期中期計画（2020-2024）」と

して再定義した（資料 1-18）。同時に中・長期の財政計画として財務シミュレーションを作

成し、理事会に報告することで、計画の実行に必要な資源の裏付けをより明確にしている

（資料 1-19）。「第一期中期計画（2020-2024）」では、「人になれ 奉仕せよ」の校訓のもと、

教育、研究、社会連携の各分野において、社会からの期待に応え、社会の評価を受けること

を目指した事業を展開することとした。 

さらに、単年度の事業運営方針（学長方針）や自己点検・評価の結果に基づき、各学部、

研究科、総合研究推進機構、図書館、センター等が単年度の事業計画を策定し、その中で重

点事業を設定することで、組織全体の活動が理念・目的達成に結びつくよう具体的な計画が

策定されている（資料 1-20～1-23）。 

  

＜中・長期の計画その他の諸施策の定期的な検証＞ 

本学院では、中・長期の計画の進捗及び達成状況を定期的に検証する体制が確立されて

いる。「未来ビジョン」の実施にあたっては、推進本部会議を組織し、各プロジェクトの

進捗を定期的に管理するとともに、毎年、プロジェクト全体及び個別のプロジェクトの見
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直しを行ってきた（資料 1-24）。 

「第一期中期計画（2020-2024）」の達成状況については、学部長会議、大学自己点検・

評価委員会及び理事会で総括を行い、全学的にその内容が確認され、引き続き改善すべき

課題も共有された。この結果と課題に加え、中央教育審議会が答申した「2040年に向けた

高等教育のグランドデザイン」における教育の質保証システムの確立、及び「新たな時代

を見据えた質保証システムの改善・充実について(審議まとめ)」における学修者本位の教

育の実現の内容を踏まえ、「第二期中期計画（2025-2029）」が策定された（資料 1-25）。

「第二期中期計画（2025-2029）」では、特に本学の校訓「人になれ 奉仕せよ」を具体化

した教育モデル「社会連携教育」の推進に力点を置いている。この計画は、学部長会議で

審議・策定され、大学自己点検・評価委員会、理事会において全学的に共有されている

（資料 1-26、1-27）。  

今後は、検討状況や進捗に応じて計画を適宜見直し、社会の急激な変化に対応できるよ

う柔軟に運用していく方針である。なお、計画の進捗・達成状況については、当該年度終

了後の学部長会議、大学自己点検・評価委員会及び大学課長会議で確認し、全学的に共有

することで、計画の実効性を継続的に検証する予定である 。 

また、単年度の事業運営方針に基づく重点事業計画については、学長を統括者とした推

進体制のもと、大学自己点検・評価委員会、館部センター長連絡会議及び大学課長会議で

定期的に進捗確認を行い、着実な目標達成を図っている（資料 1-28～1-34）。 

以上のことから、本学は、中・長期の計画その他の諸施策を適切に策定し、中・長期の

計画やその他諸施策の進捗や達成状況を定期的かつ適切に検証しているといえる。 

 

２．分析を踏まえた長所と問題点 

 本学では、校訓「人になれ 奉仕せよ」の体現として、独自の教育モデル「社会連携教育」

を掲げ、全学的なカリキュラムを構築・実践している。この「社会連携教育」の理念は、単

なる教育手法にとどまらず、教職員、学生、さらには保証人に対しても広く浸透しており、

本学の教育の柱として確立されている。また、校訓を基盤とした将来構想（グランドデザイ

ン）を起点に、中期計画や単年度計画を体系的に策定している。これらの計画については、

定期的に実効性や妥当性を厳格に確認・検証する体制を構築しており、中・長期にわたる理

念・目的の実現を着実に図っている点は、高く評価できる 。 

 

３．改善・発展方策と全体のまとめ 

本学では、学院の理念・目的の達成に向け、将来構想・計画を体系的に策定し、その実効

性と妥当性を定期的に確認しながら、着実に目標を実現する強固な体制を構築している。 

2010年の「関東学院グランドデザイン」から始まり、「未来ビジョン」、そして「第一期中

期計画（2020-2024）」へと段階的に計画を進化させてきた。各計画は、大学内外の状況分析

に基づき、組織・財政といった資源の裏付けを伴う具体的なアクションプランとして具現化

されている。 特に「第一期中期計画（2020-2024）」を着実に推進するため、各年度の重点

事業計画の進捗管理と定期的な検証を重視している。学部長会議、大学自己点検・評価委員

会、大学課長会議による全学的な進捗及び達成状況の確認、さらに大学課長会議、館部セン

ター長会議での年度ごとの進捗確認など、複数の階層で厳密な検証が行われている。これら
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の継続的な点検・評価を通じて、計画の軌道修正や新たな課題への対応が迅速に行われ、

PDCAサイクルが効果的に機能している。  

2024 年度で「第一期中期計画（2020-2024）」の成果を検証し、その結果と中央教育審議

会の答申を踏まえ、すでに「第二期中期計画（2025-2029）」を策定した。これは、本学が常

に先を見据え、社会の変化に対応しながら、持続的な発展を目指す姿勢を示すものである。

この新しい計画は、「教育」「研究」「社会連携」など 7 項目 24 の計画で構成され、各アク

ションプランが有機的に連携することで、本学の総合力を最大限に高めることを目指して

いる。 

特に本学の建学の理念・校訓「人になれ 奉仕せよ」に基づき、本学が強調する「社会連

携」では、社会に必要とされる大学となるため、大学と社会の関係をさらに強化していく方

針である。「教育」においては、学生が現実の社会と密接に関わりながら「社会課題を発見

する力」「情報を整理して問題解決に導く力」「多様な人々と協働する力」を養い、社会に貢

献する人材を育成することを目指し、本学が標榜する「社会連携教育」を一層推進する。「研

究」においては、本学の持つ先進的かつ広範な研究力を活かし、様々な社会課題の解決に寄

与していく。 

今後もこれらの計画を着実に実行し、「魅力ある大学づくり」「選ばれる大学づくり」を強

力に推進していく。 
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第２章 内部質保証（基本情報一覧） 
 

内部質保証 

内部質保証の方針・手続 URL・印刷物の名称 

関東学院大学の内部質保証方針 https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/about-university/quality-

assurance.html 

全学内部質保証推進組織の名称と所管事項 

関東学院大学自己点検・評価委員会 （１） 自己点検・評価に係る基本方針の策定 

（２） 前号の基本方針に基づく自己点検・評価項目の設定及び実施方法 

（３） 自己点検・評価報告書の作成及び公表 

（４） 認証評価機関による第三者評価への対応 

（５） 自己点検・評価結果の分析、検証及び提言 

（６） 大学の中長期計画及び年次計画（事業計画）に関する検討及び進

捗状況の点検・評価 

（７） その他、自己点検・評価又は外部評価に関する事項 

名簿（URL・印刷物の名称） 

関東学院大学自己点検・評価委員会規程 

備考： 

※内部質保証に係る全学的な体制を表した図を、この下に掲載してください。 

《体制図》 

 

設置計画履行状況調査等への対応（５ヵ年）[*] 

指摘区分 指摘事項 指摘年度 改善状況 改善状況に関する根拠資料（設置履

行状況調査結果など） 

     

備考：  

※その他、文部科学省からの勧告等に関することは、点検・評価報告書本文に記載してください。 

 

https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/about-university/quality-assurance.html
https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/about-university/quality-assurance.html
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前回の認証評価からの改善状況[*] 

改善報告書 URL※ https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/wp-content/uploads/third_3_1.pdf 

改善報告書検討結果 URL※ https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/wp-content/uploads/third_3.pdf 

備考： 

※前回認証評価が本協会以外であった場合は、これに相当するもの。 

 

情報公表[*] 

項目 URL  

点検・評価報告書 https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/about-university/self-

inspection.html 

［教育情報］ 

教育研究上の目的 基準１ 

教育研究上の基本組織 https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/about-

university/organization.html 

学位授与方針 基準４ 

教育課程の編成・実施方針 基準４ 

学生の受け入れ方針 基準５ 

教員組織、教員の数並びに各教員が有する学位及び

業績 

https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/about-

university/organization.html 

https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/about-

university/disuclosure.html（⇒『職位別・男女別人数、大学

設置基準上必要となる専任教員数』） 

https://kyouin.kanto-gakuin.ac.jp/public/v2kgr/ 

入学者の選抜 httpsao.kanto-

gakuin.ac.jp/library/application_guidelinES/ 

入学者の数、収容定員及び在学する学生の数 https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/about-

university/disuclosure.html 
（⇒『学生定員』、『在籍学生数、学生定員充足率』） 

卒業又は修了した者の数並びに進学者数及び就職

者数その他進学及び就職等の状況並びに外国人留

学生の数 

https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/about-

university/disuclosure.html 
（⇒『卒業者数・修了者数（学位取得状況）』、『大学院における

学位授与状況』、『大学院修了者の状況』、『就職状況（就職率・

進学率推移）』、『留学生在学状況』） 

授業科目、授業の方法及び内容並びに年間の授業の

計画 

https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/about-

university/disuclosure.html（⇒『6. 授業科目、授業の方法

及び内容並びに年間の授業計画に関すること』） 

成績評価及び卒業又は修了の認定に当たっての基

準 

https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/about-

university/disuclosure.html（⇒『7. 学修の成果に係る評価

及び卒業又は修了の認定基準に関すること』） 

校地、校舎等の施設及び設備その他の学生の教育研

究環境 

https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/about-

university/disuclosure.html（⇒『8. 校地・校舎等の施設及

び設備その他学生の教育研究環境に関すること』） 

授業料、入学料その他の大学が徴収する費用 https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/about-

university/disuclosure.html（⇒『9. 授業料、入学料その他

大学が徴収する費用に関すること』） 

修学支援、生活支援、進路支援その他の学生支援 https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/about-

university/disuclosure.html（⇒『10. 学生の修学、進路選択

及び心身の健康に係る支援に関すること』） 

研究科、専攻又は学生の履修上の区分ごとの、当該

大学院に入学した者のうち標準修業年限以内で修

了した者の占める割合その他学位授与の状況 

https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/about-

university/disuclosure.html 
（⇒『大学院修了者の状況』） 

［※］専門性が求められる職業に就いている者等と

の協力の状況 

 

https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/wp-content/uploads/third_3_1.pdf
https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/wp-content/uploads/third_3.pdf
https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/about-university/self-inspection.html
https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/about-university/self-inspection.html
https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/about-university/organization.html
https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/about-university/organization.html
https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/about-university/organization.html
https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/about-university/organization.html
https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/about-university/disuclosure.html
https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/about-university/disuclosure.html
https://kyouin.kanto-gakuin.ac.jp/public/v2kgr/
https://ao.kanto-gakuin.ac.jp/library/application_guidelines/
https://ao.kanto-gakuin.ac.jp/library/application_guidelines/
https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/about-university/disuclosure.html
https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/about-university/disuclosure.html
https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/about-university/disuclosure.html
https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/about-university/disuclosure.html
https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/about-university/disuclosure.html
https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/about-university/disuclosure.html
https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/about-university/disuclosure.html
https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/about-university/disuclosure.html
https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/about-university/disuclosure.html
https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/about-university/disuclosure.html
https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/about-university/disuclosure.html
https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/about-university/disuclosure.html
https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/about-university/disuclosure.html
https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/about-university/disuclosure.html
https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/about-university/disuclosure.html
https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/about-university/disuclosure.html
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財務情報 https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/about-

university/disuclosure.html（⇒『12. 財務情報』） 

備考： 

［※］専門職大学、専門職学科及び大学院の専門職学位課程のみ 

※関係法令：学校教育法第 109 条第１項、学校教育法施行規則第 172 条の２第１項、第２項及び第３項、教育職員免許

法施行規則第 22 条の８ 

 

情報公表［学習成果等］ 

情報 ウェブサイト名称・URL 

「卒業認定・学位授与の方針」に定められた学修目標の達成状況を明らかにするための学修成果・教育成果に関する

情報 

各授業科目における到達目標の

達成状況 

https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/education/center-for-rESearch-and-

development-of-higher-education.html 

（⇒『学習と授業に関するアンケート結果』） 

学位の取得状況 https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/about-university/disuclosure.html 

（⇒『卒業者数・修了者数（学位取得状況）』） 

学生の成長実感・満足度 https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/education/center-for-rESearch-and-

development-of-higher-education.html 

（⇒『学習と授業に関するアンケート結果』） 

進路の決定状況等の卒業後の状

況（進学率や就職率等） 

※前掲「情報公表」参照 

修業年限期間内に卒業する学生

の割合留年率、中途退学率 

※基礎データ表６参照 

学修時間 https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/education/center-for-rESearch-and-

development-of-higher-education.html 

（⇒『学習と授業に関するアンケート結果』） 

学修成果・教育成果を保証する条件に関する情報 

入学者選抜の状況 httpsao.kanto-gakuin.ac.jp/admissions_info/pastdata/ 

教員一人あたりの学生数 ※基礎データ表１参照 

学事暦の柔軟化の状況 ※後掲「授業期間及び単位計算」参照 

履修登録単位の登録上限の状況 ※後掲「履修登録単位数の上限」表参照 

授業の方法や内容・授業計画（シ

ラバスの内容） 
※前掲「基本資料」表参照 

早期卒業や大学院への飛び入学

の状況 

 

FD・SDの実施状況 https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/education/center-for-rESearch-and-

development-of-higher-education.html（⇒『FD・SD活動』） 

https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/about-university/disuclosure.html 

（⇒『ファカルティディベロップメント活動の状況』） 

備考： 

※関係資料：教学マネジメント指針（中央教育審議会大学分科会）別紙 3 

 

情報公表［教職課程］ 

項目 URL 

教員の養成の目標及び当該目標を達成するための計画に関すること https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/about-

university/disuclosure.html 

（⇒『14. 教員の養成の状況について』） 

教員の養成に係る組織及び教員の数、各教員が有する学位及び業績並

びに各教員が担当する授業科目に関すること 

https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/about-

university/disuclosure.html 

（⇒『14. 教員の養成の状況について』） 

教員の養成に係る授業科目、授業科目ごとの授業の方法及び内容並び

に年間の授業計画に関すること 

https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/about-

university/disuclosure.html 

（⇒『14. 教員の養成の状況について』） 

https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/about-university/disuclosure.html
https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/about-university/disuclosure.html
https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/education/center-for-research-and-development-of-higher-education.html
https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/education/center-for-research-and-development-of-higher-education.html
https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/about-university/disuclosure.html
https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/education/center-for-research-and-development-of-higher-education.html
https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/education/center-for-research-and-development-of-higher-education.html
https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/education/center-for-research-and-development-of-higher-education.html
https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/education/center-for-research-and-development-of-higher-education.html
https://ao.kanto-gakuin.ac.jp/admissions_info/pastdata/
https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/education/center-for-research-and-development-of-higher-education.html
https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/education/center-for-research-and-development-of-higher-education.html
https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/about-university/disuclosure.html
https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/about-university/disuclosure.html
https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/about-university/disuclosure.html
https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/about-university/disuclosure.html
https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/about-university/disuclosure.html
https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/about-university/disuclosure.html
https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/about-university/disuclosure.html


様式４ 

点検・評価報告書 様式 

16 

 

卒業者の教員免許状の取得の状況に関すること https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/about-

university/disuclosure.html 

（⇒『14. 教員の養成の状況について』） 

卒業者の教員への就職の状況に関すること https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/about-

university/disuclosure.html 

（⇒『14. 教員の養成の状況について』） 

教員の養成に係る教育の質の向上に係る取組に関すること https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/about-

university/disuclosure.html 

（⇒『14. 教員の養成の状況について』） 

備考： 

※関係法令：教育職員免許法施行規則第 22 条の６ 

https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/about-university/disuclosure.html
https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/about-university/disuclosure.html
https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/about-university/disuclosure.html
https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/about-university/disuclosure.html
https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/about-university/disuclosure.html
https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/about-university/disuclosure.html
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第２章 内部質保証（本文） 
１．現状分析 

評価項目① 

内部質保証のための方針を適切に設定していること。また、教育の充実と学習成果の向上を
図るために、内部質保証システムを整備し、適切に機能させていること。 

＜評価の視点＞ 

・内部質保証のための全学的な方針において、基本的な考え方、体制（全学内部質保証推進
組織をはじめとした諸組織の位置づけ、役割や責任）や手続を明らかにしているか。 

・教育の企画・設計とその実施、自己点検・評価及び改善活動に関して、全学的な調整や支
援を行っているか。 

※ 具体的な例 

・３つの方針の策定の調整・支援。 

・体系的・組織的な教育課程の編成に向けた調整・支援。 

・効果的な教育方法の開発とその運用のための調整・支援。 

・学習成果の可視化に向けた調整・支援。  

・自己点検・評価の実施やその結果の活用に向けた調整・支援。 

・大学全体規模や学部、研究科その他の組織（教職課程を実施する全学的組織を含む）にお
ける自己点検・評価をそれぞれ定期的に実施し、その結果を活用して改善・向上に取り組
んでいるか。 

・学部、研究科その他の組織における自己点検・評価の客観性、妥当性を高めるために、学
生の意見や外部の視点を取り入れるなどの工夫をしているか。 

・行政機関、認証評価機関等から指摘事項があった場合、それに適切に対応しているか。 

 

＜内部質保証方針の適切な設定＞ 

本学は、「関東学院大学の内部質保証方針（以下、「内部質保証方針」という。）」を定め、

内部質保証に関する「基本的な考え方」「組織体制」「PDCAサイクル及び教学マネジメント」

を明示するとともに、全学的に共有し、内部質保証の推進を図っている（資料 2-1）。 

内部質保証に関する「基本的な考え方」は以下のとおりである。 

関東学院大学の内部質保証方針 

１．基本的な考え方 

本学の内部質保証に関し、その基本的な考え方を以下のとおり定める。 

１ 本学の理念・目的の実現及び社会的使命の達成に向け、学長のリーダーシップのも

と、教育、研究、社会貢献、その他諸活動に関する方針及び計画を明確に定め、確実

に実施する。さらに、体系的に点検・評価を実施し、その結果に基づく改善・向上の

サイクル（PDCAサイクル）を適切に機能させる。 

２ 内部質保証の要として、３つの方針（学位授与方針、教育課程の編成・実施方針、入

学者受け入れ方針）を明示するとともに、これを起点とする教育課程に関する PDCA

サイクルを構築し、その実質化を全学的に推進する。 

３ 自己点検・評価を内部質保証の基本とし、すべての組織及び教職員が自覚と責任を

持ってこれを実施する。 

４ 自己点検・評価は、公益財団法人大学基準協会が定める大学基準及び点検・評価項目

に準拠して毎年度実施する。 

５ 自己点検・評価及び認証評価の結果を踏まえ、教育、研究、社会貢献、その他諸活動

等について不断の見直しを行い、その質の向上を図る。 
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６ 学外有識者等で構成される大学評価委員会から意見を得ることにより、自己点検・評

価の客観性・妥当性を確保するとともに、その有効性を高める。 

７ 自己点検・評価の結果に加え、学生の学習実態や学習成果に関する情報を公表し、社

会に対する説明責任を果たす。 

８ 内部質保証推進システムの有効性及び適切性を定期的に点検・評価し、その結果に基

づきシステムの改善・向上を図る。 

 

本学では、自己点検・評価を内部質保証の基本と位置づけ、本学の教育理念・目的の実現

及び社会的使命の達成に向けて、ふたつの PDCAサイクルを体系的・重層的に構築している。

ひとつは、大学の中長期計画や年度ごとの事業運営方針（学長方針）を踏まえた年度ごとの

事業計画による目標管理に基づく、「教育、研究、社会貢献、その他諸活動に関する PDCAサ

イクル」である。もうひとつは、3つの方針に基づく教育の成果及び有効性を長期的な視点

で評価し、教育の質の向上を図るための「教育課程に関する PDCAサイクル」である。 

本学の内部質保証を推進するため、本学では、すべての組織及び教職員が自覚と責任を

持って自己点検・評価を実施するとともに、その結果を社会に公表し説明責任を果たすこと

を「内部質保証方針」に明示している。そのうえで、内部質保証を推進するための「組織体

制」として、内部質保証における全学的な推進組織の権限と役割、全学的な推進組織と学部・

研究科その他の組織との役割分担等に関し、その方針を以下のとおり定めている。 

 

２．組織体制 

本学の内部質保証を推進するため、学長による意思決定及びそれに基づく執行体制に 

沿って、以下のとおり体系的に PDCAサイクルを推進する組織体制を整備する。なお、こ

れを可視化した「内部質保証推進体制（イメージ）」を別に定める。 

（１）学長のもと、副学長、学部長、研究科委員長、事務局長を構成員とする全学的な会

議体の連携により、全学内部質保証推進システムを整備する。 

（２）全学内部質保証推進組織は、学長の意思決定に関わる大学評議会、学部長会議、大

学院研究科委員長会議、全学内部質保証統括組織としての大学自己点検・評価委員

会、及び全学内部質保証関連組織としての教学マネジメント委員会によって編成

する。 

①大学自己点検・評価委員会は、教育、研究、社会貢献、その他諸活動に関する PDCA

サイクルが適切に機能するよう全学的に統括（管理・運営・支援）し、内部質保証

を推進する役割を担う。 

②教学マネジメント委員会は、３つの方針を一元的に管理するとともに、これを起点

とする教育課程に関する PDCAサイクルの実質化を全学的に推進する役割を担う。 

（３）全学内部質保証推進システムのもと、各学部・研究科、総合研究推進機構、図書館、

センター等において、自己点検・評価及びその結果に基づく改善・向上を担う委員

会等を設置し、体系的な内部質保証推進体制を整備する。内部質保証推進は、事務

組織と連携・連動を図り、教職協働により行う。 

（４）内部質保証の有効性を担保するため、学長の諮問機関として大学評価委員会を設置
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し、自己点検・評価結果の客観性及び妥当性に関する評価等を受けたうえで、その

結果を諸活動の改善・向上につなげる。 

 

本学における内部質保証推進システムを可視化した「内部質保証推進体制（イメージ）」

を図 2-1に示す。 

（図 2-1：内部質保証推進体制（イメージ）） 

 

内部質保証推進体制による全学的な改善・向上プロセスである「PDCA サイクル及び教学

マネジメント」については、以下のとおり具体的方針を定めている。 

 

３．PDCAサイクル及び教学マネジメント 

本学は、教学マネジメントを適切に機能させ、内部質保証を実質化するため、学長の

リーダーシップのもと、以下の２つの PDCAサイクルを体系的かつ重層的に構築する。 

（１） 年度ごとの事業計画による目標管理に基づく、「教育、研究、社会貢献、その他

諸活動に関する PDCAサイクル」 

（２） ３つの方針に基づく教育の成果及び有効性を長期的な視点で評価し、教育の質の

向上を図るための「教育課程に関する PDCAサイクル」 

また、これらを可視化した「教育、研究、社会貢献、その他諸活動に関する PDCAサイ

クル（イメージ）」及び「教育課程に関する PDCAサイクル（イメージ）」を別に定める。 
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（１）教育、研究、社会貢献、その他諸活動に関する PDCAサイクル 

教育、研究、社会貢献、その他諸活動について、当年度事業計画による目標管理と年度

ごとに実施する自己点検・評価活動と連動した PDCAサイクルを構築することにより、教

学マネジメントを適切に機能させ、内部質保証の実質化を推進する。教育、研究、社会貢

献、その他諸活動に関する PDCAの手続きは、以下のとおりである。 

① 本学の理念・目的の実現に向け、大学の中期計画や年度ごとの事業運営方針（学長方

針）に基づき、各学部・研究科、総合研究推進機構、図書館、センター等は、教育、

研究、社会貢献、その他諸活動に関する年度ごとの事業計画を策定し、その内容を学

長に報告する。学長は、大学自己点検・評価委員会において、これらの事業計画を審

議するとともに、重点事業を定め、全学的に目標管理を行う。（P） 

② 各学部・研究科、総合研究推進機構、図書館、センター等は、事業計画に基づき、教

育、研究、社会貢献、その他諸活動を実施し、その進捗状況を定期的に学長に報告す

る。学長は、大学自己点検・評価委員会及び重点事業推進体制において、定期的に事

業計画全体の進捗管理を行い、全学的に目標達成を推進する。（D） 

③ 各学部・研究科、総合研究推進機構、図書館、センター等は、大学自己点検・評価委

員会自己点検・評価推進部会による支援のもと、年度ごとに自己点検・評価を実施

し、その結果を学長に報告する。各学部・研究科等の自己点検・評価結果を受けた学

長は、大学自己点検・評価委員会のもとに自己点検・評価報告書作成体制を設ける。

自己点検・評価報告書作成体制は、各学部・研究科、総合研究推進機構、図書館、セ

ンター等の自己点検・評価結果を全学的観点から総括し、自己点検・評価推進部会の

主導により当年度の『自己点検・評価報告書』を作成するとともに、次年度に向けた

重点課題等を設定し、学長に報告する。学長は、大学自己点検・評価委員会において、

これらの自己点検・評価の結果を審議し、その結果に基づき改善・向上を指示・提言

する。（C→A） 

④ 学長の指示を受け、各学部・研究科、総合研究推進機構、図書館、センター等は、改

善・向上の取組みを検討したうえで次年度の事業計画を策定し、その結果を学長に報

告する。学長は、大学自己点検・評価委員会において、これらの改善・向上の取組み

（事業計画等）を審議し、全学的に確実な実施を推進する。（A→P） 

 

（２）教育課程に関する PDCAサイクル 

内部質保証の要として、３つの方針を起点とする教育課程に関する PDCAサイクルを構

築することにより、教学マネジメントを適切に機能させ、内部質保証の実質化を推進す

る。教育課程に関する PDCAの手続きは、以下のとおりである。 

① 本学の理念・目的の実現に向け、各学部・研究科等は、３つの方針を設定し、学長に

報告する。学長は、教学マネジメント委員会において、各学部・研究科等の３つの方

針を審議し、その設定に関して全学的に管理を行う。加えて、各学部・研究科等は、

学位授与方針に示す学習成果を評価し、教育課程・教育活動の有効性・適切性を検証

するためのアセスメントマップを策定する。（P） 

② 各学部・研究科等は、３つの方針を起点として教育課程を編成・実施する。学長は、

教学マネジメント委員会を通じて、教育課程の編成及び教育内容の検討のための年
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度スケジュールの管理、新たな教育方法の開発支援、情報提供を行い、全学的に学

部・研究科等の取組みを推進する。（D） 

③ 各学部・研究科等は、アセスメントマップに基づき収集されたデータを用いて自己点

検・評価を実施し、学位授与方針に示す学習成果の達成状況を把握し評価する。学長

は、教学マネジメント委員会を通じて、学習成果の把握及び評価に関する調査やアン

ケート等の実施を全学的に推進する。また、その結果を各学部・研究科等にフィード

バックするとともに、学習成果を把握し評価するための新たなツールや指標の開発

支援、情報提供等を行い、全学的に学部・研究科等の取組みを支援する。（C） 

④ 各学部・研究科等は、自己点検・評価等の結果に基づき、教育課程及び３つの方針の

適切性や改善・向上の必要性を検討し、その結果を学長に報告する。学長は、教学マ

ネジメント委員会において、各学部・研究科等の教育課程の編成及び改善状況を審議

し、その改編等を全学的に管理する。また、３つの方針に関する事項を教学マネジメ

ント委員会において審議し、その改正等を全学的に管理する。これらを通じて、学習

成果に基づく教育課程及びその内容、教育方法の不断の改善・向上を図る。（C→A→

P） 

 

（３）教員個人の教育、研究、社会貢献、その他諸活動に関する PDCAサイクル 

教員は、教育、研究、社会貢献、その他諸活動に関する自己点検・評価や「学習と授業

に関するアンケート」等を定期的に実施し、その結果をもとに、教育、研究、社会貢献、

その他諸活動の改善・向上を図る。学長は、大学自己点検・評価委員会及び教学マネジメ

ント委員会において、教員の教育、研究、社会貢献、その他諸活動の点検・評価及び改善・

向上を全学的に推進し管理する。 

 

これらを可視化した「教育、研究、社会貢献、その他諸活動に関する PDCAサイクル（イ

メージ）」及び「教育課程に関する PDCAサイクル（イメージ）」をそれぞれ図 2-2及び図 2-

3に示す。 
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（図 2-2：教育、研究、社会貢献、その他諸活動に関する PDCAサイクル（イメージ） 

 

 

（図 2-3：教育課程に関する PDCAサイクル（イメージ）） 
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なお、図 2-1 の全学内部質保証推進システム及び各教育研究組織で示している「PDCA」

は、当該組織が PDCAサイクルを機能させていることを示すものであり、その具体は、図 2-

2の「教育、研究、社会貢献、その他諸活動に関する PDCAサイクル」に示すとおりである。

また、教学マネジメント委員会、学部・研究科、高等教育研究・開発センター、その他の教

育課程の編成に関わる組織は、図 2-3の「教育課程に関する PDCAサイクル」に基づき、PDCA

を機能させている。 

これらの PDCAサイクルを通じた各組織の活動の状況や結果等は、自己点検・評価制度に

よる点検・評価や事業計画の進捗管理等を通じ、大学自己点検・評価委員会に集約されると

ともに、全学内部質保証推進システムで分担し、学長をリーダーとして内部質保証を全学的

に推進する体制及び手続きとなっている。 

以上のように、教学マネジメントを適切に機能させるため、学長による意思決定及びそれ

に基づく執行体制に沿って内部質保証推進体制を体系的・重層的に構築し、全学組織、学部・

研究科その他の教育研究組織、個々の教員の３つのレベルによる PDCAサイクルの連動性を

確保している。これに加え、全学内部質保証推進システムについて、大学自己点検・評価委

員会と教学マネジメント委員会等を役割ごとに分担・配置することで、内部質保証に関する

運用プロセスを明確にし、PDCAサイクルの各フェーズ（計画、実施、点検・評価、改善・向

上）の実効性も担保している。 

 

＜自己点検・評価の定期的な実施及び改善・向上への取組み＞ 

 学則第 2条の規定に基づき、教育研究水準の向上を図り、その目的及び社会的使命を達成

するため、全学的・組織的・体系的に自己点検・評価を実施し、その結果を事業計画等へ適

切にフィードバックし、教育研究活動等の不断の見直し及び改善・向上を図っている（資料

2-25、2-2～2-4）。各学部・研究科、総合研究推進機構、図書館、センター等は、当年度の

教育、研究、社会貢献、その他諸活動に関する重点事業及びその他の事業計画の進捗状況等

について、総括的な点検・評価を行っており、その結果について、自己点検・評価報告書作

成体制のもと、自己点検・評価推進部会の主導により、全学的観点から点検・評価を行い、

報告書としてとりまとめている（資料 2-5）。加えて、改善・向上への取組み（事業計画等）

に向けて適切にフィードバックするためのツールとして、「GP リスト」「タスクリスト」を

作成し、大学自己点検・評価委員会でこれらを全学的に共有している（資料 2-6）。 

「GPリスト」は、自己点検・評価結果に基づき、全学的観点及び各学部・研究科による優

れた取組み（GP：Good Practice）を自己点検・評価推進部会が抽出し、一覧化（可視化）

したものであり、これを全学的に共有することで、各学部・研究科等の改善・向上への取組

み（事業計画等）の策定を支援している（資料 2-7）。「タスクリスト」は、全学的観点及び

各学部・研究科による課題（タスク）を一覧化（可視化）したものであり、これを全学的に

管理することで、各学部・研究科等の改善・向上の取組み（事業計画等）の確実な実施を推

進している（資料 2-8）。なお、各学部・研究科による課題（タスク）の中で、全学的に早急

に取組むべき課題として捉えたものについては、全学的タスクとして設定している。このよ

うに、本学ではタスクごとに対応組織及び点検項目を明示し、定期的に進捗状況を確認する

ことで、確実に改善へとつなげるためのツールとして「タスクリスト」を活用している（資

料 2-9）。 
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＜点検・評価における客観性や妥当性の確保＞ 

学長の諮問機関として大学評価委員会を設置し、自己点検・評価結果の客観性及び妥当性

に関する評価等を行っている（資料 2-10）。 

大学評価委員会の構成員の半数以上は、他大学教員のほか、本学同窓会及び後援会、地域

の自治体等の学外有識者に委嘱しており、卒業生及び学生の保証人、地域や行政機関に携わ

る者などのステークホルダー（利害関係者）による意見を広く取り入れる仕組みとしている。

また、大学評価委員会では、本学の自己点検・評価制度に沿って、公益財団法人大学基準協

会の大学基準及びその解説、点検・評価項目に基づいた評価を行っている。なお、構成員に

大学関係者以外の学外有識者を含むため、評価基準や評価項目、評価方法、評価担当につい

て、大学評価委員会で審議し合意を形成したうえで評価を実施している。 

大学評価委員会の評価結果は、大学自己点検・評価委員会において報告され、学長は評価

結果を踏まえ、教育研究組織に対して、改善・向上に向けた取組み（事業計画等）につなげ

るよう指示している（資料 2-11）。 

 

＜認証評価機関及び行政機関等からの指摘事項への対応＞ 

 大学自己点検・評価委員会のもと、認証評価機関及び行政機関等からの指摘事項について、

全学的な対応を図っている。 

 本学は、2020年度に公益財団法人大学基準協会による認証評価を受審し、「内部質保証」、

「教育課程・学習成果」及び「社会連携・社会貢献」について、長所として評価された。是

正勧告を受けた項目はなく、改善課題とされた項目については、当該学部・研究科、機関等

の毎年度の事業計画において改善に向けた取組みを行い、2024 年度に同協会に提出した改

善報告書では、再度改善報告を求められる事項はなく、適切に対応できている（資料 2-12

～2-14）。 

文部科学省の設置計画履行状況等調査により重大な指摘事項を受けた場合には、重点課

題として全学的に共有を図り、事業計画を策定した上で、計画性をもって対処することとし

ている。 

 

以上のことから、本学は内部質保証のための方針を適切に設定しており、また、教育の充

実と学習成果の向上を図るために内部質保証システムを整備し適切に機能させているとい

える。 

 

評価項目② 

大学の諸活動の状況等を適切に公表し、社会に対する説明責任を果たしていること。 

＜評価の視点＞ 

・教育研究活動、自己点検・評価結果、財務、その他の諸活動の状況等を適切に公表し、社
会に対する説明責任を果たしているか。 

・教育研究活動の情報として、学生の学習実態、学習上の成果に関わる情報を社会に分かり
やすく公表しているか。 

 

大学の理念・目的、教育研究上の目的、３つの方針、研究指導計画及び学位論文審査基準
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等の教育研究活動等の状況、教員の養成の状況、設置計画履行状況等調査への対応や点検・

評価結果、財務関係書類（財務計算書類）等について、Webサイトで公表しており、教育研

究活動等の質向上に資するとともに、社会的説明責任を果たしている（基本情報一覧）。こ

れらの情報は、大学 Webサイトに「大学情報の公開：関東学院大学の情報」というページを

設けて一元管理することで、アクセシビリティの向上を図っている（資料 2-15【Web】）。教

育研究活動の情報については、学生の学習実態や学習成果に関して、「学生による学習と授

業に関するアンケート」を 2024年度に試行し、2025年度に導入したが、その結果を社会に

分かりやすく公表していくことが求められる。 

情報の公開に関しては、広報課を中心に学内の情報を集約・確認し、定期的な更新に努め

ている。固定コンテンツに掲載している情報は、担当部署において情報の正確性と信頼性を

定期的に確認し、適切な更新を行っている（資料 2-16）。また、「学校法人関東学院情報公

開規程」等を整備しており、適切な情報の公開とともに、情報開示請求への対応も行ってい

る（資料 2-17）。 

以上のとおり、学校教育法に基づき、大学の諸活動の状況等を適切にかつわかりやすく

公表し、社会に対する説明責任を果たしている。  

 

評価項目③ 

内部質保証システムの有効性及び適切性について定期的に点検・評価を行い、改善・向上に
向けた取り組みを行っていること。 

＜評価の視点＞ 

・内部質保証システムの整備や機能の状況を定期的に点検・評価し、その結果に基づき、教
育の質を保証する仕組みとしてより有効に機能できるよう改善・向上に取り組んでいる
か。 

 

内部質保証推進システムの適切性については、副学長、学長補佐及び大学自己点検・評価

委員会の事務局である大学経営課のほか、各学部・研究科及び総合研究推進機構、図書館、

各センターの教育研究組織、情報公開を担当する広報課等の事務組織が、自己点検・評価制

度等を通じて定期的に点検・評価を実施している（資料 2-3）。特に重点事業に関わる取組

みについては、重点事業推進体制において定期的に進捗と適切性の点検・評価を行っており、

日々の改善・向上につなげている（資料 2-18）。これら年間を通じての点検・評価の結果は、

自己点検・評価報告書作成体制のもとで全学的観点から総括し、当年度の『自己点検・評価

報告書』を作成し、学長に報告している（資料 2-5）。 

これに加え、学長の諮問機関である大学評価委員会において、自己点検・評価結果を客観

的に検証及び評価することで、内部質保証推進システムの重要な機能である自己点検・評価

制度の適切性に関する評価を行っている（資料 2-19）。 

また、大学評議会及び学部長会議を通じ、内部質保証を推進する主体である大学自己点

検・評価委員会の機能、すなわち内部質保証推進システムの適切性を確認している。具体的

には、大学評議会において、学長が大学自己点検・評価委員会の審議結果を報告しており、

これに対して大学評議会構成員が意見を述べることができる仕組みをとっている（資料 2-

20）。学部長会議においては、「関東学院大学自己点検・評価委員会規程」第９条に基づき、

同規程の改正を審議することになっており、その過程で大学自己点検・評価委員会の権限や
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役割等を確認している（資料 2-21）。 

学長は、これらを受けて、大学自己点検・評価委員会等の全学内部質保証推進組織を通じ、

改善・向上に向けた取組み（事業計画等）に適切につなげるよう当該組織に指示している（資

料 2-22）。また、改善・向上の取組み（事業計画等）の確実な実施を推進している。 

例えば、自己点検・評価の結果を次年度事業計画等にフィードバックすることを目的に導

入したツール「タスクリスト」において、2024年度からは、改善が進まない課題であり、か

つ全学的に取組むべき課題を全学的タスクとして設定した（資料 2-23）。数年以内に対象と

なる組織すべてが課題解決につながるよう、毎年度の自己点検・評価において定期的に点検

をする仕組みを構築したことにより、全学的な課題解決の改善・向上に活用されている。 

学長の諮問機関である大学評価委員会においては、2023 年度から、従来の紙面による自

己点検・評価結果の評価のほかに、大学評価委員と各学部長及び研究科委員長との意見交換

会を実施している（資料 2-24）。各学部・研究科、機関等は、本学における教育・研究活動

等に関する各種取組みについて、第三者による客観的な点検・評価結果に基づく改善・向上

に向けた取組みに対する意見や指摘を受けた場合には、指摘事項を次年度の自己点検・評価

項目に取り入れ、全学的に点検を行うことで、改善・向上に活用している。 

さらに、2025年度には、「大学自己点検・評価委員会規程」第 4条の規定に基づき、全学

的な内部質保証の継続的な改善と実効性の向上を図ることを目的として、実務組織として

の内部質保証推進体制検討・改善ワーキング・グループを設置し、内部質保証推進体制の見

直し・改善方策を検討した。その結果、内部質保証推進体制における各組織の連携・関係性

を整理し明確化を図るべく、「内部質保証方針」、「大学自己点検・評価委員会規程」、「教学

マネジメント委員会規程」、「大学評価委員会規程」及び内部質保証推進体制（イメージ）の

一部を改正した。また、本学が体系的・重層的に構築している２つの PDCAサイクルの起点、

期間範囲、目的、基準、評価指標などを明確にすべく、一覧表にて整理した。 

以上のように、本学は内部質保証推進システムの有効性及び適切性について、定期的、多

面的に見直しを行い、その結果をもとに段階的に改善・向上を図っている。 

 

２．分析を踏まえた長所と問題点 

 本学では、「内部質保証方針」に基づき、学長のリーダーシップのもとに、「大学自己点検・

評価委員会」を中心とする全学的な内部質保証推進体制を整備し、体系的に点検・評価に取

組んでいる。また、年度ごとの事業計画を起点とする PDCAサイクルと３つの方針を起点と

する教育課程に関する PDCAサイクルの体系を構築し、重層的に連動させることで、内部質

保証推進システムを有効に機能させている。各学部・研究科、総合研究推進機構、図書館、

センター等による自己点検・評価を実施する際、「大学基準」を踏まえた本学独自の共通

フォーマットの「自己点検・評価シート」を用いるとともに、大学自己点検・評価委員会が

各学部・研究科等の自己点検・評価結果に対する小まめなヒアリングやフィードバックを行

うなど、全学的な観点から支援を行うことで、各部局間の記述内容や水準の平準化を図って

いる点が評価できる。 

 自己点検・評価結果から見出された課題・問題点のうち、全学的に取り組むべき事項とし

て捉えた課題については、全学的タスクリストとして管理し、毎年度実施している自己点

検・評価において、進捗状況を点検することにより、確実に課題・問題点の改善・向上につ
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ながるように取り組むことで、内部質保証の実質化に寄与している。また、各学部・研究科

の優れた取組みを GPリストとして管理し、全学的に共有することで、各教育研究組織の諸

活動の改善・向上を支援している。 

 さらに、ステークホルダーを主たる構成員とする大学評価委員会による第三者評価の実

施により、自己点検・評価結果を客観的に評価するとともに、その評価結果を踏まえて教育

研究等の改善・向上を図っている。例えば、2023 年度の大学評価委員会による評価結果を

踏まえ、本学の特長である「社会連携教育」を通して身に付く力を具体化した学位授与方針

を 2024年度に改定した。これを受け、2025年度には学位授与方針の達成のためにどのよう

な教育課程を編成し、どのような教育内容・方法を実施し、学修成果をどのように評価する

のかを定める基本的な方針としての教育課程の編成・実施方針を 2025年度に改定した。新

たな学位授与方針、教育課程の編成・実施方針は 2026年度入学生より適用される。 

 以上のような工夫により、本学では教育、研究、社会貢献、その他諸活動の内部質保証を

適切に図ることができているといえる。また、2020 年度に受審した認証評価で付された課

題に対する改善報告書においても、大学基準協会から「改善の成果が概ね表れている」との

評価を得た。ただし、認証評価時には指摘対象となっていなかった看護学研究科修士課程に

おける収容定員の充足状況について、改善課題が付されたことから、大学院の定員管理の課

題については、今後もさらなる改善に努める必要がある。 

 

３．改善・発展方策と全体のまとめ 

 本学は、「内部質保証方針」に基づき、大学の理念・目的の実現及び社会的使命の達成

に向け、学長のリーダーシップのもと、２つの PDCAサイクルを循環させる仕組みを確立

している。ひとつは、大学の中期計画及び年度毎の事業運営方針（学長方針）に基づき策

定された単年度の事業計画を起点とする「教育、研究、社会貢献、その他諸活動に関する

PDCAサイクル」である。各学部・研究科、総合研究推進機構、図書館、センター等の事業

計画の進捗状況及び達成状況に関する自己点検・評価は、大学自己点検・評価委員会によ

る全学的な視点での統括・管理のもと、「大学基準」に基づいて実施され、その結果に基

づく改善・向上の取組みを検討したうえで次年度の事業計画が策定される。もうひとつ

は、各学部・研究科等の３つの方針に基づく教育の成果及び有効性を長期的な視点で評価

し、教育の質向上を図るための「教育課程に関する PDCAサイクル」である。学位授与方

針に示す学習成果の把握・評価は、教学マネジメント委員会による全学的な視点での統

括・管理のもと、アセスメントマップに基づき収集されたデータを用いて実施され、その

結果を踏まえて必要に応じて各学部・研究科等の教育課程及び３つの方針の改善・検討が

図られる。本学では、このように、起点、期間範囲、目的、基準、評価指標などが異なる

２つの PDCAサイクルを体系的・重層的に構築し循環させることにより、教学マネジメン

トを適切に機能させ、内部質保証を推進している。 

 また、情報公開については、教育・研究に関する情報、財務情報、自己点検・評価結

果、第三者評価の結果の含め広く公表しており、「学習と授業に関するアンケート」や卒

業生等へのアンケートを通じた学習成果や学習経験に関する情報も開示することで、社会

への説明責任を果たしているといえる。2026年度入学生から、本学の特長である「社会連
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携教育」を通して身に付く力を具体化した新たな学位授与方針が適用されることから、こ

れに基づく学習成果や学習実態に係る情報の公開が期待される。 

 認証評価機関から指摘された諸課題への対応については、引き続き、重点事業計画に基

づく進捗・達成状況を大学自己点検・評価委員会が定期的に確認し、全学的な視点から助

言及び支援を行うことで改善を促す。このような不断の改善のサイクルを通じて、教育、

研究、社会貢献、その他諸活動の質向上を図っていく。 
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第３章 教育研究組織（本文） 
１．現状分析 

評価項目① 

大学の理念・目的に照らして、学部・研究科、附置研究所、センターその他の組織の設置状
況が適切であること。 

＜評価の視点＞ 

・大学の理念・目的を踏まえ、また、学問の動向や社会的要請等に配慮したうえで、教育研
究組織（学部・研究科や附置研究所、センター等）を構成しているか。 

 

＜教育研究組織の適切な構成＞ 

本学は、多彩な学問分野における教育研究及び学内外との連携・協力による多様な活動を

通じ、広く社会貢献を図るため、図 3-1に示す組織を設置している。卒業生数も 10万人を

超え、良き市民、良きビジネスパーソンとして活躍している（資料 3-1）。 

 

（図 3-1：学校法人関東学院組織図（抜粋）） 

 

　関東学院職制第3条別表第1　組織図

　

情 報 学 専 攻

経 済 学 専 攻

土 木 工 学 専 攻

修 士 課 程 地 域 創 生 専 攻

博 士 前 期 課 程 法 学 専 攻

博 士 後 期 課 程 法 学 専 攻

キ リ ス ト 教 と 文 化 研 究 所

経 済 経 営 研 究 所

法 学 研 究 所

工 学 総 合 研 究 所

地 域 創 生 実 践 研 究 所

法 学 研 究 科

出 版 会

看 護 学 専 攻

人 間 環 境 研 究 所

看 護 学 研 究 所

本 館

防 災 ・ 減 災・ 復興 学研 究所

社 会 連 携 セ ン タ ー

関 内 分 室

工 学 研 究 科

建 築 学 専 攻

博 士 後 期 課 程

博 士 前 期 課 程

機 械 工 学 専 攻

物 質 生 命 科 学 専 攻

プ ロ ジ ェ ク ト 研 究 所

人 文 科 学 研 究 所

修 士 課 程

建 築 学 専 攻

総 合 工 学 専 攻

ス ポ ー ツ セ ン タ ー

大沢記念建築設備工学研究所

分 館

教 職 支 援 セ ン タ ー

国 際 セ ン タ ー

カ ウ ン セ リ ン グ セ ン タ ー

英 語 英 米 文 学 専 攻

  大         学

比 較 日 本 文 化 専 攻

社 会 学 専 攻

博 士 後 期 課 程

英 語 英 米 文 学 専 攻
文 学 研 究 科

比 較 日 本 文 化 専 攻

社 会 学 専 攻

経 済 学 専 攻

経 営 学 専 攻

博 士 後 期 課 程

電 気 工 学 専 攻

  関東学院

高等教育研究・開発センター

経 営 学 専 攻

総 合 研 究 推 進 機 構

材 料 ・ 表 面 工 学 研 究 所

 学校法人

看 護 学 部 看 護 学 科

法 学 部
法 学 科

地 域 創 生 学 科

建 築 ・ 環 境 学 科

理 工 学 部

管 理 栄 養 学 科栄 養 学 部

教 育 学 部 こ ど も 発 達 学 科

人 間 共 生 学 部
コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン 学 科

共 生 デ ザ イ ン 学 科

経 済 学 部 経 済 学 科

法 人 事 務 局

学 部

大 学 院

国 際 文 化 学 部
英 語 文 化 学 科

比 較 文 化 学 科

経 営 学 部 経 営 学 科

社 会 学 部 現 代 社 会 学 科

内 部 監 査 室

学 院 宗 教 セ ン タ ー

学 院 保 健 セ ン タ ー

大 学 宗 教 教 育 セ ン タ ー

坂 田 記 念 館

学 院 史 資 料 室

図 書 館

機 関

理 工 学 科

建 築 ・ 環 境 学 部

博 士 前 期 課 程

経 済 学 研 究 科

博 士 前 期 課 程

看 護 学 研 究 科
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（１）学部（学科）の構成 

学部（学科）については、1949 年の大学開設時には経済学部及び工学部の２学部構成で

あったが、現在は大学学則第４条の２にある教育研究上の目的を掲げ、国際文化学部（英語

文化学科、比較文化学科）、社会学部（現代社会学科）、経済学部（経済学科）、経営学部（経

営学科）、法学部（法学科、地域創生学科）、理工学部（理工学科）、建築・環境学部（建築・

環境学科）、人間共生学部（コミュニケーション学科、共生デザイン学科）、栄養学部（管理

栄養学科）、教育学部（こども発達学科）、看護学部（看護学科）の 11学部（14学科）の構

成へと拡充し、人文科学、社会科学、自然科学の３つの学問系統を擁する総合大学として、

理念・目的に基づき教育研究を展開している（資料 1-1、資料 3-2【Web】）（「大学基礎デー

タ」表 1）。 

 

（２）研究科（専攻）の構成 

研究科（専攻）については、既設学部を基礎とし、1966 年には経済学研究科及び工学研

究科の２研究科構成であったが、2023年度から法学研究科地域創生専攻修士課程を設置し、

現在は大学院学則第５条の２にある教育研究上の目的を掲げ、文学研究科（英語英米文学専

攻、比較日本文化専攻、社会学専攻の３専攻博士前期課程及び博士後期課程）、経済学研究

科（経済学専攻、経営学専攻の２専攻博士前期課程及び博士後期課程）、法学研究科（法学

専攻博士前期課程及び博士後期課程、地域創生専攻修士課程）、工学研究科（機械工学専攻、

電気工学専攻、情報学専攻、建築学専攻、土木工学専攻、物質生命科学専攻の６専攻博士前

期課程、及び建築学専攻、総合工学専攻の２専攻博士後期課程）、看護学研究科（看護学専

攻修士課程）の５研究科（12専攻博士前期課程、８専攻博士後期課程、２専攻修士課程）へ

と拡充し、高度にして専門的な学術の理論及び応用の教授研究や職業人の育成を展開して

いる（資料 1-2、資料 3-2【Web】）（「大学基礎データ」表 1）。 

 

（３）附置研究所 

大学附置研究所として、キリスト教と文化研究所、大沢記念建築設備工学研究所、材料・

表面工学研究所、防災・減災・復興学研究所の４つの研究所を設置している（資料 3-3～3-

6）。また、学部附置研究所として、人文科学研究所、経済経営研究所、法学研究所、地域創

生実践研究所、工学総合研究所、人間環境研究所、看護学研究所の７つの研究所を設置して

いる（資料 3-7～3-13）。 

これらに加え、2016 年度からフレキシブルな研究拠点としてプロジェクト研究所を設置

できる制度を設け、特色ある研究拠点の形成と研究推進、外部の競争的研究資金及び研究助

成金の獲得、産官学連携に資する研究の推進を図っている（資料 3-14）。 

研究を全学的に推進し、研究の総合的向上及び研究を通した本学の社会的使命を達成す

ることを目的として設置した総合研究推進機構が、上記大学附置研究所、学部附置研究所及

びプロジェクト研究所を統括している（資料 3-29）。 

 

（４）附属機関（センター等） 

附属機関については、大学の理念・目的とともに、社会的な要請や大学を取り巻く環境等

を踏まえ設置している。 
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例えば、2014 年度には、理念・目的に基づき社会連携・社会貢献を全学的に推進するべ

く、本学が有する知的資源（財産）を活かし、共生社会の創造とその持続的な発展を支援す

ることに加え、地域が求める人材育成、地域貢献及び生涯学習の機能を強化するとともに、

地方自治体、産業界、教育界等との連携を図るため、社会連携センターを開設した（資料 3-

30）。 

2017 年度には、教職課程の改善・向上を図る全学的な体制の構築を目指し、教職支援セ

ンターを開設し、教育学部に設置している教員養成課程と開放制の教職課程に関する事項

全般を充実させ、両課程の円滑かつ効果的な運営を図っている（資料 3-31）。 

また、2023年度には、教学マネジメント体制の再編を図り、高等教育研究・開発センター

が、FDを含む、全学的な教育方法・内容の研究・開発を担う組織として、その役割・機能の

明確化を行った（資料 3-32）。 

以上のように、社会的な要請や急速な環境の変化等に対応しながら、教育研究上の目的に

示す「キリスト教に基づく人格の陶冶を旨とし、教育基本法に則り、学術の理論及び応用を

教授研究し、次世代の社会を他者とともに創り上げる教養と知識技術を有する人材を育成

し、社会に貢献すること」に努めている。 

 

評価項目② 

教育研究組織の適切性について定期的に点検・評価し、その結果を活用して改善・向上に向
けて取り組んでいること。 

＜評価の視点＞ 

・教育研究組織に関わる事項を定期的に点検・評価し、当該事項における現状や成果が上がっ
ている取り組み及び課題を適切に把握しているか。 

・点検・評価の結果を活用して、教育研究組織に関わる事項の改善・向上に取り組み、効果
的な取り組みへとつなげているか。 

 

＜教育研究組織の適切性＞ 

内部質保証のための組織体制や運用プロセスに基づき、教育研究組織に関する点検・評価

及び改善・向上について、全学的・体系的に推進している。 

教育研究組織の適切性については、各学部・研究科及び総合研究推進機構、各センターに

おいて、自己点検・評価制度等により定期的に点検・評価を実施している（資料 3-33）。特

に重点事業に関わる取組みについては、重点事業推進体制のもと、学部長会議、大学院研究

科委員長会議及び館部センター長連絡会議において定期的に進捗と適切性の点検・評価を

行っている（資料 3-34～3-41）。これら年間を通じての点検・評価の結果は、自己点検・評

価報告書作成体制のもと、大学自己点検・評価委員会構成員及び陪席者が全学的観点から総

括し、当年度の『自己点検・評価報告書』を作成するとともに、重点課題等を設定し、学長

に報告している（資料 3-42～3-44）。 

学長は、教育課程・学習成果や入学者受け入れ、教育研究等環境、社会連携・社会貢献等

の適切性も考慮し、社会的な要請や急速な環境の変化等も鑑みながら、教育研究組織のあり

方を検討している。また、必要に応じ、大学自己点検・評価委員会や学部長会議、大学院研

究科委員長会議等を通じ、その検討を指示している。 

最終的には、これらの検討結果を踏まえて学長が総合的に判断し、本学の意思決定プロセ
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スに基づき、学部・研究科については大学評議会、附置研究所や附属機関（センター等）に

ついては学部長会議において審議している。また、教育研究組織の適切性については、法人

経営に直接的に関わることから、大学評議会及び学部長会議の審査結果を理事会に報告し、

理事会のもとで教育研究組織の新設・改組等を決定している（資料 3-45～3-47）。学部・研

究科の設置に関しては、理事会のもとに大学委員会、さらに同委員会のもとに設置準備委員

会を設置し、大学の学部長会議、大学院研究科委員長会議、大学評議会において、慎重に審

議を行ったうえで意思決定を行っている（資料 3-15）。 

＜教育研究組織に関わる事項の改善・向上の取組み＞ 

近年の例として、2023 年度に教学マネジメント体制の再編を検討し、学部長会議の議を

経て、高等教育研究・開発センターが、FDを含む、全学的な教育方法・内容の研究・開発を

担う組織として、その役割・機能を明確に位置付けている。 

また、2026 年度より情報学部を新設する。情報学部の前身となる理工学部では、社会的

ニーズに応える新たな情報教育のあり方を模索するため、４月の学部運営会議にて改組の

具体的な検討を開始した。これを受け、学長は大学委員会において新学部の設置を提案し、

構想を進めるべく理工学部内に情報学部設置準備委員会を設置し、設置の準備を進めた。そ

の後、学部長会議、大学評議会の審議を経た後、最終的には理事会において、理工学部から

独立した情報学部の設置を決定した（資料 3-17～3-23）。 

また、2026 年度より国際文化学部においても学科を再編する。現行の英語文化学科と比

較文化学科の 2学科を再編・統合して国際文化学科の１学科とし、そこに英語文化コース、

グローバル歴史文化コース、多文化協働コースの３つのコースを配置する国際文化学部の

改組は 2022年度から計画し準備を進めてきた。この改組は、グローバル化と多文化共生が

進む社会の諸課題を解決することに向けて主体的に行動する人材を育てるという新たな教

育研究上の目的を達成することを目的としたものである。これについても同様に、大学委員

会において学科の編成を提案し、その後学部長会議、大学評議会の審議を経た後、理事会に

て承認された（資料 3-24～3-28）。 

 

本学では、全学組織である宗教教育センター、スポーツセンター、国際センターがそれぞ

れ、特定分野ごとに設置される学部横断的な教育プログラムとして３つのインスティ

テュートを設置している。インスティテュートでは、学部の専門領域で学ぶ知見に加え、各

分野の知識と理解を深めることで複眼的な視点を養い、総合的な知を修得することを目的

としている。 

インスティテュートの開講科目は対象となるすべての学部の学生が受講可能で、修得し

た科目の単位は所属学部の基準により卒業要件として認定される（資料 3-48）。 

2022年、約 20億人が倫理や道徳観、その行動や発想の拠り所とするキリスト教への理解

を深め、人としての成長を促すことを目的としたキリスト教人間学インスティテュートを

開設した。キリスト教人間学インスティテュートは各学部で開講されている既存のキリス

ト教関連科目を含め、４カテゴリー全 30単位からなるカリキュラムで構成され、キリスト

教の「精神」の理解を深めることで、専門領域で学ぶ知見をさらに飛躍させて人間力を磨く

ことが期待される。なお、2025 年度には、本インスティテュート開設以来初となる修了生

が輩出された（資料 3-49、3-50）。 
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2023 年、スポーツを「高次のアクティブラーニング」として捉え、学びとスポーツをリ

ンクして高い教育効果と競技力向上を実現し、クラブ活動をより質の高い「学びの場」とす

るための教育プログラムとしてスポーツインスティテュートを開設した。スポーツに関す

る基礎的な知識を身につけることに加えて、指導者、スポーツビジネス関連、行政や地域活

動関連の３つの進路をモデルとした科目を設置している。 

2024 年には、多文化共生の課題に気づき、解決し、貢献することを目的としたグローバ

ルインスティテュートを開設した。グローバルインスティテュートは人材教育、地球市民育

成に特化したカリキュラム内容となっており、学生が地域貢献やグローバルな課題に対し

て、専門分野が異なる学生が協働し、実践的に取り組むことで総合的な知を習得することが

期待される（資料 3-51、3-52）。 

 

以上のことから、本学は教育研究組織の適切性について定期的に点検・評価し、その結果

を活用して改善・向上に取り組んでいるといえる。 

 

２．分析を踏まえた長所と問題点 

（１）長所 

 ２学部から出発し、現在は人文・社会・自然科学の３系統 11学部 14学科を擁する総合大

学へと発展している。学問領域の広範な網羅がされており、多様な社会的ニーズに応える体

制が整っている。 

 大学附置、学部附置、さらに機動的な「プロジェクト研究所」を設置し、それらを総合研

究推進機構が統括することで、研究の専門性と全学的な連動性が両立され研究体制の重層

化が図られている。 

 「情報学部」の新設や「国際文化学部」の学科再編など、学問の動向や社会情勢（DXや多

文化共生）を反映した組織改編が具体的に実行できている。また、高等教育研究・開発セン

ターの役割明確化など、教育の質を保証するための時代に即した組織改革の実践が行われ

ている。 

 自己点検・評価委員会による総括から、学長の指示、理事会の決定に至るまで、内部質保

証としての明確な意思決定プロセスが体系化され PDCAサイクルの確立している。 

 学部横断的な学びとしてキリスト教、スポーツ、グローバルの３つのインスティテュート

を設置しており、専門教育に加え、大学の理念（キリスト教精神）や現代的課題を複眼的に

学ぶ仕組みが構築されている。 

 

（２）問題点（今後の課題） 

 2023年度以降の新設・改編（法学研究科の新専攻、情報学部、各インスティテュート）が

多く、これらが実際に「人材育成」や「社会貢献」にどの程度寄与したかという中長期的な

出口調査・評価がこれからの課題として考えられる。 

 
３．改善・発展方策と全体のまとめ 

本学は、キリスト教精神に基づく人格陶冶を根幹に据えつつ、1949年の開設以来、社会

の要請に合わせて 11学部を擁する総合大学へと柔軟かつ着実に発展してきた。特に近年
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は、情報学部への改組や、専門領域を超えた「インスティテュート制」の導入など、「専

門知」と「総合的な知」を融合させる先進的な教育体制を構築している。内部質保証のプ

ロセスも体系化されており、点検・評価の結果を組織の再編や新設に具体的に反映させて

いる。 

今後の展望としては、これら一連の組織改革が、急激に変化する社会において「実質的

な教育成果」として結実しているかを厳格に検証し続けることが求められる。教育・研

究・社会貢献の三柱を有機的に結びつけ、「他者とともに未来を創る人材」を輩出し続け

る持続可能な大学運営を推進していく体制を整えていく。 

新設した学部の卒業生が社会でどのような評価を受けるかをフィードバックし、さらな

る質向上につなげることが重要だと考えられる。2026 年度に新設される「情報学部」や改

組される「国際文化学部」において、当初の目的通り「次世代の社会を創り上げる人材」が

育成されているか、数年単位での定量的・定性的評価を行う必要がると考えられる。また、

2022 年度から開設された「キリスト教人間学インスティテュート」について、今後、社会

に進む修了生に対し、卒業時アンケートなどにより聞き取りし、学修にどう効果があったか

を明確にする。 

研究分野においては、2016年度から導入されたプロジェクト研究所制度をさらに推進

し、学内外の知見を結集する。SDGsや地域課題解決に直結する研究を強化し、受託研究や

公的研究費（科研費等）の獲得実績を向上させることを推進していく。 

また、附置研究所が持つ専門性を活かし、自治体や企業との共同プロジェクトを具体化

することで、「社会連携センター」との相乗効果を図ることを推進していく。 
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第４章 教育・学習（基本情報一覧） 
 

学位授与方針・教育課程の編成実施方針・学生の受け入れ方針[*] 

学部・研究科等名称 URL 

国際文化学部 https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/academics/intercultural-studiES.html#policy 

社会学部 https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/academics/sociology.html#policy 

経済学部 https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/academics/economics.html#policy 

経営学部 https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/academics/businESsadministration.html#policy 

法学部 https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/academics/law.html#policy 

理工学部 https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/academics/science-and-engineering.html#policy 

建築・環境学部 https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/academicsarchitecture-and-environmental-

dESign.html#policy 

人間共生学部 https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/academics/interhuman-symbiotic-

studiES.html#policy 

栄養学部 https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/academics/nutrition.html#policy 

教育学部 https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/academics/education.html#policy 

看護学部 https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/academics/nurising.html#policy 

文学研究科 https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/academics/gs-humanitiES.html#policy 

経済学研究科 https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/academics/gs-economics.html#policy 

法学研究科 https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/academics/gs-law.html#policy 

工学研究科 https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/academics/gs-engineering.html#policy 

看護学研究科 https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/academics/gs-nursing.html#policy 

備考： 

※関係法令：学校教育法施行規則第 172 条の２第１項 

 

授業期間及び単位計算（改善報告書に対して改善されたと評価された場合又は大学評価において改善提言を受けておら

ず変更もしていない場合は不要）[*] 

学期制区分 
各学期の 

授業週数 

１コマあたり

の授業時間 
URL・印刷物の名称 

2 学期制 15 週 100分 

https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/about-university/regulations.html 

履修要綱 

履修規程 

備考： 

 

単位設定 

授業形態 
１単位当たりの学習時間 

（うち、授業の時間） 
規程（条項） URL・印刷物の名称 

講義、演習、実験、

実習若しくは実技 

45 時間 学則第 9条の 2、第 10条 https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/about-

university/regulations.html 

備考：  

 

※関係法令：大学設置基準第 21条、第 23 条、専門職大学設置基準第 14 条、第 16 条 

 

修登録単位数の上限設定（改善報告書に対して改善されたと評価された場合又は大学評価において改善提言を受けてお

らず変更もしていない場合は不要）[*] 

学部・学科名、 

学年等 

履修登録単位

の上限値 
期間 

成績優

秀者へ

の緩和 

成績優秀者の基準 
除外 

科目の

有無 

国際文化学部 22 単位 各学期 ―  ― 

社会学部  22 単位 各学期 ―  ― 

経済学部 22 単位 各学期 ―  ― 

経営学部 22 単位 各学期 ―  ― 

https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/academics/intercultural-studiES.html#policy
https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/academics/sociology.html#policy
https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/academics/economics.html#policy
https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/academics/businESsadministration.html#policy
https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/academics/law.html#policy
https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/academics/science-and-engineering.html#policy
https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/academicsarchitecture-and-environmental-dESign.html#policy
https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/academicsarchitecture-and-environmental-dESign.html#policy
https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/academics/interhuman-symbiotic-studies.html#policy
https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/academics/interhuman-symbiotic-studies.html#policy
https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/academics/nutrition.html#policy
https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/academics/education.html#policy
https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/academics/nurising.html#policy
https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/academics/gs-humanities.html#policy
https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/academics/gs-economics.html#policy
https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/academics/gs-law.html#policy
https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/academics/gs-engineering.html#policy
https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/academics/gs-nursing.html#policy
https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/about-university/regulations.html
https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/about-university/regulations.html
https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/about-university/regulations.html
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法学部  22 単位 各学期 ―  ― 

理工学部  24 単位 各学期 ―  ― 

建築・環境学部  24 単位 各学期 ―  ― 

人間共生学部  24 単位 各学期 ―  ― 

栄養学部  24 単位 各学期 ―  ― 

教育学部  24 単位 各学期 ―  ― 

看護学部  24 単位 各学期 ―  ― 

備考：  

  

※関係法令：大学設置基準第 27条の２、専門職大学設置基準第 22 条 

※学部・学科ごとに履修登録単位数の上限設定が異なる場合、また、学部・学科内で学年によって設定を変えている場

合にはそれぞれ区分して作表してください。 

※「成績優秀者への緩和」欄は、大学設置基準第 27条の２第２項に該当する措置を講じている場合に○を選択し、成績

優秀者の基準（GPA 値など）を記入してください。該当しない場合、基準・割合欄の入力は不要です。  

※どのような考え・設計で履修登録単位数の上限設定（成績優秀者への緩和措置、除外科目の設定も含む）をしている

のか、「備考」欄に説明してください。 

 

卒業・修了要件の設定及び明示 

学部・研究科等名称（研

究科は学位課程別） 

卒業・修了要件単

位数 

既修得等

（注）の認定

上限単位数 

URL・印刷物の名称 

国際文化学部 124単位 60 

https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/about-

university/regulations.html 

 

https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/about-

university/disuclosure.html 

（⇒『7. 学修の成果に係る評価及び卒業又は修了

の認定基準に関すること（各学部履修規程）』） 

社会学部 124単位 60 

経済学部 124単位 60 

経営学部 124単位 60 

法学部 124単位 60 

理工学部 124単位 60 

建築・環境学部 124単位 60 

人間共生学部 124単位 60 

栄養学部 124単位 60 

教育学部 124単位 60 

看護学部 124単位 60 

文学研究科 32 単位 10 https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/about-

university/regulations.html 

https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/about-

university/disuclosure.html 

（⇒『7. 学修の成果に係る評価及び卒業又は修了

の認定基準に関すること（各研究科履修規程）』） 

経済学研究科 30 単位 15 

法学研究科 30 単位 15 

工学研究科 30 単位 15 

看護学研究科 30 単位 10 

備考： 

※関係法令：大学設置基準第 28条、第 29 条、第 30 条、第 32 条、第 42 条の８及び第 42 条の９、 

専門職大学設置基準第 24条、第 25 条、第 26 条、第 29 条及び第 30条、 

大学院設置基準第 16 条、第 16 条の２及び第 17 条、 

専門職大学院設置基準第 13条、第 13 条の２、第 14条、第 15 条、第 21条、第 21 条の２、第 22条、第 23

条、第 27 条、第 27 条の２、第 28 条及び第 29条  

注：[学士] 大学設置基準第 28条から第 30 条までの規定に基づく措置（それらを合せた上限値） 

[専門職大学]専門職大学設置基準第 24条から 26条までの規定に基づく措置（それらを合せた上限値） 

[修士・博士]大学院設置基準第 15 条によって準用する大学設置基準第 28 条及び第 30 条の規定にもとづく措置 

（それらを合せた上限値） 

https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/about-university/regulations.html
https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/about-university/regulations.html
https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/about-university/disuclosure.html
https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/about-university/disuclosure.html
https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/about-university/regulations.html
https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/about-university/regulations.html
https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/about-university/disuclosure.html
https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/about-university/disuclosure.html
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[専門職] 専門職大学院設置基準第 13条、第 13条の２、第 14 条、第 21 条、第 21 条の２、第 22条、第 27 条、第

27 条の２及び第 28 条の規定に基づく措置（それらを合せた上限値）   

     

研究指導計画（改善報告書に対して改善されたと評価された場合又は大学評価において改善提言を受けておらず変更も

していない場合は不要）[*] 

研究科等名称（学

位課程別） 

研究指導計画※の明示 URL・印刷物の名称 

文学研究科 

（博士前期課程） 

（博士後期課程） 

明示している。 

https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/about-

university/disuclosure.html 

（⇒『研究科・専攻の研究指導計画及び学位論文審査基準』） 

経済学研究科 

（博士前期課程） 

（博士後期課程） 

明示している。 

https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/about-

university/disuclosure.html 

（⇒『研究科・専攻の研究指導計画及び学位論文審査基準』） 

法学研究科 

（博士前期課程） 

（博士後期課程） 

明示している。 履修要綱 

法学研究科 

（修士課程） 
明示している。 

https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/about-

university/disuclosure.html 

（⇒『研究科・専攻の研究指導計画及び学位論文審査基準』） 

工学研究科 

（博士前期課程） 

（博士後期課程） 

明示している。 

https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/about-

university/disuclosure.html 

（⇒『研究科・専攻の研究指導計画及び学位論文審査基準』） 

看護学研究科 

（修士課程） 
明示している。 

https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/about-

university/disuclosure.html 

（⇒『研究科・専攻の研究指導計画及び学位論文審査基準』） 

備考：  

※関係法令：大学院設置基準第 14 条の２第１項 

※研究指導、学位論文作成指導を行うにあたり、学生に予め明示する計画であって、課程修了に至るまでの研究指導の

方法、内容及びスケジュールが明らかなもの。 

学位論文審査基準の明示・公表（修士・博士課程）（改善報告書に対して改善されたと評価された場合又は大学評価にお

いて改善提言を受けておらず変更もしていない場合は不要）[*] 

研究科等名称（学

位課程別） 

学位論文審査基準（注１）規程・URL 特定課題研究審査基準（注２）

規程・URL 

文学研究科 

（博士前期課程） 

（博士後期課程） 

https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/about-

university/disuclosure.html 

（⇒『研究科・専攻の研究指導計画及び学位論文審査基準』） 

 

経済学研究科 

（博士前期課程） 

（博士後期課程） 

https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/about-

university/disuclosure.html 

（⇒『研究科・専攻の研究指導計画及び学位論文審査基準』） 

 

法学研究科 

（修士課程） 

https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/about-

university/disuclosure.html 

（⇒『研究科・専攻の研究指導計画及び学位論文審査基準』） 

 

法学研究科 

（博士前期課程） 

（博士後期課程） 

履修要綱  

工学研究科 

（博士前期課程） 

（博士後期課程） 

https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/about-

university/disuclosure.html 

（⇒『研究科・専攻の研究指導計画及び学位論文審査基準』） 

 

看護学研究科 

（修士課程） 

https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/about-

university/disuclosure.html 

（⇒『研究科・専攻の研究指導計画及び学位論文審査基準』） 

 

備考： 

※関係法令：学校教育法第 172 条の２第３項、大学院設置基準第 14 条の２第２項 

https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/about-university/disuclosure.html
https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/about-university/disuclosure.html
https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/about-university/disuclosure.html
https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/about-university/disuclosure.html
https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/about-university/disuclosure.html
https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/about-university/disuclosure.html
https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/about-university/disuclosure.html
https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/about-university/disuclosure.html
https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/about-university/disuclosure.html
https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/about-university/disuclosure.html
https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/about-university/disuclosure.html
https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/about-university/disuclosure.html
https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/about-university/disuclosure.html
https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/about-university/disuclosure.html
https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/about-university/disuclosure.html
https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/about-university/disuclosure.html
https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/about-university/disuclosure.html
https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/about-university/disuclosure.html
https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/about-university/disuclosure.html
https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/about-university/disuclosure.html
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注１：学位論文（修士論文又は博士論文）について、学位に求める水準を満たす論文であるか否かを審査する基準とし

て、あらかじめ学生に明示するもの。 

注２：修士課程修了にあたり修士論文に代えて課される特定の課題についての研究に関し、学位に求める水準を満たし

た研究成果か否かを審査する基準として、あらかじめ学生に明示するもの。 

 

 

学位授与方針に示した学習成果の測定方法[*] 

学部・研究科等名称 学習成果の測定方法 根拠資料 

国際文化学部 小テスト、学期末試験、レポート、論文・

プレゼンテーション、卒業論文・卒業研
究等 

アセスメントマップ、学習成果の測定結

果 

社会学部 小テスト、学期末試験、レポート、論文・

プレゼンテーション等 

アセスメントマップ、学習成果の測定結

果 

経済学部 小テスト、学期末試験、レポート、論文・

プレゼンテーション等 

アセスメントマップ、学習成果の測定結

果 

経営学部 小テスト、学期末試験、レポート、論文・

プレゼンテーション等 

アセスメントマップ、学習成果の測定結

果 

法学部 小テスト、学期末試験、レポート、論文・

プレゼンテーション等 

アセスメントマップ、学習成果の測定結

果 

理工学部 小テスト、学期末試験、レポート、論文・

プレゼンテーション等 

アセスメントマップ、学習成果の測定結

果 

建築・環境学部 小テスト、学期末試験、レポート、論文・

プレゼンテーション等 

アセスメントマップ、学習成果の測定結

果 

人間共生学部 小テスト、学期末試験、レポート、論文・

プレゼンテーション等 

アセスメントマップ、学習成果の測定結

果 

栄養学部 小テスト、学期末試験、レポート、論文・

プレゼンテーション等 

アセスメントマップ、学習成果の測定結

果 

教育学部 小テスト、学期末試験、レポート、論文・

プレゼンテーション等 

アセスメントマップ、学習成果の測定結

果 

看護学部 小テスト、学期末試験、レポート、論文・

プレゼンテーション、技術演習・看護実

践等 

アセスメントマップ、学習成果の測定結

果 

備考：   

 

 

学部・研究科等における点検・評価活動の状況 

学部・研究科等

名称 

実施年度・実施体制 点検・評価報告書等 

国際文化学部 国際文化学部自己点検・評価委員会 自己点検・評価シート 

社会学部 社会学部自己点検・評価委員会 自己点検・評価シート 

経済学部 経済学部自己点検・評価委員会 自己点検・評価シート 

経営学部 経営学部自己点検・評価委員会 自己点検・評価シート 

法学部 法学部自己点検・評価委員会 自己点検・評価シート 

理工学部 理工学部自己点検・評価委員会 自己点検・評価シート 

建築・環境学部 建築・環境学部自己点検・評価委員会 自己点検・評価シート 

人間共生学部 人間共生学部自己点検・評価委員会 自己点検・評価シート 

栄養学部 栄養学部自己点検・評価委員会 自己点検・評価シート 

教育学部 教育学部自己点検・評価委員会 自己点検・評価シート 

看護学部 看護学部自己点検・評価委員会 自己点検・評価シート 

文学研究科 大学院文学研究科自己点検・評価委員会 自己点検・評価シート 

経済学研究科 大学院経済学研究科自己点検・評価委員会 自己点検・評価シート 

法学研究科 大学院法学研究科自己点検・評価委員会 自己点検・評価シート 

工学研究科 大学院工学研究科自己点検・評価委員会 自己点検・評価シート 

看護学研究科 大学院看護学研究科自己点検・評価委員会 自己点検・評価シート 

備考： 
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第４章 教育・学習（本文）  
１．現状分析 

評価項目① 

達成すべき学習成果を明確にし、教育・学習の基本的なあり方を示していること。 

＜評価の視点＞ 

・学位授与方針において、学生が修得すべき知識、技能、態度等の学習成果を明らかにして
いるか。また、教育課程の編成・実施方針において、学習成果を達成するために必要な教
育課程及び教育・学習の方法を明確にしているか。 

・上記の学習成果は授与する学位にふさわしいか。 

 

＜学位授与方針及び教育課程の編成・実施方針＞ 

１．大学全体 

本学では、「関東学院大学学位規則」第 3条において学士課程及び大学院課程の学位授与

の要件を規定し、「学則」第 34条及び「大学院学則」第 22条及び第 23条に各課程修了の要

件を明記している。この「学位規則」に定められた学位授与の要件を本学の教育研究上の目

的「キリスト教に基づく人格の陶冶を旨とし」「次世代の社会を他者とともに創り上げる教

養と知識技術を有する人材を育成し、社会に貢献すること」に沿って具体化するために、学

生が卒業・修了時に身に付けるべき到達目標として、「学位授与方針」を定めている。 

建学の精神に基づく校訓「人になれ 奉仕せよ」を実践する「社会連携教育」を推進する

本学では、2024年度に従来の全学学位授与方針（DP）を改定し、「社会連携教育」によって

身に付く力を具体化した全学学位授与方針を定めた。新たな学位授与方針は、「社会連携教

育」の類型を基に、「社会連携教育」を「知る（Know）」、「みる（See）」、「考える（Think）」、

「働きかける（Act）」の 4つの教育活動に分け、それぞれの教育活動によって身に付く力を

学力の 4領域として定めたものである。具体的には、社会を「知る（Know）」力として「知

識・技能（DP1）」や社会を「みる（See）」力として「寛容さ・判断力（DP2）」、社会につい

て「考える（Think）」力として「思考力・表現力（DP3）」、社会に対して「働きかける（Act）」

力として「主体性・協働性（DP4）」である。この学位授与方針に基づき、学位規則が定める

課程修了の要件を本学の教育モデルである「社会連携教育」に即して運用することで、授与

する学位の質を保証している。 

また、学位授与方針に定めた力を身につけるための教育課程及び教育・学習方法、評価方

法を具体的に示すものとして、本学では 2025年度に既存の教育課程の編成・実施方針（CP）

を改定し、「社会連携教育」によって身に付く力との対応関係を明確にした CPを定めた。全

学 CPは、DPに定めた学習成果を達成するための教育課程の体系、教育内容、科目区分、教

育・学習方法、評価方法が明確に示されており、「教育課程の編成・実施の考え方（前文）」

「教育課程・教育内容」「教育方法」「学習成果の評価」によって構成されている。また、「教

育課程・教育内容」では各科目群を通じて主に育てる力としての DPが明示されており、DP

と CP の連動性が確保されている。特に、本学が推進する「社会連携教育」の諸相「知る」

「みる」「考える」「働きかける」をどのような教育方法・形態を通じて育成するのかを CP

に明示しているのが特長である。 

なお、本学では、学位授与方針、教育課程の編成・実施方針に加え、入学者受け入れ方針

を定める際の基本的な考え方を示す「３つの方針策定に関する基本方針・手続」を定めてい
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る。 

以上のことから、本学では、全学 DPにおいて学生が修得すべき学習成果を適切に明示し、

全学 CPの編成・実施方針において学習成果を達成するために必要な教育課程、教育・学習

の方法等を体系的に示しているといえる。また、全学 DP と全学 CP の連動性を適切に確保

しているといえる。 

なお、2024年度に DPの改定、2025年度に CPの改定を行ったため、今後は「３つの方針

策定に関する基本方針・手続」の改正を行う必要がある。 

 

２．学部 

（１）学位授与方針 

各学部では、学部の教育研究上の目的を達成するために必要な力を具体化し、卒業時に学

生が身に付けるべき到達目標として、学科等ごとに DPを定めている。 

学部の DPは、全学 DPで定めた４つの能力領域（「知識・技能」「寛容さ・判断力」「思考

力・表現力」「主体性・協働性」）のもと、各学部での学びを通じて身に付く能力を明示した

ものであり、それぞれの学位プログラムの特徴を出している。例えば、「多様な文化的・言

語的背景を持つ人々と相互理解を図り」「国際社会・地域社会の諸課題の解決に向けて主体

的に行動する人材を育成する」ことを教育研究上の目的とする国際文化学部国際文化学科

では、全学 DP1「知識・技能」のもとに「教養（DP1）」「リテラシー（DP2）」「専門知識・技

能（DP3）」を、全学 DP2「寛容さ・判断力」のもとに「多様性（DP4）」「公平・公正な判断力

（DP5）」を設けている。一方で、「健康と栄養と植物に関連する分野を中心に、個人や家族

それに地域社会の健康増進と栄養の改善を図り、食生活を中心とした生活循環や QOL

（quality of life）の向上に寄与する人材を育成する」ことを教育研究上の目的とする栄

養学部管理栄養学科では、全学 DP1「知識・技能」のもとに「知識・技能（DP1）」「実践力

（DP2）」を、全学 DP2「寛容さ・判断力」のもとに「寛容さ（DP3）」「倫理観、公平・公正な

判断（DP4）」を設けている。このように、学部の DPは、全学 DPとの連動性を確保しつつ、

学部の教育の理念、特色を反映している。 
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（例：国際文化学部 DP） 

 

（２）教育課程の編成・実施方針 

学部では、DPとの連動を図りつつ、学科等ごとに CPを定めており、教育課程の体系、教

育内容、授業科目の構成区分、授業形態、教育方法等に関する基本的な考え方を明確に示し

ている。 

全学 CPの改定にあわせ、学部 CPも 2025年度に改定を行った。学部の CPは、全学 CPの

構成に沿って、「教育課程の編成・実施の考え方（前文）」「教育課程・教育内容」「教育方法」

「学習成果の評価」によって構成されている。学部 CPにおいても、「教育課程・教育内容」

で各科目群を通じて主に育てる力としての DPが明示されており、DPと CPの連動性が確保

されている。これに基づき、各学部で共通科目に加えて、専門科目に対応する DPや学部特

有の教育方法を明示し、それぞれの特徴を出している。例えば、「多様な文化的・言語的背

景を持つ人々と相互理解を図る」力の育成を教育研究上の目的としている国際文化学部国

際文化学科の CP では「教育方法」に「語学教育科目や外国語で行う授業」を定めており、

「看護専門職として主体的に自立して専門性を発揮するための看護実践知」の育成を教育

研究上の目的としている看護学部看護学科では「教育方法」に「保健医療福祉の多様な環境

における臨地実習」を定めている。このように、学部の CPは、全学 CPとの連動性を確保し

つつ、学部の教育の理念、特色を反映している。 

 

国際文化学部国際文化学科は、学位授与方針（ディプロマ・ポリシー）を達成するため、

次に掲げる方針に基づき、教育課程を編成・実施する。 

なお、本方針は、諸科学の進展や社会の変化、本学に対する社会の要請等を踏まえて、

常に内容に改善・改良を加え、教育課程並びに教育指導体制の充実に努める。また、各授
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業科目は、公開授業や「学習と授業に関するアンケート」などの FD（ファカルティ・ディ

ベロップメント）・SD（スタッフ・ディベロップメント）活動によって、不断の努力をもっ

てさらなる改善・充実に努める。 

 

教育課程・教育内容 

１ 教育課程は、共通科目及び専門科目により体系的に編成する。 

２ 共通科目は、次の科目による編成を基本とし、分野や目的に沿って区分する。なお、

キリスト教、キャリアデザイン、初年次教育、英語の学習を必須とする。 

＜キリスト教科目（自校史を含む）＞ 

・ 世界と人間に対する深い洞察力を持ち、社会を取り巻く人々と相互理解を図る能力を

育むキリスト教科目（自校史を含む）を配置する（DP①-1）。 

＜教養科目・総合科目＞ 

・ 人間・社会・自然の体系的な理解に基づく豊かな人間性を育む（建学の精神における

「人」になる）教養科目・総合科目を配置する（DP①-1）。 

＜キャリア教育科目＞ 

・ 社会的及び職業的自立を図るための能力を有し、生涯にわたり主体的に学び社会に貢

献できる人材を育成すべく、入学直後から実施する体系的なキャリア教育科目を配

置する（DP④-9）。 

＜初年次教育科目＞ 

・ 大学で学ぶための基礎力（スタディ・スキルやアカデミック・リテラシー）を養う、

高大接続に配慮した初年次教育科目を配置する（DP③-7）。 

＜地域志向科目＞ 

・ 興味・関心、専門分野に応じた学びを通じて、学びのフィールドとなる「地域」に関

する理解を育む地域志向科目を配置する（DP①-1）。 

＜語学教育科目＞ 

・ グローバル社会を生きる人々と対話するための言語コミュニケーション能力を育成

すべく、英語をはじめとするさまざまな言語を段階的、体系的に学ぶ語学教育科目を

配置する（DP①-2）。 

＜海外語学研修科目＞ 

・ 海外での体験的な学びを通じて、語学運用能力と国際社会の中での自己の位置づけを

客観視する姿勢を育む海外語学研修科目を配置する（DP②-5）。 

＜情報教育科目＞ 

・ 社会情勢の変化を理解し、社会活動や研究で活用できる「情報」に関するスキルを育

成するための情報教育科目を配置する（DP①-2）。 

＜データサイエンス科目＞ 

・ 社会におけるデータの収集・生成に関する判断力や、データを分析し活用する能力を

育むデータサイエンス科目を配置する（DP③-6）。 

＜保健体育科目＞ 

・ 生涯にわたって、健康・健全で文化的な生活を送るための基礎を養う保健体育科目を

配置する（DP①-1）。 
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３ 専門科目は、次の教育内容により、学部基盤科目のほか、各コースに４つの科目群を

体系的に編成する。 

〔学部基盤科目〕 

・ 学部として養成する人材像を踏まえ、さまざまな文化に対する理解と社会への働きか

けの基盤となる知識・技能、それらに基づいた思考力を、多様な講義科目をとおして

身につけさせる（DP①-1・2・3、DP③-6）。 

（略） 

〔英語文化コース〕 

・ 【英語スキル科目】で確かな英語運用能力を養いつつ、【専門基礎講義科目】と【専

門講義科目】で英語及び英語圏の文化に関する知識や理解を習得させたうえ、【専門

演習科目】で社会的・文化的背景が異なる相手に対し自らの考えを発信するグローバ

ル・シティズンシップを育むカリキュラムである。 

【英語スキル科目】 

・ １年次から４年次まで段階的に配置し、英語の４つの技能（聞く・読む・書く・話す）

にまたがる総合的な英語運用能力及び国際社会において協働するための英語コミュ

ニケーション能力を育成する（DP①-2、DP③-7）。 

【専門基礎講義科目】 

・ 学部基盤科目における関連科目の上位基礎科目として、１・２年次を中心に４年次ま

で段階的に配置し、専門的な学修につなげるために、英語及び英語圏の文化に関する

基礎的な知識を身に付けさせる（DP①-3、②-4）。 

（略） 

４ 教育課程の体系性及び系統性をカリキュラムツリーに示す。 

 

教育方法 

１ 自ら問いを立て、視点や価値観の異なる人々と協働し、社会課題の解決に取り組む、

多様な形態・方法の「社会連携教育」を通じて、学位授与方針に定める資質・能力を

育成する。 

DP①＜知識・技能【知る】＞ 

・ 社会における課題や実例の紹介、ゲストスピーカーによる講義などを通じて、社会の

さまざまな事象やその背景の体系的な理解を育む。 

DP②＜寛容さ・判断力【みる】＞ 

・ フィールドワークやインターンシップなどの社会参加の機会を通じて、社会課題を取

り巻く人々の社会的・文化的背景を理解し、他者と共生するための判断力を養う。 

DP③＜思考力・表現力【考える】＞ 

・ ディスカッションやプレゼンテーション等の協働による能動的な学びの場を通じて、

他者の意見を尊重したうえで、自らの立場、考えをわかりやすく発信する能力を培

う。 

DP④＜主体性・協働性【働きかける】＞ 

・ 社会をフィールドとした PBL やサービスラーニング等の課題解決のための実践的な
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学びを通じて、社会課題に対して誠実に向き合う姿勢や社会参画への主体性を培う。 

 

２ 講義において、当該分野の知識・技能の習得を図るとともに、読む・書く・話し合う・

発表するといった活動を通じて、講義に積極的に参加する姿勢を育む。 

３ 複数クラスを編成する授業において、習熟度別等による少人数教育や授業・活動の複

線化によるきめ細かな教育を通じて、教育の個別最適化を図り、学習効果を高める。 

４ アクティブラーニングによる能動的な思考・判断の繰り返しにより、多様な意見に対

して寛容な精神や公平・公正な判断力を培う。 

５ 幅広い教養及び専門分野における知識・技能を基に、初年次から段階的に発展するゼ

ミナール等により、多様な背景をもった他者と協働するための規律性と柔軟性を養

う。 

６ ICT を積極的に活用し、LMS（Learning Management System）を通じて、学生の学習

状況をモニタリングするとともに、フィードバックや学習支援を行い、学習する習慣

と意欲を育む。 

７ 語学教育科目や外国語で行う授業を通じて、グローバル化と多文化化が進む社会で

多様な背景を持つ人々との相互理解を深め、協働を行うための知識と技能を培う。 

８ 国内外のフィールドを実際に訪れて実践的に学ぶ授業を通じて、文献研究や調査研

究といった人文科学の研究手法を活用し、多文化共生社会の課題を解決できる創造

的な思考力と表現力を育む。 

（例：国際文化学部 CP（抜粋）） 

 

学位授与方針（DP）及び教育課程の編成・実施方針（CP）の設定・変更に関して、学部・

研究科等で検討されたものを、教学マネジメント委員会の議を経て、最終的に学長が決定す

る手続としており、全学的な管理プロセスによって、相互の連関性や学部・研究科の統一性

等を確認し、適切性を担保している。 

DP及び CPは学位ごとに示すことを基本としており、Webサイトで公表するとともに、履

修要綱にも掲載している。 

以上のことから、本学では、学部 DPにおいて学習成果を適切に明示し、学部 CPにおいて

学習成果を達成するために必要な教育課程、教育・学習の方法等を体系的に示しており、学

部 DPと学部 CPの連動性を確保しているといえる。また、学部 DP及び CPと全学 DP及び CP

との連動性・一貫性も担保しているといえる。 

 

３．大学院 

大学院では、大学院の教育研究上の目的における「高度にして専門的な学術の理論及び応

用を教授研究しその深奥を究め、又は高度の専門性が求められる職業を担うための深い学

識及び卓越した能力を培い、文化の進展に寄与すること」に基づき、各研究科の教育研究上

の目的との整合を図りつつ、専攻及び学位課程ごとに DPを定め、それぞれの専門性に応じ

た学生が身に付ける能力を明確に示している。 

また、各研究科の DPとの連動を図りつつ、専攻及び学位課程ごとに CPを定めており、そ

れぞれの専門性に応じ、教育課程の体系、教育内容、授業科目の構成区分、授業形態、教育
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方法、学習成果の評価等に関する基本的な考え方を明確に示している。 

以上のことから、本学では、大学院各研究科の DPにおいて学習成果を適切に明示し、研

究科 CP において DP の達成のために必要な教育課程、教育・学習の方法等を体系的に示し

ているといえる。また、研究科 DP及び CPと全学大学院 DP及び CPとの連動性・一貫性も確

保している。 

 

評価項目② 

学習成果の達成につながるよう各学位課程にふさわしい授業科目を開設し、教育課程を体系
的に編成していること。 

＜評価の視点＞ 

・学習成果の達成につながるよう、教育課程の編成・実施方針に沿って授業科目を開設し、
教育課程を体系的に編成しているか。 

※ 具体的な例 

・授与する学位と整合し専門分野の学問体系等にも適った授業科目の開講。 

・各授業科目の位置づけ（主要授業科目の類別等）と到達目標の明確化。 

・学習の順次性に配慮した授業科目の年次・学期配当及び学びの過程の可視化。 

・学生の学習時間の考慮とそれを踏まえた授業期間及び単位の設定。 

 

＜教育課程の体系的な編成＞ 

１．大学全体 

各学部（学科）・研究科（専攻）における教育課程の編成に関して、教学マネジメント委

員会や全学教育科目検討委員会と、高等教育研究・開発センター及び教務主任会議や大学院

研究科委員長会議が連携・連動しながら、全学的に運営・支援を図っている。 

例えば、教学マネジメント委員会では、各学部（学科）・研究科（専攻）における教育課

程の検討スケジュールを全学的に統一して管理しているとともに、その改編等の方向性を

全学的に審議して確認している。また、科目のナンバリングやそれに基づくカリキュラム

マップ、カリキュラムツリーの整備を全学的に管理し、DP に基づく体系的・組織的な教育

課程の編成を支援している。 

全学教育科目検討委員会では、総合大学としてのメリットを活かした、横断的・全学的な

特色ある教育として、インスティテュートや全学共通科目の新設等に関する管理・検討を

行っており、2022年度にキリスト教人間学インスティテュート、2023年度にスポーツイン

スティテュート、全学共通データサイエンス教育科目、2024 年度にグローバルインスティ

テュート、2025年度に全学共通情報教育科目を新たに開設している。 

高等教育研究・開発センターでは、全学的な教育企画・開発等を担い、DPや CP、ナンバ

リング方式の改定案の検討、全学共通キャリア教育科目の見直し等を行っており、教学マネ

ジメント委員会や全学教育科目検討委員会への提案等を行っている。 

教務主任会議や大学院研究科委員長会議では、教学マネジメント委員会等の決定事項等

について、各学部・研究科間での連絡・調整を行い、その円滑な実施・運用を図っている。 

 

２．学部 

各学部（学科）において、CPに基づき、DPを達成するために必要な授業科目を開設して

おり、共通科目及び専門科目により体系的に教育課程を編成している。 
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共通科目は、教養科目・総合科目、キリスト教科目（自校史を含む）、キャリア教育科目、

初年次教育科目、地域志向科目、語学教育科目、海外語学研修科目、情報教育科目、データ

サイエンス科目、保健体育科目による編成を基本とし、全学共通科目のほか、各学部がそれ

ぞれの特徴に応じた科目を設置し、科目群を区分している。 

例えば、キリスト教科目（自校史を含む）については、「キリスト教学」を全学部に開設

しており、各学部のその他のキリスト教科目とともに、全学キリスト教関連科目として編成

している。 

キャリア教育科目、地域志向科目、情報教育科目、データサイエンス科目については、全

学共通科目を整備している。キャリア教育科目では、「KGU キャリアデザイン入門１」「KGU

キャリアデザイン入門２」を入学直後である１年次（春学期）に設置するとともに、「KGU

キャリアスタディ」「KGU キャリアデザイン基礎」「KGU キャリアデザイン実践」「KGU イン

ターンシップ１（事前指導）」「KGU インターンシップ２（実習）」等と段階的に編成してい

る。地域志向科目では、「KGUかながわ学」を、行政、経済、政治、スポーツ、歴史・文化、

自然、健康、地域づくり、地域安全、コミュニティの分野で開設しており、多様なニーズに

応える科目編成としている。情報教育科目及びデータサイエンス科目では、「KGU データサ

イエンス概論」「KGUデータサイエンス演習」のほか、ICT活用スキル、情報学の基礎に関す

る科目を体系的に編成している。 

初年次教育科目については、高・大の接続に配慮し、大学での学びのための基礎力（スタ

ディ・スキルやアカデミック・リテラシー）を養う科目を、入学直後である１年次春学期の

必修として開設している。法学部では、「大学入門ゼミナール」により、教職協働及び少人

数教育を通じて新入学生の大学での学びのための基礎力を養い、学習環境への早期順応を

図っている。 

語学科目については、全学部で英語等の外国語科目を卒業要件に入れているとともに、さ

まざまな語学科目を入学直後の１年次春学期から段階的に編成している。理工学部と建築・

環境学部では、初年次に必修科目として「総合英語」を４技能（リーディング・リスニング・

オーラルコミュニケーション・ライティング）に分けて配置している。加えて、国際化時代

における技術者の共通言語としての英語力を育成するために「英語講読（科学）」「資格英語

（TOEIC基礎）」「資格英語（TOEIC中級）」「資格英語（TOEIC上級）」等の選択科目も体系的

に配置しているほか、学生の多様なニーズに照らして、「ドイツ語」「フランス語」「中国語」

「スペイン語」「ロシア語」等のさまざまな語学科目も開設している。 

さらに、各学部では DPの達成に必要な共通科目を設置している。看護学部では、専門科

目の基盤となる人間への理解を深めるために、倫理学、心理学、生物学に関する科目を必修

科目として開設している。 

一方、専門科目は、各学部（学科）の専門分野や目的に応じた科目群により構成しており、

体系的・系統的に編成している。 

例えば、社会学部では、多文化共生の持続型成熟社会の構築に向けて、構想力を発揮し、

これを創造的に実践する力を涵養するため、基幹科目、専門基礎科目、専門展開科目、演習

科目を段階的に編成し、社会学及び社会福祉学を両輪とした体系的な学びを行っている。具

体的には、根幹となる科目として「社会学概論」「社会福祉学概論」「社会福祉政策論」、社

会学系統と社会福祉学系統を架橋する科目として「福祉の社会学」「共生社会論」、両系統で
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実証的な知識・技能を涵養する科目として「社会調査の基礎」「社会調査の技法」が基幹科

目に設置されている。これらの科目で修得された知識・技能を基礎として、両系統相互に履

修可能な専門科目を配置しつつ、各系統の専門科目領域で基礎的な知識・技能を発展・展開

させる教育課程を構成している。なお、社会福祉学においては、社会福祉士国家試験の受験

資格を取得するために必要な指定科目を段階的に修得し、ソーシャルワーカーとしての専

門的知識及び技能を備えることができるよう教育課程を体系的に編成している。また、社会

学においては、社会調査の基礎能力を有する専門家である社会調査士資格の認定に必要な

科目も段階的に編成している。 

経営学部では、１年次に「K-bizベーシック１」「K-bizベーシック２」の学習を必須とし、

これらの学習を基礎として、２年次以降専門ゼミナール等で行われる「K-biz」の各種プロ

ジェクトにおいて、企業・自治体・地域等と連携しながら課題解決を目指す実践的な学びを

行っている。 

理工学部では、専門に特化した学びを展開するために９つの学系の下に９コースを整備

している。各コースは、体系的に幅広い知識や技術を学習することができるように、１・２

年次に共通科目や専門的な基礎科目を、３・４年次では専門分野の発展的な科目を配置して

おり、体系的に幅広い知識や技術を学習する事ができるよう配置している。 

建築・環境学部では、相互に関連し合う５つのコースを設けている。これらコースの特徴

は、コース制としながらも共通したひとつの「学びの流れ」が整備されており、段階的、体

系的に科目の編成が行われている。具体的には１年次及び２年次の必修科目として「建築設

計製図Ⅰ～Ⅳ」を配置しており共通科目や専門科目の講義や演習で得た知識を具現化する

基礎を学び、３年次より所属コースごとに履修するスタジオ科目が専門科目を総合化する

科目として配置されている。 

人間共生学部では、学生が１・２年次の基礎科目での学びを活かし、社会連携や国際交流

の中でさまざまな課題を発見し解決策を考える専門科目として、３年次に「プロジェクト科

目」を必修として配置している。また、「プロジェクト科目」の事前学習科目として「プロ

ジェクト・マネジメントⅠ」、事後学習科目として「プロジェクト・マネジメントⅡ」を登

録必須科目として開講し、順次性ある学びを編成している。 

栄養学部では、管理栄養士の養成課程として必要な科目を配置するとともに、フードスペ

シャリストや食品衛生管理者等の資格課程を含めて、体系的に教育課程を編成している。ま

た、食品や食物を文化的な観点からも捉えながら管理栄養士に期待される役割等を学ぶ学

部基幹科目として「食生活論」を１年次の必修に配置したうえで、教育課程を展開している。 

教育学部では、小学校教諭免許及び特別支援学校教諭免許が取得可能な「小学校教育コー

ス」と、幼稚園教諭免許及び保育士資格が取得可能な「幼児教育コース」の２つのコースを

設け、それぞれのコースに体系的に実習科目を配置し、自身の成果と課題を把握し実践的技

能の修得を目指している。これに加え、認定心理士資格をコース横断的に取得可能な教育課

程を編成している。具体的には、「小学校教育コース」では、１年次の「教育実習Ⅰ」で小

学校教諭の仕事や学級経営を、２・３年次の「学校インターンシップ」で継続的な実習機会

を通じて実践的指導の基礎を学び、４年次では「教育実習Ⅲ」「特別支援教育実習」におい

て、これまでの実習経験を活かしながら、教育現場による授業実践等の教育活動を通じて、

教員になるために必要な能力の基礎を身に付ける。「幼児教育コース」では、１年次の「教
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育実習Ⅰ」で幼稚園教諭の仕事や保育内容を、２年次の「保育実習Ⅰ」で保育園、福祉施設

における実習を通じて保育士に必要となる実践的技術の基礎を学び、３年次では「教育実習

Ⅱ」「保育実習Ⅱ」「保育実習Ⅲ」において、保育及び福祉現場における実習活動を通じ幼稚

園教諭、保育士になるために必要な能力を身に付ける。 

看護学部では、専門科目は、看護の対象を生活者として包括的に捉え、健康課題を解決で

きる能力の習得を目指す構成としている。学びの特徴を踏まえ、１・２年次に基礎看護学分

野の科目を配置し、基礎看護学分野で学んだ知識と技術を基盤に１～４年次に生活支援看

護学分野、療養支援看護学分野、統合看護学分野の４分野を体系的・段階的に編成している。

また、看護の専門性を学修し、発展させるために、授業科目の構成を大きく「概論」「援助

論」「演習」「実習」の段階に分けて展開している。 

その他、総合大学の特徴を活かし、学部横断型教育プログラムとして、「キリスト教人間

学インスティテュート」「スポーツインスティテュート」「グローバルインスティテュート」、

他学部の分野（科目）を体系的に学べる教育プログラムとして、「副専攻制度」を開設して

いる。 

 

３．大学院 

各研究科（専攻及び学位課程）において、CPに基づき、DPを達成するために必要な授業

科目を開設しており、講義及び演習や実験の科目群に大別し、各研究科（専攻）の専門分野

や目的に応じた科目群により構成しており、実践的・専門的な知識を養う科目体系（コース

ワーク）と自己の研究活動（リサーチワーク）が連動した、学位論文執筆のための体系的な

教育課程（学位取得プロセス）を編成している。 

例えば、文学研究科博士前期課程では、専攻ごとに研究科目を配する「Ａ群」、演習科目

を配する「Ｂ群」、特論や言語科目等を配する「Ｃ群」の科目群を設置し、各分野での研究

能力と高度な専門職業人としての能力を修得するために必要な科目を配置し、専門的な教

養と研究者としての独創的な論文の作成をできるよう体系的に教育課程を編成している。

さらに、同博士後期課程では、自立した研究者として必要な能力が取得できるよう、専攻ご

とに特殊研究である「Ａ群」、特殊講義である「Ｂ群」の科目群を設置し、博士前期課程か

ら博士後期課程へと学びをさらに発展させ、高度に専門的な教育課程を段階的・体系的に編

成している。 

看護学研究科修士課程では、「看護管理学」「地域・在宅健康支援学」「老年支援学」「成育

支援学」「女性支援学」「療養生活支援学」「看護実践支援学」の７科目区分とし、必要な科

目を配置している。共通科目として、１年次に「研究方法論」「ヘルスケア理論」「生涯学習

論」を必修として配置し、修士課程での基礎能力を育成している。さらに、特別演習科目に

おいて、実践的・専門的な知識を養うため、臨地でのフィールドワークによる学習方法を取

り入れ、実践での体験学習と専門知識を体系的に学修し、その学びを学生は研究活動に活か

している。 

なお、各研究科では、DP に基づいた教育課程の編成の体系性・順次性について、専攻ご

とに学生の研究分野やテーマに応じた履修モデルを策定し、履修要綱にも掲載している。 

 

以上のことから、本学は学習成果の達成につながるよう各学位課程にふさわしい授業科
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目を開設し、教育課程を体系的に編成していると言える。 

 

評価項目③ 

課程修了時に求められる学習成果の達成のために適切な授業形態、方法をとっていること。
また、学生が学習を意欲的かつ効果的に進めるための指導や支援を十分に行っていること。 

＜評価の視点＞ 

・授業形態、授業方法が学部・研究科の教育研究上の目的や課程修了時に求める学習成果及
び教育課程の編成・実施方針に応じたものであり、期待された効果が得られているか。 

・ICT を利用した遠隔授業を提供する場合、自らの方針に沿って、適した授業科目に用いら
れているか。また、効果的な授業となるような工夫を講じ、期待された効果が得られてい
るか。 

・授業の目的が効果的に達成できるよう、学生の多様性を踏まえた対応や学生に対する適切
な指導等を行い、それによって学生が意欲的かつ効果的に学習できているか。 

※ 具体的な例 

・学習状況に応じたクラス分けなど、学生の多様性への対応。 

・単位の実質化（単位制度の趣旨に沿った学習内容、学習時間の確保）を図る措置。 

・シラバスの作成と活用（学生が授業の内容や目的を理解し、効果的に学習を進め
るために十分な内容であるか。）。 

・授業の履修に関する指導、学習の進捗等の状況や学生の学習の理解度・達成度の
確認、授業外学習に資するフィードバック等の措置。 

 

＜学習成果の達成のための適切な措置＞ 

１．大学全体 

 学習成果の達成のための適切な授業形態や授業方法、効果的な学習指導や学習支援に関

して、教学マネジメント委員会の下、全学教育科目検討委員会、高等教育研究・開発セン

ター、教務主任会議、大学院研究科委員長会議が連携しながら、全学的に運営・支援を図っ

ている。 

例えば、教学マネジメント委員会では、各学部の CAP（履修登録単位数上限）を超えて年

間 50単位以上の履修登録をしている学生の状況及びその対応を全学的に確認している。ま

た、「学習と授業に関するアンケート」を実施しており、各授業の学習時間や到達度、シラ

バスとの対応や授業評価等を検証し、その結果を各学部等のフィードバックしている。 

全学教育科目検討委員会では、全学共通科目に関する分科会を設けており、シラバスの検

証等を行っている。 

高等教育研究・開発センターでは、教育方法の開発等を担い、「学習と授業に関するアン

ケート」の設問設計、「社会連携教育」の実践事例に関する報告会の実施等を行っている。

また、全学の CP の改定案として、「社会連携教育」の枠組みによる教育方法の例示を検討

し、教学マネジメント委員会への提案も行っている。 

教務主任会議や大学院研究科委員長会議では、シラバス項目及びその設定や検証の方法

等を検討しているほか、教学マネジメント委員会等の決定事項等について、各学部・研究科

間での連絡・調整を行い、その円滑な実施・運用を図っている。 

  

２．学部 

（１）単位の実質化を図るための措置、適切な履修指導・学習指導の実施 
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各学部では、単位の実質化を図る主要な措置として、CAPを年間 44～48単位（各学期（セ

メスター）22～24単位）に設定している。なお、諸課程（教職課程等）の科目、栄養学部の

管理栄養士や教育学部の小学校教諭免許及び幼稚園教諭免許、保育士資格の養成課程の科

目の一部等については、その対象外としている。 

学生の学習時間の実質化を図る上での重要な取組みとして、履修指導・学習指導を継続的

かつきめ細かに実施していくことを全学的に推進しており、CAPを超えた履修登録単位の学

生を含めて対応を図っている。具体的には、入学直後の新入生オリエンテーション及び各年

次の各学期オリエンテーションに加え、諸課程の履修希望学生に対する説明会を開催して

おり、履修要綱等に基づき、単位制度の趣旨等を説明し、自学・自習の必要性及び計画的な

学習に関する指導を行っている。また、教職課程では教職履修カルテを整備するなどして履

修指導を行うとともに、段階的に学生の学習状況を確認している。さらに、各学部において、

学生への成績表配付や成績不振者への個別面談等を通じ、学生個人の状況に応じた履修指

導・学習指導を行っている。2025年度より「学習と授業に関するアンケート」を実施し、各

授業の学習時間や到達度等に関する学生へのフィードバックを図っており、今後は履修指

導・学習指導での活用が期待される。 

なお、教育学部及び看護学部について、2020 年度の公益財団法人大学基準協会による認

証評価で、CAP を超えて 50 単位以上を履修登録する学生が相当数に上り、シラバスにおけ

る予習・復習時間の記載や履修指導等の取組みを実施しているものの、単位の実質化を図る

措置は不十分である旨の指摘を受けており、カリキュラム変更等によって改善を図ってい

る。教育学部の当該学生は認証評価時に比して大幅に減少し、看護学部の当該学生はいない

ことから、両学部とも改善が認められる。 

 

（２）シラバスの内容及び実施 

シラバスには、「アクティブタイプ」「ナンバリングコード」「学位授与方針（DP）との対

応」「科目の到達目標」「科目のテーマ及び概要」「予習時間数（時間）」「復習時間数（時間）」

「授業計画（テーマまたは概要、到達目標、学習課題（予習・復習））」「成績評価方法・基

準」「課題（試験・レポート等）のフィードバック方法」「オフィスアワー」を必須項目とし

て設定し、「実務経験」「実務経験の授業への活かし方」「教科書・参考書」「関連科目」「履

修上の注意（学生への指示）」を選択項目としている。全授業科目のシラバスについて、学

生支援ポータルシステムを通じてあらかじめ学生に明示しており、成績評価の厳格性の確

保、授業時間外に必要な学習の促進、履修指導・学習指導の時間確保等を図っている。 

なお、シラバスの内容については、各学部にて組織的な確認を実施し、必要に応じて修正

を行い、その適切性を担保している。また、シラバスの確実な実施については、授業科目担

当者が初回の授業内でシラバスの説明を行った上で、その適切性を「学生による学習と授業

に関するアンケート」により確認しており、シラバスに「対応していた」「ある程度対応し

ていた」の回答率は 2025年度春学期が 90.0％、秋学期が 90.5％であった。 

 

（３）学生の主体的参加を促す授業形態、授業内容、授業方法 

CP に基づき、学生の主体的な学びを促すべく、アクティブラーニングを全学的に推進し

ている。これに伴い、各授業科目が実施しているアクティブラーニングの内容を、学部ごと
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に「アクティブタイプ」として５種類に分類し、シラバスに明示している。なお、各タイプ

で求められる主体的な学びの内容については、履修要綱を通じ、あらかじめ学生に明示して

いる。 

 

アクティブタイプ 内容 

Ａ 
教員から指示された問題を解いたり、教員からの質問に答えたり

する。 

Ｂ 

 問題演習・レポート・リアクションペーパーなどを学生が提出

し、紙面や Webなどで教員からのフィードバックを受け取る。ま

たは個人単位でのプレゼンテーションを実施する。 

Ｃ 
 学生が複数のグループとなり、グループワークまたはグループ

内でのディスカッションを実施する。 

Ｄ 

 グループで作成したレジュメ等に基づくプレゼンテーション、

またはグループ同士で正否の判定を伴うディスカッション（ディ

ベートなど）を実施する。 

Ｅ 
 課題解決などプロジェクトベースのグループワークと発表を

行う。または学外でのフィールドワークを実施する。 

（経済学部のアクティブタイプとその内容） 

 

経済学部の「アクティブタイプ」の具体例として、「メディア・リテラシー論」では、メ

ディア・リテラシーの基本となる考え方について、講義及び小グループでのワークショップ

を通して学ぶことから、「Ｃタイプ」としている。「ソーシャルデザイン」では、授業前半に

理念的な内容を取り上げ、授業後半ではグループワークなどを通じて方法論について実践

的に学ぶため、「Ｄタイプ」としている。「国際交流・協力入門」では、講義・校外学習（も

しくはオンラインイベントへの参加）でのフィールドワークへの参加により、行政、国際機

関、学校等の取組みを学ぶため、「Ｅタイプ」としている。 

また、社会に参加する機会を創出し、社会をフィールドとした PBLやサービスラーニング

等を通じて、主体性を持って他者と協働していく力の育成を推進しており、本学の理念・目

的を実践するための特色ある教育として「社会連携教育」を全学的に展開している。 

例えば、社会学部では、日本の枠組みを超えた視点から社会福祉を理解・捉え直し、国際

ソーシャルワークや多文化共生に関する知識とスキルを身につける科目として、海外の社

会福祉を学ぶ「国際社会福祉演習」を配置している。事前学習としてフィールドワークの対

象となる国の歴史、文化、生活に関する文献調査を行い、両国の関係や社会問題などを演習

形式で学び、実地での体験を通して、福祉の実態や課題について理解を深める学びを行って

いる。 

経営学部では、「K-biz」というサポーター企業 12社からなる社会連携教育プラットフォー

ムを構築し、サポーター企業等と連携してさまざまなプロジェクトを通じた PBL を行って

いる。例えば、「K-bizアクティブチャレンジ」では、サポーター企業の協力のもと、学生が

課題を見つけ、解決策を検討している 
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法学部地域創生学科では、「地域実践演習」において、関連する講義科目で得た知識をも

とに、地域や被災地の現状と課題をグループでの演習や現地でのフィールドワークを交え

て把握し、大学生の視点から解決に向けた施策を企画・提案している。「地域創生特論」に

おいては、神奈川県内の 12の地方公共団体及び岩手県、福島県、沖縄県の地方公共団体の

首長及び職員等が講師となり、それぞれ地域社会が抱える問題について学生が現場の担当

者から学ぶことができる PBL 科目として 15 科目開講している。また、「地域創生まじゅん

プロジェクト」を実施し、自治体等と連携し、地域課題の解決方法を探る PBL科目を核とし

たプログラムを組成している。 

人間共生学部では、「プロジェクト科目」を必修科目として配置し、学生が１・２年次の

基礎科目での学びを活かし、社会連携や国際交流の中でさまざまな課題を発見し解決策を

考える PBLを行っている。プロジェクトにはコミュニケーション・プロジェクトと、デザイ

ン・プロジェクトがあり、具体例として、コミュニケーション・プロジェクトでは、海外協

定大学の常州大学日本語学科の学生と合同で中国東南部江蘇省の江南地域を対象に、事前

学習と調査計画の策定から始め、２週間の現地調査の実施、結果のまとめ、発表を行ってい

る。また、デザイン・プロジェクトでは、「Chigasaki Organic Farmにおける食文化のデザ

イン・プロジェクト」及び「農園と食卓をつなぐデザイン・プロジェクト」として、農園で

のフィールドワーク（現地視察・調査）や販売実習、農業体験を通じて現場の課題を発見し、

解決策を提案している。 

 

（４）授業形態に配慮した１授業あたりの学生数、学生の習熟度に応じたクラス分け、学生

の多様性への対応 

各学部において、演習、実験及び実習は少人数教育を基本としている。例えば、建築・環

境学部では、１・２年次の建築設計製図科目や３・４年次のスタジオ科目等について、少人

数教育を行い、各年次に配当される講義科目や他の演習科目で得た知識を実践的に授業で

活用できる仕組みとしている。また、国際文化学部、経済学部、経営学部及び法学部では、

ゼミナールによる少人数教育を体系的に行っており、１年次より初年次教育をゼミナール

形式で行い、スタディ・スキルやアカデミック・リテラシーを修得したうえで、２年次から

４年次まで専門ゼミナールを体系的に配置し、学生が各分野の教員の下で研究テーマに

沿って深く学ぶことができるような教育課程としている。 

さらに、講義を含めて、授業形態や授業内容、授業方法、前年度の履修登録状況等を鑑み、

クラスの増減や予備登録（授業に定員を設けて抽選等により履修登録学生を決定する措置）

の実施等について検討し、１授業あたりの適切な学生数を担保している。例えば、人間共生

学部では、PC 教室等を使用する科目を予備登録科目としていることに加え、授業形態によ

り１クラスの履修者数を制限する必要がある科目に対して、科目担当教員が指定する選考

方法及び人数により定員を適切に設定し、授業を実施している。 

また、英語その他の一部の科目について、習熟度別の少人数クラス編成を行っている。新

入生に対しては、入学直後にプレイスメントテストを実施しており、その結果に応じ、習熟

度別クラス編成を行っている。例えば、理工学部及び建築・環境学部では必修科目である「総

合英語」に加え、数学・物理系の科目でプレイスメントテストを実施し、その結果をもとに

習熟度別クラス編成を行っている。経済学部では、新入生オリエンテーション時に１年次必
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修科目として配置している英語科目のプレイスメントテストに加え、１年次秋学期後半に

もプレイスメントテストを実施し、２年次に履修登録必須科目としている英語科目につい

て学生の習熟度に合わせたクラス編成を行っている。 

その他、他学部の授業科目を受講できる「他学部受講制度」、本学と提携している横浜市

内 11国公私立大学の授業科目を受講料の負担なく受講できる「横浜市内単位互換制度」、本

学と協定を結んでいる沖縄大学、札幌学院大学、尚絅学院大学へ１年間又は半年間の留学が

「国内留学制度」、学部学生が原則として４年次に大学院博士前期課程の科目を受講できる

「大学院特別履修制度」を設け、学生の多様な学習に対応している。 

 

３．大学院 

大学院学則第９条に「学生に対して、授業及び研究指導の方法及び内容並びに１年間の授

業及び研究指導の計画をあらかじめ明示する」ことを定め、これに基づき、研究科の全授業

科目に関して、学部同様の全学統一フォーマットによりシラバスを整備し、あらかじめ学生

に明示している。なお、シラバスの内容及び実施については、組織的な確認を行い、その適

切性を担保している。 

一方、研究指導に関しては、各研究科の学位課程ごとに、入学から学位授与までの研究指

導のスケジュール及び内容について、履修要綱に掲載及び Webサイトに公表し、あらかじめ

学生に明示している。これに関し、看護学研究科においては、ほとんどの学生が職業を有し

ているため、その多くが、標準修業年限を超えて一定の期間にわたり計画的に履修すること

ができる「長期履修学生制度」を利用しており、当該学生にも適切に対応している。なお、

各研究科における研究指導の内容には、学生は指導教員による指導を受けながら研究を進

めていく旨を明示しており、研究指導の適切性に加え、学生の計画的な学習も担保している。 

各研究科において、授業形態を講義及び演習、実験、実習に大別しているが、いずれも学

生の主体的参加を前提、少人数教育及び個別教育を基本とし、グループワークやディスカッ

ションを積極的に導入しており、論文指導も含め、学生の学習を活性化し、効果的に教育を

行うためのさまざまな措置を講じている。 

修士（博士）論文中間報告会では、指導教授（研究指導教員）に加えて審査員を配置する

など、複数教員による指導体制を整備している。これにより、学生は自身の研究に関する多

角的な指導を受けることができ、自らの問題意識の深化を図りながら研究の存在意義につ

いて客観的に問い直す機会となっている。また、博士後期課程では、博士論文が形を成す３

年次の 12月から翌年１月に公開説明会を行い、研究科教員の下で活発な質疑が交わされて

おり、学生は学問的な修正点を把握すると同時に、論文作成における意欲促進の機会となっ

ている。 

さらに、法学研究科では、各学期（セメスター）に合同論文（リサーチペーパー）指導科

目を配置し、学生の主体的参加を促すべく指導教員と他の担当教員が参加して、研究会形式

での論文指導を行っている。複数指導体制をとることで、多角的・客観的な指導を行い、学

生の論文作成能力を高めることを目的としている。 

 

以上のことから、本学は課程修了時に課程修了時に求められる学習成果の達成のために

適切な授業形態、方法を採用し、学生が学習を意欲的かつ効果的に進めるための指導や支援
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を十分に行っているといえる。 

 

評価項目④ 

成績評価、単位認定及び学位授与を適切に行っていること。 

＜評価の視点＞ 

・成績評価及び単位認定を客観的かつ厳格で、公正、公平に実施しているか。 

・成績評価及び単位認定にかかる基準・手続（学生からの不服申立への対応含む）を学生に
明示しているか。 

・既修得単位や実践的な能力を修得している者に対する単位の認定等を適切に行っている
か。 

・学位授与における実施手続及び体制が明確であるか。 

・学位授与方針に則して、適切に学位を授与しているか。 

 

＜成績評価、単位認定及び学位授与の適切性＞ 

１．大学全体 

（１）全学的な運営・支援 

教学マネジメント委員会の下、全学教育科目検討委員会、高等教育研究・開発センター、

教務主任会議、大学院研究科委員長会議と連携しながら、全学的に運営・支援を図っている。 

例えば、教学マネジメント委員会では、全学部・全科目の成績評価状況、全学教育科目検

討委員会では、当該分科会で全学共通科目の成績評価状況を共有し、各学部等へのフィード

バックを図っており、厳格で公正、公平な成績評価を全学的に推進している。 

高等教育研究・開発センターでは、成績評価の公平性を担保すべく、クラス分割が行われ

ている語学科目について、語学教育を通じて身に付く力を具体化した「関東学院大学版 Can-

Do リスト」を開発し、全学共通科目検討委員会語学教育分科会を通じて各学部に共有して

おり、各学部ではこれを参考に、学部版の Can-Doリストを開発している。 

教務主任会議や大学院研究科委員長会議では、教学マネジメント委員会等の決定事項等

について、各学部・研究科間での連絡・調整を行い、その円滑な実施・運用を図っている。 

 

（２）単位制度の趣旨に基づく単位認定 

 単位制度の趣旨に基づき、大学学則第 10～13条において、以下のとおり単位の算定基準

及び認定並びに成績の評価について定めている。 

 

（単位の算定基準） 

第 10条 1単位の授業科目は、45時間の学修を必要とする内容をもって構成することを

標準とし、授業の方法に応じ、当該授業による教育効果、授業時間外に必要な学修等を

考慮して、おおむね 15時間から 45時間までの範囲で別に定める時間の授業をもって 1

単位とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、卒業論文、卒業研究、卒業制作等の授業科目については、

これらの学修の成果を評価して単位を授与することが適切と認められる場合には、こ

れらに必要な学修等を考慮して単位数を定めることができる。 

（授業期間） 
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第 11 条 各授業科目の授業は、15 週にわたる期間を単位として行うものとする。ただ

し、教育上特別の必要があると認められる場合は、これらの期間より短い特定の期間に

おいて授業を行うことができる。 

（学修修了の認定） 

第 12条 授業科目の学修修了の認定は試験による。ただし、論文、製図、実技等によっ

て、試験に代えることができる。 

（成績評価基準等の明示等） 

第 12条の２ 本学は、学生に対して、授業の方法及び内容並びに一年間あるいは半年間

の授業計画をあらかじめ明示する。また、学修の成果に係る評価及び卒業の認定に当

たっては、客観性及び厳格性を確保するため、学生に対してその基準をあらかじめ明示

するとともに、当該基準にしたがって適切に行う。 

（成績の評価） 

第 13条 授業科目の試験の成績は、秀、優、良、可、不可の評語であらわし、可以上を

合格とし、不可は不合格とする。 

 

これに基づき、１回の授業時間を 90分、各学期（セメスター）の授業期間を 15週として

いたが、2021年度より１回の授業時間を 100分、各学期（セメスター）の授業期間を 14週

とした。これは授業時間の延長に伴って学習内容の理解度を高め定着させることを目的と

したためである。また、各授業科目の単位数を定めるとともに、１週の授業時間及び授業回

数を設定している。各授業科目担当者は、試験やレポート等による成績評価（可以上）に基

づき、履修登録科目の単位認定を適切に行っている。 

 

（３）既修得単位の適切な認定 

 大学学則第 20 条から第 22 条において、協定大学との単位互換履修学生や入学前等の他

大学又は短期大学等で修得した単位を合わせて 60単位を超えない範囲で、本学の修得単位

として認定することができる旨を定めている。 

また、大学院学則第 13 条及び第 20 条において、協定大学院との特別聴講学生や入学前

等の他大学院等で修得した単位はそれぞれ 15単位を超えない範囲で、本学の修得単位とし

て認定することができる旨を定めている。 

 これら学則に則り、各学部・研究科は、それぞれの履修規程等に基づき、教授会や研究科

委員会の議を経て、当該単位の認定を承認している。 

  

（４）成績評価の客観性・厳格性を担保するための措置 

 大学学則第 12 条の２及び大学院学則第 11 条に基づき、成績評価の客観性及び厳格性を

確保するため、学部・研究科における全授業科目のシラバスを整備し、学生に対して「成績

評価方法・基準」をあらかじめ明示している。加えて、シラバス上に「ルーブリック」の項

目を設定し、成績評価の目安となる汎用ルーブリックを４つの授業形態別に用意している。

これにより、授業科目担当者のルーブリック活用を支援及び推進し、成績評価の客観性及び

厳格性の向上を図っている。 

さらに、各学部・研究科において、学生が成績評価に疑義のある場合は、授業科目担当者
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に成績評価の根拠等を確認できることを履修規程等に定めており、適切に対応している。ま

た、学生に成績表を配付（成績評価を明示）した後に成績訂正が生じた場合も、履修規程取

扱内規等を整備し、教務委員会等により組織的に訂正の可否を決定しており、成績評価の透

明性を確保している。 

なお、成績評価に関して、授業科目の試験の成績は秀、優、良、可、不可の５段階評価と

し、単位認定は可以上とすることを大学学則第 13 条及び大学院学則第 18 条に規定してお

り、これを踏まえて、試験規程やレポート等課題作成の注意に関する文書を整備している。 

 以上については、履修要綱への掲載等により、学生にあらかじめ明示し、成績評価の客観

性・厳格性を担保している。 

 

（５）卒業・修了要件の明示 

 大学学則第 12 条の２及び大学院学則第 11 条において、卒業・修了の客観性及び厳格性

を確保するため、学生に対してその基準をあらかじめ明示することを定めている。 

また、各学部の卒業要件を大学学則第 14 条から第 18 条の４に、研究科の修了及び学位

授与の要件を大学院学則第 22条及び第 23条に定めている。なお、各学部では、所定の単位

を修得することを卒業要件として求めている。研究科では、所定の単位を修得すること、及

び学位論文の審査及び最終試験に合格することを求めている。 

これに基づき、各学部・研究科の履修要綱を通じて、卒業・修了の要件を学生にあらかじ

め明示し、客観性・厳格性を担保している。 

 

２．学部 

（１）学位授与に関わる責任体制及び手続の明示、適切な学位授与 

 学部においては、前述のとおり、所定の単位を修得することを卒業要件にしており、これ

を満たした者が学士の学位を授与できることを、大学学則第 34条に定めている。また、学

位授与に関する事項は各教授会で審議し、学長に意見を述べることを、同第 52条に定めて

いる。 

 これに基づき、各学部における教授会の議を経て、学長が学位授与を最終的に決定してい

る。 

 

３．大学院 

（１）学位論文審査基準の明示、学位授与に関わる責任体制及び手続の明示、適切な学位授

与、学位審査及び修了認定の客観性・厳格性を確保するための措置 

 研究科においては、前述のとおり、所定の単位を修得し、学位論文の審査及び最終試験に

合格することを修了及び学位授与の要件にしている。学位論文の審査に関しては、その客観

性及び厳格性を確保するため、学生に対してその基準をあらかじめ明示することを、大学院

学則第 11条に定めている。 

これに基づき、各研究科は学位課程ごとに学位論文審査基準を設定するとともに、履修要

綱に掲載及び Webサイトに公表し、学生にあらかじめ明示している。なお、大学院学則第 22

条には、博士前期課程又は修士課程の学位授与要件として「修士論文又は特定の課題につい

ての研究の成果の審査及び最終試験に合格しなければならない」と定めているが、各研究科
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の履修規程には、修士論文により審査することを明確に示しており、各研究科において特定

課題による審査を実施していない。 

また、大学院学則第 49 条及び第 50 条には、大学院研究科委員長会議及び研究科委員会

において、学位授与に関する事項を審議し、学長に意見を述べることを定めている。さらに、

「関東学院大学学位規則」第７条から第 15条において、学位授与に関する責任体制及び手

続を明確に示している。 

 これに基づき、各研究科において、学位論文の審査委員会を設置し、主査として指導教授、

その他審査委員として当該論文に関連ある授業科目担当教授又は准教授２名以上により、

学位論文の審査及び最終試験を行っている。ただし、博士後期課程を経ない者の学位論文に

ついては、指導教授をもって組織することを原則とし、審査委員会が主査を選出している。

なお、審査のため必要があると認めるときは、研究科委員会の議を経て、当該研究科以外の

本学研究科の教授又は准教授、もしくは他の大学院又は研究所等の教員等を審査委員に加

えることができる。審査委員会においては、その結果を学位授与の可否に関する意見ととも

に、研究科委員会に報告し、これに基づき、研究科委員会においては、学位授与に関して審

議し、その結果を大学院研究科委員長会議に報告している。そして、研究科委員会の報告に

基づき、大学院研究科委員長会議の議を経て、学長が学位授与を最終的に決定している。な

お、複数の委員会及び会議の議を経ることにより、学位審査及び修了認定の客観性・厳格性

を担保している。 

 

 以上のことから、本学は成績評価、単位認定及び学位授与を適切に行っているといえる。 

 

評価項目⑤ 

学位授与方針に明示した学生の学習成果を適切に把握及び評価していること。 

＜評価の視点＞ 

・学習成果を把握・評価する目的や指標、方法等について考えを明確にしているか。 

・学習成果を把握・評価する指標や方法は、学位授与方針に定めた学習成果に照らして適切
なものか。 

・指標や方法を適切に用いて学習成果を把握・評価し、大学として設定する目的に応じた活
用を図っているか。 

 

＜学習成果の把握・評価の適切性＞ 

１．大学全体 

DP に示す学生の学習成果の評価に関して、教学マネジメント委員会の下、全学教育科目

検討委員会、高等教育研究・開発センター、教務主任会議、大学院研究科委員長会議が連携

しながら、全学的に運営・支援を図っている。 

例えば、教学マネジメント委員会では、CP を改定し、アセスメントポリシーを定めるこ

とを明示したほか、アセスメントマップの整備や「DPチャート」の活用を全学的に推進し、

学習成果の適切な評価及びその多面的な実施を図っている。 

全学教育科目検討委員会では、語学教育科目分科会と高等教育研究・開発センターが連携

し、語学教育を通じて身に付く力を具体化した「関東学院大学版 Can-Doリスト」を整備し

ているほか、全学共通科目のカリキュラムマップを検討し、DP との対応の明確化を図って
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いる。 

高等教育研究・開発センターでは、教育効果の測定及び評価方法に関する事業を担い、「学

習と授業に関するアンケート」の設問設計を行ったほか、「DPチャート」の開発及び活用検

討を進めており、教務主任会議や大学院研究科委員長会議では、教学マネジメント委員会等

の決定事項等について、各学部・研究科間での連絡・調整を行い、その円滑な実施・運用を

図っている。 

 

２．学部 

学習成果の評価について、CPに以下のとおり定めている。 

 

学習成果の評価 

学位授与方針の達成度を検証するために、学習成果の評価について次のように定める。

なお、検証結果は教育課程編成や授業改善等に活用する。 

１ 学位授与方針に定める資質・能力の達成度を「大学全体レベル」、「学位プログラムレ

ベル」、「授業科目レベル」の 3つのレベルで把握し評価する。その詳細はアセスメン

トポリシーに示す。 

２ 学位授与方針に掲げる資質・能力と各授業科目の対応関係をカリキュラムマップに

示す。 

３ 学位授与方針に照らした授業科目の位置づけと役割を踏まえて、各授業科目におけ

る到達目標及び成績評価方法・基準をシラバスに明示し、これに基づく厳格かつ公

正、公平な評価を行う。 

（CP（抜粋）） 

 

これに基づき、アセスメントポリシーを以下のとおり定めている。 

 

１. 学習成果の評価観点 

学習成果の評価にあたっては、学位授与方針に示す次の資質・能力を評価の観点とし

て、その習得・達成状況を評価する。 

 

① 知識・技能 

② 寛容さ・判断力 

③ 思考力・表現力 

④ 主体性・協働性 

 

２. 学習成果の評価方法と評価結果の活用 

学習成果の評価及び改善の取り組みは、以下のレベルごとに、自己点検・評価活動の一

環として実施する。 

 

（1）大学全体レベル 
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学位授与方針に示す学習成果を評価し、本学の教育課程・教育活動の有効性・適切性を

多面的に検証する。 

検証結果は、教学マネジメント委員会において、全学的な教育改革・改善に活用する。 

 

（2）学位プログラムレベル 

各学位プログラムの学位授与方針に示す学習成果を評価し、教育課程・教育活動の有効

性・適切性を多面的に検証する。 

検証結果は、各学部・研究科の自己点検・評価委員会や FD 委員会において、各学位プ

ログラムの改善・向上に活用する。 

 

（3）授業科目レベル 

シラバスに定める「成績評価方法・基準」に基づき、各授業科目の到達目標に示す学習

成果を評価するとともに、学習に関する各種調査を通じて、各授業科目の内容や授業方法

等の有効性・適切性を多面的に検証する。 

検証結果は、各授業科目の改善・向上に活用する。 

 

３. 学習成果の測定・評価指標 

学習成果の測定・評価指標は、評価区分（外部評価または内部評価）、評価時期、評価

の目的（形成的評価、診断的評価、総括的評価）等とともに、アセスメントマップに示す。 

（アセスメントポリシー（抜粋）） 

 

これに基づき、全学及び各学部でアセスメントマップを作成している。アセスメントマッ

プとは、学生の学習成果を測定・評価するための指標を整理したものである。横軸では、学

生の入学時、在学時、卒業時として、実施時期を示しており、縦軸では、大学全体、学位プ

ログラム、授業科目により、測定・評価レベルを整理している。 
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（全学 アセスメントマップ） 

 

これらに基づき、各学部における学習成果の適切な評価及びその多面的な実施を全学的

に推進している。なお、「学習と授業に関するアンケート」「DP チャート」は、全学的に主

要な評価指標として位置付けている。 

その具体例は以下のとおりである。 

 

（１）学習と授業に関するアンケート 

2023年度まで「授業改善アンケート」を実施していたが、「授業の改善」から「学習と授

業の振り返りを通じた学びの改善」に趣旨を変更し、学生が授業を通じて身につけた能力を

中心に設問を再編して、新たに「学習と授業に関するアンケート」に実施している。 

2024 年度の試行実施を経て、2025 年度より本格実施しており、Web システムを通じて、

学生は履修科目に対して回答し、その結果として、設問ごとの回答率や平均値、教員による

授業の振り返りや学習アドバイス等を確認することができる。教員は担当授業に対する学

生からの回答結果として、設問ごとの回答率や平均値の確認、担当科目間の比較を行うこと

もできるほか、学生からの回答に対する教員コメントして、授業の振り返りや学習アドバイ

ス等を必須としている。さらに、各設問の回答は全学及び学科別に集計し、結果報告書とし

て取りまとめ、教学マネジメント委員会を通じて、各学部等へのフィードバックを図ってお

り、大学全体レベル、学位プログラムレベル、授業科目レベルにおいて、学習成果の評価及

び改善に取り組んでいる。 

なお、2025 年度のアンケート設問「この授業の到達目標はどれぐらい到達できたと感じ

ますか」に対する「かなりできた」「ややできた」の回答率は、春学期が 79.6％、秋学期が

81.4％であった。また、アンケート実施率は春学期 93.9％、秋学期 89.8%、回答率は春学期

47.0％、秋学期 35.1%であり、アンケート結果に対する教員コメントは、専任教員のコメン
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ト入力率は春学期 85.5％、秋学期 85.1％、未入力者数は春学期 36名、秋学期 41名、非常

勤講師のコメント入力率は春学期 48.4％、秋学期 49.7％、未入力者数は春学期 513名、秋

学期 496名であった。 

2026年度には、新たに「DPチャート」を導入し、アンケートの回答を連動させることで、

DP の到達度を成績評価と自己評価から学生に示し、学習成果の可視化を図る予定である。

今後は、学習成果の評価を有効に機能させるため、アンケート回答率及び教員コメント入力

率を増やしていくことが望まれる。 

 

（２）DPチャート 

「DPチャート」とは、「社会連携教育」の枠組み（「知る」「みる」「考える」「働きかける」）

に照らして、全学 DP に示す学生が身に付ける能力領域（「知識・技能」「寛容さ・判断力」

「思考力・表現力」「主体性・協働性」）ごとに、DP と授業科目との連動を示したカリキュ

ラムマップに基づき、学生個々の成績評価及び単位修得状況を DP 修得状況として置換し、

その累積をレーダーチャート形式で示すものである。チャートでは、学生の DPの総修得状

況を数値化するとともに、当該学科・学系・学年の DP修得状況の平均値を「目安」として

設定し、学期（セメスター）ごとに示している。また、「学習と授業に関するアンケート」

と連動させた Web システムとして開発を進めており、DP 修得状況を成績評価と自己評価に

より比較することができる。全学 DP の能力領域の下に各学部が定めている DP も、累積ス

コアとして横棒グラフ形式で同様に示している。 

「DP チャート」は、学生が身に付けた能力の伸長を可視化し、学習成果の評価を図ると

ともに、学部等の教育課程における成果の検証、授業科目数や特徴（DP のバランス）の可

視化を図り、教育の質保証、質向上につなげることを目的としている。現状は学科・学系・

学年ごとに成績上位・下位・平均の「DPチャート」を各学部に提供しているが、2026年度

秋学期より Web システムを通じて、全学生が自身の「DP チャート」を確認できるようにな

るとともに、教員が所管する教育課程や担当する科目で学生の DP修得状況を把握できるよ

うになるため、今後は「「DPチャート」を活用した学習成果の評価及びそれに基づく教育の

改善を実質化させていく必要がある。 

 

 
（DPチャート（イメージ）） 

 

なお、「DPチャート」を担保する取組みとして、教学マネジメント委員会の下でカリキュ
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ラムマップを整備し、DP に示す学生の学習成果と、各授業科目に示す学生の学習到達目標

との連動を可視化しており、シラバスにも「学位授与方針（DP）との対応」を明示している。 

 

（３）各学部の取組み 

 全学的な取組みに加え、各学部ではさまざまな評価指標を設定し、多面的に学生の学習成

果の把握・評価に取り組んでいる。 

例えば、総括的評価のひとつとして、卒業時や卒業後に学生の学習成果を把握・評価すべ

く、複数の学部において、卒業論文や卒業研究を学生の学習における集大成として、主要な

評価指標に挙げている。国際文化学部では、卒業論文評価のルーブリックを開発・導入し、

審査を行っている。具体的には、４年次から履修できる「卒論演習」において、当該ルーブ

リックを 11月に配付し、どのような観点で卒業論文を評価するのかを説明することで、学

生へのコーチングルーブリックとして活用していることに加え、当該ルーブリックに基づ

き、１月に口頭試問を行うことで、学生へのフィードバックを行っている。 

理工学部では、卒業研究が必修であることに加え、教育課程に沿って「卒業研究基礎」「卒

業研究Ⅰ」「卒業研究Ⅱ」を通じ、３年次から４年次まで段階的に学習成果の把握及び評価

を行っている。具体的には、３年次秋学期の「卒業研究基礎」において学生は研究室に配属

されることを基本とし、４年次以降の本格的な卒業研究に向けて基礎的な知識、論理の展開

方法、思考方法などを学び、これらの学習成果は発表会等の実施により評価される。４年次

春学期の「卒業研究Ⅰ」では、学生は研究室で与えられた研究テーマ、又は各自で設定した

研究テーマについて、調査や実験を行い、データをまとめて中間報告を実施することで、主

に課題発見能力、課題解決能力、ドキュメンテーション能力、プレゼンテーション能力等の

学習成果が評価される。４年次秋学期の「卒業研究Ⅱ」では、学生の実践的なアウトプット

として卒業論文を作成し、卒業研究発表会における研究成果の報告により、これまでの学習

成果が総合的に評価される。 

また、社会学部の社会福祉士等、栄養学部の管理栄養士及びフードスペシャリストや食品

衛生管理者等、教育学部の小学校教諭、特別支援学校教諭や幼稚園教諭、保育士等、看護学

部の看護師等、各種資格や免許状の取得を目指す教育課程、国家資格取得者や教員等の養成

課程を編成する学部では、その資格や免許の取得者数が主要な評価指標のひとつとなる。 

さらに、アンケートや調査も、学習成果を把握及び評価するための重要な評価指標として

活用されている。経済学部では、卒業予定の学生に対し、11月から 12月にかけて、教学に

関するアンケート（アウトカムリサーチ）を実施している。具体的には、講義・専門ゼミナー

ルの満足度、思考力・コミュニケーション能力・ＩＴ操作能力等の４年間で習得できた能力

に加え、友人・教職員との関係、学内施設の充実度等の生活環境に関する評価を問う設問で

構成されたアンケート調査を実施している。さらに、本調査は学生生活を振り返ってもう１

度、進路選択をするとしたら、いまどのような進路を選ぶのかについて尋ね、学生生活の総

括、評価を行う。この結果から学生が入学前に大学生活に求めていたものと現実との齟齬、

期待していた点等を把握することが可能であり、退学抑制の検討に際しての参考資料とし

ても活用している。また、本調査は毎年、同じ設問で実施して経年での観察を行っており、

社会環境とともに学生の意識の変化を捉え、ゼミナール科目等における取組みの充実化を

図ることも可能にしている。 
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建築・環境学部では、「『建築・環境学部の学位授与方針』についてのアンケート」として、

DP に示す学生の学習成果に関する設問を明確にし、学部の教育内容や学生の目標達成度等

に関する調査を行っている。具体的には、当該年度の卒業有資格学生に対して、学位授与と

ともにアンケート用紙を配付し、学部の DP に掲げる 12 項目の能力について、学部の教育

を通じて身に付いたものや、そのきっかけとなる講義等に関する調査を行い、その結果をカ

リキュラムや授業内容、学部での活動の見直しに活用している。また、在学生に対しても、

学期（セメスター）ごとに実施するオリエンテーションにおいて、アンケート結果を反映し

た DPの説明を行い、意識付けを行っている。 

看護学部では、卒業予定の学生に対し、２月の看護師国家試験終了翌日に、アンケート調

査により、卒業時満足度アンケートを実施した。アンケート内容は、本学部での教育に関す

る満足度、学部 DPの達成度、本学での教育により身についた能力、将来のキャリアについ

て調査を実施した。教務委員会及び教授会にて、アンケート調査結果を報告し、学部教育活

動に反映している。また、アンケート結果をカリキュラム評価にも活用している。2025 年

度より看護学部全学年の学生が、実習で経験した基本的看護技術（247項目）のチェックを

各実習後に行い、自己の学びをポートフォリオとして管理している。卒業生については、上

記の満足度アンケートに加え、４年間で経験した基本的看護技術の経験・達成状況について

調査を実施した。基本的看護技術の経験・達成状況については、教務委員会及び教授会での

報告に加え、実習病院・施設の看護管理者及び臨地実習指導者を招いた「臨地実習指導者研

修会」においても結果を共有し、次年度の実習指導に生かしている。 

主要な授業科目を通じ、学生の学習成果を把握及び評価している学部もある。理工学部機

械学系では、１年次秋学期から４年次春学期までの各セメスターに、主要な授業科目におけ

る横断的かつ複数の基礎力確認課題を全学生に課しており、当該年次・学期（セメスター）

における目標到達度の確認に加え、４年間の学習到達度の包括的な評価を行うことができ

る。なお、平均 80点以上を合格として到達度を確認し、実施結果を学生に還元するととも

に、不合格の学生にはさらに確認テストを課したり、再試験を実施したりし、一定の学力の

保証を図っている。また、同学部情報学系では、３年次秋学期に必修専門科目「情報ネット・

メディア総合演習」で到達度試験を実施し、学生の学習成果の総括的評価のひとつとしてい

る。 

建築・環境学部では、１・２年次の必修となる建築設計製図科目、３年次以降のコース必

修となる各スタジオ科目において、学生は授業科目ごとに演習課題や作品を提出し、教員が

採点及び講評を行っている。各セメスターのまとめとして、バーティカルレビューやセメス

ターレビューを実施し、非常勤教員を含む教員と学生が、１年次から大学院生までの発表と

講評を通して総括的な評価を行っている。さらに、各授業における優秀作品は毎年実施して

いる建築展に出展し、外部からの評価を受けるとともに、次年度の授業における参考作品や

オープンキャンパスでの展示にも活用している。また、学生はこれらの作品を通じて学習成

果の振り返りを行い、就職活動におけるポートフォリオ等の説明資料としても活用してい

る。 

看護学部では、臨地実習でルーブリックを使い、実習現場での学習指導者、本学担当教員、

学生の相互評価を行いながら、学生の学習成果を形成的に把握及び評価している。具体例と

して、３年次の「療養支援看護学実習Ⅰ」における実習自己評価表では、実習目標に対し行
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動目標がレベル５からレベル１の段階に分けられた表に、学生自身がチェックする形式と

し、これをもとに実習最終日に指導担当教員と面談で振り返り、学生自身が学びを深め、今

後の課題を明確にして、より具体的な行動がとれるように支援している。 

その他の取組みとして、建築・環境学部では、各学期（セメスター）終了時に、１年次か

ら４年次までの設計作品等を一堂に集め、発表、評価・批評する「バーティカルレビュー」

を開催していることに加え、年度末には「建築展」として、学生の設計作品や卒業研究等を

展示し、一般に公開しており、学生の学習成果に対しさまざまな評価や意見を得る機会とし

ている。 

人間共生学部では、学生個々の「学修ポートフォリオ」を作成し、１年次から４年次まで

の学期（セメスター）ごとに、アドバイザー教員やゼミナール教員による面談を組織的に実

施しており、これを通じ、学生の学習成果を定期的に確認している。 

看護学部では、カリキュラムツリーのほか、教育課程の構成及び履修順序を履修要綱に示

し、卒業及び看護師国家試験資格に必要となる各学年で履修すべき科目について整理をし

ている。また、DPルーブリック（段階的成果目標）を示し、全学 DP及び学部 DPに応じた

各学年の成果目標を示している。これらは、春学期オリエンテーションで、学生に対して説

明し、学生が自らの学習目標を立案し、卒業に向けて修得する能力を自己評価 できるよう

支援するためのツールとして活用を図っている。 

 

３．大学院 

 大学院では、各研究科の CPで、研究によって培われた能力に関して、学位論文審査を主

として評価することを定めており、教学マネジメント委員会の下で、各研究科の DPに示す

学生の学習成果の評価について、その重要な指標は学位論文の審査及び論文審査基準であ

ることを全学的に確認するとともに、その適切な実施を全学的に推進している。 

これを受け、各研究科では、学位論文の審査基準について、DP との対応関係を組織的に

検討したうえで適切に設定しており、これに基づき、学位論文の指導や審査等を行うことを

通じ、学生の学習成果の達成状況を具体的に評価している。また、例えば看護学研究科では、

最終試験での口頭試問において、「修士課程において研究を行う上で、学んだこと」「研究課

題について、今後どのように発展させていきたいか」「修士課程における学びや自身のキャ

リアをどのように発展させ、看護界に貢献したいと考えているか」のほか、「学位授与方針

の達成状況」を質問し、その回答内容で学生の学習成果を把握するなどもしている。なお、

工学研究科及び看護学研究科では、学位論文審査に関するルーブリックを導入し、学生の学

習成果に関する形成的な把握及び評価を図っている。 

これらの取組みについては、毎年度実施している自己点検・評価制度を通じて、「学習成

果に関する現状確認シート」により確認し、各研究科における学習成果の適切な評価及びそ

の実施を全学的に担保している。 

 

以上のように、学習成果の評価に関する方針等に基づき、各学部・研究科等は、学生の学

習成果の把握及び評価を多面的に実施し、教学マネジメント委員会は、その実施を全学的に

推進している。今後は、学習成果と DP との連関のさらなる明確化を図っていくとともに、

学生が DPに示される学習成果に関し、自らの学びの状況を理解及び説明できるよう全学的
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に推進していくことが求められる。 

 

評価項目⑥ 

教育課程及びその内容、教育方法について定期的に点検・評価し、改善・向上に向けて取り
組んでいること。 

＜評価の視点＞ 

・教育課程及びその内容、教育方法に関する自己点検・評価の基準、体制、方法、プロセス、
周期等を明確にしているか。 

・課程修了時に求められる学習成果の測定・評価結果や授業内外における学生の学習状況、
資格試験の取得状況、進路状況等の情報を活用するなど、適切な情報に基づいているか。 

・外部の視点や学生の意見を取り入れるなど、自己点検・評価の客観性を高めるための工夫
を行っているか。 

・自己点検・評価の結果を活用し、教育課程及びその内容、教育方法の改善・向上に取り組
んでいるか。 

 

＜教育課程及びその内容、教育方法に関する適切性＞ 

内部質保証のための組織体制や運用プロセスに基づき、教育課程及びその内容、方法に関

する点検・評価及び改善・向上について、全学的・体系的に推進している。 

教育課程及びその内容、方法の適切性については、教学マネジメント委員会を中心に、自

己点検・評価制度等により定期的に点検・評価を実施している。 

教学マネジメント委員会は、学長の下で３つの方針の管理及びこれを起点とする教育課

程の編成・実施、その点検・評価、改善・向上の実質化を全学的に推進している。３つの方

針の策定や改定については、基本方針・手続及びスケジュールを明確に定め、教学マネジメ

ント委員会の承認を受けて、学長が決定することにしており、全学的な管理を図っている。

教育課程の編成・実施、その点検・評価、改善・向上については、教学マネジメント委員会

を通じて、学生の履修登録状況や「学習と授業に関するアンケート」の結果、全学部・全科

目の成績評価状況、卒業生の修得科目、「DPチャート」（学生の DP修得状況）を共有し、学

部・研究科へのフィードバックを図っている。また、教学マネジメント委員会の下、自己点

検・評価制度等による点検・評価結果に基づき、各学部・研究科等の教育課程について審議

し、適切性を全学的に担保しているほか、DP 及び CP の改定、これに基づくナンバリング

コードの設定及びカリキュラムマップの作成、「DPチャート」の活用等を全学的に推進して

おり、学部・研究科の教育改善を支援している。 

なお、改善・向上の事例として、事業計画（重点事業）の「学位授与方針（DP）に基づく

系統的・体系的な学修を担保する教育課程の編成」が挙げられる。2020 年度の公益財団法

人大学基準協会による認証評価では、学部における学習成果の評価として「DP チャート」

の試行に関する取組みが、「学位授与方針に示した学習成果修得状況に関する学生の理解浸

透に資することが期待」できるとして長所の評価を受けたものの、「DPチャート」実装等の

学習成果の評価に関する実質化が課題であった。本事業では、この課題を「学生目線」で改

めて捉え直しており、以下のとおり 2023年度から 2027年度にかけて段階的に、起点となる

DP を見直し、系統的・体系的な学修ができる教育課程の編成を推進したうえで、改めて、

「DPチャート」を中心とする学習成果の評価に関する実質化を図っている。 
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2023年度 DPの見直し 

2024 年度 DP の改定、ナンバリング方式の改定、CP の見直し、「DP チャート」の見直し、

「授業改善アンケート」の見直し（「学習と授業に関するアンケート」の試行） 

2025年度 DP改定に基づくナンバリングコードの設定及びカリキュラムマップの作成、CP

の改定、「学習と授業に関するアンケート」の実施及び「DPチャート」の開発（Web

システム）、アセスメントポリシーの制定、アセスメントマップの整備 

2026年度 「DPチャート」の実装（全学生に配付）、アセスメントマップに基づく学習成果

の評価及びその検証※ 予定 

 

２．分析を踏まえた長所と問題点 

長所 

①学部において、教育課程の編成・実施方針に基づく「社会連携教育」を全学的に推進し

ている。地域における経済、産業、文化等を発展させることを目的に、地域密着の社会

貢献に取り組んでおり、全学共通科目として「KGUかながわ学」を複数科目整備してい

ることに加え、経営学部の「K-biz」プロジェクトでは鉄道、食品、マスコミなど多様

な分野の連携企業とともに学生が商品開発等に取り組むことで、主体的な学びを実現

しているほか、商品化やイベントの実現を通じて地域の活性化に貢献している。大学の

理念・目的を実践するための特色ある教育を全学的に展開しており、学位授与方針の達

成に向けた正課内・正課外双方を通じた取組みとして評価できる。 

②教学マネジメント委員会の下で３つの方針の管理及びこれを起点とする教育課程の編

成・実施、その点検・評価、改善・向上の実質化を全学的に推進しており、DPに基づく

系統的・体系的な学修を担保する教育課程の編成を掲げ、「学生目線」により、DPの改

定及びこれに基づくナンバリングコードの設定、カリキュラムマップの作成、CP の改

定、「DPチャート」の開発、アセスメントマップの整備等を段階的に進めて、学習成果

の評価に関する実質化を図っていることは評価できる。 

 

問題点 

① DP・CPの改定を行ったが、「３つの方針策定に関する基本方針・手続」の改正が未実

施であるため、次年度、その改正を行いたい。 

② 「学習と授業に関するアンケート」について、学習成果の評価を有効に機能させるた

め、アンケート回答率及び教員コメント入力率をさらに増やしていきたい。 

③「DP チャート」の活用について、学習成果の評価及びそれに基づく教育の改善を実質

化させていきたい。 

 

３．改善・発展方策と全体のまとめ 

 本評価基準と照らして、本学の取組みは概ね適切ではあるが、今後も全学的な改善を積

極的に進めていく必要がある。 
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第５章 学生の受け入れ（基本情報一覧） 
 

入学試験要項 

学部・研究科等の名称 URL・印刷物の名称 

国際文化学部 

httpsao.kanto-gakuin.ac.jp/library/application_guidelinES/ 

 

学校推薦型選抜（指定校）募集要項 他 

社会学部 

経済学部 

経営学部 

法学部 

理工学部 

建築・環境学部 

人間共生学部 

栄養学部 

教育学部 

看護学部 

文学研究科 

経済学研究科 

法学研究科 

工学研究科 

看護学研究科 

備考： 

 

入学者選抜に係る規程 

規程名称 URL・印刷物の名称 

関東学院大学学則第 37 条、第

38 条及び第 39 条 

https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/about-university/regulations.html 

関東学院大学大学院学則第 30

条、第 31 条、第 32 条、第 33 条

及び第 34 条 

https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/about-university/regulations.html 

関東学院大学入学者選抜規程  

関東学院大学大学院入学者選

抜規程 

 

関東学院大学入学者選抜委員

会規程 

 

関東学院大学入学者選抜運営

委員会規程 

 

備考： 

 

 

 

  

https://ao.kanto-gakuin.ac.jp/library/application_guidelines/
https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/about-university/regulations.html
https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/about-university/regulations.html
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第５章 学生の受け入れ（本文）   
１．現状分析 

評価項目① 

学生の受け入れ方針に基づき、学生募集及び入学者選抜の制度や運営体制を適切に整備し、
入学者選抜を公平、公正に実施していること。 

＜評価の視点＞ 

・学生の受け入れ方針は、少なくとも学位課程ごと（学士課程・修士課程・博士課程・専門
職学位課程）に設定しているか。 

・学生の受け入れ方針は、入学前の学習歴、学力水準、能力等の求める学生像や、入学希望
者に求める水準等の判定方法を志願者等に理解しやすく示しているか。 

・学生の受け入れ方針に沿い、適切な体制・仕組みを構築して入学者選抜を公平、公正に実
施しているか。 

・入学者選抜にあたり特別な配慮を必要とする志願者に対応する仕組みを整備しているか。 

・すべての志願者に対して分かりやすく情報提供しているか。 

 

＜入学者受け入れ方針＞ 

（１）大学全体 

本学では、「学位授与方針」「教育課程の編成・実施方針」「入学者受け入れ方針」の３つ

の方針の策定に関する基本方針を定め、相互の連携性を確保しつつ、学部・研究科の統一性

を維持している（資料 5-1）。 

入学者受け入れ方針の設定・変更については、学部（研究科）での検討を経て入学者選抜

委員会にて審議し、最終的に学長が決定する手続を確立している。これにより、全学的な管

理プロセスを通じて、その適切性を担保している（資料 5-2、5-3）。 

なお、入学者受け入れ方針は、学生募集単位ごとに定め、「求める学生像」を明示した上

で、Webサイトで公表している（資料 5-1）。 

 

（２）学部 

本学では、入学者受け入れに関する全学部共通の方針を以下のとおり定めている。 

 

関東学院大学（学部共通）の入学者受け入れ方針 

関東学院大学は、キリスト教に基づく建学の精神を端的に表した校訓「人になれ 奉仕

せよ」を掲げ、「キリスト教の精神に基づき、生涯をかけて教養を培う人間形成に努め、

人のため、社会のため、人類のために尽くすことを通して己の人格を磨く」という教育方

針を長年にわたって継承してきた。 

本学の教育方針に共感するとともに、幅広い教養と専門性の高い知識・技能を主体的に

身に付け、他者とともに次世代社会の創造と持続的発展へ貢献するための意欲と明確な

目的意識を持ち、多様な背景を有する入学者を選抜するため、国内外問わず、世界のあら

ゆる地域から受け入れる。 

 

本学が求める入学者像は、「建学の精神に基づく教育方針への共感」「幅広い教養及び専門

性の修得に対する主体的な姿勢」「他者との協働」「多様性の尊重」など、全学及びすべての
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学部の学位授与方針及び教育課程の編成・実施方針に通じるものである。 

また、本学では、入学者選抜の公平性と多元的評価の観点から、「一般選抜」「大学入学共

通テスト利用選抜」「総合型選抜」「学校推薦型選抜」「給費生選抜」「編入学者選抜」の６つ

の入学者選抜制度を設け、選抜方式ごとに入学者に求める資質・能力として、「知識・技能」

「思考力・判断力・表現力」「主体的に多様な人々と協働できる態度」の学力の３要素のう

ち、重点を置く点と判定方法を明示している。具体的には、一般選抜、大学入学共通テスト

利用選抜、給費生選抜で「知識・技能」「思考力・判断力」を重視する一方、総合型選抜、

学校推薦型選抜、編入学選抜では調査書を含む出願書類や面接等を通じ「主体的に協働でき

る態度」を多面的に評価することを明文化し、募集要項等で公表している。このように判定

方法の透明性と理解しやすさを高めることで、この方針に沿った適切な選抜を実現してい

る。 

各学部では、こうした全学的な方針を踏まえ、学位授与方針及び教育課程の編成・実施方

針と連動させながら、「求める学生像」「入学者選抜において評価する点」「入学前学習とし

て求めること」を学科(コース)ごとに明確に定めている（資料 5-4～36）。 

 

（３）大学院 

大学院においても、入学者受け入れ方針について、各研究科の学位授与方針及び教育課程

の編成・実施方針と連動させながら、専攻及び学位課程ごとに定めている（資料 5-37～51）。

学部同様に「求める学生像」「入学者選抜において評価する点」「入学前学習として求めるこ

と」を明確にし、適切な入学者の受け入れを実施している。 

 

＜入学者受け入れ方針に沿った入学者選抜実施のための適切な体制・仕組みの構築＞ 

 本学では、入学者受け入れ方針に基づき、公平、公正な入学者選抜を実施するため、2018

年度にアドミッションズセンターを設置した。さらに同センター内に入学者選抜委員会及

び入学者選抜運営委員会を設置し、全学的な入学者選抜の実施体制を整備している（図 5-

1）。これにより、方針に沿った適切な入学者選抜を実施するとともに、その透明性と公平性

を確保している。 
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（図 5-1：アドミッションズセンター業務関連図） 

 

 アドミッションズセンターは、職制第 51条に基づき、学長の指名を受けたアドミッショ

ンズセンター長（以下、「センター長」という。) 、副センター長、入学課長及び入学課職

員によって構成されている（資料 5-52）。本センターでは入学者選抜方法の恒常的な改善及

び入学者選抜の円滑な実施を通じて、本学での修学意欲の高い学生を確保することを目的

とし、学生募集及び入学者選抜に関する事業を担っている。 

入学者選抜委員会は、学長を委員長とし、センター長、副学長、学部長、副センター長、

事務局長、経営企画部長、入学課長等で構成され、入学者選抜に関する重要事項を審議して

いる。具体的には、入学者受け入れ方針の設定、同方針に基づく入学者選抜の方法（試験区

分）、日程、実施体制、査定原案（試験区分ごとの合否判定）等について審議し、その結果

をもとに、学長が意思決定を行っている（資料 5-3）。なお、入学者選抜試験の実施期間中

は入学者選抜委員会のもとに「選抜試験本部」と「選抜試験連絡本部」を設置し、それぞれ

の責任者を「学長」と「センター長」に分けて設定している（資料 5-53）。 

入学者選抜運営委員会は、センター長を委員長とし、副センター長、各学部から選出され

る入試主任、入学課長等で構成され、アドミッションズセンターと学部等との連絡・調整等

を担っている。入試主任は、入学者選抜委員会の承認事項を学部に報告するとともに、入学

者選抜委員会の諮問事項について学部内で調整し、その結果を入学者選抜運営委員会へ報

告する役割を果たしている。これを受け、入学者選抜運営委員会は、各入試主任（学部選出）
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からの報告内容について協議し、その結果を委員長が学長へ報告している。 

大学院に関しては、入学者選抜の制度設計等を入学者選抜委員会で審議する際は、各研究

科委員長が陪席している。また、出願資格や選抜方法、合否判定結果等について各研究科で

審議したうえで、大学院に関する事項を入学者選抜委員会で審議する際は各研究科委員長

が陪席し、学部長と大学院に関する情報共有及び議論を適切に行い、学長に意見を述べる体

制を整えている（資料 5-54）。 

なお、2024 年度以降、留学生の受け入れ拡大を図るため、海外向けの入学者選抜につい

ては国際センターと連携し、今後の社会情勢に応じて海外の高等学校や大学、国内外の各機

関との調整・交渉を行っている。さらに新規の協定校、指定校（機関）の開拓等、国際アド

ミッション機能を強化し、海外向けの入学者選抜の拡充を進める。 

また、入学者受け入れ方針に基づき、多面的な評価を重視し、多様な学生を受け入れるた

めの複数の入学者選抜制度を適切に設け、実施している。 

 これらの方針に基づき、具体的な選抜制度として以下の通り運用している。 

 

（１）学部 

① 一般選抜、大学入学共通テスト利用選抜 

各学科（国際文化学部・理工学部はコース）の入学者受け入れ方針に基づき、学力試験の

試験科目を設定し、入学後の教育に必要な学力を十分に備えた学生を選抜している。一般選

抜には「英語外部試験利用型」を設け、資格・検定試験の結果を評価対象とすることで、「聞

く」「話す」「読む」「書く」の英語の４技能に優れた学生を選抜している。また、2019年度

入学者選抜からは、大学入学共通テスト利用選抜（旧大学入試センター試験利用入学者選抜）

の後期日程において 5科目スカラシップ型を実施している。本制度では、合格者全員の入学

金及び初年度年間授業料全額免除とし、幅広い科目で、優れた学力を持つ学生を選抜してい

る（資料 5-55）。 

  

② 総合型選抜（９月募集・11月募集） 

本学での学修を強く希望する者を対象に、各学科（国際文化学部、理工学部はコース）の

入学者受け入れ方針に基づき、「基礎学力評価型」「課題型」「探究評価型」「資格型」「社会

活動評価型」等、多様な選抜方法を実施している。選考では、調査書・大学入学希望理由書・

学修計画書等の書類審査に加え、小論文、プレゼンテーション・実験実習、基礎学力検査、

面接等を行い、「知識・技能」「思考力・判断力・表現力」に加え、「主体的に多様な人々と

協働して学ぶ態度」を評価している。この選抜方式では、筆記試験だけでは測りきれない多

様な能力や、これまでの活動や経験を通じて培った主体性や学習意欲等を持つ学生を総合

的に評価している（資料 5-56）。また、合格者が入学時までの学習を継続できるよう、総合

型選抜合格後に一般選抜［前期 A日程］全学部統一２科目型を受験し、成績優秀者には入学

金及び年間授業料を免除するチャレンジ・スカラシップ制度を設けている（資料 5-57）。 

 

③ 総合型選抜（外国人留学生・社会人・帰国生・オリーブ・学院内） 

実社会経験や異なる文化的背景を持つ学生、本学の教育方針に深い理解を持つ学生を対

象に、書類選考、面接、小論文等を実施している。基礎学力、活動履歴、日本語能力、学修
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意欲、適性を中心に、「思考力・判断力・表現力」「主体的に多様な人々と協働できる態度」

を多面的に評価している（資料 5-58～62）。また、総合型選抜（社会人・帰国生・オリーブ・

学院内 11 月募集）においては、入学までの学習継続を促すため、一般選抜［前期 A 日程］

全学部統一２科目型を受験し、成績優秀者には入学金及び年間授業料を免除するチャレン

ジ・スカラシップ制度を設けている（資料 5-57）。 

 ※「オリーブ」選抜は、本学(含む大学院)及び関東学院女子短期大学の卒業生の子女又

は孫を対象とした卒業生子弟・子女入試 

 

④ 学校推薦型選抜（指定校） 

本学での学修を強く希望する学生を対象に、進学実績や教育連携、これまでの学習成果を

基に、本学が指定する高等学校から推薦された学生に対して入学者選抜を実施している。書

類審査及び面接を通じて、高等学校で培った基礎学力や活動履歴、学習意欲等を評価し、「知

識・技能」「思考力・判断力・表現力」「主体的に多様な人々と協働して学ぶ態度」を総合的

に判断している（資料 5-63）。さらに、入学までの学習の継続を促すため、一般選抜［前期

A日程］全学部統一２科目型を受験し、成績優秀者には入学金・年間授業料を免除するチャ

レンジ・スカラシップ制度を設けている（資料 5-64）。 

 

⑤ 給費生選抜 

 2026年度選抜より、高等学校までの教育の到達目標とされる「知識・技能」「思考力・判

断力・表現力」「主体的に多様な人々と協働できる態度」を備えた入学者の才能を育成する

ことを目的とした給費生選抜を実施している。各学部の教育に必要な総合的学力を有し、学

業に意欲的に取り組む入学者を選抜し、全学部から成績上位者 100 名を給費生として選出

し、入学金と年間授業料相当額を最大４年間給付する。さらに国際学生寮入寮者には、１年

目の寮費を半額補助する。 

 

⑥ 編入学者選抜 

国内外の高等教育機関に一定期間在籍し、本学での学修を希望する学生対象に、書類選考、

面接、小論文等を実施している。基礎学力、基礎的な専門分野の知識・技能、日本語能力、

学修意欲、適性等を中心に、「知識・技能」「思考力・判断力・表現力」「主体的に多様な人々

と協働できる態度」を多面的に評価している（資料 5-65）。また、海外指定校推薦型編入学

者選抜及び海外特別編入学者選抜では、出願前の日本語能力確認面談を必須とし、出願後は

書類審査及びオンライン等での面接を実施している（資料 5-66、67）。さらに、短期大学卒

業見込み者、専門学校卒業見込み者、専修学校の修業年限が２年以上の者等を対象にした学

校推薦型編入学者選抜も実施している（資料 5-68）。さらに、優秀な外国人留学生の確保を

目的として、2026 年度より海外指定校推薦型編入学選抜（春募集・９月）及び海外特別編

入学者選抜試験（春募集・９月入学）を対象選抜として「９月編入学制度」を導入すること

を決定した。本制度は国際文化、社会、経済、法、理工、人間共生の各学部（２・３年次）

及び建築・環境学部（３年次のみ）の計７学部で実施し、海外の学期区分に合わせた柔軟な

受け入れ体制を構築する。 
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（２）大学院 

① 一般入学試験 

専門科目（専攻科目）、英語、論文試験を通じて専門分野に関する知識・技能及び論述力

を評価している。また、面接では研究意欲や論理的な思考力等を確認し、総合的な選抜を

行っている（資料 5-69）。 

 

② 学内推薦入学試験 

本学の学部で優秀な成績を収め、大学院での学習を強く希望する学生を対象とする。研究

意欲及び学業成績、人物面で優れ、当該学部又は専攻から推薦された者を対象とし、研究計

画書に基づく口頭試問等を実施し、選抜を行っている（資料 5-69）。 

 

③ 公募制推薦入学試験 

他大学の出身者で本学大学院での学修を強く希望し、学業成績及び人物面で優れた学生

を対象とする。応募には、在学又は卒業した大学の学部長（学部長に準ずる者）または指導

教員から推薦が必要となる。選抜では、小論文試験を通じて専門分野の知識・技能及び論述

力を、面接（口頭試問）では専門知識に加え、研究意欲や論理的な思考力等を評価している

（資料 5-69）。 

  

④ 社会人入学試験 

社会での実務経験を経て、大学院でさらなる学びを希望する者を対象としている。論文、

専門科目、外国語試験等を通じて専門分野の知識・技能及び論述力を評価するほか、面接で

は研究意欲や論理的な思考力等を確認している（資料 5-69）。 

 

⑤ 自治体等推薦入学試験 

 2023 年４月新設の法学研究科修士課程地域創生専攻では、包括連携協定を締結している

地方公共団体等の職員及び議員を対象に推薦による入学者選抜を実施している。対象者の

特性を考慮し、研究計画書及び口頭試問を通じて、入学後の研究計画を中心に評価を行って

いる（資料 5-69）。 

 

⑥ 外国人留学生入学試験 

本学での学修を希望し、国内外に居住する外国籍の学生、又は外国政府や海外の大学等か

ら学術交流協定等に基づいて推薦された学生を対象とする。論文（英語小論文を含む）、専

門科目（専攻科目）、外国語（英語・日本語）等の試験を通じて、専門分野の知識・技能及

び論述力を評価するほか、面接では日本語力、研究意欲や論理的な思考力等を確認している

（資料 5-69）。  

  

⑦ 海外指定校制推薦入学試験 

本学が指定する海外の大学等から優秀な外国人学生を受け入れることを目的に実施して

いる。出願前に、研究計画、日本語能力の確認や英語での指導の可否、修士論文で使用する

言語等を協議し、希望する分野の指導教授が Web会議等を通じて事前協議を行う。その後、
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出願後の書類審査(研究計画書、推薦状等)を基に、研究能力、知識・技能、研究意欲等を総

合的に評価している（資料 5-70）。 

 

＜公平、公正な入学者選抜の実施＞ 

 以上のとおり入学者受け入れ方針に基づき適切な体制・仕組みを構築した上で、学長のも

と、アドミッションズセンターが責任主体となり、公平、公正な入学者選抜を全学的に管理

している。 

 

（１）学部 

アドミッションズセンターは、入学者選抜試験実施要領の策定、試験監督者の配置、学部・

各部署と連携を通じ、入学者選抜の円滑な実施を支援している（資料 5-71）。 

① オンライン面接の導入 

総合型選抜（９月募集）では、面接・プレゼンテーション試験にオンライン方式を導入し

ている。実施にあたっては、対応マニュアルを策定、オンライン担当職員の配置を行い、対

面面接と同等の環境を整備している（資料 5-72）。 

 

② 評価基準の明確化 

 総合型選抜（９月募集・11月募集・オリーブ・学院内）では、ルーブリックを活用し、評

価基準を明確化している（資料 5-73）。学力検査を伴う選抜では、選択科目間の出題難易度

の違いを考慮し、得点調整を実施することで公平性を担保している。 

 

③入試査定の透明性確保 

一般選抜及び大学入学共通テスト利用選抜の査定については、アドミッションズセン

ターが査定原案を学部に提案し、学部での審議を経たうえで学長が最終決定を行っている。 

 

その他、入学者選抜の試験区分ごとの出願資格や選抜方法等を本学の「受験生サイト」に

公表するとともに、一般選抜の試験問題・正解や総合型選抜の課題等を明示し、透明性を確

保している。なお、各学部で実施している入学者選抜の試験問題については、可能な限り著

作権処理を行うことで、大半の過去問題の公開を実現している（資料 5-74）。 

 

（２）大学院 

各研究科の特性を踏まえ、アドミッションズセンターが入学者選抜制度を設計し、各研究

科で具体的な出願資格・選抜方法を検討している。最終的に入学者選抜委員会での審議・決

定を経て、学生募集要項を作成している（資料 5-75）。同選抜の実施にあたっては、各研究

科とアドミッションズセンターが連携して行い、その合否判定については、各研究科で審議

したうえで、合否判定基準とともに入学者選抜委員会に報告し、学長が承認、決定している。

なお、大学院入学者選抜については、各研究科で試験会場・実施体制を整備している。 

 

＜特別な配慮を必要とする志願者に対応する仕組みの整備＞ 

本学では、障がいや疾病、怪我などにより受験時の特別な配慮が必要な場合、公平性、公
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正性を確保することを前提に、大学入学共通テストの受験上の配慮事項に準拠し、適切な対

応を行っている。運用の実態として、過去３年間で学部・大学院合計 67件の受験上の配慮

申請があり、障がいの程度に応じて「試験時間の延長」「別室受験」「持込器具の使用許可」

「座席位置の変更」「介助者の随伴」等の措置を講じ、公平な受験機会を保障した。なお、

これら配慮の結果、選抜の公正性が損なわれた事例はない。 

配慮措置の内容については、大学ホームページの受験生サイト「受験及び修学上の配慮が

必要な方へ」に明示している（資料 5-76）。 

 

関東学院大学では、すべての学生が等しい条件の下で安心して学生生活を送ることが

できるように、必要に応じて修学環境を整える支援を行っています。 

また、本学の入学者選抜においては、障がいや疾病、怪我などにより受験上の配慮が必

要な場合、公平性、公正性が担保されることを条件に、適正な配慮措置を行います。入学

者選抜の合否判定には、申し出の事由は影響を及ぼしません。 

 

 障がいの状況等によっては、受験及び就学が不可能な場合もあるため、事前のアドミッ

ションズセンターへの申し出に基づき、出願する学部・研究科、関連部署との事前相談を行

い、配慮の内容について確認している。 

 

＜すべての志願者に対する分かりやすい情報提供＞ 

 入学希望者に対し、大学の取組み、学部・学科、選抜制度、受験生イベント、授業料等の

学費や経済支援に関する情報等を大学案内（COMPASS）、大学ホームページ、学生募集要項及

び手続要項、映像媒体、SNS等を活用し、媒体適正に応じた幅広い情報提供を行っている（資

料 5-77～79）。特に、多様な志願者への配慮として、海外から受験する外国人留学生に向け

た英語版学生募集要項の作成をはじめ、日本語学校在籍者を対象とした大学説明会（オンラ

インを含む）や面接指導講座の実施、さらに大学院入試に向けた研究計画書作成講座などを

行っている。これらの取組を通じて、外国人留学生が日本の入試制度に円滑に対応できる体

制を整備している。 

また、国による「高等教育の修学支援制度」については、手続要項に詳細を記載し、積極

的な活用を促している。 

 

 以上のことから、本学は入学者受け入れ方針に基づき、学生募集及び入学者選抜の制度や

運営体制を適切に整備し、特別な配慮を含む公平・法制な入学者選抜を実施しているといえ

る。 

 

評価項目② 

適切な定員を設定して学生の受け入れを行うとともに、在籍学生数を収容定員に基づき適正
に管理していること。 

＜評価の視点＞ 

・学士課程全体及び各学部・学科並びに各研究科・専攻の入学者数や在籍学生数を適正に維
持し、大幅な定員超過や定員未充足の場合には対策をとっているか。 
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＜適切な定員の管理＞ 

（１）大学全体 

学長のもと、学部長会議（学部）及び大学院研究科委員長会議（研究科）において、アド

ミッションズセンターと連携し、入学定員及び収容定員の適切な設定と在籍学生数の管理

を行っている（資料 5-81、5-82）。 

 

（２）学部 

学部の入学定員に対する入学者数比率については、各学部上限値を 1.10に設定し、アド

ミッションズセンターが管理している。2025 年度入学者選抜における入学定員に対する入

学者数比率は、学部全体で 1.08 となり、2021 年度から 2025 年度の平均比率は 1.02 とな

り、適切な範囲である。なお、2025 年度入学者選抜においては、私立大学等経常費補助金

の不交付基準が、収容定員 8000 人以上の大規模大学の場合は収容定員の 1.10 以上となっ

た。また、2025年度に国際文化学部、情報学部で設置（届出）申請を行ったが、学部等新設

の認可における定員管理基準である収容定員 1.05未満が申請年度に求められるため、全て

の学部において収容定員が 1.05未満となるよう目標値を設定した。 

一方で、編入学定員に対する充足率は、2025 年度入学者選抜において２年次編入 25％、

３年次編入 79％となっており、この状況を改善するため、引き続き協定校との連携を強化

し、募集活動を推進していく。また、海外の日本人学生や優秀な外国人学生を編入学者とし

て受け入れることを目的に、2017 年度から海外指定校制推薦編入学試験及び海外特別編入

学試験を導入、2018 年度以降は短期大学との連携協定を活用した学校推薦型編入学者選抜

制度を導入するなど、編入学者の受け入れを強化している。さらに、点検・評価結果に基づ

く定員充足対策として、2025 年 10 月の学部長会議において、「９月編入学制度（海外指定

校推薦型編入および海外特別編入）」の導入を決定した。海外協定校との連携を軸に、多様

な入学時期を設けることで、編入学充足率の抜本的な改善を図っている。 

 

なお、2025年度における学部全体の収容定員に対する在籍学生数比率は、学部全体で 1.02

と適切な範囲に収まっている。学部学科ごとの在籍学生数比率は 0.95～1.05となっている

（大学基礎データ表 2）。 

 

（３）大学院 

2025 年度入学者選抜において研究科の収容定員に対する在籍学生数比率は、工学研究科

博士前期課程を除き定員未充足の状況になっている（大学基礎データ表 2）。 

研究科 
2025年度収容定員充足率 

博士前期課程・修士課程 博士後期課程 

文学研究科 0.35 0.48 

経済学研究科 0.30 0.03 

法学研究科 0.81 0.83 

工学研究科 1.58 0.73 

看護学研究科 0.15  
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特に、博士後期課程において、法学研究科の定員充足率が前年度の 0％から 83％と改善が

見られたものの、経済学研究科の定員充足率は３％となり、極めて厳しい状況となっている。 

2020 年度の大学基準協会による大学評価における「大学院の定員管理の徹底」という改

善課題に対し、本学では研究者養成と社会人再教育の２つの視点から各研究科にて具体的

な対策を立案し、全学的な重点事業として計画的に推進している。 

その一環として、2022 年度より学部生の内部進学率向上を目的に、就職支援センター主

催の学部３年次生向け就職ガイダンスにおいて大学院進学の意義を周知し、進学意識の醸

成を図っている。また、これと並行して、教育実態に即した定員規模の適正化も断行した。

具体的には、2026 年２月開催の大学院研究科委員長会議において、収容定員の実態に合わ

せた変更が承認された。これにより、適切な教育体制の維持と定員充足の両立を目指す。 

また「海外指定校推薦入試」を対象選抜として 2026年度より９月入学制度を導入するこ

とを決定し、海外の協定校より優秀な外国人留学生の獲得を図る。 

これらの方針のもと、定員未充足である各研究科における具体的な対策と取組みは以下

のとおりである。 

 

① 文学研究科 文学研究科では、近年の志願動向を鑑み、2027年度より博士後期課程の

収容定員を９名（入学定員３名）から６名（入学定員２名）へ変更し、より密度の高

い研究指導体制への移行を決定した。 

募集・広報面においては、まず学内からの進学者確保に向け、学内オリエンテーショ

ンや就職ガイダンスにおいて大学院修了後のキャリアパスに関する説明時間を十分

に確保し、学内推薦入試の志願者増を目指している。また、国内の志願者の多くがま

ずウェブサイトを参照することから、情報の更新とコンテンツの魅力化が必須である

との認識のもと、運営委員会にてウェブサイトの刷新を検討している。さらに、教育

プログラムの拡充として、英語英米文学専攻を中心に、オンラインを軸にした社会人

向けのリカレント教育プログラムの立ち上げを進めている。加えて英語版リーフレッ

トを制作し海外指定校へ出向いて広報を行い、海外指定校を対象とした９月入学の制

度を導入するなど、留学生獲得にも積極的に取り組んでいる。 

② 経済学研究科 経済学研究科博士前期課程においては、2024 年度から社会人入学試

験の専門科目を廃止し、学生の専門分野における知識と適性をより適切に判断できる

ように、出願に先立ち、志望する研究分野の指導教授と事前協議を行うことを全ての

社会人入学試験出願者に義務付けた。これにより、税理士試験の科目免除を目的とし

た社会人受験生の獲得を図っている。また、2026年度選抜より「税法」「前近代史」

「メディア文化論」を専門試験の選択肢に加えるとともに、2025年度選抜では法学研

究科との併願制度を導入するなど、志願者の利便性とニーズに即した体制を整備した。

加えて、現在は兼担教員の受け入れによる指導体制の拡充を検討しており、更なる志

願者増を目指している。広報面でも 2025 年６月にウェブサイトを刷新し、最新情報

の公開に努めている。一方、博士後期課程においては、 

充足率３％と極めて厳しい状況にある。この要因として、近年の経済学研究における

高度な数理分析へのハードル向上や、近隣他大学との競合が挙げられる。この現状を

重く受け止め、本学では実態に即した教育環境の最適化を図るため、2026年２月の大
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学院研究科委員長会議において、2027 年度からの博士後期課程の収容定員を経済学

専攻 15 名から３名（入学定員１名）へ、経営学専攻 15 名から３名（入学定員１名）

へと、それぞれ大幅に削減することを決定した。この定員適正化と並行し、志願者確

保に向けた努力も継続している。従来からの前期課程修了者の内部進学促進に加え、

海外指定校を対象とした９月入学制度の導入や、博士前期課程における教育訓練給付

制度の活用など、多様な入学者を受け入れるための基盤整備を推進している。 

③ 法学研究科 法学研究科博士後期課程では、2025年度から「法学コース」と「地域創

生コース」の２コース制として魅力あるカリキュラムを展開し、志願者、入学者を得

るよう取組みを進めている。また、2026年度入学者選抜に向けては、人文系、社会科

学系を中心に外国人留学生の志願者確保を目的に国内の日本語学校及び留学生向け

の塾に対し、認知度を上げていくよう学生募集活動を強化していく。また、他大学と

の競合状況を鑑み、入試制度の見直しを検討している。現在、博士前期課程法学専攻

の一般入試（研究者養成コース）では、「外国語」、「小論文（２科目）」、「面接」の合

計４科目を課している。しかし、競合となる他大学法学研究科では専門科目を１科目

とする事例も少なくないため、３科目入試を実施している大学と比較しても、本学の

試験科目数は受験生の負担となっている現状がある。このため、より受験しやすい環

境を整えるべく、試験科目の削減を含めた見直しについて検討を行っている。 

④ 看護学研究科 看護学研究科では、具体的な広報活動として、パンフレットの作成・

配布・郵送を前年度よりも早期に実施したほか、個別相談会についても、従来の８月

実施に加え、６月のオープンキャンパスから前倒しで開始している。また、制度面で

は「職業実践力育成プログラム（BP）」を 10月に文部科学省へ申請しており、受理さ

れ要件が整い次第、2026年４月開始に向けて厚生労働省の「専門実践教育訓練給付金

制度」の申請準備を行う予定である。これらの情報は適宜ウェブサイト等で発信する

とともに、年２回の体験授業やポスター配布を通じ、継続的な広報を行っていく。 

 

以上のことから、本学は適切な定員を設定して学生の受け入れを行うとともに、在籍学生

数を収容定員に基づき適正に管理しているといえる収容定員の状況について、学士課程で

は全体として適正な水準を維持しており、大学院では各研究科が改善に取り組んでいる。 

 

評価項目③  

学生の受け入れに関わる状況を定期的に点検・評価し、改善・向上に向けて取り組んでいる
こと。 

＜評価の視点＞ 

・学生の受け入れに関わる事項を定期的に点検・評価し、当該事項における現状や成果が上
がっている取り組み及び課題を適切に把握しているか。 

・点検・評価の結果を活用して、学生の受け入れに関わる事項の改善・向上に取り組み、効
果的な取り組みへとつなげているか。 

 

＜入学者受け入れの適切性＞ 

本学では、内部質保証の組織体制と運用プロセスに基づき、入学者受け入れに関する点

検・評価及び改善・向上を全学的かつ体系的に推進している。 
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アドミッションズセンター及び各学部・研究科では、自己点検・評価制度を活用し定期的

に入学者受け入れの適切性を検証している（資料 5-83）。特に重点事業に関わる取組みにつ

いては、重点事業推進体制のもとで定期的に進捗状況を確認し、適切性を評価しながら継続

的な改善を図っている（資料 5-84、5-85）。これら年間を通じての点検・評価の結果は、自

己点検・評価報告書作成体制のもと、全学的な視点から総括し、当年度の『自己点検・評価

報告書』を作成するとともに、重点課題等を設定し、学長に報告している（資料 5-86）。 

学長は、この報告を受けて、大学自己点検・評価委員会等の全学内部質保証推進組織を通

じ、改善・向上に向けた取組み（事業計画等）を適切に進めるよう指示し、その確実な実施

を推進している（資料 5-87）。 

また、2018年度には全学的な内部質保証推進組織を整備し、入学者受け入れ方針の設定、

学生募集、入学者選抜の実施、点検・評価、改善・向上について、より実質的な運用を進め

ている。 

例えば、アドミッションズセンターにおいて、当該年度入学者選抜の総括として、社会的

背景や政策動向、志願者・合格者・手続者の状況等の分析、入学者選抜区分ごとの過去の入

学者及び受験者等の人数や動向調査・追跡調査等を行い、次年度入学者選抜方法の提案に活

用している（資料 5-88）。入学者選抜委員会では、これらの分析結果を報告・共有するとと

もに、次年度の入学者選抜の制度や募集人数、入学者数を学部と協議し、入学者受け入れの

改善・向上に向け支援している。さらに、各学部に対しては、予備校等の模擬試験結果や系

統動向、他大学情報等の定期的な提供・共有も行っており、学部では、入学者受け入れに関

する点検・評価及び改善・向上に活用している（資料 5-89）。 

このような全学的な点検・評価と改善の取組みにより、学部では以下のような志願者動向

の変化が見られた。 

年度 志願者数 前年度比 主な要因 

2019 18,718名 128.8％ 2018年度志願者数 14,530名 

2020 22,565名 120.6％  

2021 18,550名 82.2％ 共通テスト利用選抜の志願者減 

2022 15,125名 81.5％ コロナ禍によるオープンキャンパス縮小 

2023 15,407名 101.9％ 横浜・関内キャンパス開設効果 

2024 12,542名 81.4％ 18歳人口減の影響 

2025 13,821名  110.2％ 18歳人口の一時的回復 

 

2025年度入学者選抜においては、入学者のうち約５割を占める学校推薦型選抜（指定校）

の指定校選定において、過去の入学実績、入学後の学修成績等の客観的なデータに加え、高

校へのヒアリング状況等を踏まえ、指定校枠を策定し、新設及び増枠相談にきめ細やかに対

応した結果、志願者数は 1,387名（前年度 1,266名）となり質、量ともに回復した。また受

験生の年内選抜志向の高まりへの対策として総合型選抜９月募集及び 11月募集において基

礎学力評価型で併願方式を導入し大幅な志願者増（前年比 233.4％）に成功した。 

18 歳人口は減少傾向にあるものの、2025 年度入学者選抜は 18 歳人口が一時的に回復し

ているため、総志願者数は前年比 110.2％（13,821名）と増加している。18歳人口は 2028
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年度入学者選抜から再び減少期に転ずるため入学者受け入れ方針（アドミッション・ポリ

シー）に基づく入学者選抜の実現に向け、アドミッションズセンター（入学者選抜委員会）

を中心に、学生募集、入学者選抜に関する政策立案や制度設計を引き続き強化していく。 

 

以上のことから、本学は定期的な点検・評価の結果を活用して、学生の受け入れに関わる

制度、運営の不断の改善・向上に取り組んでいるといえる。 

 

２．分析を踏まえた長所と問題点 

【分析を踏まえた長所】  

本学の最大の長所は、IR データに基づく精緻な点検・評価結果を、翌年度の入試

制度改善へ迅速に反映させる「実効性の高い内部質保証サイクル」が確立されている

点にある。2025 年度選抜において、過去の学修成果データに基づき指定校推薦の枠

組みを再編し、高校への個別ヒアリングを通じた増枠対応を行った結果、質・量とも

に確保に成功したことはその象徴的な成果である。また、受験生の併願ニーズを的確

に捉えた「総合型選抜への併願制導入」が劇的な志願者増を導いたことは、客観的分

析に基づく施策の正当性を証明している。このように、ハード面（キャンパス展開）

とソフト面（入試制度）を戦略的に連動させ、18 歳人口減少局面においても高い競

争力を維持している点は特筆に値する。 

【問題点】   

本学の大学院研究科における収容定員に対する在籍学生数比率は、工学研究科博士

前期課程を除き定員未充足の状況にある。特に、学士課程から修士課程、博士前期課

程への内部進学率の低迷が課題となっており、進学後のキャリアパスや経済的支援

に関する情報提供の充実が急務となっている。 

 

３．改善・発展方策と全体のまとめ 

本学では、大学院の定員充足率向上を図るため、内部進学率の向上と外国人留学生の

受け入れ拡大を柱とする施策を強化する。具体的には、以下の取組みを推進する。 

  （１）内部進学率の向上 

①就職支援センターが主催する学部３年次生向けの就職ガイダンスで、「就職か

進学か」という二者択一ではなく、「高度専門職としてのキャリア形成」とい

う視点から大学院進学の意義をより明確に伝え、進学意欲を喚起する。 

②研究科ごとに大学院の魅力を伝える説明会や進学相談会を実施し、学部生の進

学意識を高める。 

（２）外国人留学生の受け入れ強化 

①2024年度に外国人留学生が入学しやすい秋学期入学(大学院９月入学)の導入を

検討開始し、2026年度から外国人留学生の９月入学を開始することを決定し

た。 

②国内の日本語学校や留学生向け学習塾との連携強化により、外国人留学生の認

知度向上を図る。 
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③海外指定校推薦入試の拡充に向けた、新規協定校の開拓や各国の教育機関との

連携強化を進める。 

（３）定員規模の適正化と質的保証  

点検・評価の結果、志願動向の回復が困難と判断された特定の博士後期課程に

ついては、2027年度から収容定員を大幅に削減（適正化）することを決定した。

これにより、少数精鋭の質の高い教育研究体制を維持しつつ、定員管理の適正化

を確実なものとする。 

 

まとめ 

本学では、入学者受け入れ方針に基づき、学部・大学院ともに公平・公正な入学

者選抜の実施体制を整え、全学的な連携のもとで適切な定員管理を行っている。し

かし、大学院の定員充足率が工学研究科博士前期課程を除き低い状況にあることが

課題である。この課題を克服するため、内部進学率向上の取組み強化や外国人留学

生の受け入れ拡大を進める。特に、2024年度から検討を開始した外国人留学生の大

学院９月入学の導入を具体化し海外協定校からの入学者の獲得を図るとともに、国

内外の日本語学校や外国人留学生向けの学習塾との連携を強化し外国人留学生の受

け入れにつなげていく。また、社会人入試制度の見直しや英語での指導体制の充実

を進め、社会人や外国人留学生が大学院に進学しやすい環境を整備する。 

特に、文学研究科及び経済学研究科の博士後期課程においては、2027年度より収

容定員を削減（適正化）することで、実態に即した適正な定員規模への再編を図っ

た。これにより、少数精鋭による教育の質をより重視した研究指導体制を確立し、

学位授与水準の維持・向上を確実なものとする。 

入学者受け入れ方針に基づいた公平・公正な入試の運営と入学者の多様性確保を

推進し、本学のさらなる発展を目指す。あわせて、これらの改善策の効果を次年度

の自己点検・評価にて再度検証することで、さらなるサイクルの高度化を追求して

いく。 
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第６章 教員・教員組織（基本情報一覧） 
 

大学として求める教員像を示した資料・教員組織の編制方針 

資料名称 URL・印刷物の名称 

関東学院大学の求める教員像

及び教員組織の編制方針 

https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/about-university/disuclosure.html 

（⇒『3. 教員組織、教員の数並びに各教員が有する学位及び業績に関すること』） 

備考： 

 

個別教員の教育課程の編成その他の学部の運営への参画状況、主要授業科目の担当有無・担当科目単位数に関する情報 

資料名称 URL・印刷物の名称 

シラバス https://info.kanto-

gakuin.ac.jp/public/web/Syllabus/WebSyllabusKensaku/UI/WSL_SyllabusKensaku.aspx 

備考： 

 

［学士課程］（専門職大学及び専門職学科を除く）※「基幹教員」制の場合 

 基幹教員の種類 
必要基幹

教員数 

必要基幹教員

数中の 法定数 
人数 

うち教授

数 
担当授業科目 

 

備考 

国際文化学部

英語文化学科  

専ら従事する教員  

8 

6 以上 15    10     〇  

それ以外の

教員 

当該大学 2 以下     

当該大学以外     

国際文化学部

比較文化学科  

専ら従事する教員  

8 

6 以上    14     8     〇  

それ以外の

教員 

当該大学 2 以下     

当該大学以外     

社会学部現代

社会学科  

専ら従事する教員  

  14 

14 以上 18    12     〇  

それ以外の

教員 

当該大学  以下     

当該大学以外     

経済学部経済

学科  

専ら従事する教員  

  19 

14 以上    28    16     〇  

それ以外の

教員 

当該大学 5 以下     

当該大学以外     

経営学部経営

学科  

専ら従事する教員  

  20 

14 以上    28    18     〇  

それ以外の

教員 

当該大学 6 以下     

当該大学以外     

法学部法学科  専ら従事する教員  

  13 

 

10 以上    21    13     〇  

それ以外の

教員 

当該大学 3 以下     

当該大学以外     

法学部地域創

生学科  

専ら従事する教員  

  10 

10 以上    12     8     〇  

それ以外の

教員 

当該大学  以下     

当該大学以外     

理工学部理工

学科  

専ら従事する教員  

  26 

14 以上    61    40     〇  

それ以外の

教員 

当該大学 12 以下     

当該大学以外     

建築・環境学

部建築・環境

学科  

専ら従事する教員  

  16 

14 以上    18    12     〇  

それ以外の

教員 

当該大学 2 以下     

当該大学以外     

人間共生学部

コミュニケー

ション学科  

専ら従事する教員  

  10 

10 以上    13     8     〇  

それ以外の

教員 

当該大学  以下     

当該大学以外     

https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/about-university/disuclosure.html
https://info.kanto-gakuin.ac.jp/public/web/Syllabus/WebSyllabusKensaku/UI/WSL_SyllabusKensaku.aspx
https://info.kanto-gakuin.ac.jp/public/web/Syllabus/WebSyllabusKensaku/UI/WSL_SyllabusKensaku.aspx
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人間共生学部

共生デザイン

学科  

専ら従事する教員  

  10 

10 以上    12     5     〇  

それ以外の

教員 

当該大学  以下     

当該大学以外     

栄養学部管理

栄養学科 

専ら従事する教員  

  10 

10 以上    13     7     〇  

それ以外の

教員 

当該大学  以下     

当該大学以外     

教育学部こど

も発達学科 

専ら従事する教員  

  10 

10 以上    18     6     〇  

それ以外の

教員 

当該大学  以下     

当該大学以外     

看護学部看護

学科 

専ら従事する教員  

  12 

12 以上 27     6     〇  

それ以外の

教員 

当該大学  以下     

当該大学以外     

大学全体の収容定員に応じ定める数        

学部総計        

根拠資料 大学基礎データ（表1） 

※関係法令：大学設置基準第 10条 

※数や割合を記載する欄は、○×ではなく、実際の数、割合を記載してください。 

※下段の表は、下記の学部のみに使用する表です。それ以外は上段の表を用いてください。 

 ①薬学に関わる学部・学科等のうち、臨床に係る実践的な能力を培うことを主たる目的とするもの 

 ②教員養成に関する学部（但し、「うち、みなし基幹教員数」欄については、非該当のためハイフン「－」とする）。 

※「専ら従事する教員」欄は、専ら当該大学の教育研究に従事する者であり、かつ１の学部でのみ算入される教員を指

します。 

※「それ以外の教員」欄のうち「当該大学」欄は、「専ら従事する教員」以外で、当該学部等で８単位以上の授業科目を

担当する当該大学所属の教員を指します。複数の学部等で基幹教員に算入される者は、ここに含まれます。 

※複数学部等で基幹教員に算入される者がいる場合、同時に基幹教員となっている学部等の名称とその数を備考欄に記

載してください。 

 例）２名の教員が法学部法学科でも基幹教員となっている場合： 「法学部法学科：２名」と記載。 

※「それ以外の教員」欄のうち「当該大学以外」欄は、兼業やクロスアポイントメントなどのかたちで、複数の大学等

において基幹教員となる者や、企業等に属しながら基幹教員となる者等が該当します。 

※「担当授業科目」欄は、基幹教員の全てが主要授業科目又は８単位以上の授業科目を担当している場合にのみ○と記

載してください。 

※その他、「専任教員」についての表に注記した事項を参照して作成してください。 

 

［修士課程］ 

研究科等名称 総数 教授数 
研究指導教

員数 

研究指導補

助教員数 
根拠となる資料 

文学研究科英語英米文学専攻    15    6 6      9 

大学基礎データ（表１） 

文学研究科比較日本文化専攻    14    6 8      6 

文学研究科社会学専攻    19    8     8     11 

経済学研究科経済学専攻 20 13 15 5 

経済学研究科経営学専攻 21 16 19 2 

法学研究科法学専攻 15 13 15 0 

法学研究科地域創生専攻 6 6 6 0 

工学研究科機械工学専攻 9 5 6 3 

工学研究科電気工学専攻 15 9 13 2 

工学研究科情報学専攻 11 5 5 6 

工学研究科建築学専攻 13 10 10 3 

工学研究科土木工学専攻 7 7 7 0 

工学研究科物質生命科学専攻 15 9 11 4 

看護学研究科看護学専攻 17 5 7 10 
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備考： 

※関係法令：大学院設置基準第９条第１項 

 
［博士課程］ 

研究科等名称 総数 教授数 
研究指導教

員数 

研究指導補

助教員数 
根拠となる資料 

文学研究科英語英米文学専攻 6 6 6 0  

 

 

 

大学基礎データ（表１） 

文学研究科比較日本文化専攻 8 6 6 2 

文学研究科社会学専攻 8 3 3 5 

経済学研究科経済学専攻 12 11 11 1 

経済学研究科経営学専攻 12 12 12 0 

法学研究科法学専攻 14 14 14 0 

工学研究科建築学専攻 9 6 6 3 

工学研究科総合工学専攻 38 30 30 8 

備考： 

※関係法令：大学院設置基準第９条第１項 

 
授業担当教員と指導補助者の責任関係や、指導補助者が担う役割を定めた規程 

資料名称 URL・印刷物の名称 

関東学院大学学則第 13 条の 2 https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/about-university/regulations.html 

備考： 

 

教員の募集、採用及び昇任に関する規程 

規程名称 URL・印刷物の名称 

関東学院大学教員採用人事規程 

教員選考基準 

教員選考基準細則 

任期制教員の任用に関する規程 

非常勤講師採用規程 

非常勤講師選考基準 

関東学院大学教員採用人事規程 

教員選考基準 

教員選考基準細則 

任期制教員の任用に関する規程 

非常勤講師採用規程 

非常勤講師選考基準 

備考： 

https://univ.kanto-gakuin.ac.jp/about-university/regulations.html
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第６章 教員・教員組織（本文）           
１．現状分析 

評価項目① 

教員組織の編制に関する方針に基づき、教育研究活動を安定的にかつ十全に展開できる教員
組織を編制し、学習成果の達成につながる教育の実現や大学として目指す研究上の成果につ
なげていること。 

＜評価の視点＞ 

・大学として求める教員像や教員組織の編制方針に基づき、教員組織を編制しているか。 

※具体的な例 

・教員が担う責任の明確性。 

・法令で必要とされる数の充足。 

・科目適合性を含め、学習成果の達成につながる教育や研究等の実施に適った教員
構成。 

・各教員の担当授業科目、担当授業時間の適切な把握・管理。 

・複数学部等の基幹教員を兼ねる者について、業務状況や教育効果の面での適切性。 

・クロスアポイントメントなどによって、他大学又は企業等の人材を教員として任用する場
合は、教員の業務範囲を明確に定め、また、業務状況を適切に把握しているか。 

・教員は職員と役割分担し、それぞれの責任を明確にしながら協働・連携することで、組織
的かつ効果的な教育研究活動を実現しているか。 

・授業において指導補助者に補助又は授業の一部を担当させる場合、あらかじめ責任関係や
役割を規程等に定め、明確な指導計画のもとで適任者にそれを行わせているか。 

 

＜大学として求める教員像や教員組織の編制方針に基づいた教員組織の編制＞ 

本学は、建学の精神のもと、キリスト教に基づく人格の陶冶を旨とする人材育成及び社会

貢献を教育研究上の目的としており、「関東学院職制」第 31 条において、「学生を教授し、

その研究を指導し、かつ、研究に従事する」ことを専任教員（基幹教員及び学部に所属しな

い専任教員の合計）の基本職能として定めている（資料 6-1～6-3）。 

これに基づき、大学として専任教員に対する求める教員像を以下のとおり定めている（資

料 6-4）。 

 

求める教員像 

１ 関東学院の教育の土台であるキリスト教の精神に理解があり、本学の一員として協

働できる者 

２ 大学における教育研究活動に従事するにふさわしい能力を有しており、絶えずその

向上に努めることができる者 

３ 授業、研究指導、学生支援等に熱心に取り組み、学生の信頼に応えることができる者 

４ 教育研究上の成果を広く社会に還元し、社会の発展に寄与することができる者 

５ 本学の発展のために、大学運営に積極的に関わることができる者 

 

また、学位授与方針及び教育課程の編成・実施方針を踏まえ、大学としての「教員組織の

編制方針」を以下のとおり定めている（資料 6-4）。 
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教員組織の編制方針 

【大学（全学共通）】 

１ 大学設置基準や大学院設置基準等の関連法令に基づき、学部・研究科における教育研

究上の目的を実現するために必要な教員を配置する。 

２ 研究の活性化や教育力の向上等の大学の目的に応じ、総合研究推進機構等に教員を

配置する。 

３ 大学諸規程等に基づき、教員の募集、採用、昇任等を公正且つ適切に行う。 

４ 特定の年齢層に偏ることのないよう配慮するとともに、教育研究上の目的を踏まえ

て、国際性や男女比等にも留意し、教員組織を編制する。 

５ 組織的・多面的な FD活動を行い、絶えず教員の資質向上を図る。 

６ 組織的な連携体制により教育研究を行うため、必要な役職を配置し、責任所在の明確

化と役割分担の適切化を図る。 

７ 教員組織の編制に関する適切性は、大学自己点検・評価委員会において全学的・定期

的に検証を行う。 

 

これに基づき、各学部・研究科は、教育研究上の目的等の達成に向け、教員組織の編制（専

門分野・領域に関する教員配置、社会経験や臨床経験等、実務家教員等）について、その方

針を定めている（資料 6-4）。 

「求める教員像」「教員組織の編制方針」については、全学内部質保証統括組織である大

学自己点検・評価委員会にて決定したうえで、本学が定める各種方針とともに冊子として取

りまとめ、全学的に周知を図り共有しているとともに、Webサイトに掲載し、広く社会に向

けて公表している（資料 6-5、6-6）。 

各学部・研究科においては、「求める教員像」「教員組織の編制方針」を教授会や研究科委

員会等の委員会にて共有・確認し、定期的に見直すとともに、今後は、教員募集の際に、各

公募のページ内に掲載することで、大学及び各学部・研究科として「求める教員像」及び「教

員組織の編制方針」に基づいた教員組織の編制に取り組んでいく。 

 

（１）教員が担う責任の明確性 

教員が担う責任の明確性については、「関東学院大学教員等就業規則」第３条において、

教員の職務について以下のとおり定めている（資料 6-7）。 
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第３条 教員は、自らの専門分野における教育及び研究並びに次の各号に定める職務を

行うものとする。 

（１）学部及び大学院の講義、ゼミナール、卒業研究、演習、実験、実習、実技等の授業

を行うこと。 

（２）教授会及び各種委員会の会議に出席し、審議に参加すること。 

（３）本学又は学部が任命し、又は委嘱する業務に従事すること。 

（４）全学的な教学及び入学者選抜に関する業務に従事すること。 

（５）前各号に定めるもののほか、学生の教育及び指導に当たるものとする。 

 

また、「関東学院職制」において、大学役職者の役割を次のとおり定めている（資料 6-3）。 

第３８条 大学長（以下この節において「学長」という。）は、次の職務をつかさどる。 

 （１） 大学及び大学院の校務を統轄し、大学を代表する。 

 （２） 大学及び大学院の儀式及び行事を主宰する。 

 （３） 大学評議会、学部長会議、その他必要とする会議を招集し、教学に係る重要事

項を提案して意見を聴いた上で必要な決定をし、及び大学の管理運営を円滑

に行う。 

第３９条 副学長は、学長を助け、命を受けて教学、学生支援、研究、地域・産官学連携

その他の学長が定める校務をつかさどる。 

２ 副学長は、学長不在のときは、学長からあらかじめ指示された職務を代理する。 

第４０条 学部長は、次の職務をつかさどる。 

 （１） 当該学部の教学を統轄し、学部を代表する。 

 （２） 教授会、その他必要とする会議を招集し、教学上の重要事項を提案して意見を

聞き、学部の運営を円滑に行い、学長の職務を助ける。 

 （３） 当該大学院研究科の学務を管掌する。 

第４６条 学長補佐は、学長を補佐し、学長からあらかじめ指示、命令された職務を行

う。ただし、学長の職務権限を行使することはできない。 

 

（２）法令で必要とされる数の充足 

学部については、大学設置基準で必要とされる「学部の種類及び規模に応じ定める基幹教

員数」に基づき、各学部に基幹教員を配置し、さらには、「大学全体の収容定員に応じ定め

る基幹教員数」を加えた教員数を満たすよう、学部・研究科だけでなく、研究の活性化や教

育力の向上等の必要に応じて、総合研究推進機構及び附属機関（センター等）に教員を配置

している（「大学基礎データ」表 1）。なお、2025年 5月 1日現在の基幹教員数は、法令で必

要とされる教員数 276人に対して 298人、法令で必要とされる教授数 139人に対して 169人

となっており、法令で必要とされる教員数は充足されている（資料 6-8）。ただし、いくつ

かの学部では、現在の教授数が法令で必要とされる教授数とほぼ同数の状況であるため、今

後も継続して要件を満たすことができるよう、適切な管理に努めることが求められる。 

 

研究科については、基礎となる学部の教員の配置を基本とし、大学院設置基準で必要とさ
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れる「大学院に専攻ごとに置くものとする教員の数」に基づき、各研究科に研究指導教員及

び研究指導補助教員を配置している（「大学基礎データ」表 1）。 

 

（３）学習成果の達成につながる教育や研究等の実施に適った教員構成 

 学部・研究科において、それぞれが掲げた教育研究上の目的のもとに定めた学位授与方針

及び教育課程の編成・実施方針に基づいたカリキュラムの編成を行っており、各科目の専門

性に優れた研究業績及び教授能力を備えた教員で構成することで、学習成果の達成につな

がる教育の実現や研究成果につなげていくことを目指している。 

全学的に見た場合、主要授業科目については約 47％の科目を専任教員が担当しており、

学部によってばらつきはあるものの、概ね過半数を専任教員が担当している（「大学基礎

データ」表 4）。 

また、例えば、国際文化学部では、「文化の壁を越えた相互理解の実現」を目指すという

教育研究上の目的に即し、教員組織の多様性を確保しており、外国人教員は６名（20％）と

11学部の中で最も多く配置している（資料 6-9）。同学部では、外国人教員がコーディネー

トする外国語科目を必修化しているほか、英語による授業を複数開講することで、教育研究

上の目的の達成を目指している。看護学部では、文部科学省及び厚生労働省による指定規則

に準拠して教育課程を編制し、特に専門科目においては７つの専門領域における授業科目

区分により構成し、担当科目の単位数に応じて教員配置を決定している（資料 6-10）。 

研究科の担当教員については、大学院学則第 48条第２項の規定により、大学院設置基準

で必要とされる研究指導教員を「指導教授」としており、論文指導に関する科目の担当者と

しての資格を明確にしている（資料 6-2）。各研究科では、教員組織の編制方針に従って、

専攻・分野・領域ごとに十分な教育研究業績を持つ教員（指導教授）を配置している。例え

ば、法学研究科では、履修要綱に、地域創生専攻修士課程、法学専攻博士前期課程及び後期

課程のそれぞれに配置した指導教授の分野名、科目名を明示している（資料 6-11）。工学研

究科では、履修要綱に研究指導教員を「指導教授」、研究指導補助教員を「指導教員」とし

て、専修科目・必修科目名とともに明示している（資料 6-12）。 

 

（４）教員の担当授業科目、授業時間の適切な管理 

基幹教員の授業担当負担への配慮に関し、「関東学院大学就業規則教員特則」に「教員の

授業は、１週４コマ（８時間）以上とし、２日以上にわたって担当するものとする」と定め

ている（資料 6-13）。基幹教員の授業担当時間の上限についての規定はなく、各学部内の調

整により特定の教員に過度な負担がかからないように決定している。なお、研究科の教員の

大部分は学部の教員を兼ねており、研究科の教員は学部開講科目及び研究科開講科目を担

当している。 

なお、学部によっては、教員の担当時間数を定めている。例えば、経済学部及び経営学部

では、専任教員は持ちコマ数を５コマ、専任教員のうち英語及び健康スポーツの担当教員は

6.5コマとすることを教授会の申合せに定めている（資料 6-14）。また、役職者等の授業担

当科目の負担軽減等の配慮も行っており、学部長は通年 1.5コマ、学科長、共通科目主任、

入試主任、教務主任は通年 0.5コマを軽減することとしている。 

   



様式４ 

点検・評価報告書 様式 

89 

 

（５）複数学部等の基幹教員を兼ねる者についての適切な管理 

 2025年度において、「複数学部等の基幹教員を兼ねる者」に該当する教員はいない。 

 

＜他大学又は企業等の人材の任用＞ 

 本学では、「関東学院大学クロスアポイントメント制度に関する規程」により、教員の業

務範囲など、必要な事項を定めている（資料 6-15）。2025年度までにクロスアポイントメン

ト制度により、２名が本学の身分を保有したまま他機関において雇用され、本学及び他機関

の業務を行っている。なお、2025 年度までにクロスアポイントメント制度により、他大学

又は企業等の人材を教員として任用した事例はないため、任用した際の適切な業務状況の

把握については、今後検討が必要である。 

 

＜組織的な連携体制による教育研究を行うための教職員の役割と協働・連携＞ 

関東学院職制で教職員の基本職能が規定され、教員と職員はそれぞれの役割を分担して

いる。その上で、本学では従来から、教育研究活動において、その運営や意思決定プロセス

に職員が関与する仕組みをとっており、大学及び学部・研究科の意思決定に係る会議の構成

員や陪席、事務組織における教職員役職者の併置、全学的なプロジェクトやワーキング・グ

ループ、分科会等への職員の参画など、教員と職員の連携が図られている。 

 本学では、教学マネジメント体制の実効性を高め、教育の質保証及び継続的な改善・向上

を図ることを目的として、教育課程運営に係る教職員の業務分担を整理している。ここで

は、「教育課程の開発・編成」「教育課程の運営」「学習成果の評価」「FD・SDの実施」「学習

成果の可視化・IR 情報の活用」の各業務カテゴリーにおける具体的な業務内容を定めると

ともに、教職員の役割をそれぞれ規定した。教育研究活動における教職協働の特徴的な事例

としては、学位授与方針に示す各能力に関する学生の学修成果を評価する指標のひとつと

して、個人の学修成果をレーダーチャートで可視化した「ディプロマ・チャート」を教職協

働によって開発し、各学部に提供、学生の学修成果の把握や教育課程の改善・向上への活用

を図っている。 

 また、社会連携課や研究推進課では、地域や自治体、企業、初等・中等教育機関等からの

要望により、教員や学生、組織や機関との連携事業や課題解決等のニーズを適切につなぐ窓

口として、連携の拡充を図るとともに、教職協働による社会連携・社会貢献活動を展開して

いる。 

 さらに、学部横断型教育プログラムとして、2022 年度の「キリスト教人間学インスティ

テュート」の開設に始まり、現在までに「スポーツインスティテュート」、「グローバルイン

スティテュート」が開設されているが、インスティテュート開設にあたり、実施・運営の主

体となる複数の部署の教職員、役職者等の協働により、仕組みや運営等の検討、調整等がな

されている。特に「スポーツインスティテュート」においては、強化指定クラブ所属の学生

を対象としており、学びとスポーツをリンクして高い教育効果と競技力向上を実現し、部活

動を“学びの場”としていることから、クラブ活動における状況や課題を把握している職員

も、カリキュラム編成や非常勤講師の採用に深く関わっている。 
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＜指導補助者を活用する場合の適切性＞ 

 指導補助者については、大学学則第 13条の２第３項に、「各授業科目について、当該授業

科目を担当する教員以外の教員、学生その他の大学が定める者に補助させることができ、ま

た、十分な教育効果を上げることができると認められる場合は、当該授業科目を担当する教

員の指導計画に基づき、指導補助者に授業の一部を分担させることができる。」と定めてい

る（資料 6-1）。 

なお、本学では、指導補助者となるティーチング・アシスタント（以下、TAという。）及

び教育補助者としての役割を持つスチューデント・アシスタント（以下、SAという。）を授

業運営において活用しており、採用する場合は、当該科目を所管する学部教授会等の審議を

経た後、学長の申請に基づき、関東学院人事委員会の議を経て理事会の承認を得ることとし

ている（資料 6-20）。 

 

以上のことから、本学は教員組織の編制に関する方針に基づき、教育研究活動を安定的に

かつ十全に展開できる教員組織を編制し、学習成果の達成につながる教育の実現や大学と

して目指す研究上の成果に資する教員組織の運営を実現しているといえる。 

 

評価項目② 

教員の募集、採用、昇任等を適切に行っていること。 

＜評価の視点＞ 

・教員の募集、採用、昇任等に関わる明確な基準及び手続に沿い、公正性に配慮しながら人
事を行っているか。 

・年齢構成に著しい偏りが生じないように人事を行っているか。また、性別など教員の多様
性に配慮しているか。 

 

＜教員人事の適切性＞ 

「関東学院職制」第 25条において、教員の人事は理事会の議を経て理事長が行うが、各

学部の教授会等の議を経るものと規定している（資料 6-3）。また、「関東学院人事委員会規

程」「関東学院人事小委員会内規」において、理事会に大学教員人事小委員会を設置し、教

員の人事に関する事項を審議することなどを定めている（資料 6-20、6-21）。 

これに基づき、大学では、「関東学院大学教員採用人事規程」「関東学院大学教員選考基準」

「関東学院大学教員選考基準細則」「関東学院大学任期制教員の任用に関する規程」「関東学

院大学教員のテニュア・トラック制に関する規程」「関東学院大学大学の機関等に所属する

教員の人事委員会規程」「関東学院大学特約教員に関する規程」「関東学院大学特任教授規

程」「関東学院大学客員教員規程」を定めるとともに、これに沿って、各学部等において、

人事に関する規程や選考基準等を整備し、以下のプロセスにより、教員の職位ごとの募集、

採用、昇格・昇任等を実施している（資料 6-22～6-69、6-137～6-139）。 

 

（学部等教員の募集、採用） 

１ 学部において教員の採用を必要とする場合は、当該学部人事委員会において、当該学

部長が所定の手続により、学長を経由して理事会に申請する。 

２ 学長の申請を受け、理事会のもと、人事委員会及び大学教員人事小委員会において、
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採用枠及び採用方法について審議する。 

３ 人事委員会により承認された採用方法に基づき、当該学部において教員の募集を行

う。なお、人事委員会で特定採用とした場合を除き、原則として公募となり、Webサ

イト等を通じて教員の募集を行う。 

４ 教員採用の応募者の業績審査については、人事委員会が応募者を確認したうえで、学

長を経由して当該教授会に委嘱する。委嘱を受け、当該学部人事委員会のもとに業績

審査委員会を設置し、採用候補者の審査を行うとともに、当該学部人事委員会及び教

授会の議を経て、その結果（採用候補者）を学長に報告する。 

５ 学長からの答申（応募者全員についての選考経過と採用候補者の順位を付した業績

審査結果）に基づき、人事委員会において候補者の面接を行うとともに、大学教員人

事小委員会において審査し、人事委員会の議を経て、理事会がこれを決定する。 

 

（学部教員の昇格・昇任） 

１ 学部において、教員の申請等を受け、当該学部人事委員会のもとに業績審査委員会を

設置し、昇格・昇任候補者の審査を行う。 

２ 当該学部人事委員会及び教授会の議を経て、その結果（昇格・昇任候補者）を学長に

報告する。 

３ 学長からの昇格・昇任候補者の提案を受け、人事委員会のもとの大学教員人事小委員

会において審議し、人事委員会の議を経て、理事会が決定する。 

 

（研究科教員の選考、任用） 

１ 研究科において、教員の申請等を受け、当該研究科委員会あるいは当該研究科人事委

員会のもとに業績審査委員会を設置し、当該研究科教員候補者の審査を行う。 

２ 当該研究科人事委員会、研究科委員会、大学院研究科委員長会議の議を経て、その結

果（選考候補者）を学長に報告する。 

３ 学長による研究科の教員候補者の提案を受け、理事会のもとに人事委員会を設置す

る。 

４ 人事委員会のもとに大学教員人事小委員会を設置してこれを審査し、人事委員会の

議を経て、理事会がこれを決定する。 

 

なお、大学の機関等に所属する教員（総合研究推進機構又は附属機関の教員）の採用、昇

格・昇任を行う場合には、大学の機関等に所属する教員の人事委員会を設置し、同委員会が

学部人事委員会の役割を担うこととしている。 

研究科においては、基礎となる学部で教員採用を行っている。 

大学院を持たない学部に所属する教員や学部以外の機関等に所属する教員が研究科を担

当する場合もある。この場合の選考、任用は、上記（研究科教員の選考、任用）の手続きに

従って行われる。 

年齢構成については、そのバランスに配慮するために、2010 年に開催された第 252 回大

学委員会において原則として 55歳以上の採用を行わないことを決定している（資料6-70）。 

全学部の割合でみた場合、60歳以上が 29.2％、50歳台が 33.4％、40歳台が 26.3％、39
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歳以下が 11％であり、バランスは取れているが、一部の学部においては 60歳以上の割合が

高くなっており、後任採用の際は、39 歳以下の教員の比率を高めていくことを目指してい

る（「大学基礎データ」表 5）。全研究科の割合で見た場合、60歳以上の割合は、博士前期課

程（修士課程）で 31.4％、博士後期課程で 41.5％であり、学部と比べて高くなっている（「大

学基礎データ」表 5）。特に、法学研究科博士前期課程及び修士課程では 54.5％、法学研究

科博士後期課程では 58.3％となっている。高度な資格と経験が必要であるという面もある

が、比較的若い教員の研究指導教員、研究指導補助教員への任用促進を図る必要がある。 

また、女性専任教員の比率に関しては、全学として約 35％であり、今後も教員組織の編

制方針に基づいて、学問の動向や社会的要請等に配慮しながらバランスの取れた教員配置

を行う（資料 6-8）。なお、看護学部では女性専任教員の比率が約 83％となっているが、こ

れは、学部の目的である「看護師を養成する」ことに基づき、教員採用において看護師免許

の所持（2024年度就業看護師男性比率 8.7％）、臨床経験を教員採用条件としているため

である。 

 

以上のことから、本学は諸規程に基づく明確な基準と手続きのもと、公正性・透明性を確

保しつつ、年齢構成や性別等の多様性に配慮した採用、昇任等を適切に行っているといえる。 

 

評価項目③ 

教育研究活動等の改善・向上、活性化につながる取り組みを組織的かつ多面的に実施し、教
員の資質向上につなげていること。 

＜評価の視点＞ 

・教員の教育能力の向上、教育課程や授業方法の開発及び改善につなげる組織的な取り組み
を行い、成果を得ているか。 

・教員の研究活動や社会貢献等の諸活動の活性化や資質向上を図るために、組織的な取り組
みを行い、成果を得ているか。 

・大学としての考えに応じて教員の業績を評価する仕組みを導入し、教育活動、研究活動等
の活性化を図ることに寄与しているか。 

・教員以外が指導補助者となって教育に関わる場合、必要な研修を行い、授業の運営等が適
切になされるよう図っているか。 

 

＜教員の教育能力の向上、教育課程、授業方法の開発及び改善＞ 

１．大学全体 

全学的な教育支援体制に関する諸施策の企画及び開発や、組織的かつ継続的に教育内容

及び教育技法の改善を支援し、本学の教育の充実と発展に寄与することを目的に、高等教育

研究・開発センターを設置している（資料 6-71、6-72）。同センターは、この目的を達成す

るため、FDに関する事業として、以下の取組みを行っている。 

 

（１）「公開授業」「学習と授業に関するアンケート」 

原則として全教員・全科目を対象に、各学期（セメスター）に「公開授業」の期間を設け

ており、教員同士が互いの授業を参観し、授業の改善や教育指導の充実のヒントを得る機会

を図っている（資料 6-73）。なお、対面授業を撮影し、動画ファイルを公開することも可能

とするなど、より多くの教職員が参観できるよう工夫をしているが、さらに参観者数を伸ば
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すことが望まれ、「公開授業」のあり方を含めた見直しが必要である。 

また、2024年度より従来の「学生による授業改善アンケート」を改定し、「学習と授業に

関するアンケート」として新たに実施している。アンケートの改定にあたり、趣旨を「授業

の改善」から「学習と授業の振り返りを通じた学びの改善」に変更し、履修科目における到

達目標の達成度に関する設問を主とした。これにより、学習アンケートを、「学習者本位の

教育」の実現を目指した学習成果を可視化するツールとして活用を図ることを目的として

いる。2024年度の試行を経て、2025年度より Webシステムを導入し、原則として全学生・

全科目を対象に実施しており、その結果は、学生の回答に対して、学習のアドバイス等に関

する授業担当教員のコメントを付し、集計結果とともに、学生にフィードバックしている。

また、調査結果は報告書としてまとめ、教学マネジメント委員会を通じて学内に共有してい

るとともに、大学 Webサイトで学外に公表している（資料 6-74、6-75）。さらに、次年度に

向けて、「ディプロマ・チャート」と連動させることにより、学生による成長実感（学習成

果）の可視化を図り、学習指導や教育改善へと活用していく予定である。ただし、アンケー

トの回答率が大幅に向上したものの、学習成果の振り返りに役立てるためには、さらなる回

答率の向上を図ることが望まれる。 

 

（２）FD・SDセミナー 

全学的な FD事業として実施していた「教育実践力向上セミナー」を、2025年度より「FD・

SDセミナー」と名称を改め、教育・学習環境の改善・向上のための FDと、管理運営や教育・

学習支援に係る資質向上を図る SDに関する研修を年４回程度のプログラム構成で実施して

いる。新任教員の参加を原則として必須としているほか、博士後期課程の大学院学生を対象

に、プレ FDも兼ねて実施している。 

2025年度は、学生参画型 FDの有識者を講師として迎え、学生の教学マネジメントへの参

画に関する学内理解の向上を図るプログラム等を実施した。なお、これを受けて、学生参画

型 FDを今秋学期から試行しており、次年度から実施する方向で検討を進めている（資料 6-

77）。 

 

（３）ヨコハマ FD・SD連絡協議会 

神奈川大学・横浜国立大学・横浜市立大学と「FD・SD活動の連携に関する包括協定」を締

結し、「ヨコハマ FD・SD 連絡協議会」を毎年開催している。近年、FD や教学マネジメント

における「学生参画」の重要性が高まっているが、本協議会の特徴として、４大学の教職員

のほか、学生も参加し、教育と学びについて議論する機会となっている。 

2025 年度は「初年次教育について考える－大学での学びのスタートを支える仕組みと

はー」のテーマで、開催され、本学は教職員 10名、学生２名が参加した（資料 6-79、6-80）。 

 

（４）授業ツールボックス 

教員の授業（ミクロ）レベルの支援を目指し、「授業ツールボックス」を開発・公開して

いる。「授業ツールボックス」では、授業運営の一助となるようアクティブラーニングを実

質化するためのヒントや技法、活用事例、学生支援と合理的配慮、生成 AIの活用に関する

事例などを学習支援システム（manaba）上の「授業ツールボックス」に掲載することで、教
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員が当コンテンツに簡易に接続し、授業運営の改善に生かしやすくなっている（資料 6-81）。

また、「授業ツールボックス」のコンテンツは、指導補助者（TA）の研修にも活用している。 

 

学部に対する FD活動の支援については、カリキュラムマップの策定、ルーブリックの作

成、アクティブラーニング等の授業手法や、オンライン授業の手法の紹介、出前研修の実施

等、多岐に渡って行っている（資料 6-140）。 

研究科に対する FD 活動の支援については、全学的な大学院 FD として「大学院教育に関

する意見交換会」を開催し、本学の状況を踏まえたうえで、課題や方向性の理解と共有を

図った。 

 

２．学部 

各学部においては、FD 委員会等が中心となり、FD 活動を推進している（資料 6-82～6-

92）。また、研修教授会（教員研修会、研修会など呼称は学部により異なる）等を実施し、

カリキュラムや学生支援のあり方等の振り返りや検討を行っている（資料 6-93～6-99）。兼

任教員（非常勤講師）に対しても、非常勤講師懇談会（学部教員懇談会など呼称は学部によ

り異なる）等を開催し、カリキュラムや授業環境などについて共通理解を深めている（資料

6-100）。例えば国際文化学部では、FD研修として、2024年度開始を前にした非常勤講師懇

談会において、授業運営について「学生の意欲を高める基礎講座」、大学教育について「大

学教育の動向と本学の授業運営に関する情報共有」の２つの講座を開催している。講座開催

により、学生の授業外学習時間を増加させ、単位の実質化につながるための授業運営のノウ

ハウを非常勤講師と共有できた（資料 6-101）。 

また、研修教授会以外の取組みも行われている。例えば、経営学部では、半期に一度 FD

研修会を開催し、教育研究内容や方法の改善・向上に向けた取組みを行っている（資料 6-

102）。理工学部では、学部 FD委員会において、学系ごとに「カリキュラム達成度評価指標

の設定」と「授業外学習の推進」を FD目標として設定している。さらに、毎年度終了後に

各学系の「FD目標の評価」は FD委員会にフィードバックされ、委員会内で審議・承認され

ている（資料 6-103、104）。教育学部では、新任教員の FD 研修・学部教員懇談会・教員対

象の教員研修会を実施し、これらの活動に対しては、学科会議にてリフレクションを行う時

間を設け、教育に関する資質・能力の向上を図ると共に、新年度のカリキュラムや気になる

学生を確認し共通理解を図っている（資料 6-105）。 

学部独自のアンケートを実施し、授業改善に取り組んでいる例もある。経営学部では、12

社のサポーター企業とともに社会連携教育プラットフォーム「K-biz」を構築しており、サ

ポーター企業に地元高校を加えた外部有識者による「アドバイザリーボード」を設置してい

る（資料 6-106）。こうした仕組みにより、これからの時代における新たなビジネス人材像、

教育のあり方を議論し、協働しながら、持続的に教育改革を進めている。2024 年度は７月

にアドバイザリーボードを開催し、学部役職者及び K-biz 委員を中心に全体の約半数の教

員が参加した。また、建築・環境学部では、学期の終わりごとにバーティカルレビューを実

施し、学科全教員が包括的に学期中に行われた演習講義の状況を把握し、学生を交えた議論

の中で教育内容を振り返る機会を持っている（資料 6-107）。 
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３．大学院 

大学院研究科委員長会議の下で、学生が所属する研究科の教育・研究内容を評価し、その

結果を教育・研究環境の改善につなげることを目的として、「教育・研究指導改善アンケー

ト」を実施している。その結果を大学院研究科委員長会議で報告しているものの、今後は各

研究科における改善状況に関する検証が必要である。また、学生へのフィードバックを行っ

ているという根拠は確認できていないため、その点についても改善が求められる。 

また、各研究科においては、文学研究科及び経済学研究科は研究科運営委員会、法学研究

科、工学研究科及び看護学研究科は FD委員会を設置し、FDに関する事項を取り扱っている

（資料 6-108～6-112）。 

「教育・研究指導改善アンケート」の結果は、各研究科に渡され、教育研究指導環境の改

善についての検討が行われている。例えば、法学研究科では、報告書を作成して改善点を探

り、結果を研究科委員会で共有している。教育・研究指導アンケートを充実させる試みとし

て、「FD教員・院生懇談会」を毎年開催し、院生から直接、カリキュラムや施設面での意見

を聴取し、教育環境の改善に努めている。また、報告書も作成し、法学研究科委員会で共有

している（資料 6-113～6-115）。 

 

以上のような全学及び学部・研究科によるミドル～ミクロレベルの FDに加え、大学とし

て毎年、全教職員を対象とする「全学教職員研修会」のプログラムとして、学内のニーズを

踏まえたテーマによるマクロ～ミドルレベルの研修を行っている。2025 年度は、「関東学

院大学の今後について考える」を主題とし、前半は「選ばれる大学を目指してー入口・中身・

出口 他大学の視点から」をテーマとして、後半は「学習成果の評価について」及び「関東

学院大学の現状と今後」をテーマとして実施した。出席者からは、「研究に対して社会がど

のようなことを求めているかが理解できた」、「今後のカリキュラム検討や各科目授業展開

に向けて参考となった」といった意見があり、教員に教育研究活動や社会貢献に対する資質

の向上、今後の取組みに繋げられる結果となっている（資料 6-78）。 

 

＜教員の研究活動や社会貢献等の諸活動の活性化や資質向上＞ 

研究の全学的推進及び総合的向上に加え、研究を通じて本学の社会的使命を達成するこ

とを目的に、総合研究推進機構を設置している（資料 6-117、6-118【Web】）。同機構では、

総合的、学際的な共同研究及びプロジェクト研究の推進、公的研究費の適切な管理体制の整

備やコンプライアンス及び研究者倫理の保持に向けて、必要な啓発、教育、研修の計画を策

定し、継続的に実施している（資料 6-119～6-121）。 

原則として毎月１回開催する「研究推進委員会」にて適切な支援制度の設計や学内規程の

整備を行い、若手研究者の研究活動の促進を図る「関東学院大学若手研究奨励制度」や科研

費応募促進のための再応募支援経費制度等、学内助成制度の拡充や本学研究者の研究力向

上を図る取組みを進めている（資料 6-122）。 

また、大学附置研究所のひとつである「防災・減災・復興学研究所」では、広く人文科学、

社会科学及び自然科学にわたって、防災、減災及び復興に関連する学際的研究を推進してお

り、2025年度は所長プロジェクトの一環として令和６年能登半島の被災地の視察を行った。

能登視察に先立ち、石川県能登官民連携復興センター職員を講師に招き、研究会を開催し、
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学内外から参加者 20名が集まり、「能登の被災状況と創造的復興 」をテーマとして、大学・

自治体・企業３者による意見交換が行われた。視察当日は、５学部から参加した９名の教員

が防災・減災・復興学研究の可能性を探るとともに、研究交流を通じた異分野融合研究の推

進を図った（資料 6-123）。 

研究者倫理の保持に向けた教育研修の実施結果については、「研究推進委員会」を経て「研

究倫理委員会」にて報告することで、適性や有効性の確認を行っており、研究活動における

リスクマネジメントの強化、研究倫理教育及びコンプライアンス教育等の実施や公的研究

費の制度・執行に関する学内説明会、2023年度からは SD研修の一環として全学的な研究倫

理研修会の開催等に取り組み、全学的な研究活動の活性化等を図っている（資料 6-124）。

｢公的研究費の適正使用及び科研費執行に関する説明会｣については受講率が低いため、動

画配信による未受講者への受講促進を図っている（資料 6-125）。 

 

社会貢献活動に関する FD・SDとしての全学的な取組みは、毎年、全教職員を対象とする

「全学教職員研修会」において、社会連携教育に関連したテーマで実施している。2024 年

度は、現在進めている社会連携教育の構造及び競合校に対する差別化について、2025 年度

は、学習成果の評価について、社会連携教育との関連から考察を行った。社会連携教育にお

ける現状や今後の展望について全教職員で共有することで、前述の研究推進による研究成

果の社会還元及び、現代的ニーズを踏まえた人材育成を通じ、社会貢献活動の活性化や資質

向上を図っている。 

 

＜教員の業績を評価する仕組み及び教育活動、研究活動等の活性化＞ 

教員の業績評価については、「関東学院大学教員選考基準」及び各学部・研究科が定める

選考基準等に基づき、研究活動、教育活動、社会貢献活動等に関する業績を評価し、教員の

採用及び昇任を行うことで、教育研究活動等の活性化につなげている（資料 6-23～6-70）。 

また、教員の教育研究活動における資質向上を図るため、在籍する教員の教育・研究活動

に関する情報を「教員業績システム」に収集し、Webサイトで公開しており、その活用を全

学的に推進している（資料 6-126【Web】、6-127）。 

なお、理工学部や教育学部では、教員の業績審査の基準として、審査対象となる研究活動、

教育活動、社会貢献活動等を項目ごとに数値化し、昇任時の基準を明確にすることで、教育

研究活動等の活性化を図っている（資料 6-128、6-129）。 

 

＜教員以外が指導補助者となって教育に関わる場合の研修＞ 

指導補助者として採用した SAもしくは TAに対しては、各学部で研修などを行い、SA・TA

にあたっての心構えと事務手続きを説明している（資料 6-130）。 

2022年 10月から大学設置基準等の改正により、大学院の各授業科目を補助する者の扱い

が変更となったため、本学においては、これまで学部等が実施してきた研修を継続した上で、

授業補助者（TA）対象の研修として、高等教育研究・開発センターにて作成した動画教材「学

ぶ意欲を高めるための Tips－ARCSモデルによる学習意欲のデザイン－」の視聴を義務付け

ている（資料 6-131）。また、授業担当教員と TAの責任関係や役割分担についても明確にし、

その内容を「関東学院大学ティーチング・アシスタントに関する規程」に規定し、併せて学
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則上に指導補助者の定義を規定した（資料 6-132、6-1）。 

 

以上のことから、本学は教育能力の向上、授業改善、研究・社会貢献活動の促進、授業補

助者の研修等を組織的かつ多面的に実施し、教員の資質向上につなげているといえる。 

 

評価項目④  

教員組織に関わる事項を定期的に点検・評価し、改善・向上に向けて取り組んでいること。 

＜評価の視点＞ 

・教員組織に関わる事項を定期的に点検・評価し、当該事項における現状や成果が上がって
いる取り組み及び課題を適切に把握しているか。 

・点検・評価の結果を活用して、教員組織に関わる事項の改善・向上に取り組み、効果的な
取り組みへとつなげているか。 

 

＜教員組織に関わる事項の適切性＞ 

内部質保証のための組織体制や運用プロセスに基づき、教員組織に関する点検・評価及び

改善・向上について、全学的・体系的に推進している。 

教員組織の適切性については、各学部・研究科及び総合研究推進機構、高等教育研究・開

発センター、大学宗教教育センターのほか、学長補佐（自己点検・評価担当）及び大学自己

点検・評価委員会の事務局である大学経営課において、自己点検・評価制度等により定期的

に点検・評価を実施している（資料 6-133）。 

また、自己点検・評価の結果から、改善・向上への取組み（事業計画等）に向けて適切に

フィードバックするためのツールとして、全学的観点及び各学部・研究科による優れた取組

みを一覧化した「GPリスト」、課題を一覧化した「タスクリスト」を作成し、全学的に共有

することで、成果が上がっている取組みや課題を適切に把握している（資料 6-134、6-135）。 

 

＜教員組織に関わる事項の改善・向上の取組み＞ 

自己点検・評価の実施により課題となった取組みを一覧化した「タスクリスト」から、各

学部・研究科において教員組織に関わる事項として取り組むべき課題については、次年度の

事業計画に反映することで、改善・向上に取り組んでいる（資料 6-135）。 

例えば、人間共生学部では点検・評価の結果、教員の年齢構成について 39歳以下の教員

数が少ないことを課題として捉え、適切な教員構成を検討することを事業計画化し、30 代

の教員を 2024年度に１名採用し、2025年度にはさらに１名採用予定であり、着実に改善を

図っている（「大学基礎データ」表 5）。 

また、教員人事等のように法人としての経営に直接的に関わる事柄は、教育研究組織や教

育課程・学習成果等の適切性も総合的に鑑みながら、学長のもとで改善・向上を図っている。

また、学長が最終的に判断し、本学の意思決定プロセスに基づき、学部長会議及び大学評議

会の議を経て、理事会のもとでこれを決定している（資料 6-136）。 

 

２．分析を踏まえた長所と問題点 

（１）公開授業について、参観率は依然と低く、オンライン授業の公開や授業の動画撮影・

公開などの方策を実施したものの、参観率向上の大幅な向上にはつながっていない。
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今後、公開授業のあり方も含めて、見直しを図る必要がある。 

 （２）授業改善アンケートについて、学習成果の可視化のツールとしての活用を視野に

おき、2025 年度より名称を「学生による学習と授業に関するアンケート」とし、趣

旨を「授業の改善」から「学習と授業の振り返りを通じた学びの改善」に変更し実施

した。 

その結果、回答率（47.0％）が大幅に向上したものの、依然として学習成果の振り

返りに用いるには、十分な水準ではない。 

（３）毎年度、「教育・研究指導改善アンケート」を実施しているが、その結果を大学院

研究科委員長会議で報告しているものの、今後は各研究科における改善状況に関す

る検証が必要である。また、学生へのフィードバックが十分ではないため、改善が求

められる。 

 

３．改善・発展方策と全体のまとめ 

本評価基準と照らして、本学の取組みは概ね適切であると評価できるが、今後は以下の改

善・発展方策の着実な改善が求められる。 

（１）公開授業の見直しについては、高等教育研究・開発センターで公開授業の形成的評

価を実施しており、その結果に基づき、専任教員による１科目以上の参観の努力義務化や学

生参画型 FDの一環としての学生による参観等、改善方策を検討している。 

（２）「学生による学習と授業に関するアンケート」の回答率向上については、高等教育

研究・開発センターで実施時期の変更や学生・教員への周知方法の見直し等の改善方策を

図っている。 

（３）「教育・研究指導改善アンケート」のフィードバックについては、教学マネジメン

ト委員会の下で、各研究科の教育改善に活用するための指標として設定するとともに、その

活用状況を確認しており、今後はその検証を行う必要がある。 
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第７章 学生支援（基本情報一覧） 
 

学生支援に関する方針 

資料名称 URL・印刷物の名称 

関東学院大学障がいのある学

生への支援に関する基本方針 

関東学院大学障がいのある学生への支援に関する基本方針 

関東学院大学学生支援に関す

る方針 

関東学院大学学生支援に関する方針 

備考： 
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第７章 学生支援（本文）   
１．現状分析 

基準７ 学生支援 

評価項目① 

学生支援に関する大学としての方針に基づき、学生支援の体制を整備し、適切に実施してい
ること。 

＜評価の視点＞ 

・学生支援に関する大学としての方針に基づき、各種の学生支援体制を整備し、教員と職員
がそれぞれ役割を果たしながら支援を行っているか。 

・各種の学生支援にあたり、専門的な知識・能力や経験を有する者を含む必要なスタッフを
配置しているか。 

・学生支援に関する情報を学生に積極的に提供するとともに、その支援は学生の利用しやす
さに配慮しているか。 

［修学支援（学習面）］ 

・学生が能力に応じて自律的に学習を進められるようサポートする仕組みを整備しているか
（補習教育、補充教育、学習に関わる相談等）。 

・障がいのある学生や留学生の実態に応じ、それらの学生に対する修学支援を行っているか。 

・学習の継続に困難を抱える学生（留年者、退学希望者等）に対し、その実態に応じて対応
しているか。 

・遠隔授業をはじめ教育等で ICTを活用する場合は、ICT機器の準備や通信環境確保等にお
いて学生間に格差が生じないよう、必要に応じて対応しているか（機器貸与、通信環境確
保のための支援等）。 

・ICTを利用した遠隔授業を行う場合にあっては、自宅等の個々の場所で学習する学生から
の相談に対応するなどの学習支援を行っているか。また、学生の通信環境へ配慮した対応
（授業動画の再視聴機会の確保等）を必要に応じて行っているか。 

［修学支援（経済面）］ 

・学生に対する経済的支援（授業料減免、学内外の奨学金を通じた支援等）を、学生の実態
等に応じて行っているか。 

［生活支援］ 

・学生の心身の健康、保健衛生等に関わる指導相談を、学生の実態に応じて行っているか。 

・学生の孤立化を防止するため、人間関係構築につながる措置（学生の交流機会の確保等）
を必要に応じて行っているか。とりわけ ICTを利用した遠隔授業を行う場合において配慮
しているか。 

［進路支援］ 

・各学位課程（学士課程、修士課程や博士課程など）や分野等における必要性、個々の学生
の特性等に応じ、就職支援のほか、職業的自立に向けたキャリア教育・キャリア形成支援
等の進路支援を行っているか。 

［その他支援］ 

・上記のほか、部活動・ボランティア活動等の正課外における学生の活動への支援など、必
要に応じた支援を行っているか。 

［学生の基本的人権の保障］ 

・ハラスメント防止、プライバシー権の保障や苦情申立への対応など、学生の基本的人権の
保障を図る取り組みを行っているか。 

 

＜学生支援に関する方針＞ 

本学は、学院の創立 150 周年（2034 年）に向けた「関東学院グランドデザイン」におい

て、大学の理念・目的に基づき、教育の基本理念として「学生一人ひとりに向き合う教育に

よって個性と知性を磨く」ことを謳っており、具体的な行動指針としては、教学面でのさま

ざまな支援に加えて、「キャリア支援教育の強化」「学生の生活指導・支援の改善」を掲げて
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いる。これを踏まえ、2024 年度に以下のとおり新たに「関東学院大学 学生支援に関する

方針」を策定した。 

 

関東学院大学 学生支援に関する方針 

 

関東学院大学では、キリスト教の精神に基づき、すべての学生が豊かな人間性を培い、社

会において主体的に自立して生きるための知識と技術を養い育てることを目的として、

学生支援に関する方針を以下のとおり定める。 

 

＜修学支援の方針＞ 

・学生が主体的かつ円滑に学修ができるよう、相談・指導体制及び修学環境を整備する。 

・学生の能力に応じた学習内容、補習教育を提供する。 

・各種奨学金制度を整備し、学生が継続して教育を受けられる機会を提供する。 

・成績不振者、留年者、休学及び退学者の状況把握と分析に努め、多様な学生が個々の目

的に応じた修学を進めることができるよう、教職員が連動して適切な対応に取り組む。 

・外国人留学生に対しては、専門領域の学修に必要となる日本語教育に関する支援体制

を整備するとともに、学生・教職員による相談体制を構築する。 

 

＜生活支援の方針＞ 

・学生一人ひとりが安心・安全な学生生活を送ることができるよう、支援体制及び施設設

備を整備する。 

・学生が社会性・自立性を高めることができるよう、イベントスタッフやメンター制度、

ボランティア活動等、人間関係の構築につながる機会を提供する。 

・学生が心身ともに健全な生活が送れるよう、悩みや不調をかかえる学生に対して継続

的な支援を行うための相談体制を整備する。 

・学生のハラスメント問題に対応するため、ハラスメント相談員を配置し、問題の解決及

び防止に取り組む。 

 

＜キャリア支援の方針＞ 

・学生の社会的及び職業的自立を図るために必要な能力を育成するキャリア教育として、

キャリアデザイン科目を体系的に編成し、全学的に支援する。 

・学生一人ひとりのキャリア形成支援のため、専門の相談員を配置し、学生の個々人の状

況に応じた支援を行う。 

 

＜課外活動支援の方針＞ 

・学生行事や部活動等の課外活動を行う団体の支援体制を強化し、諸活動の向上に取り

組む。 

・キャンパス近隣の自治会・学校等の要望に基づく地域貢献等、学内外のボランティア活

動について、学生相互の協力体制・コミュニティの活性化を図るため、積極的な支援に取

り組む。 
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また、以下のとおり障がいのある学生への支援方針を示した「障がいのある学生への支援

に関する基本方針」を別途定めている。 

 

関東学院大学 障がいのある学生への支援に関する基本方針 

 

趣旨 

関東学院大学（以下「本学」という。）は、すべての学生が等しい条件の下で学生生活を

送ることができるように、さまざまな障がいを持つ学生や特別な配慮を要する学生（以下

「障がい学生」という。）に対し、安心して修学できる環境を整えるための支援を行うも

のとする。 

 

支援の目的 

本学の障がい学生支援は、障がい学生が、修学の上で必要に応じて適切な支援を受けると

ともに、本学の教職員及び学生（以下「支援者」という。）が、支援活動を通じて障がい

について理解を深め、ともに学びあい、豊かな人間性を涵養する機会を提供することを目

的とする。 

 

障がいの定義 

障がい学生とは、障害者基本法第二条第一号に定める「身体障害、知的障害、精神障害（発

達障害を含む。）その他の心身の機能の障害がある者であって、障害及び社会的障壁によ

り継続的に日常生活又は社会生活に相当な制限を受ける状態」にある学生を指す。 

 

支援対象学生 

支援の対象となる学生は、本学に在籍する学生のうち、障害者手帳若しくは障がいがある

ことを示す診断書等を有する者又は本学が支援の必要性を認めた者で、原則として本人

が支援を受けることを希望した者とする。 

 

支援範囲 

障がい学生への支援範囲は、必要に応じて次のとおりとする。  

・修学支援 

・定期試験の特別措置 

・学内での生活支援 

・就職支援 

・その他、本学が必要と認めた支援 

 

支援内容 

障がい学生の希望に基づき、個別の障がいの内容や程度に応じて必要かつ合理的な配慮

について、当該学生の所属学部及び支援に携わる関係部署が緊密に連携して検討し、障が

い学生と十分な協議を経た上で決定する。 
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個人情報の保護と守秘義務 

支援者は、支援をする上で知り得た障がい学生の個人情報の管理を厳重に行い、第三者に

個人情報の開示や提供が必要な場合は、障がい学生本人の同意を得るものとする。ただ

し、障がい学生への緊急の対応を要すると本学が判断した場合は、支援者間で個人情報の

共有を行う場合がある。この場合において、事後速やかに本人にその旨を通知するものと

する。 

 

本学では、学生が心身ともに安定した状態で、不安なく学習に専念できる環境を整えるこ

とを学生支援の第一義の目的としている。学生支援は既に入学前から始まっており、学生で

ある期間中だけでなく卒業後に至るまで、一貫した支援を行うエンロールメントマネジメ

ントの観点から、学生個々の適性や事情を踏まえた実質的な支援を行っている。 

学習に専念できる環境づくりには、修学支援と施設設備の充実だけでなく、生活面での支

援も重要であると考える。また、その生活面での支援には、経済的支援と精神的なサポート

が含まれると認識して活動している。 

学生一人ひとりの個性に応じ、教育を通して成長を促すことが大学に求められている中、

その中心的な役割は学部、研究科の教員が担っている。それは教場における教育に限定され

ず、ゼミナール、研究室単位での課外活動や準正課教育、正課外教育などの諸活動を通じて

の全人教育を行っている。そうしたすべての過程において、学生支援に関する方針に基づき、

多面的な支援を行っている。  

また、関東学院大学教員等就業規則第３条で教員の職務について定め、学生の教育及び指

導に当たっている。（資料 7-109） 

全学的な支援のうち、修学支援については教務課及び学生支援室、入学前の学生の支援に

ついてはアドミッションズセンター、課外活動や経済的支援（奨学金）、学生生活上の指導・

助言については学生生活課、そして就職支援については就職支援センターを中心に、学部・

研究科と適切に連携して学生支援を行う体制を整えている。 

なお、学生にとって身近な相談窓口は、各キャンパスに設置された学生支援室である（資

料 7-1【Web】）。学生からの相談内容や支援内容に応じて、教務課、学生生活課、就職支援セ

ンター、国際センター、カウンセリングセンター、学院保健センター等と連携し、学部・研

究科とも協働で支援が行われる（資料 7-2【Web】～7-8【Web】）。 

また、これらの部署やセンター等も個々に相談窓口を設けて支援体制を整えており、支援

が必要になったときの入口は限定せずに学生の相談に応じる体制を整備している。 

 

＜学生の修学に関する適切な支援の実施＞ 

（１）学生の能力に応じた補習・補充教育、学生の自主的・積極的な学習の促進・支援 

大学入学前の入学予定者修学支援では、学校推薦型や総合型選抜等で合格した入学予定

者に対して入学前準備教育を実施している（資料 7-9）。個々の学力に応じて、習熟度別の

学習課題と ICTを用いた進度管理、学習課題に対する丁寧なフィードバックの実施など、入

学後にスムーズに大学での学修に取り組めるよう配慮している。また、入学時に各学部の教

育課程に基づいたプレイスメントテスト（英語、数学、物理等）を実施し、必要に応じて習

熟度別クラス編成を行っている（資料 7-103、7-10）。さらに、本人の適性や学力に応じた



様式４ 

点検・評価報告書 様式 

104 

 

適切な履修が行えるよう、学部・研究科では、入学直後からオリエンテーションにおいて教

職員による履修に関する指導・助言を行うとともに、学生支援室では、履修相談会において

学生メンターによる履修指導・助言を行っている（資料 7-10、7-11）。加えて、 国際セン 

ターでは、外国人留学生を対象とした新入生オリエンテーションを入学前の３月下旬に実

施するとともに、履修相談会を実施している。 

学生支援室では、基礎科目等（英語、数学、物理、生物、化学、情報、レポート作成の基

礎）の復習や苦手科目の克服に向け、高等学校教員経験者や大学院学生等のチューターによ

る個別指導を行う学習支援塾を開講し、学部教員とも連携しながら補習教育を行っている

（資料 7-12【Web】）。基礎学力に不安感を持つ学生が自ら自発的に利用するのが一般的だが、

学部の授業内容が十分理解できていない学生に対して、学部の科目担当教員が学習支援塾

の利用を勧める場合もある。さらに、学部では、各学部における専門教育の学修や資格取得

に対応した修学支援も行っている。例えば、国際文化学部では、学習支援塾に加えて、国際

センター管轄の「グローバルラウンジ・アネックス」において学部所属のチューター２名に

よる学習指導を常時に行っており、個別の学習相談が多数利用されている（資料 7-13【Web】）。

看護学部では、１年次生から４年次生まで行っている国家試験支援の見直しを行い、対策講

座を対面形式で実施している（資料 7-14）。 

大学院では、学生が職業を有している場合に、本人の希望により、標準修業年限を超えて

一定期間計画的な履修ができる「長期履修学生制度」を設けており、職業と学業の両立も支

援している（資料 7-101）。 

 

（２）成績不振者、留年者、休学者、退学希望者の状況把握と対応 

留年や休学、退学に結びつきやすい成績不振者については、個々の教員が自身の科目の成

績や出席状況で把握する以外に、各学部で組織的に成績や単位修得状況、出席状況等を把握

しており、各学部の教務委員会等で報告を行い、情報を共有し、成績不振者面談等に活用し

ている。 

各学部では成績不振者に対するフォローを行うため、基準を定め、成績不振改善に向けた

面談を実施している。面談結果は、面談数やその状況分析について、各学部の教務委員会、

教授会、学部研修会等において共有している。また、必要に応じて保証人を交えた面談を行

い、履修に関する相談のほか健康管理についても相談を受け付けている。 

建築・環境学部では、必修科目や基幹科目の出席状況により、修学、学生生活を継続的に

サポートする体制を構築している。理工学部では、一人でも多く問題を抱えた学生の状況を

把握することが、退学率の減少に繋がっていくと考えており、対面による成績配付を全ての

学系で実施している。また成績不振者面談の実施率 80％を数値目標として掲げ、実施率は

教務委員会でも、春と秋に一回ずつ報告することで情報共有している。2025 年度において

は、新２年生を対象とした春学期の面談実施率が 55.8％、秋学期の２年生の面談実施率が

58.2％となった（資料 7-15～7-17）。国際文化学部、社会学部では、成績不振者に加え、諸

課程履修者など前学期の履修単位数が多い学生に対して、履修状況を踏まえた必要な助言・

指導を与えることで、無理なく学部卒業と諸課程修了を両立できるよう履修状況確認面談

を実施している。 
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国際センターでは、学部、教務課と連携して、一定の成績基準に達していない留学生に対

しては修学指導面談を各学期２回実施している。また、心身に問題を抱えている留学生に対

し、学生生活課、カウンセリングセンター等と連携してサポートを行っている（資料 7-18）。 

また、2022 年度において、修学意欲の低下を理由に挙げている退学希望学生が増加傾向

にあったことから、教育に対する不満を持って退学を希望する学生に対する修学支援を全

学的な喫緊の課題と位置付けた。これを受け、国際文化学部では、入学時のミスマッチの抑

制、習熟度別学習の推進と学修状況の可視化・把握、学生の帰属意識と受容感を高める居場

所を確保する方策の検討、学生の自主的・主体的な学習・活動の促進と組織化などの取組み

を進め、退学者の抑制を図っている（資料 7-19）。 

休学や退学を希望する学生に対しては、学生生活課において、当該学生の状況を的確に判

断するように努め、学部・研究科やカウンセリングセンター等と連携を図り、休学願や退学

願を受理する前に面談を実施するなどの対応を行っている。学部においては、当該学生から

直接相談があった場合にも面談等を随時実施しているほか、カウンセリングセンターでは、

休学中の学生の復学支援も行っている（資料 7-20）。 

また、「退学者減少のための取組み」を全学の重点事業としており、各学部（学科又はコー

ス）で当年度の目標値（退学率）を設定するとともに、各学部の修学支援その他の取組みに

ついて、重点事業推進体制のもと、学部長会議で定期的に進捗管理を行い、目標の達成を推

進している（資料 7-104、7-105）。 

 

（３）奨学金その他の経済的支援の整備 

学生が安心して学べる修学環境を維持するため、日本学生支援機構奨学金や学内奨学金

等の経済的支援を行っている（資料 7-21）。日本学生支援機構奨学金については、入学前に

受給が決まっている採用候補者奨学生に対しては、入学後の学費等納入期限の延納を認め、

さらに支援体制を充実させている。学内奨学金については、入学者選抜試験の成績上位者を

対象として入学金と最大４年間の授業料を免除するスカラシップ制度のほか、３年次以上

の学業成績優秀者には授業料相当額の奨学金を給付する特待生制度を設けている。また、家

計の急変等により学業継続に支障を生じた者に対する奨学金や、本人並びに保証人が大規

模災害で罹災した際の奨学金（授業料減免）制度などを整備している。また、地域や学内に

おける国際交流・多文化交流の活性化をめざし、学生ならではの課題意識と清新な視点・発

想にもとづき、学生が自主的に企画・立案した多文化交流プロジェクトに対して、大学から

最大 15万円の活動資金を助成するとともに、専任教員がアドバイザーとしてつくことで専

門的助言を提供する KGU Global Initiative PRoject（通称 GIP）を設けている。さらに、

寄附による奨学金制度として、受給者の条件をあらかじめ指定して募集する「関東学院大学

冠奨学金制度」や、学部・研究科の奨学金制度、留学に伴う奨学金制度の整備、学費教育ロー

ンの利息補給奨学金も設けている。関東学院大学冠奨学金制度では、正課または正課外活動

において学生主体の自主的活動、社会貢献活動等の取組みについて高い成果が期待される

学生個人または学生団体を対象に活動経費を一部助成し、目標達成に向けてのプロセスを

応援することを目的とした奨学金制度も設けており、ゼロエネルギー住宅コンテスト参加、

海外インターンシップ、空き家再生プロジェクト、生ゴミ処理機「キエーロ」の普及活動な

ど、学生の自主的な活動支援実績がある。なお、学生向けにポータルサイトで情報を発信す
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るほか、経済的支援や授業料その他の費用に関する情報提供として、本学の奨学金や学費及

びその他諸納金に関する事項を大学の Web サイトに掲載するとともに、学生生活課の LINE

公式アカウントで情報を配信している（資料 7-2【Web】、資料 7-22）。理工学部では、新入

生の教務ガイダンスで LINE公式アカウントへの登録を促し、学生が継続的に正確な情報を

獲得できるよう働きかけている（資料 7-23）。 

加えて、本学は、「大学等における修学の支援に関する法律（令和元年法律第８号）によ

る修学支援」（文部科学省の「高等教育の修学支援新制度」）の対象機関にも指定されており、

これを利用する新入生に対しては、学費分納制度を導入し、当制度による入学金返金後に春

学期の授業料等残額を納入できるよう配慮しており、2025 年度の利用数は 277 件となった

（資料 7-24、資料 7-25）。 

 

（４）障がいのある学生に対する修学支援 

障がいのある学生に対する修学支援に関しては、学生支援室、教務課、学部、カウンセリ

ングセンターや学院保健センター等が連携して行っている（資料 7-1【Web】、7-3【Web】、7-

7【Web】、7-8【Web】）。入学試験受験前に受験生から修学上の支援の申し出があった場合に

は、アドミッションズセンターが中心となり、教務課、学部とで提供可能な支援内容を予め

提示し、受験生とその保護者の合意の上で受験いただいている。入学後も、学生支援室職員

や教務課職員、学部教員、カウンセラー等が必要に応じて当該学生の面談を継続し、修学状

況を随時確認することにより、支援内容の変更や追加が必要となった場合にも迅速に対応

できる体制を整えることで、合理的配慮の実施を図っている。 

また、学生支援室では、障がいのある学生が、健常学生と一緒に同じ環境で授業を受講で

きるよう支援するための「ノートテイク制度」を設け、応募してきた学生をノートテイカー

（書き手）として登録しており、ノートテイカーの募集･育成のため、年間を通じて説明会

や勉強会を開催し、知識とスキルの向上を図っている（資料 7-26、7-27）。 

看護学部においては、合理的配慮が必要な学生については、専任教員及び助手で構成する

アドバイザーが定期的に面談を行い、健康面や生活面での状況を把握し、相談に応じ支援し

ている。支援が必要となった場合は、支援の実施に向けた連携体制「看護学部学生支援連携

フロー」に沿って教務委員会・学生生活委員会に報告し合理的配慮の実施を図っている（資

料 7-28、7-29）。 

 

（５）留学生に対する修学支援 

留学生に対する修学支援は、各学部・研究科を中心に、国際センターと連携しながら行っ

ている（資料 7-4【Web】、7-6【Web】）。学部では、専門領域の学習に必要な日本語能力や日

本社会に対する理解を深める授業科目を開講している（資料 7-102【Web】）。また、学部と

国際センターで連携し、留学生が日本での学修に早期に馴染めるよう、上級生の留学生と日

本人学生を留学生支援学生スタッフに採用（2023年度 30名、2024年度 15名、2025年度 11

名）し、入学直後から修学等の支援を行っている（資料 7-30）。2024年度からは日本語チュー

ター、交換留学生バディに登録し、留学生の対応に慣れている学生を採用することとした

（資料 7-32【Web】）。さらに、私費外国人留学生に対する授業料減免制度の成績基準を踏ま

え、学期（セメスター）ごとに成績不振者に対して面談を実施している（資料 7-33、7-34）。



様式４ 

点検・評価報告書 様式 

107 

 

その他、国際センターでは、留学生の日本語能力向上の支援方策として、正課外の日本語教

育プログラムを学期（セメスター）ごとに開講している（2023 年度からは秋学期のみ実施

とし、主にアメリカ等の交換留学生を対象とした従前の日本語プログラムに変更）（資料 7-

31）。また、一般の留学生を対象に「日本語チューター制度」を実施している（資料 7-32

【Web】）。 

加えて、学部教員及び職員で構成する「国際交流アドバイザー」を配置している。一部の

学部では、アドバイザー教員が留学生への履修指導や在留期間更新時及び各学期に成績不

振者面談を行うなど、修学状況について確認・支援している（資料 7-35）。 

また、国際文化学部、社会学部、経済学部では、３学部共通の日本語教育課程を設け、グ

レード別に日本語学習ができる履修環境を整備することにより、外国人留学生の日本語能

力に対応するとともに、就学・学習意欲の向上を図っている（資料 7-36）。 

なお、経済的支援として、私費外国人留学生の授業料減免制度や、大学院海外指定校制推

薦入学試験による留学生の入学金及び授業料免除制度、交換留学生を対象とした国際交流

奨学金制度があり、毎年多くの外国人留学生が利用している（資料 7-37～7-41）。 

 

（６）学生の海外留学支援 

学生の長期留学、語学研修等、海外留学に関する修学支援は、国際センターが中心となっ

て支援プログラムを組成し、学部等と連携しながら実施している（資料 7-4【Web】、7-6【Web】）。 

学生の海外留学支援については、海外協定校への長期留学プログラム（交換留学、派遣留

学、語学派遣留学）、及び語学研修プログラムを設け、海外留学の促進を図っている。 

また、理系や資格系の学部学生が留学したことにより実験や実習科目の履修上の関係で

留年せざるを得なくなった場合に備え、留学後の留年時に授業料を免除する制度を設け、経

済的支援を行うとともに、理系や資格系の学生の海外留学促進の仕組みを整えている。なお、

協定校との留学プログラム（派遣・受入）への経済的支援の制度について見直しを行い、「国

際交流奨学金制度」（派遣・受入）のうち受入については 2023年度から新基準を適用してい

る（資料 7-41）。 

 

＜学生の生活に関する適切な支援の実施＞ 

（１）学生の相談に応じる体制の整備 

学生支援室を中心に、全学的な連携を図るとともに、教職員及び学生の協働による学生相

談体制を整備している（資料 7-1【Web】）。特長的なものとしては、「教職員メンター制度」

が挙げられる（資料 7-42）。本制度は、登録した教職員（メンター）が、希望する学生（メ

ンティ）と定期的にメンタリングを行うもので、その内容は、学生の不安解消や学生の自立・

成長を支援することを目的としたものである。約 100 名もの教職員がメンターとして登録

されているため、メンタリングの多様なニーズに対応できるうえ、臨床心理士の助言により、

メンタリングにおけるマッチングの適切性を担保している。また、臨床心理士のもと、メン

ター及びメンティに対しメンタリング前後にアンケートを実施し、双方の観点からメンタ

リングの効果（事前事後のメンティの表情や態度、考え方等の変化）を確認しているほか、

Teamsによって情報共有を行い、メンタリング内容の適切性の判断も行っている（資料 7-43

～7-45）。 
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学生による支援については、「学生メンター制度」を整備し、上級年次の学生メンター（ボ

ランティア）により、新入生を始めとして困りごとのある学生への履修相談等のサポート、

学内外のボランティア活動への参加や一般学生を対象としたイベントの企画・立案・運営を

行い、学生相互の協力体制・コミュニティの活性化を図っている。学生メンターに対しては、

「協働力を育てる」という育成方針のもと、スキルアップ講習、イベント実施後の振り返り

ミーティング、学生支援室の相談員による年度末の振り返り面談等を実施し、学生メンター

個々の成長も支援している。さらに、学生メンターとして一定の経験を積んだ学生（スー

パーメンター）が助言役になるなど、適切な運用を図っている（資料 7-46、7-47）。 

学部においては、アドバイザーグループやゼミナール担当教員等による担任体制を整備

し、同教員を窓口に、学生のさまざまな相談に応じている（資料 7-48）。例えば、人間共生

学部は、クラスアドバイザー制度に加えて、専門アドバイザーとして、PBLプログラムアド

バイザー、留学アドバイザー、インターンシップアドバイザー、地域コミュニティプログラ

ムアドバイザー、基礎学力養成アドバイザーの７種類を置き、学生にとって多くの受け皿を

設けることによって、多種多様な相談を吸収することを可能としている（資料 7-49）。 

 

（２）学生の心身の健康、保健衛生及び安全への配慮 

学生の心身の健康、保健衛生及び安全への配慮に関しては、学生生活課、カウンセリング

センター及び学院保健センター等が連携して支援を行っている（資料 7-3【Web】、7-7【Web】、

7-8【Web】）。 

学生生活課では、学生への健康に関する啓発活動として、禁煙・分煙啓発活動、薬物乱用

防止活動を行っている（資料 7-50～7-52）。 

カウンセリングセンターでは、臨床心理士・公認心理師の資格を有する専任カウンセラー

と精神保健福祉士資格等を有するインテークワーカーを配置しているほか、入学直後に新

入生全員を対象に「UPI（精神的健康度調査）」の短縮版を実施するなど、精神障がいや発達

障がい等のメンタルヘルスに関する悩みや不調をかかえる学生を早期発見し、卒業まで継

続的支援を行うことに努めるとともに、必要に応じて、学部や関係部署、カウンセリングセ

ンター医師（精神科医）と連携している（資料 7-7【Web】、7-53、7-54）。また、各キャンパ

スのカウンセリングセンター内に、人ごみやコミュニケーションの苦手な学生がひとりで

も利用しやすい居場所として「ほっとスペース」を設けている。さらに、精神障がいや発達

障がい等を抱えた学生への合理的配慮をまとめたリーフレットを作成し、全教職員に提供

しており、「障がいのある学生への支援に関する基本方針」と本学の支援体制、それに基づ

く場面別配慮の具体例等を示し、適切な対応を促している。また、保証人に対して保証人用

利用案内を年１回郵送し、保証人からの相談を受け付けていることを周知している（資料 7-

55）。 

学院保健センターでは、保健衛生及び安全への配慮として、健康診断をはじめ、日常の怪

我や急病の応急処置に加え、健康相談等を行い、必要に応じて医療機関の紹介を行うなど学

生の健康管理を行っている（資料 7-8【Web】）。 

 

（３）人間関係構築につながる措置の実施（学生の交流機会の確保等） 

カウンセリングセンターでは、学生の孤立化を防ぎ、ストレス解消につながるようなグ
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ループワークを授業のある期間に毎月実施している（資料 7-7【Web】）。 

国際センターでは、2019 年度に SNS アカウントを開設し、留学経験者や希望者、留学生

の情報交換の場としており、LinkedIn 84名 Instagram 337名が登録している（2026年１

月末付）。登録者の中には、卒業生や協定校からの留学経験者も含まれている（資料 7-56

【Web】）。学生生活課では、2023年度より国際センターと連携して、インターナショナル・

レジデンス（国際学生寮）入寮者の相互交流と親睦を図ることを目的に、新入寮生・留学生

の歓迎会、クリスマスパーティなど年間を通してイベントを開催している（資料 7-57）。 

教育学部では、教員採用試験や就職活動について学年の枠を越えて情報交換を行う「縦割

り情報交換会」を例年実施している（資料 7-58）。栄養学部では学会や栄養系イベントのボ

ランティア活動などを通して、他施設の管理栄養士との交流を持つことにより、人間関係の

構築、人間形成とともに進路選択の一助となっている（資料 7-59）。 

理工学部では、上級年次の学生が学習をサポートする「学修ファシリテーター活動」に取

り組んでおり、年次を超えた学生同士の人間関係構築の一助になっている（資料 7-60【Web】）。 

看護学部では、春学期オリエンテーション時に１～３年生合同歓迎会を実施し、学年を超

えた交流の機会を設けている（資料 7-61）。 

教職支援センターでは、教職を志す学生同士が課程を超えて学ぶ機会を提供するため「幼

小課程と中高課程の学生交流企画」を毎年実施している（資料 7-62）。 

 

（４）留学生に対する生活支援 

留学生に対する生活支援として、国際センターでは、「外国人留学生ガイドブック」を作

成し、私費外国人留学生授業料減免制度や大学生活に関する基本事項、留学生が関わる各種

制度について、説明、確認を行っている（資料 7-4【Web】、7-6【Web】、7-63）。また、年間

を通じて、留学生座談会の開催、在留資格更新等に関する対応、住居に関する相談等、学生

生活において不安を抱える留学生の相談に応じている。 

交換留学生や派遣留学生に対しては、「留学生バディ」を配置し、日常生活や歓迎行事・

交流行事のイベントを通じて支援している。「留学生バディ」は、プログラム終了後のアン

ケートにおいて高い評価を得ている本学の交換留学プログラムの特色といえる制度である

（資料 7-13【Web】）。 

 

＜学生の進路に関する適切な支援の実施＞ 

（１）キャリア教育の実施 

学生のキャリア形成に対しては本学の理念・目的と深く関連し、各学部、研究科の教育研

究上の目的のもと、教育課程の編成・実施方針によって各科目群が構成されている。 

本学では、全学的なキャリア教育として、「KGUキャリアデザイン入門１」「KGUキャリア

デザイン入門２」を入学直後である１年次春学期に設置するとともに、社会人としての汎用

的スキルを身につける「KGU キャリアスタディ」、グループでの課題解決のための思考法や

スキルを学ぶ「KGUキャリアデザイン基礎」、社会課題の解決を図る PBLを行う「KGUキャリ

アデザイン実践」、インターンシップへの参加を通じ、キャリア観・職業観の醸成を目的と

した「KGUインターンシップ１（事前指導）」、「KGUインターンシップ２（実習／長期実習）」

と体系的に編成し、学生の社会的及び職業的自立を図るために必要な能力の育成を全学的
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に支援している。特に、インターンシップへの参加については、現時点での自身の能力と社

会に求められる能力のギャップを肌で感じることで、自己理解を深め、学修意欲を喚起する

とともに、その後の学生生活における主体的な行動に繋げることが見込まれることから、積

極的な参加を促している（資料 7-64【Web】）。就職支援センターでは、学生のインターンシッ

プへの参加性を高めるため、「KGUインターンシップ１（事前指導）」履修者を対象に、就職

支援センターでの選考によるインターンシップ受け入れ企業との連携拡大に努めている

（資料 7-65）。各学部、研究科の取組みとして、経済学部では、全学共通のキャリア科目以

外に、学部キャリア科目として「キャリアスキル（言語／数学）」、「国際インターンシップ

（国内）」、「ビジネスコミュニケーション」を開設し、学生が社会人として身につけておく

べき基礎的素養を習得できるようにしている（資料 7-66）。また法学部では、卒業後を意識

した活動が活発になる３年次生を対象に「法学部キャリア形成１」「法学部キャリア形成２」

を配置し、それまでに養った基礎力をより実践的な能力に高められるようにしている（資料

7-67）。 

 

（２）学生のキャリア支援を行うための体制の整備 

就職支援センターは、横浜・金沢八景キャンパス、横浜・関内キャンパスに設置され、職

員及びキャリアコンサルタントの有資格の就職相談員により、進路に関する全般的な相談、

応募書類の添削や面接指導など個々に応じた支援を行っている。進路相談においては、学生

自身が自己理解や仕事理解を深め、希望する進路へ進むことができるように支援を行って

いる（資料 7-5【Web】）。併せて、動画アーカイブによる KGU 就活チャンネルを開設し、内

定取得学生や、大手企業社員への学生インタビューを配信することで、学生が学年や就職活

動の進捗状況を問わずに気軽に就職に関する本学独自の情報を得られる場を提供している。

2025 年度からは就職支援センターで開講している各種セミナー・講座の配信も開始した。

加えて、各学部の学部長及び就職支援委員との意見交換・情報共有や、就職支援委員会での

情報共有、全教員を対象とした就活市場の情報配信等を行い、連携しながら教職協働で就職

支援を行う体制を整備している（資料 7-68【Web】）。 

 

（３）進路に関わる支援やガイダンスの実施 

就職支援センターでは、学生が自身の就職活動に納得し、満足度の高い進路決定に向けて、

各年次の段階に応じて、自己理解、業界・仕事理解を深め、就業観の醸成を図るための就職

支援プログラムを実施している。就職ガイダンスは、２年次秋及び、就職活動本番を迎える

３年次３月末に実施したほか、学部２年次生、３年次生及び大学院１年次生を対象とした就

活準備プログラムや様々な業界対策セミナーなど、多様な就職支援プログラムを実施して

いる。また、学生目線の知名度だけに依らない優良企業との接点を持つ機会として、３年次

生及び大学院 1 年次生を対象とした９月学内業界研究フェア、２月学内合同業界セミナー

を開催している。採用直結型インターンシップ解禁、企業の採用活動の早期化への対応とし

て、2025 年度からは２月学内合同業界セミナーへ２年次生も参加可能とした。４年次生及

び大学院２年次生を対象では、学内合同企業説明会、個別企業説明会、学内選考会を複数回

開催している。その他にも障がいのある学生及びその疑いのある学生のための就職ガイダ

ンス、学外サポート紹介セミナー、留学生のための就職ガイダンス、体育会学生のための就



様式４ 

点検・評価報告書 様式 

111 

 

職ガイダンスなど、対象学生に応じたきめ細かい取組みを行っている。就職活動が本格化す

る３年次生だけでなく、１・２年次生がカジュアルに就職関連 TIPSを得ることが出来るよ

う、2025年度より昼休み時間を使った 30分間程度の「ランチタイムセミナー」や「キャリ

アカフェ」を不定期で新規に開催している。また、近年の就職活動の早期化に伴いインター

ンシップ参加の一般化したことで、就活を理由に３年次に留学に行くことをためらう学生

が増加していることから、国際センターとの共催により「留学と就活セミナー」をランチタ

イムセミナーとして開催している。 

これらのプログラムにより、年間を通じて卒業までに全員が進路を決定できることを目

指した就職支援を実施している（資料 7-5【Web】、7-69【Web】、7-70、資料 7-71）。 

教職課程や教員養成課程を履修する学生に対しては、教育実践センターにおいて、教員採

用試験対策、キャリアアドバイザーによる学習支援・学習指導案の作成、教育委員会を招い

ての教採ガイダンス等を行っている。また、教職を志す学生同士が課程を超えて学ぶ機会を

提供するため「幼小課程と中高課程の学生交流企画」を毎年実施するなど、多様な支援を

行っている（資料 7-72【Web】、7-62）。 

法学部、人間共生学部では、全３年生を対象に、キャリアカウンセラーによる「全員キャ

リア面談」を実施している。また法学部では「就活アカデミー」や「公務員養成寺子屋」を

開設するほか、「自治体等インターンシップ」、「地方公務員等採用試験対策合同説明会」を

実施している（資料 7-72【Web】、7-74【Web】）。法学部では様々な資格講座を開講しており、

そのうち「法職講座」を受講した学生が法学検定試験スタンダート<中級>コースの団体受験

も実施し、法学基礎力養成講座生を中心に合格者を多数輩出し、2023 年度は団体受験の合

格者数が全国３位となり表彰されている（資料 7-75【Web】、7-76【Web】）。 

看護学部においては、２年次生を対象とした進路説明会の中で将来的な大学院進学を見

据えて、本学看護学研究科修生の講演を行っている（資料 7-77）。建築・環境学部では、前

半で学生の就職意識の向上を、後半に企業との面談によってより具体的なアドバイスを受

けられる学部独自のキャリアセミナーを実施している（資料 7-78【Web】）。 

 

（４）博士課程における、学識を享受するために必要な能力を培うための機会の設定又は当

該機会に関する情報提供 

工学研究科では、優れた博士後期課程の大学院学生のために、研究補助者として、本学が

行う研究プロジェクト等に参画できる制度であるリサーチ・アシスタント（RA）を設けてい

る（資料 7-79）。また、大学院学生が将来教員や研究者になるためのトレーニングの機会を

提供している。法学研究科では、博士後期課程で学識を教授するために必要な能力を培うた

めの機会の提供（いわゆるプレ FD）について、実施内容・実施方法の検討を進めている（資

料 7-80）。 

また、高等教育研究・開発センターが全学的な FD・SD活動として実施している「FD・SD

セミナー」を毎年博士後期課程の大学院学生を対象としたプレ FDの一環にも位置付けてい

る（資料 7-110）。 

 

＜学生の正課外活動（部活動等）を充実させるための支援＞ 

正課外活動の支援に関しては、学生の体験機会創出や交流機会を確保するため、学生支援
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室において企画し、さまざまなイベントを実施している。各イベント終了時に実施するアン

ケートでは、ほぼすべての参加者が満足したと回答している。学生メンターが企画書を作成

し、大学学生生活委員会の承認を得て、「交流会」「相談会」「運動会」をはじめ、「ものづく

り企画」「学園祭・クリスマス企画」「ひとり暮らし学生座談会」「ファッションコンテスト」

等多岐にわたるイベントを実施している。2025 年度は 28 件実施した。イベント終了後は、

振り返りミーティングを実施し、反省点を次回以降の活動に活かす体制を整備している。そ

の他、図書館、国際センター等が企画するイベントを含め、「関東学院大学ワクワク計画」

として学生に周知している（資料 7-81）。 

また、スポーツセンターを設置し、特別強化指定の体育系課外活動クラブの統括・管理、

マネジメント強化に加え、学生及び指導者を対象とした安全管理（事故防止、事故発生時の

対応等）に関する研修機会やハラスメント防止に関する研修機会などを設けるなど各種ス

ポーツの強化及び活動の向上に取り組んでいる（資料 7-82【Web】、7-83）。 

社会連携センターでは、企業・自治体・団体等との連携したプログラムの組成・実行支援

を通じ、学生に社会連携による学びの機会を提供している。かながわ選挙管理委員会の「か

ながわ選挙カレッジ」への学生参加、福島県広報課及び日本橋ふくしま館と連携し「スポー

ツフェスティバルへの福島県 PR ブース出展」、UR 都市機構主催の港南台かもめ団地でのイ

ベント「かもめマルシェ」へのブース出展など様々な事業で学生の人間関係構築にもつなが

る機会を提供している（資料 7-84～7-86）。 

また、法学部では法学部エグゼクティブスチューデント（呼称 ES）の活動に対して法学

会を中心に人的・金銭的支援をしている（資料 7-87）。 

また、人間共生学部では、学科の授業成果の展示活動を行う「展示委員会」と卒業研究が

きっかけで誕生した「空き家プロジェクト」という学生主体の活動を行っており、学科予算

を割り当てて活動支援をしている（資料 7-88）。 

 

＜学生の基本的人権の保障＞ 

ハラスメント防止のための体制の整備に関しては、すべての学生・教職員が個人として尊

重され、ハラスメントのない環境において学び、研究し、働く権利を保障するため、「関東

学院大学ハラスメント防止規程」「関東学院大学ハラスメント防止ガイドライン」を定め、

ハラスメントの定義、学長の責務、ハラスメントが発生した場合の対応方法等を明確にして

いる（資料 7-89、7-90）。 

また、「関東学院大学ハラスメント防止委員会規程」「関東学院大学ハラスメント調停委員

会規程」「関東学院大学ハラスメント調査委員会規程」を整備し、ハラスメントの申立てが

あった場合には、教職員及び学外有識者として弁護士を構成員とするハラスメント防止委

員会が、その問題の解決にあたっている（資料 7-91～7-93）。学生支援室やカウンセリング

センター、学院保健センター等にハラスメント相談員紹介窓口が設けられており、どこに相

談しても、各キャンパスに配置されたハラスメント相談員（本学教職員）につながる体制を

整備している（資料 7-94）。こうした相談の流れやハラスメントに関するガイドライン及び

各種規程については Webサイトにて公表している（資料 7-95【Web】）。これに加え、新入生

には、ガイドラインの内容を要約したリーフレット「ハラスメントの防止について」を、新

任教職員には、ガイドライン及び各種規程をまとめた「関東学院大学ハラスメント防止ガイ
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ドブック」を配付し、周知徹底を図っている（資料 7-96、7-97）。なお、学生生活委員会で

は、学生支援室での相談事例を報告し、各学部へ丁寧な対応を促すことで、予防的措置を

図っている（資料 7-98）。 

また、ハラスメント防止、プライバシー権の保障や苦情申立への対応など、学生の基本的

人権の保障を図る取組みとして、スポーツセンターではクラブの指導者を対象としたコン

プライアンス、ハラスメント研修会を毎年実施している。加えて、学生を対象とした同様の

研修会についてはほとんどの団体が出席をしている（資料 7-99）。 

 

以上のことから、本学は学生支援に関する大学としての方針に基づき、学生支援の体制を

整備し、適切に実施しているといえる。 

 

評価項目② 

学生支援に関わる状況を定期的に点検・評価し、改善・向上に向けて取り組んでいること。 

＜評価の視点＞ 

・学生支援に関わる事項を定期的に点検・評価し、当該事項における現状や成果が上がって
いる取り組み及び課題を適切に把握しているか。 

・点検・評価の結果を活用して、学生支援に関わる事項の改善・向上に取り組み、効果的な
取り組みへとつなげているか。 

 

＜学生支援の適切性＞ 

内部質保証のための組織体制や運用プロセスに基づき、学生支援に関する点検・評価及び

改善・向上について、全学的・体系的に推進している。 

学部・研究科と館・部・センターとが連携し、学生支援に取組み、組織的・定期的にその

適切性について点検・評価を実施している（資料 7-106）。 

また、自己点検・評価の結果から、改善・向上への取組み（事業計画等）に向けて適切に

フィードバックするためのツールとして、全学的観点及び各学部・研究科による優れた取組

みを一覧化した「GPリスト」、課題を一覧化した「タスクリスト」を作成し、全学的に共有

し進捗状況を点検することにより、成果が上がっている取組みや課題を適切に把握し、確実

に課題・問題点の改善・向上につながるように取り組んでいる（資料 7-107、7-108）。 

具体例として、国際センターでは点検・評価の結果、危機管理規程に基づいた学生の海外

派遣、留学生の受入における危機管理体制の整備が必要であることを課題として捉え、重点

事業化し、国際センター主催の留学プログラムは海外旅行保険の他に日本エマージェン

シーアシスタンスの OSSMA Plus（留学に特化したアシスタンスサービス）に加入すること

を必須とし、危機管理体制を整え、改善・向上を図っている。今後さらに、危機状況に応じ

た判断基準、対応組織、管理組織体制と責任者等を明確化し、危機状況に即時対応ができる

組織構築を図っていく予定である（資料 7-100）。 

 

２．分析を踏まえた長所と問題点 

 学生支援室のボランティアスタッフ「学生メンター」が企画するメンター企画は、学生満

足度調査や各種アンケートで在学生から要望の多かったイベント企画を、学生メンターが

各キャンパスで独自に考案しているもので、学生生活委員会にて承認を受けたメンター企
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画の活動費用は大学後援会費から受けられるようになっている。 

 

 国際センターでは、新入生の大学生活スタートをサポートする留学生支援学生スタッフ、

日本語のサポートを行う日本語チューター、交換留学生の生活面でのサポートを行うバ

ディを配し、留学生活がより充実したものになるよう幅広く支援を行っている。また、2023

年度から、学生が企画・立案した多文化交流プロジェクトに対して、大学から専門的助言や

活動資金の援助等の支援を行う「KGU Global Initiative PRoject（GIP）」を実施している。

（採択件数：2023 年度 10 件、2024 年度 10 件、2025 年度６件）複数の学部・学科に

よるグループ構成を推奨していることから、学部を横断した学生同士の協働プロジェクト

となっており、成果発表会での外部有識者からの講評で、プロジェクトの振り返りや新たな

課題を見出すことができるようになっている。 

 メンター企画や KGU Global Initiative PRoject は学生が独自に考案した企画に対し活

動資金を含めて支援する企画となっており、学生が豊かな人間性を培い、社会において主体

的に自立して生きるための知識と技術を養う良い機会となっている。 

 

３．改善・発展方策と全体のまとめ 

 本学では、学生支援に関する基本方針である「関東学院大学学生支援に関する方針」及

び「関東学院大学障がいのある学生への支援に関する基本方針」に基づき、修学方針、生

活支援方針、キャリア支援方針、課外活動支援方針の 4 つの方針を定め、その方針に基づ

き、学生が学習に専念し、安定した学生生活が送れるよう、学生や教職員へ周知するとと

もに各学部、各事務部署などが基本方針に基づき、所管分野に応じた学生支援を適切に

行っている。また、学生支援は単なる悩みや問題解決のためのサポートだけでなく学生の

キャリア形成、課外活動における支援なども含め、学生がキャンパス内外で活動するにあ

たり、それを実現するための支援や機会を提供し、学生の人間的な成長を多方面でサポー

トすることが必要であることが教職員間でも認識されており、本学における学生支援体制

は、基本的な部分で高水準を有しており、様々な学生に応じた支援策が行われている。 

学生支援の在り方は、様々な社会の変化や新しい社会のニーズにより変化している中で、今

後は、新しい社会の動きを学生の志向に適したものであるかどうかを見極めながら、学生が

充実した学生生活を送れるよう柔軟な対応、体制作りが必要であり、学生ひとりひとりに寄

り添い、実際の行動変容につながる具体的な施策を強化していくことが必要である。 
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第８章 教育研究等環境（基本情報一覧） 
 

教育研究等環境の整備に関する方針 

資料名称 URL・印刷物の名称 

関東学院大学 教育研究等環境

の整備に関する方針 

 

備考： 

 

研究倫理、研究活動の不正防止に関する規程、方針等 
資料名称 URL・印刷物の名称 

関東学院大学競争的研究費等の運営・管理に関する

規程 

 

 

 

関東学院大学 総合研究推進機構サイト内 

 

https://KGUramo.kanto-gakuin.ac.jPRESearch-

ethics/PRevention/ 

 

関東学院大学における競争的資金等（公募型研究資

金）の運営・管理に関する行動規範 

関東学院大学における 競争的資金等の不正防止対

策の基本方針について 

関東学院大学競争的資金等不正防止計画 

関東学院大学研究活動における不正行為の防止及

び対応に関する規程 

関東学院大学研究倫理規準 

関東学院大学研究倫理委員会規程 

学校法人関東学院公益通報に関する規程 

関東学院大学生物実験倫理規程 https://KGUramo.kanto-gakuin.ac.jPRESearch-

ethics/biological/ 

関東学院大学動物実験等の実施に関する規程 https://KGUramo.kanto-gakuin.ac.jPRESearch-ethicsanimal/ 

関東学院大学組換えＤＮＡ実験実施規程 https://KGUramo.kanto-gakuin.ac.jPRESearch-ethicsanimal/ 

関東学院大学における人に関する研究倫理規程  

関東学院大学利益相反マネジメント規程 https://KGUramo.kanto-gakuin.ac.jPRESearch-

ethics/management/ 

関東学院大学安全保障輸出管理規程 https://KGUramo.kanto-gakuin.ac.jPRESearch-

ethics/security/ 

備考： 

 

第８章 教育研究等環境（本文）      
１．現状分析 

評価項目① 

教育研究等環境の整備に関する方針に基づき、学生の学習、教員の教育研究活動に必要な環
境を適切に整備していること。 

＜評価の視点＞ 

・教育研究等環境の整備に関する方針に基づき、学生の学習環境や教員の教育研究環境を適
切に整備しているか。 

・学生の学習や教員の教育研究活動の必要性に応じてネットワーク環境や ICT機器を整備し
技術的な支援を行う等により、それらの活用を促進しているか。 

・学生及び教職員の情報倫理の確立を図るために取り組んでいるか。 

 

＜教育研究等環境の整備に関する方針＞ 

本学の理念・目的、各学部・研究科の目的を達成するために、法令を遵守した環境整備は

もとより、大学、学部、研究科、研究所や機関において、施設設備の観点と制度・運用の観

点の両面から、教育研究等環境のさらなる整備に努めている。 

教育研究等環境の整備に関する方向性は、学院の創立 150 周年（2034 年）に向けた「関

https://kguramo.kanto-gakuin.ac.jpresearch-ethics/PRevention/
https://kguramo.kanto-gakuin.ac.jpresearch-ethics/PRevention/
https://kguramo.kanto-gakuin.ac.jpresearch-ethics/biological/
https://kguramo.kanto-gakuin.ac.jpresearch-ethics/biological/
https://kguramo.kanto-gakuin.ac.jpresearch-ethicsanimal/
https://kguramo.kanto-gakuin.ac.jpresearch-ethicsanimal/
https://kguramo.kanto-gakuin.ac.jpresearch-ethics/management/
https://kguramo.kanto-gakuin.ac.jpresearch-ethics/management/
https://kguramo.kanto-gakuin.ac.jpresearch-ethics/security/
https://kguramo.kanto-gakuin.ac.jpresearch-ethics/security/
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東学院グランドデザイン」の中で、大学の行動指針として「教育の質の向上」及び「研究の

質の向上」に加えて、「施設設備の整備活用」と「環境管理」について謳っている（資料 8-

85）。これを踏まえ、2024年度に以下のとおり新たに「関東学院大学 教育研究等環境の整

備に関する方針」を策定した（資料 8-86）。 

 

 

関東学院大学は、理念・目的の実現に向け、教育研究等環境の整備に関する方針を以下の

とおり定める。 

 

１．施設・設備の整備 

学生の学修及び教員の教育研究活動を推進するため、施設および設備の状態を良好に

維持・管理し、学生、教員の安全性、機能性及び衛生面にも配慮した教育研究環境の充実

に努める。 

 

２．教員の教育・研究等環境の整備 

 教育研究活動の活性化を図るため、研究環境の維持・整備や研究費の確保、競争的研究

資金獲得支援、研究助成・奨励金制度、その他必要な教育支援体制の拡充に努める。また、

研究活動の信頼性と公正性を確保するため、大学構成員への研究倫理の啓発を行い、研究

活動上の不正行為の防止に努める。 

 

３．情報環境の整備 

 学生の学修及び教員の教育研究活動の更なる向上を目的として、ICT活用支援及び情報

関連施設の最適化を図るとともに、適切な管理運営を実施し、安定的かつ効率的な情報環

境を保持することに努める。また、安全性、信頼性に配慮し、適切な情報セキュリティ対

策の実施に努めるとともに、情報環境を利用する大学構成員への情報倫理の啓発に努め

る。 

 

４．図書館・学術情報サービスの整備 

 学生の学修及び教員の教育研究活動を支援するため、また、学術情報基盤としての役割

を果たすため、図書、学術雑誌、電子情報等の学術情報の体系的な収集、蓄積、提供を行

うことに努め、利用者の学修、研究等の利用目的に対応できるよう、図書館の利用環境を

整備する。また、学外の図書館及び教育研究機関との学術情報の相互提供システムを活用

するための環境を整備し、効率的かつ安定的な学術情報サービスの提供に努める。 

 

当方針については、大学自己点検・評価委員会において学長が説明、共有し、全学的に周

知徹底を図っている（資料 8-87）。 

 

（１）学生の学習環境や教員の教育研究環境の適切な整備 

本学は、横浜・金沢八景キャンパス、横浜・関内キャンパス、横浜・金沢文庫キャンパス

の３つのキャンパスを有している。横浜・金沢八景キャンパス及び横浜・関内キャンパスに
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は 11の学部と５つの研究科、12の研究所が分散配置されている。また、横浜・金沢文庫キャ

ンパスを含めた３つのキャンパスには、それぞれの教育研究組織の目的と特性に応じて、教

室や演習室以外にも金沢八景キャンパスには実験室、実習室が、金沢文庫キャンパスに体育

施設を中心に体育館、陸上競技場やラグビー場を含むグラウンド、野球場等が整備されてい

る。また、全ての専任教員個々に研究室が与えられているほか、学部によっては共同研究室

や共同実験室も設置されており、大学設置基準で必要とされる校地面積及び校舎面積を十

分に満たしている（「大学基礎データ」表 1）（資料 8-1【Web】）。 

2023 年度に横浜・関内地区に都市型キャンパスとして開設した横浜・関内キャンパスで

は、経営学部、法学部、人間共生学部コミュニケーション学科の教育研究が行われ、本学の

教育方針である「社会連携教育」の推進拠点となっている（資料 8-2【Web】）。 

学生の自主的な学習を促進する環境としては、図書館（本館、分館、分室）を横浜・金沢

八景キャンパス及び横浜・関内キャンパスに設置しているほか、ラーニングコモンズ、自習

室、ＰＣ教室等、自由な時間帯に利用できるスペースを２つのキャンパス各所に配置してい

る。例えば、横浜・金沢八景キャンパスの SCC 館には、PC 教室を整備しており、授業外の

時間に学生は自由に利用することができる。  

また、国際交流の拠点としてグローバルラウンジを設置し、留学に関する資料閲覧や隣接

する国際センターで留学相談を受けるなど、学生の情報収集の場としている。英語に気軽に

触れやすくするため、英語書籍や新聞を購入し、閲覧環境を整えている（「大学基礎データ」

表 1、資料 8-3【Web】）。 

これらの施設・設備は、教育研究等環境に関する方針のもと、教育研究の質の向上だけで

なく、学生が自主的に学び、快適な環境下で学生生活を送れる「学生滞在型キャンパス」を

目指して整備、充実を図っている。 

施設建設や設備更新については、理事会のもとで施設部（法人事務局）が策定している長

期計画「関東学院マスタープラン」を基本に、各学部・研究科その他の教育研究組織や事務

組織の要望と課題を集約し、その必要性と重要性、危急性に加え、予算も含め、大学・法人

合同による検討を行い、効率的な整備を行っている（資料 8-4）。各施設設備の更新に合わ

せて、エレベーターや手すりの整備等、キャンパスのバリアフリー化を順次進めている。ま

た、耐震化事業はすべての建物で完了しており、現在は、空調機器や照明器具等の省エネル

ギー化を推進している。さらに学生、教職員を含め、すべての利用者が快適な環境で過ごせ

るよう、キャンパス緑化や植栽計画、屋外のベンチやテーブルの配置など細かい部分にも配

慮したキャンパス計画を進めている。 

施設・設備等の修繕を含む維持及び管理は「関東学院施設管理規程」に基づき定期検査・

点検を実施しているほか、災害等による応急的な補修も適切に行っている（資料 8-5）。ま

た、「関東学院防災管理規程」を定め、火災、震災、風水害等の予防や発災時における人命

の安全及び財産の保全のための災害対策を規定している（資料 8-6）。さらに、施設・設備

等の衛生面の確保については、関連法律に基づき行っている。水道法及び横浜市条例に基づ

く年１回の定期検査の実施、また建築物における衛生的環境の確保に関する法律（建築物衛

生法）に基づき、延床面積 8000㎡以上の特定建築物については、特定建築物年間管理実施

報告書を横浜市福祉保健センターへ提出している（資料 8-7）。また、全建物及び外部スペー

スにおいて、用途別スペース単位での清掃方法及び清掃頻度等を定めた清掃業務委託契約
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書に基づき日常清掃を行い、衛生面の確保に努めている。 

加えて、理工学部及び建築・環境学部においては、環境に配慮し、安全に実験を行うため

の注意事項や災害時の対処法、関連法規等をまとめた手引きを作成し、毎年オリエンテー

ションを行うなど、キャンパスの安全及び衛生管理体制の確保に努めている（資料 8-8）。 

 

（２）情報環境の整備と活用促進に向けた取組み 

本学は「関東学院情報システム運用基本方針」に基づき、情報環境の整備と関連するサー

ビスの充実に努めている（資料 8-9、8-10）。また、2021年度から本学の教育及び組織運営

における ICTの活用支援に関する事項を審議するため「関東学院大学 ICT活用推進委員会」

を設置し、教育における情報関連施設の整備や管理運用に関する検討を行ってきたが、2024

年度から「全学教育科目検討委員会情報教育分科会」の発足により「関東学院大学 ICT活用

推進委員会 」の機能を移管し、情報教育並びに教育に係る ICT活用支援及び情報関連施設

の整備、管理運用等に関する事項を協議している（資料 8-11）。 

学内には、約 1,200台のパソコンが設置され、情報関連科目の授業で使用されるほか、す

べての学生、教職員が自由に使える環境が整えられている（資料 8-12）。 

さらに、本学学生や教職員は、Microsoft社や Adobe社との包括ライセンス契約締結によ

り、日常的な教育や研究で用いられるソフトウェアの多くを無償で使用することができる

ようになっている（資料 8-13【Web】）。 

また、学内には主に教育研究用ネットワークと事務用ネットワークの２つのネットワー

クで管理され、それぞれ有線 LAN と無線 LAN が整備されている。それぞれのネットワーク

は、パソコン、ネットワーク機器、外部ネットワーク等の領域で、多層的なセキュリティ対

策が施されている。さらに、災害時の機能喪失、データ損失に備え、主要なシステムはデー

タセンターで運用され、特に重要なデータは、別の遠隔地のデータセンターにてバックアッ

プが取得されている。 

加えて、すべての学生、教職員に、メールアドレスを付与している。学生は学生支援ポー

タルシステムを介して、自宅等学外においても、大学からの連絡事項や講義情報が確認でき

るほか、学習支援システム（manaba）にアクセスすることで、授業に関わる教員とのコミュ

ニケーション（課題や資料のダウンロード、レポートの提出等）が可能となっている。その

他、学生が自宅や自習室で作成したレポート等をクラウド上のファイルサーバに保存して

おくことで、場所を問わない学習環境を提供している。キャンパス内のネットワークに接続

することにより、さまざまな場所に設置されたネットワークプリンターへの印刷や、個人の

パソコンから学内に設置されたパソコンと同じ作業環境が利用できる VDI（仮想デスクトッ

プ）環境も整備されている（資料 8-13【Web】）。なお、2021年度入学生より、ノートパソコ

ンを必携としているが、学内無線 LANの利用増加に応じ、施設設備改修計画と合わせて、情

報基盤の整備も計画的に進めているところである。 

 

（３）情報倫理の確立に関する取組み 

教職員及び学生の情報倫理の確立に関しては、情報基盤会議で方針が示され、オンライン

講座等を活用した階層別の講習を実施している（資料 8-14）。新入生を対象に、SNS等のト

ラブルを未然に防止するための講座を、すべての学生を対象に、「情報モラルオンライン講
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座」による情報倫理教育を実施している（資料 8-15～8-17）。 

教職員に対しては、大学 ICT推進協議会（AXIES）作成の「情報倫理デジタルビデオ小作

品集」の貸出、提供や、「情報モラルオンライン講座」も受講できるようにしている（資料

8-15～8-18）。 

 

以上のことから、本学は教育研究等環境の整備に関する方針に基づき、必要な校地及び校

舎を有し、教育研究活動に必要な施設・設備を適切に整備するとともに、情報環境の充実を

図るなど、学生の学習、教員の教育研究活動に必要な環境を適切に整備しているといえる。 

評価項目② 

図書館サービス及び学術情報サービスを提供するための体制を備えていること。また、それ
らを適切に機能させていること。 

＜評価の視点＞ 

・教育研究等環境の整備に関する方針に基づき、図書その他の学術情報資料を体系的に整備
しているか。 

・図書館には、学生及び教員の利用のために、必要な専門的な知識を有する職員を含む人員
を適切に配置しているか。また、図書館等の施設環境が適切であるか。 

＜図書館サービス及び学術情報サービス＞ 

図書館については横浜・金沢八景キャンパスに本館及び分館を、また、横浜・関内キャン

パスに関内デジタル図書室を配置し、その運営と使用環境の整備については、「関東学院大

学図書館利用規程」「関東学院大学図書館資料収集・管理規程」で定め、「関東学院大学図書

館図書委員会」が中心となり推進している（資料 8-19～8-22）。また、選書については「関

東学院大学図書館における選書」「大学図書館における『選書の組織と運営に関する基本方

針』」を定め、学術情報資料を整備している（資料 8-23、8-24）。 

2025 年５月１日時点の本学における図書資料の整備状況については、所蔵している図書

が 1,214,734冊、学術雑誌が 10,330種、電子ジャーナルが 12,557種、電子ブックが 18,752

種である。所蔵している図書の数について、「令和７年度学術情報基盤実態調査」（2025 年

５月１日の実績）の私立大学 Aグループ（８学部以上を設置している規模）における所蔵冊

数の平均値（所蔵 1,434,218冊）を下回っているが、学生数でみた場合の大学規模（私立大

学 B グループ：５～７学部）の所蔵冊数の平均値（所蔵 550,326 冊）を大きく上回ってお

り、本学の所蔵冊数は妥当と評価できる（資料 8-25【Web】）。 

図書館（本館、分館）では、各キャンパスの設置学部の収容定員に対して、10～16％の閲

覧座席を整備している。さらに、利用者のニーズや学習スタイルの変化にも対応し、ノート

パソコンの貸出やグループ学習室を含むラーニングコモンズ等学習環境の整備等を実施し

ている（「大学基礎データ」表 1、2）。関内キャンパスでは、学習目的に応じて環境を選択

できるようゾーニングされ、ラーニングコモンズをグループ学習の場、デジタル図書室・自

習室を静かな個人学習の場として整備している。ラーニングコモンズには場に応じた資料

を配置し、スマートフォンによる貸出も可能としている。デジタル図書室では冊子資料に加

えて電子ブックやデータベースを提供し、ハイブリッドな資料・情報提供を行っている。ま

た、全館にて取り寄せサービスを提供しているため、約 121万冊の冊子資料はスマートフォ

ンから容易に取り寄せることができる。さらに、タッチパネル式デジタルサイネージによる

新着図書や貸出ランキングの発信、常駐スタッフによるデジタルコンテンツの活用支援を
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通じて、学生の主体的な学修を支援している。 

学生の自習時間を十分に確保するため、図書館（本館）の通常開館時間は午前８時 50分

から午後９時まで（土曜日は午後７時まで）、分館、関内デジタル図書室の通常開館時間は

午前８時 50分から午後７時までとしている。また、学外から利用可能な電子ブック、デー

タベースなどの電子リソースを整備・集約し提供している。 

学術情報サービスについては、国立情報学研究所が提供する「NACSIS-CAT」（全国の大学

図書館等が所蔵する学術文献の総合目録データベースシステム）及び「NACSIS-ILL」（図書

館間相互貸借システム）への参加に加え、神奈川県図書館協会及び横浜市内大学図書館コン

ソーシアムへの加盟により、他機関とのネットワークを整備している（資料 8-26～29【Web】）。

なお、増大する学術情報に適切にアクセスするため、OPAC（オンライン蔵書目録検索システ

ム）を整備し、学外からのアクセスも可能としている（資料 8-30【Web】）。また、論文、新

聞、雑誌等のデータベースを整備し、個別のユーザ登録、自宅のパソコン設定等により、一

部は学外からのアクセスも可能としている。また、機関リポジトリ管理運用規程を定め、本

学研究成果をオープンアクセス可能としている（資料 8-31）。さらにアクセシビリティを高

めるため、学内利用に限定されているデータベース、電子ジャーナル、電子ブック等の電子

資料を学外からもスムーズに閲覧できる環境を整備し、電子リソースを利用した非来館型

の学習・研究を推進することができた（資料 8-32【Web】）。 

図書館では、カウンターの利用（貸出、レファレンスサービス）、図書の閲覧、共同研究

室やグループ学習室等の利用などのサービスを受けることができる。その他、メールによる

レファレンスサービスを提供している（資料 8-33【Web】）。適切なサービスを提供するため

に、各キャンパスの図書館には、司書資格を有する専任職員を配置している（資料 8-34）。 

また、利用者教育として、図書館利用方法の新入生対象ガイダンスや図書館データベース

の講習会等を行っている（資料 8-35）。また一部学部の図書館内ツアーでは、図書館員が説

明する従来型から学生自身の情報機器端末を利用したセルフ式へ変更した（資料 8-36）。そ

の結果、学生同士が相談しながらツアーに参加している様子や、教員が直接学生に館内利用

方法や学問分野の資料について説明する姿が見られるようになった。その他、動画コンテン

ツを作成し、授業での活用や学生の自主的なオンライン講習を可能としている（資料 8-37）。 

 

以上のことから、本学の図書館は、学術情報資料の体系的な整備、施設環境の充実、専門

性を有する専任職員の適切な配置により、図書館サービス及び学術情報サービスを提供す

るための体制を整え、適切に機能させているといえる。 

 

評価項目③ 

研究活動に関わる支援、条件整備を通じ、研究活動の促進を図っていること。また、健全な
研究活動のために必要な措置を講じていること。 

＜評価の視点＞ 

・研究に対する大学の基本的な考えに沿って、長期的な視点に立った支援や条件整備を十分
に行い、各教員の研究活動の活性化につなげているか（教員に対する研究費の支給、研究
室の整備、研究時間の確保、専門的な研究支援人材の活用等の人的な支援、若手研究者育
成のための仕組みの整備等）。 

・研究倫理や研究活動の不正防止に関する規程を定め、かつ、学生も含めて研究倫理の遵守
を図る取り組みを行っているか。 
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＜研究活動を促進させるための条件の整備＞ 

本学では、学長を代表とする総合研究推進機構のもとに、学部附置研究所、大学附置研究

所、プロジェクト研究所が組織されている（資料 2-25、3-4～3-14、6-42【Web】）。総合研究

推進機構では、その事務局である研究推進課が中心となって、大学全体の研究活動の支援や

競争的外部資金獲得の支援、共同研究や受託研究のサポート等を行っている。 

総合研究推進機構の事務を所管する研究推進課に研究成果の活用促進を図るための専任

職員を配置することで学内のリソースと学外のニーズとのマッチングや、学際的研究グ

ループの組成といった研究サポートが可能となっている（資料 8-38【Web】）。 

また、先端研究施設である材料・表面工学研究所も設置しており、表面処理で使用される

新素材などの研究開発に日々取り組んでいる（資料 8-39【Web】）。 

これらの取組みの成果として本学は特許権実施等件数で私立大学において全国第１位、

国公立大学を合わせても全国第８位の実績を上げており、外部からも高い評価を得ている

（資料 8-40【Web】）。 

教員個々の研究活動の原資となる個人研究費の額については、毎年の予算編成の際に決

定されている。これに加え、各学部に配分される学部研究費からも各教員に研究費が配分さ

れている（資料 8-41）。また、学部附置研究所、各学部の教員と学生から構成される学会か

らの研究助成や出版助成のほか、全専任教員、助手、研究助手には年に１回、学会出張費が

支給されている（資料 8-42～8-48）。こうした研究費は「研究費使用規程」「関東学院大学

旅費規程」で定められたルールに則り執行されている（資料 8-41、8-49）。 

科学研究費助成事業（科研費）の獲得に向けた支援では、メーリングリストによる定期的

な情報提供、説明会開催、個別相談、申請書類の事前チェックに加え、若手教員の研究活動

の促進を目的とする「関東学院大学若手研究奨励制度」を設けている（資料 8-50、51）。2025

年度の科学研究費助成事業（令和８(2026)年度科研費）の応募件数は 85件であり、今後も

引き続き、研究者として外部資金を獲得することは、自身の研究力の証明であるという意識

のさらなる醸成を図っていくことが必要である（資料 8-52）。なお、総合研究推進機構では、

教員の外部研究費への応募状況について多面的に分析し、現行の研究支援制度や予算措置、

情報提供等の諸施策を検証し、次年度に向けた支援の施策を検討している（資料 8-53）。 

また、競争的研究費にインセンティブを与えるために、「競争的資金における特別研究費

の支給等に関する要領」に基づき、競争的研究費を獲得した研究者には、特別研究費を次年

度の個人研究費に付加支給し、外部資金獲得へのさらなる動機付けとしている（資料 8-54）。 

さらに、Web システムを整備し、教員の教育研究活動や業績等をデータベース化し、Web

サイトで公開することにより、学内シーズの外部発信力を強化・推進している（資料 8-55

【Web】）。 

専任教員の研究活動に供するスペースとして、個人研究室を整備している（「大学基礎

データ」表 1）。研究分野によっては専用の実験室、試験室等も整備し、実験室に設置され

る研究機器については、個人研究費や外部資金による購入・導入に加えて、大型設備の購入

のための特別予算（大型設備費）を設けている。理工学部及び建築・環境学部では、学部内

の選考を経て導入された研究装置、研究設備について、当該学部の共通研究設備管理運営委

員会によって管理され、メンテナンスや突発的故障の修理等の補助も受けることができる

（資料 8-56、8-57）。 
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本学では、十分な研究時間を確保することを目的として、「関東学院大学教員等就業規則」

に「教員の授業は、１週４コマ（８時間）以上とし、２日以上にわたって担当するものとす

る」と定めている。また、研究に専念する時間を保障すべく、サバティカル研究制度を設け

ている。「関東学院大学教員サバティカル研究制度規程」により、専任教員は７年に１度、

６箇月又は１年間、国内外において、専攻する学問分野での研究活動を行うことができる。

さらに、給与とは別に当該期間中の旅費、滞在費、研究費を支給し、研究に専念できる環境

を整えている(資料 8-58)。2025 年度は、6 名の教員がサバティカル研究制度を利用してい

る（資料 8-59【web】）。 

このほか、30日以内の短期在外研究制度も別途定めている（資料 8-60）。 

また、各学部において、大学院学生によるティーチング・アシスタント（TA）や学部学生

によるスチューデント・アシスタント（SA）を採用できる制度を整備し、演習・実験実習科

目のほか、必要に応じて多人数の講義科目に配置することで、教育研究活動を支援している

（資料 8-61、8-62）。その他高等教育・研究開発センターでは、教員に向けてオンライン授

業に関する最新情報や授業手法の紹介を行っており、教学支援部においては教員からのオ

ンライン教育に関する相談に対応し、また、ICTを活用したシステム及び各種機器の利用マ

ニュアルや参考資料を整備する等、ICT全般の授業への利活用に関し学部へ情報展開や提案

を行っている（資料 8-13【Web】）。 

 

＜研究倫理や研究活動の不正防止に関する取組み＞ 

研究倫理を遵守するとともに、研究活動の不正を防止するための措置として、「関東学院

大学研究倫理規準」「関東学院大学研究倫理委員会規程」「関東学院大学研究活動における不

正行為の防止及び対応に関する規程」「関東学院大学競争的資金等の運営・管理に関する規

程」を整備している（資料 8-63～8-66）。2020年度より、リスクマネジメントの周知徹底を

図るために、研究者自身が倫理委員会等による審査の必要性を判断するツールとして「共同

研究・受託研究に関するチェックシート」も導入している（資料 8-67）。 

また、下表のとおり、研究倫理に関する学内規程と審査機関を整備し、適切に運営してい

る（表 8-1）（資料 8-68～8-72）。 

 

規程名 学内審査機関名 

関東学院大学生物実験倫理規程 生物実験委員会 

関東学院大学動物実験等の実施に関する規程 動物実験委員会 

関東学院大学組換えＤＮＡ実験実施規程 組換えＤＮＡ実験安全委員会 

関東学院大学における人に関する研究倫理規程 人に関する研究倫理審査委員会 

関東学院大学利益相反マネジメント規程 利益相反マネジメント委員会 

（表 8-1：研究倫理に関する学内規程と学内審査機関） 

 

さらに、輸出管理業務の適切で確実な運営を図ることを目的とし、「関東学院大学安全保

障輸出管理規程」を定めるなど、研究活動における適切な管理体制の整備を進めている（資

料 8-73）。 
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コンプライアンス教育及び研究倫理教育は、年度ごとに方針を定め実施している（資料 8-

74）。具体的には、日本学術振興会の冊子教材『科学の健全な発展のために-誠実な科学者の

心得-』を全教職員に配付し、周知を図っている。2025 年度は SD 研修「研究倫理教育研修

会「研究活動のグレーゾーン」」を実施した。副学長（学生支援、産官学連携）及び総合研

究推進機構担当部長をファシリテーターとし、人文・社会学分野と自然科学分野とで分かれ、

科学技術振興機構（JST）による研究倫理動画を視聴し、ファシリテーターによる進行の下、

各研究分野における現状や他の出席者の経験を共有した。また、同振興会による研究倫理の

eラーニング教材（eL CoRE）の受講・修了を全教員及び研究活動に関わる職員に求めてい

る。特にコンプライアンス教育については、競争的研究費等の運営及び管理に関わる構成員

に対して研修動画「科学研究費助成事業（科研費）の適正な管理等について」（日本学術振

興会）の視聴を義務付け、「研修受講確認・理解度チェック」に回答することで理解度の確

認を行っている（資料 8-75）。研究推進委員会において受講状況を報告するとともに、未受

講者に対して受講を促している。2025年度の対象者（教職員 51名）に対する受講者（51名）

の受講率は 100％である（資料 8-76）。 

コンプライアンスや倫理に違反する行為があった場合は、「関東学院大学研究活動におけ

る不正行為の防止及び対応に関する規程」第 46条第１項から第３項の規定により処分を行

うこととしている（資料 8-77）。また、倫理教育未受講者に対しては、コンプライアンス教

育担当責任者（学部長）が中心となり確実な受講を促し、受講しない限り公的研究費の申請

や学外機関との共同研究を認めない措置を講じている。 

学生に対しては、学部１年次生及び大学院学生（修士課程及び博士課程）を対象に、日本

学術振興会の教材を活用し、学位課程及び専門分野に応じたコンプライアンス教育及び研

究倫理教育を行っている。各学部・研究科ではオリエンテーション等の機会を活用し、学部

１年生及び大学院１年生には受講を必修としている。教育の実施計画及び実施状況は、各学

部、各研究科の長から統括管理責任者（学長が指名する副学長）への報告を義務付けている。

研究推進委員会にて実施状況を管理しており、大学院学生については全員の受講を確認し

ている（資料 8-78、8-79）。当該年度の実施状況については、年度末の研究倫理委員会にお

いて報告を行っている。 

 

以上のことから、本学は研究活動に関わる継続的な支援、条件整備を通じ、研究活動の促

進を図っており、また、健全な研究活動のために必要な措置を講じているといえる。 

 

評価項目④  

教育研究等環境に関わる状況を定期的に点検・評価し、改善・向上に向けて取り組んでいる
こと。 

＜評価の視点＞ 

・教育研究等環境に関わる事項を定期的に点検・評価し、当該事項における現状や成果が上
がっている取り組み及び課題を適切に把握しているか。 

・点検・評価の結果を活用して、教育研究等環境に関わる事項の改善・向上に取り組み、効
果的な取り組みへとつなげているか。 

 

＜教育研究等環境の定期的な点検・評価及び成果・課題の適切な把握＞ 
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内部質保証のための組織体制や運用プロセスに基づき、教育研究等環境に関する点検・評

価及び改善・向上について、全学的・体系的に推進している。 

教育研究等環境の適切性については、学長を代表とする総合研究推進機構が中心となり、

施設、予算、研究制度、研究環境といった側面からは、施設部（法人事務局）、教学支援部、

図書館、経営企画部等、学部・研究科が独自に、あるいは連携して、自己点検・評価制度等

により組織的・定期的に点検・評価を実施している（資料 8-80）。 

また、自己点検・評価の結果から、改善・向上への取組み（事業計画等）に向けて適切に

フィードバックするためのツールとして、全学的観点及び各学部・研究科による優れた取組

みを一覧化した「GPリスト」、課題を一覧化した「タスクリスト」を作成し、全学的に共有

することで、成果が上がっている取組みや課題を適切に把握している（資料 8-81、8-82）。 

 

＜教育研究等環境に関わる改善・向上に向けた取組み＞ 

教育研究等環境の改善・向上については、学長を代表とする総合研究推進機構の機動性を

活かし、所定の会議・委員会での検討結果を適時実行に移すプロセスも整備している。 

例えば、総合研究推進機構では、2024 年度に実施した自己点検・評価制度による点検・

評価の結果をもとに、研究力の強化や研究活動の促進を図る取組みについて 2025年度の事

業計画を検討し、研究推進委員会の議を経て、学長に報告している（資料 8-83）。具体例と

して、科学研究費助成事業の採択件数増加等、競争的研究費の外部資金獲得に向けた科研費

アドバイザー制度の新規導入、再応募支援制度や採択経験者による研究計画調書のチェッ

ク制度等の学内支援制度をさらに充実し、強化することを事業計画化している。競争的研究

費を獲得した（資料 8-84）。 

 

 

２．分析を踏まえた長所と問題点 

教育研究等環境に関して、施設や設備の整備が進んでおり、３つのキャンパスには図書館、

PC 教室、ラーニングコモンズなど、多様な学習環境が提供されている。ICT 環境やネット

ワークも充実しており、学生や教職員の利便性向上に寄与している。図書館については、横

浜・金沢八景キャンパス本館や関内キャンパス関内デジタル図書室を中心に、学習環境に対

応した施設や電子リソースが整備されている。 

研究活動に関しては、総合研究推進機構を中心に、競争的外部資金の獲得支援や共同研究

のサポートが行われ、研究成果の社会への発信力が高まっている。しかし、科研費などの外

部資金獲得をさらに推進するためには、情報提供や支援体制の強化が求められる。 

評価・改善のプロセスは整備されており、自己点検結果を「GP リスト」や「タスクリス

ト」で共有し、迅速に改善策を実行している。 

 

 

３．改善・発展方策と全体のまとめ 

（１）改善・発展方策 

ノート PC必携化に伴い、学内無線 LANの増強を計画的に進めるだけでなく、VDI（仮想デ

スクトップ）のクラウド移行や、BYOD（個人端末利用）を前提としたソフトウェア提供環境
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のさらなる拡充などデジタル・トランスフォーメーション（DX）の深化を推進する。 

科研費アドバイザー制度を軸に、若手研究者への重点的な支援（メンター制）や、不採択

通知後の再応募に向けた具体的なブラッシュアップ支援を強化するなど、研究力の戦略的

強化と外部資金獲得の推進する体制を整えていく。また、特許権実施件数の実績を背景に、

研究推進課によるマッチング機能をさらに強化し、民間企業との共同研究や大型プロジェ

クトの組成を戦略的に推進する。 

図書館サービスにおいては、電子リソースの最適化とアクセス向上を目指し、電子ジャー

ナル・電子ブックのラインナップを体系的に拡充し、学外からのリモートアクセス環境をさ

らにシームレス化を推進する。また、学生同士、あるいは教員と学生が交流できる「共創の

場」としての機能を強化するため、学生スタッフ（SA）による学習相談や、図書館資料を活

用したワークショップの開催を検討し、ラーニングコモンズの活用促進を図る。 

 内部質保証サイクル（PDCA）の実効性向上を図るため、タスクリストや GPリストに加え、

学生・教職員へのアンケート調査（満足度調査）を定期的に実施し、主観的なニーズと客観

的な設備稼働データを組み合わせた、より精緻な環境整備のための改善計画を策定する。 

 

（２）全体のまとめ 

本学は、創立 150周年に向けた「グランドデザイン」および 2024年度策定の「教育研究

等環境の整備に関する方針」に基づき、ハード・ソフトの両面から適切に環境整備を行って

いる。 

施設設備面では、３つのキャンパスにおいて、それぞれの目的に応じた多様な施設が整備

されており、バリアフリー化や耐震化、省エネ化も着実に進んでいる。特に横浜・関内キャ

ンパスは社会連携教育の拠点として機能している。また、大学全体で「学生滞在型キャンパ

ス」の実現に向けた取組みが適切に行われている。 

研究支援面では、サバティカル制度や特別研究費支給など、教員が研究に専念できる制度

が充実している。その成果は特許権実施件数等の外部評価にも顕著に表れており、今後は科

研費等の公的外部資金の獲得率向上がさらなる発展の鍵となると考えられる。 

情報環境、図書館サービスにおいて、ICT環境の整備や情報倫理教育が体系化されており、

学生のノート PC必携化への対応も進んでいる。図書館は、豊富な蔵書数とデジタルリソー

スのハイブリッドな提供により、学生の自律的な学習を強力にバックアップしている。 

総合研究推進機構を中心に、ガバナンスが機能しており、自己点検・評価の結果を次年度

の事業計画へ反映させる PDCAサイクルが確立され、内部質保証の観点からも適切な運営が

なされている。 

総じて、本学の教育研究等環境は、法令を遵守しつつ、時代の変化（ICT化、研究倫理の

厳格化等）に即応した先進的な取組みを展開しており、今後も継続的な改善を通じて、教育・

研究の質をさらに発展させていくことができると考えられる。 
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第９章 社会連携・社会貢献（基本情報一覧） 
 

社会連携・社会貢献に関する方針 

資料名称 URL・印刷物の名称 

関東学院大学社会連携・社会貢

献に関する方針 

関東学院大学社会連携・社会貢献に関する方針 

備考： 

 

第９章 社会連携・社会貢献（本文）  
１．現状分析 

評価項目① 

社会連携・社会貢献に関する方針に基づき、社会連携・社会貢献に関する取り組みを実施し
ていること。また、教育研究成果を適切に社会に還元していること。 

＜評価の視点＞ 

・社会連携・社会貢献に関する方針のもと、学外機関、地域社会等との連携、大学が生み出
す知識、技術等を社会に還元する取り組みを行っているか。 

・社会連携・社会貢献に関する取り組みにより、地域や社会の課題解決等に貢献し、大学の
存在価値を高めることにつながっているか。 

 

＜社会連携・社会貢献に関する方針＞ 

 本学は、大学の理念・目的において、社会に貢献する人材の育成にとどまらず、教育活動、

研究活動を通して社会に貢献することを定めており、これは各学部・研究科の目的に通ずる

ものである。 

 このことに基づき、事業運営方針（学長方針）により社会連携・社会貢献に関する方針を

明示していたが、2024 年度に新たに「関東学院大学社会連携・社会貢献に関する方針」を

以下のとおり制定した（資料 9-1）。 

 

関東学院大学 社会連携・社会貢献に関する方針 

 

関東学院大学では、建学の精神であるキリスト教に基づく校訓「人になれ 奉仕せよ」の

もと、生涯をかけて教養を培う人間形成に努め、人のため、社会のため、人類のために尽

くすことを通して己の人格を磨くことを教育方針としている。それゆえ、社会連携・社会

貢献は本学が建学の精神及び校訓を実現するために果たすべき使命のひとつである。 

これを実現するための社会連携・社会貢献に関する方針を以下のとおり定める。 

 

＜教育機関としての社会連携・社会貢献＞ 

現代の多様化、複雑化する社会課題に対して、地域や自治体、企業と連携を取り、学生が

実際の社会課題を理解し、解決に向けた取り組みを行うことで社会への貢献となるよう

教育活動を行う。そのために、本学が標榜する「社会連携教育」を積極的に推進し、社会

の発展に寄与する人材を育成する。 

 

＜研究機関としての社会連携・社会貢献＞ 

産業界等との連携・協力体制のもと、研究成果と社会のニーズと結び付け、社会の発展と

課題解決に貢献する。そのために、総合大学の強みを活かした研究力の向上と社会のニー
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ズに基づいた共同研究、受託研究等に積極的に取り組み、研究成果を広く社会に還元す

る。 

 

＜地域社会との連携・貢献＞ 

近隣地域との連携を積極的に推進し、知の拠点として培ってきた研究成果や資源を地域

に還元し、地域社会の抱える課題解決に貢献する。そのために、学生や教職員が地域の活

動へ積極的に参加し、持続的に地域の発展に寄与することを目指す。 

 

当方針については、大学自己点検・評価委員会において学長が説明、共有し、全学的に周

知徹底を図っている。 

 また、総合研究推進機構では、当方針に基づき、研究活動を通じた産官学連携を推進する

ための「関東学院大学産官学連携ポリシー」を以下のとおり別途定めている（資料 9-2【Web】）。 

 

産官学連携ポリシー 

 

１. 本学の研究シーズの発信と、自治体・産業界等のニーズの把握に努め、総合的、学際

的な共同研究及びプロジェクト研究を推進します。 

２. 国内外の大学・研究機関・自治体・企業等との研究交流を活性化します。 

３. 研究成果の社会還元による地域活性化、産業振興及び人材育成を目指し、地域に根

ざした産官学連携を推進します。 

４. 研究の高度化・先端化のみならず、大学生の発想力や行動力を生かして、教育と研究

の特色化、社会貢献化を推進します。 

５. 知的財産権の適切な管理・活用を推進します。 

６. 研究倫理教育の徹底と研究資金の適切な管理に努めます。 

７. 産官学連携リスクマネジメントに取り組みます。 

 

（１）社会連携・社会貢献に関する連携体制 

社会連携・社会貢献活動は、それ単独の目的で実施するものではなく、教育や研究の一環

として、或いは教育や研究と密接に関連して、学生の成長に資する目的をもって実施される

ものである。また、カウンターパートについても、地域社会の人々に限ることなく、自治体、

企業・団体、そして広く海外も含め多方面との連携が必要となる。したがって、本学では、

学部・研究科を含めて、すべての組織、機関が社会貢献・社会連携に携わっている。 

その中でも特に、社会連携センターと総合研究推進機構は、国内外の地域・社会、自治体

や教育機関、企業や研究機関、団体との連携窓口としての役割を担い、連携拡充を図るとと

もに、教職協働による社会連携・社会貢献活動を展開している（図 9-1）（資料 9-44、9-45、

9-46【Web】、9-3【Web】）。 
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（図 9-1：社会連携・社会貢献イメージ図） 

 

2014 年に設置された社会連携センターは地域連携、産官学連携、高大連携、その他の社

会連携・社会貢献活動を広く展開しており、本学の教育研究と地域・社会を結びつける窓口

として機能している（資料 9-45、9-3【Web】）。また、研究を全学的に推進し、研究の総合的

向上及び研究を通した本学の社会的使命を達成することを目的として設置した総合研究推

進機構は、研究支援の強化、研究費の効果的活用によって、個人の研究活動を活発化させ、

研究を通した教育力を高め、社会における教育・研究機関としての位置づけを確かなものと

するために、産官学連携を進めている（資料 9-46）。 

 

（２）社会連携・社会貢献に関する取組み 

本学の「社会連携・社会貢献に関する方針」に基づき、教育機関として、また研究機関と

して、社会課題の解決に向け、社会の発展に寄与する人材の育成及び研究成果の還元を目指

し、以下のとおり社会連携・社会貢献に関する取組みを行っている（資料 9-1）。 

 

① 教育機関としての社会連携・社会貢献 

企業や自治体、地域と深く関わり合う社会連携教育を通して、「自ら課題を発見する力」、

「情報を整理して解決方法を導く力」、「多様な人々と協働できる力」を育む社会連携教育を
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標榜し、社会連携センターを窓口に、学部・研究科ではさまざまな取組みを行っている（資

料 9-45、9-3【Web】）。 

栄養学部では 2024年に「アスリートの心も満たす大戸屋コラボ学食メニュー」の開発に

取り組んでいる。株式会社コロワイド、株式会社関学サービスと連携したもので、栄養学部

の学生たちは株式会社コロワイドの担当者から大戸屋のブランドコンセプトやステートメ

ントを学び、実際に店舗を訪れ試食するなどして、提供されているメニューについて調査研

究を実施した。その結果を活かし、４つのメニューを考案し、大戸屋商品開発部担当者から

フィードバックが繰り返し行われ、販売方法や価格についても検討を重ねる等、外食産業の

仕組みを理解する場ともなっている。2024年 10月には本学学生食堂を運営する株式会社関

学サービスの協力のもと、学生が考案したメニューが実際に提供されており、アスリートの

学生のみならず一般学生からも好評を得ていた。メニュー開発を行った学生たちにとって、

自分たちの提案に対し、企業担当者からのフィードバックが行われたことで、実際に企業の

開発プロセスを体験し職業理解を深めることができる良い機会となるとともに、栄養学固

有の知識と技能を生かし、他者と協働しながら、適切な食生活を提案する実践力を身に付け

ることができる取組みとなっている（資料 9-4【Web】）。 

2024年 12月には政府統計の分析機能等を有する自治体ソリューション「Powerassistant」

NEC EBPM支援サービスを活用した EBPM（証拠に基づく政策立案）コンペティッションを開

催。理工学部、人間共生学部、経済学部など５学部の学生約 50名が参加し、横須賀市の協

力のもと統計データを活用した政策立案コンペティッションを実施している。本コンペ

ティッションでは学生たちが学部横断の 10チームに分かれ「若者が暮したいと思う横須賀

市のまちづくりのための政策立案」をテーマにグループ討議を行い、システムの中の膨大な

統計データから根拠となるデータを選択し政策を立案。プレゼンテーションを行った。この

取組みを通じ、学生たちには課題解決に必要なデータの・抽出・仮説の構築を経て、データ

に裏付けられた結論を導き出すデータサイエンスの力を養うことに加え、地域に関する知

識、理解を増やし、他者との協働の中から問題を発見し解決するための手法を適切に選択す

る能力を身に付ける良い機会となっている。イベントのアドバイザー、審査員等を務めた横

須賀市、横須賀市議会からは若者の視点から根拠に基づいた政策提案を受けることができ

る有用な機会であるため継続的な取組みとして欲しいとの意向を受けている（資料 9-5

【Web】）。 

また、学部が独自に進めている取組みもある。例えば経営学部が行っている「K-biz」は、

上場企業や横浜の地元企業など、多種多様な企業 12社をサポーター企業として迎えた社会

連携プラットフォームであり、学生が現場に出て現在進行形の社会課題に触れ、実地に学ぶ

経験を積むことで、ビジネスの理論と実践の融合した「生きた経営学」を学ぶ環境を提供し

ている。その効果的な取組みの一つとして、毎年度行われる全学年の学生を対象としたコン

ペティション「K-bizアクティブチャレンジ」があげられる。サポーター企業から提示され

る実践的な課題の解決に向けて、学生が企業担当者に直接プレゼンテーションを行い、企

画・提案に対するコメントやアドバイスを受けることにより、学生は現場の視点を踏まえた

発想を持つことが可能となる。また、京浜急行電鉄及び京急百貨店と連携して行う「K-biz

マルシェ」は、近隣地域である三浦半島産品の地産地消と、同エリアの魅力発信を目的とし

て企画されたプロジェクトである。学生は、企業と打ち合わせを行い、アドバイスを受けな
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がら、三浦市の野菜、横須賀市の海苔など、地元の野菜や海産物などを自らが仕入れ販売を

行うことで、学生は実社会の経済活動を体験し、生産者にとっては地産物の魅力を広め新た

な販路を得るなど、地域の活性化に貢献している（資料 9-6【Web】）。 

 地方（関東圏以外）の大学と連携・交流を推進し、地方における地域創生等の取組みを通

じて、地方の支援だけでなく、本学学生の教育に資する活動も実施している。 

2018年度に札幌学院大学（北海道）、2019年度に尚絅学院大学（宮城県）と大学間交流協

定を締結、さらに 2023年度には新潟青陵大学・新潟青陵大学短期大学部（新潟県）と包括

連携協定を締結し、大学間連携を積極的に推進している（資料 9-7【Web】、資料 9-8、資料

9-9【Web】、資料 9-10、資料 9-11【Web】、資料 9-12）。 

その他、本学の教育研究の成果をもとにした社会への還元活動の一環として、公開講座や

履修証明プログラムを実施するなど、生涯学習、社会人の学び直しに関する取組みも推進し

ている。 

公開講座では、地域社会の人々の知的好奇心や向学心に応える一般講座に加え、社会人の

学び直しを目的として実務、実用的な講座も多数開講している。これらの講座の中には、自

治体や NPO 等との連携講座や企業協賛講座も多く、学外組織との連携協力による教育研究

の推進を図ると同時に、地域交流への積極的な参画機会となっている。2025年度は、横浜・

金沢八景キャンパスだけでなく横浜・関内キャンパスにおいても講座を企画し、春学期と秋

学期併せて 98講座を開講した（資料 9-13【Web】）。 

メディア連動型の公開講座の一例として、出版社 KADOKAWAが刊行する「横浜ウォーカー」

と横浜市（文化観光局）との連携による特別公開講座「横浜学」は、横浜の歴史や文化を知

ることで、これからの横浜を考えることを目的として、地域住民を主な対象に、2020 年２

月までに全 41回開講した（資料 9-14【Web】）。さらに、2023年の横浜・関内キャンパス開

設に向けて、関内地区の文化やまちづくりを次世代に継承していくため、連続公開講座「関

内学」を企画し、2021年度までに全８回開講した。なお、「関内学」に関しては令和３年度

「神奈川新聞広告賞」編集企画賞を受賞し、「知の拠点」として本学が有する知識を社会へ

の還元につながる取組みとなっている（資料 9-15【Web】）。 

社会人の学び直しを強く意識した履修証明プログラムでは、本学の副専攻制度を活用し

た「KGUプラチナ」を地域住民に開講しているほか、産業界で活躍できる当該専門分野のエ

ンジニアやエキスパートの育成を図るため、鉄道構造物の維持管理の実務で活躍できる人

材育成という企業ニーズに直接応じた「鉄道構造物メンテナンス診断者育成プログラム」や、

材料開発担当者の表面処理技術やノウハウの習得希望者を対象として、産業界で活躍でき

る当該専門分野のエンジニアやエキスパートの育成を図る「材料・表面技術マイスタープロ

グラム」を開講している（資料 9-16【Web】、資料 9-17）。なお、「材料・表面技術マイスター

プログラム」は、文部科学省の「職業実践力育成プログラム」にも採択され、毎年 10名前

後の修了生を輩出し、社会人の職業に必要な能力の向上に大きく貢献している。また、2022

年度より、特別支援学校教諭二種免許状の授与申請に必要な単位取得を目的とした特別支

援学校教諭二種免許公開講座を開講し、2025 年度は 189 名の社会人が受講し、免許状取得

の一翼を担っている（資料 9-18【Web】）。 

また、教育機関として国内における社会連携・社会貢献だけではなく、国際交流事業も実

施している。留学事業等を中心とした海外大学との交流については、主に国際センターが推



様式４ 

点検・評価報告書 様式 

131 

 

進しており、交換・派遣・語学派遣留学及び語学研修に関しては、2014年度９ヶ国 16大学

（校）から 2025年度は 10ヶ国 24大学（校）、学術交流等の協定に関しては、2014年度 12ヶ

国 26大学（校）から、2025年度は 17ヶ国 72大学（校）と拡充している（資料 9-19【Web】）。 

これらの協定をひとつのきっかけとして、学内の各組織において留学事業以外の具体的

な国際交流事業を実施している。 

 学部においても国際交流を行っており、国際文化学部では異文化理解や東南アジアの開

発問題を学ぶ研究活動の一環としてカンボジアを視察訪問し、カンボジア BIG BI IMEX 

GROUP Co.LTDの日本語講習センターと継続的な交流を行っている。その取組みの中で、支

援物資として届けた電池式簡易ライトの寿命が短くゴミ問題の原因ともなることを目の当

たりにしたことをきっかけに、再生可能エネルギー（太陽光）を利用したソーラーランタン

を届ける「カンボジア・ソーラーランタン支援プロジェクト」を共感型社会貢献事業「Buy 

One Give One®」を展開しているランドポート株式会社と連携し、学生主体の支援プロジェ

クトを立ち上げている。ソーラーランタンを一つ買うと一つが支援先に届くようになって

おり、大学祭及び近隣にある横浜市金沢産業振興センターで開催された「PIAフェスタ（金

沢産業団地企業と地域住民、地元機関や行政機関との交流と地域活性化のための祭り）」に

おいて、学生たちが自ら支援プロジェクトを説明し、ソーラーランタンを販売するといった

活動を行っている（資料 9-20【Web】）。このプロジェクトは国際文化学部だけでなく、他学

部所属の有志の学生たちによって KGU Global Initiative PRojectとして、学生が中心と

なり、貧困問題に直面している人々の生活改善に寄与すべく、活動を行っている（資料 9-

21【Web】）。 

理工学部では数物学系の学生が 2025 年 12 月にタイのナルセアン大学附属小学校(NUDS)

の 5 年生約 60 名を対象として、タイの留学生を含めた学生 11 名が、日本語と算数に関連

したオンライン交流会を実施している。 

さらに学生３名が、同年 12月には当該小学校を含む小学校２校（児童総数約 90名）と現

地にて、算数授業を行う交流を行った。さらには、ナルセアン大学の大学院生、教員を含む

ハイブリッドの研究会に参加し、学生３名が英語で研究発表を行った。今後も継続して実

践・研究の交流を行っていく予定である。（資料 9-22）。 

 

② 研究機関としての社会連携・社会貢献 

 総合研究推進機構と同機構が統括・支援する学部附置研究所、大学附置研究所、プロジェ

クト研究所では、研究を通じた産官学連携の推進を図り、受託研究・共同研究の推進事業や

包括協定先との連携事業等を実施している（資料 9-44、9-47～9-57、9-46【Web】）。 

例えば、産学連携を通じた社会貢献として、「かながわ産学公連携推進協議会」「横浜ライ

フイノベーションプラットフォーム」への参画や、産学連携支援機関（「横浜市工業技術支

援センター」「横浜金沢産業連絡協議会」等）といった学外の連携機構に加盟して社会ニー

ズの把握に努めるとともに、本学の研究成果の社会還元活動を推進している（資料 9-23

【Web】、資料 9-24【Web】、資料 9-25）。 

研究成果の広報活動としては、地域金融機関との連携のもとで研究シーズの紹介を行う

機会を設けることで、本学の研究活動を社会に向けて発信しているほか、研究成果の社会還

元事業の一環として、「ひらめき☆ときめきサイエンス～ようこそ大学の研究室へ～
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KAKENHI」「アートどろだんご with『どぼじょ』」等を実施し、学術研究において得られた成

果を「教育」を通じて次世代に継承する取組みを継続している（資料 9-26【Web】、資料 9-

27【Web】）。 

さらに、学際的研究を推進して社会との連携を深める活動拠点として、防災・減災・復興

学研究所を設置している（資料 9-28【Web】）。工学的解決と人文社会学的アプローチという

文理融合型の防災・減災・復興学の提唱と、防災行政や復興支援に資する学術研究成果の発

信、関東学院六浦高等学校 GLE（Global Learning through English）クラスの 1年生との

「金沢区防災サミット」「葉山町民大学」「防災・減災討論会 金沢区民皆で考えよう 被災時

のいのち」等のイベントを通じて、市民の安全・安心な暮らしへの貢献を図っている（資料

9-29【Web】、資料 9-30【Web】、資料 9-31）。 

その他、材料・表面工学研究所では、高度技術の社会へのスムーズな普及という観点から

社会貢献の推進を図っている（資料 8-34【Web】）。表面工学に関する最先端の知見や技術に

ついて、個別企業と特許を独占するのではなく、広く開示・提供する目的で、2025 年度は

約 40 の企業と技術供与契約を結び、技術普及活動を行っている（資料 9-32）。なお、本学

は特許権実施等件数で私立大学において全国第 1 位、国公立大学を合わせても全国第８位

の実績を上げており、研究活動・研究成果を通じた社会貢献として評価できる（資料 8-35）。 

研究成果の社会還元事業について、2025年度は 2024年度に比べ微増傾向にあるが、しか

しながら、大学で生み出す知的財産・技術の実用化、事業化等に関しては、材料・表面工学

研究所以外では数件に留まり、十分とはいえない状況にある。社会実装機能の強化のため、

地方自治体や産業界等からの意見聴取を行う機会の創出や、自治体や産業界等との連携に

よる地域課題の解決を目的とした研究を実現するために、地方自治体からの補助金・助成

金・委託費等の獲得に向けた申請支援を強化する必要がある。 

 

③ 地域社会との連携・貢献 

地域交流に関しては、本学主催のさまざまなイベント等を企画・運営している。具体的に

は、近隣地域（横浜市金沢区、横須賀市追浜地区等）の小中学生及びその保護者等を招いて、

各課外活動クラブの指導者と学生が競技指導を行う「スポーツフェスティバル」や、少年野

球大会、ソフトボール大会、野球教室、タグ・ラグビー教室、走り方教室、ウィンドサーフィ

ン教室等が挙げられ、小中学生にスポーツの楽しさや、ルールの大切さなどを子どもたちが

学ぶ機会を設けることを目的として、2011年度から実施している（資料 9-33【Web】、資料

9-34）。その他高齢化が進むキャンパス近隣住民の運動機会の増進に向けた取組みとして、

シニア層を対象とした体力測定講座を 2022 年度から実施している（資料 9-35）。また、本

学図書館では横浜市金沢図書館と連携し、社会人を対象とした区内にある４つの図書館（本

学以外に横浜市金沢図書館、横浜市立大学学術情報センター、JAMSTEC 横浜研究所図書館）

を見学することができる「かなざわ大人のライブラリーツアー」を共催し、地域住民との交

流を図っている。法学部では、「横須賀市と関東学院大学との地域交流活動事業に関する協

定」に基づき、榎戸町内会が所在する追浜地区における地域交流活動の活性化などを目的

に、「学生がつくる喫茶店 【関学珈琲館】」を運営し、住民の交流拠点として地域コミュニ

ティ維持に貢献している（資料 9-36【Web】）。空き家プロジェクトにおいては、複数の学部

で取り組んでおり、毎年継続して空き家の再生活用に取組み、地域活性に貢献している。例
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えば建築・環境学部では、横浜市金沢区にある小泉（こずみ）地区の活性化を目指し、築 50

年で約 10年間空き家だった建物をリノベーションし、建物の管理を行いながら、定期的に

ワークショップを開催し、地域住民と協働でコミュニティスペースとしての活動を行って

いる（資料 9-64【Web】）。また、人間共生学部では、学生の卒業研究がきっかけで誕生した

「空き家プロジェクト」と演習「デザイン・プロジェクト」の履修学生らが、横須賀市が地

域に芸術家を呼び込み「アーティスト村」として地域活性化を目指す事業の一環に参加し、

継続的にリノベーションや施設整備を行うなど横須賀市と連携した取組みを行っている

（資料 9-65【Web】）。その他金沢まつり花火大会、おっぱままつりなど地域の催事でのボラ

ンティアや、キャンパス近隣の清掃作業への参加、各種ボランティア活動など、多岐にわた

る地域交流を行っている（資料 9-37【Web】、資料 9-38【Web】）。 

高大連携においては、高大連携提携校は 37校となっており、高等学校との連携事業の強

化を進めている（資料 9-39【Web】）。高大連携の例としては、2022年度から「総合的な探究

の時間」が高等学校で必修化されたことに伴い、本学への相談案件が増加傾向にある。具体

的には、総合大学の強みを活かした、文系理系各学部の教員による探究学習支援プログラム

を行っている。高校生が高等学校と大学を行き来しながら、社会課題の解決に挑む大学の研

究に触れ、自身で課題を立て結論を出していく作業を支援する事例が多くあり、2025 年度

では横浜市立みなと総合高等学校のほか、数校の生徒たちが来校している。 

上記の探究学習支援プログラムのほか、神奈川県内私立高校と連携し、学校推薦型選抜と

連動した高大連携プログラムを 2024年度から実施している。本学での学びを体験するプロ

グラムへの参加を必須としており、高校生が進学する学部・学科のミスマッチを防止するだ

けに留まらず、目的意識を持って学部・学科に入学することによる意欲やモチベーションを

高く維持していくことをめざしている。2024年度に 1校との連携で始まったプログラムが、

2025年度には４校との連携へと規模を拡大して実施している。（資料 9-40） 

また、近年、文部科学省から理系分野への進学を促すさまざまな施策が進められているが、

本学においても理工学部、情報学部、建築・環境学部のリソースを活用し、高校 1年生の文

理選択を迎えるタイミングの前に理工系分野への興味を喚起することを目的とした体験型

プログラムを積極的に実施している。2025 年度では、中学３年生対象が３校、高校 1 年生

対象で 2校と理工系体験連携プログラムを実施した。（資料 9-40） 

その他、教職支援センターにおいて、不登校学生の学習支援を行う神奈川県立中学高等学

校協会主催の神奈川私学修学支援センターの支援員や横浜市教育委員会主催のよこはま教

育実践ボランティアをはじめとする各種ボランティアを通じて、教職課程を履修する学生

の学びを活かした社会連携・社会貢献を行っている（資料 9-41）。 

また、社会連携センターにおいて、「横須賀三浦地区県立高校生インターンシップ」の受

け入れ支援を行い、図書館及び宗教センターにて高校生の就業体験の機会を提供している。 

 

以上のことから、本学は社会連携・社会貢献に関する方針に基づき、社会連携・社会貢献

に関する取り組みを実施し、教育研究成果を適切に社会に還元しているといえる。 

 

評価項目② 

社会連携・社会貢献活動の状況を定期的に点検・評価し、改善・向上に向けて取り組んでい
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ること。 

＜評価の視点＞ 

・社会連携・社会貢献に関わる事項を定期的に点検・評価し、当該事項における現状や成果
が上がっている取り組み及び課題を適切に把握しているか。 

・点検・評価の結果を活用して、社会連携・社会貢献に関わる事項の改善・向上に取り組み、
効果的な取り組みへとつなげているか。 

 

＜社会連携・社会貢献活動の適切性＞ 

内部質保証のための組織体制や運用プロセスに基づき、社会連携・社会貢献に関する点

検・評価及び改善・向上について、全学的・体系的に推進している。 

社会連携・社会貢献活動の適切性については、社会連携センター、総合研究推進機構に加

え、国際センター、広報課、学生生活課を中心に、学部・研究科と適切に連携して、自己点

検・評価制度等により組織的・定期的に点検・評価を実施している（資料 9-58）。特に重点

事業に関わる取組みについては、重点事業推進体制のもと、定期的に進捗と適切性について

点検・評価を行っており、日々の改善・向上につなげている（資料 9-59～9-60）。これら年

間を通しての点検・評価結果は、自己点検・評価報告書作成体制のもと、全学的観点から総

括し、当年度の『自己点検・評価報告書』を作成するとともに、重点課題を設定し、学長に

報告している（資料 9-61）。 

学長は、これを受けて、大学自己点検・評価委員会等の全学内部質保証推進組織を通じ、

改善・向上に向けた取組み（事業計画等）に適切につなげるよう当該組織に指示している（資

料 9-62）。また、改善・向上の取組み（事業計画等）については、その確実な実施を推進し

ている（資料 9-63）。 

具体例として、社会連携センターや総合研究推進機構、国際センター等、各学部では、2025

年度に実施した自己点検・評価制度による点検・評価の結果をもとに、社会連携・社会貢献

活動の推進・拡充・強化を図る取組みに関する 2026年度の事業計画を検討し、社会連携セ

ンター運営委員会や総合研究推進機構会議、国際交流委員会、学部教授会の議を経て、学長

に報告している（資料 9-42）。 

学長は、これに基づき、大学自己点検・評価委員会において、社会連携・社会貢献に関す

る全学的な特色に「産官学連携」「社会連携教育」「国際交流」などが、一方で全学的な課題

に「研究情報発信力」や「履修証明プログラム」があげられることを全学的に確認し、これ

に事業計画を適切に対応させて伸長や改善を図るように当該組織へ指示を出しており、2026

年度の事業計画に適切に反映している（資料 9-43）。 

なお、本学の理念・目的からも、社会連携・社会貢献活動は積極的に推進すべき活動であ

ると同時に、こうした事業や活動が社会からどのように受け止められているかについても、

継続的に注視する必要性があると考えている。当該組織においては、アンケートやヒアリン

グといった調査をもとに、その活動内容について、社会的適切性を常に点検するとともに、

見直しを図っている。 

 

２．分析を踏まえた長所と問題点 

社会連携・社会貢献に関する方針に基づき、社会連携センターや総合研究推進機構を軸

とし、学内全組織、機関の諸活動との連動により、地域社会・地域自治体等との関係の深
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耕を図り、地域ニーズの発掘や新規連携事業の創出を行っている。また、学生に対しては、

この社会連携（企業・自治体・地域・海外大学等との連携）や連携により実現した活動を

通じて、実社会を体験し、日々の授業等における学習に加え、新たな視点の創出や課題発

見・解決を目指す機会とする教育の展開につなげている。 

  産官学連携事業において、研究成果の具体的な社会実装に向けた取組みが停滞してい

ることが課題である。研究成果を社会実装につなげるためには、創出された研究成果を社

会実装に導く支援体制の整備が必要である。研究シーズの発掘、社会ニーズの把握を強化

し、 研究成果の社会実装プロセスの確立を図る。 

 

３．改善・発展方策と全体のまとめ 

 本学では、社会連携・社会貢献を教育および研究の基盤に位置付け、地域社会や企業と

の連携を通じて社会課題の解決に積極的に取り組んでいる。特に「社会連携教育」では、

地域や自治体との協力を深め、学生に実社会での問題解決能力を養うことを目的として

いる。加えて、学際的な研究と産官学連携を通じて、社会的ニーズの解決に貢献している。

企業との共同研究や地域活性化を推進する活動により、教育と研究が社会に実質的に貢

献する形で進められている。 

また、社会連携・社会貢献活動の適切性を維持するため、定期的な点検・評価を実施し、

改善と向上に向けた取組みを行っている。具体的には、社会連携センターや総合研究推進

機構を中心に、学内各組織と連携して自己点検・評価制度を定期的に実施しており、評価

結果は全学的に体系的に集約される。この評価結果は毎年度「自己点検・評価報告書」と

してまとめられ、次年度の事業計画に反映され、必要に応じて改善策が講じられる。この

プロセスを通じて、社会連携・社会貢献活動の質を継続的に向上させ、大学全体で社会貢

献の実効性を高めることを目指している。 

今後の課題として、研究成果の社会実装を加速させるための支援体制強化が求められ

る。特に、研究シーズと社会ニーズを効果的に結びつける仕組みの構築が重要であり、こ

れにより研究成果が従来以上に迅速かつ広範囲に社会に還元されることが期待される。 
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第 10章 大学運営・財務（１）大学運営（本文）  
１．現状分析 

評価項目① 

大学運営に関する方針に基づき、学長をはじめとする所要の職を置き、教授会等の組織を設
け、これらの権限等を明示していること。また、それに基づいた適切な大学運営を行ってい
ること。加えて、大学を設置・管理する法人の運営が適切であること。 

＜評価の視点＞ 

・大学の理念・目的、大学の将来を見据えた中・長期の計画等を実現するために必要な大学
運営に関する大学としての方針を教職員で共有しているか。 

・関係法令及び大学運営に関する方針に基づき、明文化された規程に従って大学運営を適切
に行っているか。また、その透明性を確保するために、学長等の役職者、教授会等の組織
の権限と役割を法令に基づき規程上明確に定めているか。さらに、その選任、意思決定や
権限執行等を、適正な手続のもとで行っているか。 

・法人はその組織及び役職者の権限と責任を明確化し、大学を適切に管理しているか。また、
関係法令に基づき定めた規程に従い役職者の選任及び運営を適切に行い、意思決定・業務
執行に対する法人組織内のチェック機能を働かせているか。 

  

＜大学運営に関する方針の共有＞ 

 本学は、建学の精神及び校訓「人になれ 奉仕せよ」に基づく理念のもと、「学校法人関東

学院寄附行為」に定める目的、「関東学院大学学則」「関東学院大学大学院学則」に定める教

育研究上の目的を、将来にわたって達成し続けるため、2010 年に学院創立 150 周年（2034

年）に向けて、学院の基本的な方針・方向性とともに、大学の「教育理念」「教育目標」「行

動指針」を示した「関東学院グランドデザイン」を策定し、Webサイトで広く一般にも公表、

周知している（資料 10(1)-1～4）。 

 この「関東学院グランドデザイン」を受けて、2014年には 10 年後のあるべき姿、ありた

い姿を描き、その実現のための将来構想である「未来ビジョン」を策定し、その進捗目標と

して中期計画が位置づけられた。2025年度からは、第一期中期計画（2020－2024年度）の

推進結果を踏まえ、第二期中期計画（2025－2029）に取り組んでいる。 

また、本学の理念・目的及び大学の将来を見据えた計画等の実現に向け、これまで「未来

ビジョン」において掲げていた大学運営に関する基本戦略について、以下のとおり「大学運

営に関する方針」を 2024年度に策定し、学部長会議等の全学会議で報告するとともに、グ

ループウェアへの掲載等を通じ、学内全体において共有を図っている（資料 10(1)-5～7）。 

以上のことから、大学の理念・目的、大学の将来を見据えた中・長期の計画を実現するた

めの必要な大学運営に関する大学としての方針を適切に教職員で共有しているといえる。 

 

関東学院大学 大学運営に関する方針 

 

関東学院大学では、建学の精神であるキリスト教の精神に基づき、校訓「人になれ 奉

仕せよ」のもと、生涯をかけて教養を培う人間形成に努め、人のため、社会のため、人類

のために尽くすことを通して己の人格を磨くことを教育方針としている。 

大学は、その理念・目的を実現するため、大学運営に関する方針を次のとおり定める。 

１．大学は、関係法令及び学則をはじめとする諸規程に則り、学⾧のリーダーシップのも

と、不断の改革及び点検・評価を実行し、公正性、透明性をもって大学運営を行う。 
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２．学⾧は、大学評議会、学部⾧会議、研究科委員⾧会議等の各種会議体を統制し、大学

ガバナンスの維持・向上に努める。 

３．学⾧は、理事会と連携を図り、大学が永続的に発展していくために、最適な教育研究

環境を構築する。 

４．大学は、大学としての社会的説明責任を果たすため、情報を積極的に公開するととも

に、情報発信にあたっては戦略的な広報活動を強化し、大学のブランド価値を高める。 

５．大学は、大学運営業務、教育研究活動の支援等、大学運営に必要となる組織を適切に

配置し、円滑かつ効果的に行うため、組織的・継続的に教職員の資質・能力向上を図り、 

教職協働で取り組む。 

６．大学は、教育研究を支える財務基盤をより強固なものとするために、戦略的かつ効果

的な予算の編成を行うとともに、適切な予算管理及び予算執行を行う。 

７．大学は、財務基盤の安定に資するため、競争的資金、共同研究などによる研究資金、

補助金、寄付金収入等、収入の多様化を積極的に図る。 

 

＜適切な大学運営のための組織の整備＞ 

（１）学長の選任方法と権限の明示 

学長の選任方法については、「関東学院大学学長候補者選挙規程」に定めている（資料

10(1)-8）。学長候補者選挙は「関東学院大学学長候補者選挙管理委員会内規」に従い、学

長候補者選挙管理委員会によって実施される（資料 10(1)-9）。直接無記名投票による予

備選挙、本選挙によって選出された学長候補者は、大学評議会に報告され、大学評議会で

の確認の後、理事会に推薦され、審議を経て任命される。なお、被選挙権者は本学専任教

員（特約教員、任期制教員を除く）のほかに、30 名以上の選挙権者によって推薦を受け

た学外者も候補者となることが可能で、幅広い人材の中から学長を選任することができ

る。また、選挙権者は本学専任教員のほかに、大学及び法人事務局の職員のうち参事もし

くは主事の職位にある者、助手及び研究助手のうち技師の職位にある者としており、広く

教職員の意思、意見が反映される仕組みである。 

学長の権限と責任については、「関東学院職制」第 38条に、「大学及び大学院の校務を

統轄し、大学を代表する」「大学評議会、学部長会議、その他必要とする会議を招集し、

教学に係る重要事項を提案して意見を聴いた上で必要な決定をし、及び大学の管理運営

を円滑に行う」と明確に定めている（資料 10(1)-10）。 

また、「学校法人関東学院寄附行為」第９条に規定されているとおり、学長は学校法人

関東学院の理事となる資格を有しており、大学の意思決定権者であることから、「関東学

院大学学長候補者選挙規程」第３条に「学長の任期は、４年とし、再任を妨げない。ただ

し、連続して８年を超えないものとする。」と定めている（資料 10(1)-4、10(1)-8）。さら

に、職務上の義務違反があったときや、学長としてふさわしくない行為があったとき等に

は、学長解任の手続が行えるよう「関東学院大学学長の在任中における解任手続に関する

規程」を定めている（資料 10(1)-11）。また、「関東学院大学学長候補者選挙規程」第 14

条に、同規程の改廃は大学評議会又は理事会のみが発議できるものと規定されており、学

長は自身の身分に関わる規程改廃には権限が及ばないよう定めている（資料 10(1)-8）。 
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（２）役職者の選任方法と権限の明示 

大学の役職者は「関東学院職制」第 26条第２号に定めており、ここで規定されるすべ

ての役職者は、理事会の議を経て理事長によって任命されることが同第 27条に規定され

ている（資料 10(1)-10）。教員については学長から大学教員人事小委員会を経て、職員に

ついては職員人事小委員会を経て関東学院人事委員会で審議し、理事会に報告される（資

料 10(1)-12、10(1)-13）。その職務権限については同第 39条から第 73条に、それぞれ個

別に、明確に規定されている。なお、その選任方法と職務等において、大学運営上、区分

すべき点を以下に示す。 

 

① 副学長、学長補佐、館・部・センター長 

大学運営上の執行部である副学長、学長補佐、及び大学の各組織や機関等の運営をつか

さどる館・部・センター長は、いずれも学長が指名し、学部長会議、大学評議会にて審議

の後、理事会に推薦される（資料 10(1)-14）。 

副学長の職務は、「関東学院職制」第 39条第１項に「学長を助け、命を受けて教学、学

生支援、研究、地域・産官学連携その他の学長が定める校務をつかさどる。」と規定され

ており、あらかじめ決められた範囲の校務を行う権限が付与されている（資料 10(1)-10）。

また、同条第２項に、「学長不在のときは、学長からあらかじめ指示された職務を代理す

る」と規定されており、職務として学長の代理を務めることができる。 

学長補佐の職務は、「関東学院職制」第 46条に「学長を補佐し、学長からあらかじめ指

示、命令された職務を行う。ただし、学長の職務権限を行使することはできない」と規定

されており、限定された職務を通して学長を補佐するが権限は付与されない（資料 10(1)-

10）。なお、副学長、学長補佐はそれぞれ直接的に学長を助ける役割であるため、学長が

それぞれの役割や責任を明確にしたうえで指名し、理事会に推薦している。 

館・部・センター長の職務は、「関東学院職制」第 43条、第 47条の 2から第 57条に規

定されており、学長の命を受け、それぞれの館・部・センターの運営を円滑に行うことと

されている（資料 10(1)-10）。また同次長は、それぞれの館・部・センター長を補佐する

と定められている。なお、館・部・センター長は、大学の各組織や機関等の運営をつかさ

どることから、その任期は、大学学年暦に合わせ、４月から１年ないし２年としている。 

 

② 学部長、研究科委員長 

学部長、研究科委員長の選任については、各学部、各研究科における候補者選挙規程に

定められている（資料 10(1)-15～10(1)-30）。学部長候補者、研究科委員長候補者は、教

授会、研究科委員会において選出され、学長が同候補者を理事会へ推薦する。 

学部長の権限と責任については、「関東学院職制」第 40 条に「当該学部の教学を統轄

し、学部を代表する」「教授会、その他必要とする会議を招集し、教学上の重要事項を提

案して意見を聞き、学部の運営を円滑に行い、学長の職務を助ける」「当該大学院研究科

の学務を管掌する」と規定されている（資料 10(1)-10）。 

研究科委員長の権限と責任については、「関東学院職制」第 60 条に「学部長の管掌の

下、当該研究科の教学を統轄し、委員会の運営を円滑に行う」と規定されている（資料

10(1)-10）。 
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③ その他の役職者 

各学部に置かれる役職者である学科長、教務主任、共通科目主任、入試主任、並びに各

研究科に置かれる役職者である専攻主任等については、教授会、研究科委員会で選出され、

学部長、研究科委員長から学長に報告され、学長が理事会に推薦する。また、大学附置研

究所の所長については各研究所から、学部附置研究所の所長については教授会で選挙、選

任が行われ学部長から、それぞれ学長に報告され、学長が理事会に推薦する。 

 

（３）学長による意思決定及びそれに基づく執行等の整備 

学長の職務は、「学校法人関東学院寄附行為」第 24条に「この法人が設置する大学の教

学を統轄するとともに、理事会から委任された大学業務を執行する。」と規定されており、

さらに「関東学院職制」第 38 条には次のとおり規定されている（資料 10(1)-4、10(1)-

10）。 

 

（１） 大学及び大学院の校務を統轄し、大学を代表する。 

（２） 大学及び大学院の儀式及び行事を主宰する。 

（３） 大学評議会、学部長会議、その他必要とする会議を招集し、教学に係る重要事項

を提案して意見を聴いた上で必要な決定をし、及び大学の管理運営を円滑に行う。 

 

提案事項や内容に応じて、大学評議会、学部長会議、大学院研究科委員長会議、或いは複

数の会議体での審議を経て、最終的に学長が意思決定を行い、それに基づく執行プロセスが

整備されている。 

 

① 大学評議会 

大学評議会の設置については大学学則第 51条に定め、その運営については別途「関東

学院大学評議会規程」を制定している（資料 10(1)-1、10(1)-31）。 

大学評議会は、学則第 51 条第２項及び第３項に規定された、学則等の制定又は改廃、

学部等の設置及び改廃、学生の定員に関する事項のほか、教学上又は管理運営上特に重要

な事項について審議し、学長に意見を述べることができる。さらに、学長の業務執行の状

況について学長に意見を述べることができる。一方、学長は重要な全学的調整事項等につ

いて意見を求めることがある。学長は大学評議会の審議結果を受け、参酌し、最終的な意

思決定を行うことができる。 

大学評議会は、学長が招集し、原則として３箇月に１回の開催を定例とし、大学評議員

（学長、学部長、副学長（学長が指名した者１名）、研究科委員長、大学宗教主任、事務

局長に加えて、各学部教授会が選出した者各１名）により構成している。また、３名以上

の大学評議員が開催を求めた場合、直ちに招集しなければならず、重要事項の審議を大学

評議員側からも要求できることが担保されている。 

 

② 学部長会議 

学部長会議の設置については大学学則第 51条の２に定め、その運営については別途「学
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部長会議規程」を制定している（資料 10(1)-1、10(1)-32）。 

学部長会議は、教育・研究体制の改善及び整備、教育環境の整備、予算編成及び予算執

行、人事計画及び組織計画、教務及び学事、学生の福利厚生及び課外活動に関する事項に

加え、教授会及び大学に設置している機関等（図書館、総合研究推進機構及び各附置研究

所、附属機関（センター等））が学長に意見を述べた事項のほか、教学上又は管理運営上

重要な事項について審議し、学長に意見を述べることができる。一方、学長は必要に応じ

て全学的調整事項等について意見を求めることがある。 

学部長会議は、学長が招集し、原則として毎月１回の開催を定例とし、学長、副学長、

学部長、事務局長により構成している。 

 

③ 大学院研究科委員長会議 

大学院研究科委員長会議の設置については大学院学則第 49条に定め、その運営につい

ては別途「関東学院大学大学院研究科委員長会議規程」を制定している（資料 10(1)-1、

10(1)-33）。 

大学院研究科委員長会議は、大学院学則等の制定又は改廃、学位授与、各研究科指導教

員の推薦、奨学生の選考等に関する事項に加え、研究科委員会が学長に意見を述べた事項

のほか、大学院に関する重要な事項について審議し、学長に意見を述べることができる。

一方、学長は必要に応じて全学的調整事項等について意見を求めることがある。 

大学院研究科委員長会議は、学長が招集し、原則として毎月１回の開催を定例とし、学

長、副学長、研究科委員長、事務局長により構成している。 

 

（４）教授会・研究科委員会の役割の明確化 

① 教授会 

教授会の設置については大学学則第 52条に「学部に教授会を置く」ことを定め、その

運営については、各学部教授会規程を制定している（資料 10(1)-1、10(1)-34～44）。 

教授会は、学部長が招集し、原則として毎月１回を定例とし、当該学部の専任教員及び

専任教員以外の基幹教員で教授会が認めた者により構成している。また、当該学部におけ

る学生の入学及び卒業、学位授与、教育課程の編成、教員の教育研究業績審査、学生の身

分、教員人事、学部長候補者等の選出に関する事項について審議し、学長に意見を述べる

ことができる。また、学長及び学部長が諮問した事項等について審議し、意見を述べるこ

とができる。 

 

② 研究科委員会 

研究科委員会の設置については大学院学則第 50条に「大学院の各研究科に研究科委員

会を置く」ことを定め、その運営については各研究科委員会規程を制定している（資料

10(1)-1、10(1)-45～49）。 

研究科委員会は、研究科委員長が招集し、当該研究科の授業を担当する専任教員により

構成している。また、当該研究科における学生の入学及び課程修了、学位授与、教育課程

の編成、研究科担当教員の教育研究業績審査、学生の身分、研究科委員長候補者等の選出

に関する事項について審議し、学長に意見を述べることができる。また、学長及び研究科
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委員長が諮問した事項等について審議し、意見を述べることができる。 

 

（５）学長による意思決定と教授会・研究科委員会の役割との関係の明確化 

前述のとおり、学長の役割は、「大学及び大学院の校務を統轄し、大学を代表する」「大

学評議会、学部長会議、その他必要とする会議を招集し、教学に関わる重要事項を提案し

て意見を聴いたうえで必要な決定をし、及び大学の管理運営を円滑に行う」ことである

（資料 10(1)-10 第 38条）。 

一方で、教授会、研究科委員会の役割は、大学学則第 52条、大学院学則第 50条に規定

された事項について審議し、「学長に意見を述べる」ことである（資料 10(1)-1、10(1)-

2）。 

以上から、最終的な意思決定を行う学長に対し、各教授会・研究科委員会は学長に意見

を述べる関係にあることを規程により明確にしている。 

 

＜教学組織（大学）と法人組織（理事会等）の権限と責任の明確化＞ 

「学校法人関東学院寄附行為」第９条において、本法人における理事の選任に関して定

め、同第 14条及び第 15条において、学長を含む理事により構成する理事会を置き、理事

会がこの法人の業務を決し、理事の職務の執行を監督することを規定している。そして、

同第 17条及び第 20条において、理事長の選定及び職務を定めている。 

 また、評議員会は、同第７条において理事選任機関として定められ、理事選任にあたり

あらかじめ評議員会の意見を聴取することが規定され、同第 45条第 1項において法人の

業務若しくは財産の状況又は役員の業務執行の状況について、役員に対して意見を述べ、

若しくはその諮問に答え、又は役員から報告を徴することができるとしている。 

さらに、同第 45条第 2項、第 46条、第 47条において、あらかじめ評議員会の意見を

聴取しなければならない事項や理事の行為の差止めの求めなどが規定され、理事会や役

員、会計監査人等へのチェック機能を働かせている。 

 

一方、学長の職務は、同第 24条に「この法人が設置する大学の教学を統轄するととも

に、理事会から委任された大学業務を執行する」と規定されており、大学の教学に関する

権限と責任が付与されている。そして、「関東学院決裁区分規程」において、理事会及び

大学の決裁権限、理事会又は常任理事会へ報告・提案すべき項目等について詳細に定めら

れている。大学評議会、学部長会議、大学院研究科委員長会議等で審議され、学長が意思

決定をした事項のうち、理事会に報告し、審議される事項が「関東学院決裁区分規程」に

規定され、教学組織（大学）と法人組織（理事会等）の権限と責任が明確化されている（資

料 10(1)-50）。 

以上のことから、本学では学長をはじめとする役職者の選任及び権限と責任の明確化、

教授会・研究科委員会等の組織の権限と役割の明示、法人と大学の適切な連携体制の構築

により、適切な大学運営及び効果的な法人管理が為されているといえる。 
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評価項目② 

予算編成及び予算執行を適切に行っていること。 

＜評価の視点＞ 

・予算を適正な手続で編成し、予算執行においては透明性を確保しているか。 

 

＜予算編成及び予算執行の適切性＞ 

本学院の予算編成については、「学校法人関東学院経理規程」に基づき、学院独自の目的

別予算である院内予算計算体系と、私立学校振興助成法で定める学校法人会計基準の形態

別予算である資金収支計算体系、事業活動収支計算体系に分けて、予算編成と予算執行及び

予算管理を行っている（資料 10(1)-51）。 

毎年、理事会において、「事業計画作成方針・予算編成方針」が定められ、学院の資産状

況と学院全体の短期、中・長期の事業計画に鑑みて、予算編成の目標が掲げられる（資料

10(1)-52）。同時に理事会では、翌年度の収入予測（主に学生生徒等納付金、手数料、補助

金）と支出予測（主に人件費、減価償却額）を基に、帰属収支において収支均衡が確保でき

るよう算出した「管理可能経費」を、法人事務局、及び大学、各校・園に提示している（資

料 10(1)-53）。大学は管理可能経費を次年度予算編成の支出総額の目標とすることで、安定

した予算編成が可能となる。 

大学の予算編成手順は以下のとおりであり、この工程を経ることで、予算編成に関する適

切性を担保している（資料 10(1)-54）。 

１ 大学経営課にて、部署ごとに、過年度の予算執行状況を踏まえた「予算基準額」を設

定し、各部署へ提示する。 

２ 各部署は予算基準額をもとにして、経常的な経費の見直し、事業継続の判断、新規事

業等を考慮した「予算要求明細書」を作成し、予算科目ごとに予算科目責任者へ提出

する。 

３ 予算科目責任者は、各部署からの要求をとりまとめて予算要求合計表を作成し、大学

経営課へ提出する。 

４ 大学経営課は、予算科目責任者から提出された予算要求合計表の内容について取り

まとめ、翌年度の収支状況と予算要求内容をまとめた予算調整会議資料を作成する。 

５ 作成した資料については、事務局長、経営企画部長、学生支援部長、教学支援部長、

大学経営課長等にて内容を精査・検討するのと並行して、学長によって新規事業実施

の可否、事業の拡大縮小の判断、経常的経費の見直しについて検討が行われる。 

６ 精査・検討された予算要求内容については、必要に応じて所属長に対してヒアリング

を実施し、予算の必要性の確認及び調整を行う。 

７ ヒアリング後、予算調整会議資料を学長に報告し、最終的な精査・調整を行う。 

８ これらを根拠として、当該年度の予算書案を作成し、これを学部長会議に提出して、

そこで承認される。 

なお、2026 年度から予算執行の権限と責任を明確にするため、各部署の事務分掌に定め

る職務毎の予算執行管理に改めることとして、今年度、予算科目の改編を行った。 

 

一方、予算執行は、執行年度の５月１日現在の在籍学生数（入学者数、退学者数）に基づ
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いて補正を行った実行予算額を確定し、実収入を考慮して行っている。具体的な予算執行に

ついては、「予算執行マニュアル」「経理事務マニュアル」「出講および事務手続の案内」等

を整備し、適正な会計処理を行っている（資料 10(1)-55～57）。また、予算執行の決裁につ

いては、会計伝票の単位責任者として学長にすべての決裁権があるが、支出金額に応じて一

定の範囲で事務局長、経営企画部長、大学経営課長に決裁権限を委譲し、予算執行の決裁及

び振込精算の手続を円滑に実施できるようにしている。 

予算執行に伴う効果を分析・検証する仕組みについては、毎月計算される各予算科目の執

行状況表を基に把握し、適正な予算管理体制を確立している（資料 10(1)-58）。また、執行

額が予算額を上回るときには理由書が大学経営課長に提出され、学長もしくは事務局長の

決裁を受けている。 

予算未計上だが政策的な経費を必要とする場合、予備費からを執行することになるが、こ

れについては予算要求時に内容を精査し、予算執行後に報告書の提出を求めることで、その

効果の検証を行っている（資料 10(1)-59）。 

事業計画に掲載された事業に対しては、上期と下期に事業計画進捗状況報告書の提出を

義務付けており、その際、各事業の予算執行内容を検証する体制になっている（資料 10(1)-

60、10(1)-61）。 

以上のことから、本学では予算を適切な手続で編成し、予算執行においては透明性を確保

しており、財務面での健全性と説明責任を果たしているといえる。 

 

評価項目③ 

法人及び大学の運営に関する業務、教育研究活動の支援、その他大学運営に必要な組織を設
け、人員を配置していること。また、その組織が適切に機能していること。 

＜評価の視点＞ 

・大学運営に必要な組織を整備し、法人及び大学の運営に関する業務、教育研究活動の支援
等の業務内容に応じた人員を配置しているか。 

・大学運営が円滑かつ効果的に行われるように、教員と職員の協働・連携を図っているか。 

・必要に応じ、専門的な知識及び技能を有する職員の育成、配置を行っているか。 

・職員の採用、昇格等の人事及び業務評価やそれに基づく処遇改善を、適正に行っているか。 

・大学運営に関する教員及び職員の資質向上を図るため、教員及び職員に対して、スタッフ・
ディベロップメント（SD）活動を組織的に実施しているか。 

 

＜大学運営に必要な組織の整備＞ 

法人及び大学の運営や支援を円滑に行うため、以下のとおり事務組織を整備し、その役割

を事務分掌に明確に定めている（図 10(1)-1）（資料 10(1)-62～10(1)-65）。 
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（図 10(1)-1：学校法人関東学院事務組織図（抜粋）） 

 

事務組織は、法人事務局、大学事務局及び各校・園の事務室に加え、内部監査室により構

成されている。内部監査室は、その職務の性質上、法人及び大学を含む各校の組織とは独立

した組織（理事長所管）として設置されている。 

また、管理部門、企画・政策部門、教学部門とで役割を分担している。管理部門としては

法人事務局の総務部、法務部、財務部、施設部が、企画・政策部門としては法人事務局企画

部、大学事務局の経営企画部が、教学部門としては大学事務局の教学支援部、学生支援部が

設置されている。 

＜教員と職員の連携関係（教職協働）＞ 

教学組織（教育研究組織及び会議体）において、その事務を所管する事務組織を整備する
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ことによって、教学運営や大学運営を補助する従前の役割を強化するだけでなく、教学運営

や大学運営、そしてその意思決定プロセスにも職員が大きく関与する仕組み（会議体の構成

員や陪席、伺書の起案や承認等）を整えている。 

例えば、職員の部長職として 2016年度から経営企画部長の配置を始めとして、教員が教

務部長、学生生活部長を務めていた教学部門の運営においても、2019年度に教学支援部長、

学生支援部長を併置することとした。これにより、教員の部長職である教務部長、学生生活

部長と職員の部長職である教学支援部長、学生支援部長の教職協働による運営体制とする

とともに、職員に大きな権限と責任を付与している。この教員部長職と職員部長職の権限、

役割については、教員部長職については「関東学院職制」第 48条及び第 49条に、職員部長

職については同第 70条の２にそれぞれ規定しており、教員部長職は当該業務運営を円滑に

行い学長の職務を助けることとし、一方、事務部長職は所属事務職員を指揮監督し、所属部

の業務を統轄することとし、それぞれの権限、役割の違いを明確にしている。 

また、職員は、附属機関であるセンターの運営に責任を負う職務であるセンター長にも就

くことができ、例えば現在では、カウンセリングセンター長、さらに、アドミッションズセ

ンター副センター長に職員が配置されており、教員とともにそのセンターの運営を担って

いる。 

加えて、重点事業推進体制等の全学的・横断的活動については、教学組織（教員）及び事

務組織（職員）の合同メンバー構成となっている（資料 10(1)-66、10(1)-67）。 

このように、教員と職員の連携関係（教職協働）により、開かれた教学運営その他の大学

運営の推進を図っている。 

 

＜専門的な知識及び技能を有する職員の育成、配置＞ 

事務組織の統廃合、再編制等多様化・専門化が求められる組織を大所高所に立って検討す

る会議体として、本学院に職員の部長以上の役職者で構成する業務改善推進委員会を設置

している（資料 10(1)-68）。 

従来の事務職員の業務範囲に縛られることなく、エビデンスに基づく教員組織への提案

や教職協働を推進するため、課・室を統合した「部」の編制、アドミッションズセンターの

設置等、事務組織改革に取り組んでいる。 

2025年度には学生の PC必携化による PC教室再整備に伴い、業務の見直しによる組織変

更として大学教務課の ICT担当と法人事務局の ICT企画課、ICT運用課を統合し、事務室を

移転、専門的な知識や経験を有する職員を同一部署に配置し、業務の効率化を図っている。 

人材の確保についても、新卒者採用だけでなく、既卒者採用及び専門性を有する職員を、

従来の給与体系とは異なる年俸制度により採用する「年俸制職員制度」の導入等、職員の多

様化を進めている（資料 10(1)-69）。 

また、2022年度から、新任職員新卒採用者を対象に、入職後約一週間の研修期間を設け、

「学院の職員」として学院業務の概要に加え、法令や学校会計などの基礎的知識を理解する

期間とし、さらに１年間は、固定した部署配置を行わず、複数部署を一定期間でローテー

ションすることとし、入職当初から広い視野、視座、視点をもって、「学院の職員」として

就業する意識の醸成を行っている。これは退職者や異動者の補充あるいは新規事業のため

の人員配置という従来の考え方から学院職員としての将来を見据えた人材育成への転換で
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あり、各部署における人材育成に対する意識改革、強化にもつなげていきたいと考えている。 

なお、複数部署における一定期間のローテ―ションの効果等を検証した結果、2024 年度か

らは期間を１年から半年間に変更し実施している。 

 

＜職員の採用、昇格等の人事及び業務評価やそれに基づく処遇改善＞ 

職員の人事は、「関東学院職制」第 25 条により、理事会の議を経て理事長が行うものと

し、理事会に人事委員会を設置し、職員の人事に関する事項を審議すること等を「関東学院

人事委員会規程」「関東学院人事小委員会内規」により定めている（資料 10(1)-10、10(1)-

12、10(1)-13）。 

また、「関東学院職員人事規程」「関東学院職員職位審査規程」「関東学院職員職位基準」

「関東学院職員職位昇格基準」「関東学院職員役職任用に関する規程」「関東学院職員役職任

用及び所属異動基準」を整備し、職員の採用及び昇格、配置等を適切に実施している（資料

10(1)-71～75）。 

職員の採用は、原則として、募集方法は公募、採用時期は４月とし、職員人事小委員会に

よる採用試験の実施及び審査を行い、人事委員会の議を経て、理事会がこれを決定している。 

職員の昇格については、昇格時期は４月及び 10月とし、職位昇格試験（職員人事評価に

おける目標管理シート、所属長による勤務状況報告等も参考とする）を毎年 11月に実施し

ており、その結果に基づき、職員人事小委員会及び人事委員会の議を経て、理事会がこれを

決定している。 

職員の配置については、職員の採用及び昇格の結果や業務経験、勤務年数、各部署の業務

状況等に応じて、配属、所属の異動、役職の任命等を総合的・計画的に検討し、職員人事小

委員会において原案を作成・審議し、人事委員会の議を経て、理事会が決定している。 

 

人材育成と組織活性化により、必要な改革・改善を着実に遂げ、組織の持続的発展につな

げることを目的に、職員人事評価制度を導入している（資料 10(1)-76）｡本制度は、職員人

事小委員会のもとに、部長以上の役職者で構成する職員人事評価委員会を置き、部署の評価

項目の確定、評価内容の点検、評価案の確定、部署間の評価水準の適正化を審議している（資

料 10(1)-77）。 

個人評価は、部署目標と連動した個人目標の達成度だけでなく、職務姿勢や職務遂行力等

を多面的に、また、職員の職位に応じた評価項目・基準による重層評価（自己評価、一次評

価者及び二次評価者による評価）により公平性を担保するとともに、複数回（目標設定時、

中間期、評価時及び評価確定後のフィードバック時）面談を行い、職員一人ひとりの成長を

促すことを目指している。 

なお、2024 年度から課長職以上の役職者に対して役職手当の見直しが図られ、部下の育

成と適切な労務管理、学院・大学等の施策の実現に向けた協業姿勢、問題解決・対応を中心

に評価を行い、翌年度の役職手当に評価結果を反映させている。 

また、特定の業務に従事する年俸制職員の業績評価については、「関東学院年俸制職員給

与に関する内規」により、評価が行われた翌年度の業績給に反映させている（資料 10(1)-

78）。 
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＜大学運営に必要なスタッフ・ディベロップメント（SD）の組織的な実施＞ 

大学運営を適切かつ効果的に行うため、以下のような SD活動を実施している。 

研修参加へは公募型も採り入れ職員の自主性を促すことも試みている。 

外部機関への派遣研修から内製化へと移行し、研修を一般的な知識・技能等の修得の機会

に留めず、学院として必要とする人材の育成に重点を置いた実施へと転換している。 

また、学内での研修については、対面だけの実施ではなく、研修内容からオンライン研修

の導入も積極的に進めている。 

 

（１）教職員対象の研修会 

① 全学教職員研修会 

全教職員を対象とする「全学教職員研修会」において、大学運営をテーマに含めた、学

長による発題や講演を行っている（資料 10(1)-79）。 

 

② 自己点検・評価勉強会 

 認証評価制度の共通理解を深めるとともに、各部局における自己点検・評価の円滑な実

施と現状において取り組むべき課題を共有することを目的に実施している（資料 10(1)-

80）。 

 

③ 新任教職員研修会 

 新任教職員を対象に大学の現状を把握し理解を深めるために、学長による講話、本学が

推進する「社会連携教育」に関する解説及び事例紹介、研究支援体制等の説明を行ってい

る（資料 10(1)-100）。 

 

④ 入学者選抜総括 

アドミッションズセンター長及び副センター長から、近年の受験環境や入学者選抜の

概況、本学の入学者選抜の結果について説明があり、次年度の入学者選抜、募集・広報な

どの対応について、副学長、学部長、学科長、学系長、教務主任及び職員（部長、次長、

学部庶務課長）を対象に行っている（資料 10(1)-101）。 

 

⑤ 学生支援研修会 

毎年、カウンセリングセンター主催で、教職員を対象に昨今の学生が直面している様々

な問題の中で、教職員のニーズが高いと考えられるテーマを選び、研修会を開催している

（資料 10(1)-102）。 

 

なお、上記以外にも、研究倫理教育研修会や知的財産 SDセミナーなどを教職員対象に

実施している（資料 10(1)-103）。 

 

（２）職員研修制度 

職員の資質向上と能力開発を目的として職員研修制度を導入し、本学院の教育研究に深

い理解と見識を示すことのできる人材の養成を図っている（資料 10(1)-81）。また、各種研
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修計画等を策定するため、職員研修委員会を設置し、人材育成方針を明示するとともに、以

下の研修を計画的・継続的に実施している（資料 10(1)-82）。 

 

① 目的別実務研修 

職員の勤務年数や業務経験、担当業務等に応じ、キリスト教学校教育同盟、日本私立大

学連盟、私立大学庶務課長会、私立大学情報教育協会等の学外研修会に積極的に派遣して

いる。 

 

② 階層別（新任職員、就職３年未満職員、管理職）等研修 

職員の勤務年数や業務経験、担当業務等に応じ、学内でオンライン研修を含めた集合研

修を行うほか、学外機関が実施する研修に派遣している。 

また、役職任用において、課長の任用にあたっては管理職候補者研修、次長の任用にあ

たっては幹部職候補者研修を修了することが必須となっている。 

 

③ 全職員合同研修 

オンラインあるいは職員が一堂に介し、学院の職員として誰もが理解しておくべき情

報（ハラスメント、メンタルヘルス、防災等）や学院の方針（経営理念、教育方針、各施

策の目的）を共有し、浸透させることを目的として実施している。 

 

④ 人事評価制度研修 

人事評価制度の理解を深め、新任評価者及び被評価者に対し、制度の円滑かつ健全な運

用を行うにあたり、評価方法及び目標管理の手順を学習させることを目的として実施し

ている。 

 

 なお、学院として、職員が専門知識の水準向上を図るため、業務に関する公的資格及びそ

れに準ずる資格等を積極的に取得することを奨励しており、資格取得者に対し、資格取得の

難易度により報奨金を支給している。 

 

 以上のことから、本学では、大学運営に必要な組織整備、適切な人員配置、教職協働の推

進、専門性を有する職員の育成及び配置、組織的な SD活動の実施を通じて、円滑かつ効果

的に大学を運営する仕組みを構築しているといえる。 

 

評価項目④ 

大学運営に関わる状況を定期的に点検・評価し、改善・向上に向けて取り組んでいること。 

＜評価の視点＞ 

・監事による監査、公認会計士又は監査法人による財務監査等を適切なプロセスと内容で行
い、大学運営の適切性を担保するとともに、その結果を活用して改善・向上に取り組んで
いるか。 

・大学運営にかかる組織のあり方等を含む大学運営に関わる事項を定期的に点検・評価し、
当該事項における現状や成果が上がっている取り組み及び課題を適切に把握しているか。 

・点検・評価の結果を活用して、大学運営にかかる組織のあり方等を含む大学運営に関わる
事項の改善・向上に取り組み、効果的な取り組みへとつなげているか。 
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＜監査による大学運営の適切性＞ 

大学としての社会的責任を果たすため、監事監査、独立監査人監査、内部監査の三様監査

体制により、年度ごとに監査を実施するとともに、各監査報告書を作成し、理事会に提出し

ている（資料 10(1)-83【ウェブ】～10(1)-86）。なお、監事監査については、「学校法人関東

学院監事監査規程」に従い、学校法人の業務及び財産の状況に関する監査のほか、大学及び

各校・園の教学監査も実施している（資料 10(1)-87）。独立監査人監査については、私立学

校振興助成法に基づき、監査法人の公認会計士による監査チームを構成し、会計監査を実施

している。内部監査については、理事長のもとに内部監査室を設置し、公的研究費（科学研

究費補助金を含む）の内部監査及び事務局の業務全般に関する監査を実施している（資料

10(1)-88、10(1)-89）。さらに、監事、独立監査人、内部監査室による連携・協力を図るた

め、監事会議を構成し、三者による情報交換・意見交換を行っている（資料 10(1)-90）。 

以上のことから、大学として、大学運営の適切性を担保し、それぞれの監査の結果を踏ま

え、改善・向上に取り組んでいる。 

 

＜大学運営に関わる事項の定期的な点検・評価＞ 

大学運営の適切性については、事務組織が中心となり、自己点検・評価制度等により組織

的・定期的に点検・評価を実施している（資料 10(1)-91）。特に重点事業に関わる取組みに

ついては、重点事業推進体制が定期的に進捗と適切性の点検・評価を行っており、日々の改

善・向上につなげている（資料 10(1)-67、10(1)-92～10(1)-94）。また、館部センター長連

絡会議及び大学課長会議の中で、重点事業に関わる取組みの進捗状況を情報共有し、意見交

換を行っている。これら年間を通じての点検・評価の結果は、自己点検・評価報告書作成体

制が全学的観点から総括し、当該年度の『自己点検・評価報告書』を作成するとともに、長

所や問題点の可視化（「GP リスト」「タスクリスト」の作成）を行い、学長に報告している

（資料 10(1)-95、10(1)-96）。 

学長は、これを受けて、大学自己点検・評価委員会等を通じ、改善・向上の取組み（事業

計画等）に適切につなげるよう当該組織に指示することで、その確実な実施を推進している

（資料 10(1)-97、10(1)-98）。 

また、職員人事評価制度により、目標管理制度と連動して、各事務局の部署目標の設定及

びその評価も実施している（資料 10(1)-76）。 

以上のことから、本学では三様監査及び自己点検・評価を通じて大学運営の適切性を担保

するとともに、その結果を活用した改善・向上に取り組んでいるといえる。 

 

２．全体のまとめ 

 学院創立 150周年に向けた基本的な方針、方向性を示した「関東学院グランドデザイン」、

その実現に向けた将来構想である「未来ビジョン」、そしてその進捗目標である「中期計

画」は 2025年度から第一期の進捗結果を踏まえて第二期中期計画が始動している。また、

掲げた目標の達成に向けて、より実効性のある具体的な施策を推進するために毎年度事

業計画を策定し、重点事業を掲げている。さらに 2024年度には、「未来ビジョン」に掲げ

ていた大学運営に関する基本戦略を「大学運営に関する方針」として策定した。 

このように、大学の理念・目的、将来を見据えた中・長期計画を体系的に策定している
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とともに、これを実現するために「大学運営に関する方針」を明示し、教職員への周知徹

底を図っている。また、単に会議報告やグループウェアへの掲載、周知に留まらず、学部

長会議や研究科委員長会議において重点事業の進捗状況、また、館部センター長連絡会議、

大学課長会議において重点事業及び中期計画の進捗状況が報告され、教職員全体で情報

共有を図り、定期的に検証し改善に向けて取り組んでいる。その結果、2025 年度には大

学院博士後期課程において将来的にも定員充足が厳しい研究科において収容定員のあり

方を議論するに至っている。 

また、適切な大学運営のための規程を整備し、関係法令やその改正にも適宜対応してお

り、大学における役職者の任免手続きや職務権限、会議体の構成員や審議事項等も明確に

定めている。さらに法人組織との権限と責任は「関東学院決裁区分規程」において整理さ

れており、これらにより大学運営の適切性と公正性は確保されている。 

予算については、毎年、理事会において「事業計画作成方針・予算編成方針」が定めら

れ、学院の資産状況と学院全体の短期、中・長期の事業計画に鑑みて、予算編成の目標が

掲げられており、大学はこれに基づき予算編成及び執行している。数年前には赤字予算が

常態化しつつあったが、帰属収支差額における 2億円以上の黒字確保を目途として、従来

の慣習や制度等の見直しなどを行った結果、昨年度から黒字予算に転換している。 

事務組織については、「業務改善推進委員会」を設置し、事務部署の統廃合や再編、事

務全般の業務改善等、多様化、専門化が求められる業務内容に対応するための組織等につ

いて大所高所から検討している。各部署には、専任職員と専門性等に応じて年俸制職員を

配置し、目標管理制度や評価制度及び研修制度の充実を通じて、人材育成にも力を注いで

いる。人材の確保にあっては、新卒採用だけではなく、既卒者採用、及び専門性を有する

年俸制採用等、雇用形態の多様化を図り、さらに業務委託など外部人材を活用することで、

業務を効率化、専任職員の負担を軽減しコア業務に集中できる環境を整えている。今後、

各部署の業務内容等を検証し、適正人員を策定する必要があると考えている。 

教職協働については、従来から、大学運営や教学運営、そしてその意思決定プロセスに

職員が深く関与する仕組みを整えており、実質的な教職協働を実行している。さらに促進

するために、職員については、学内研修や外部機関への派遣研修を通して、資質向上と企

画能力の向上を継続的に図っている。 

このほか、大学としての社会的責任を果たすため、監事監査、独立監査人監査、内部監

査の監査体制を整えて監査するとともに、自己点検・評価を通じて大学運営の適切性につ

いて点検・評価し、その結果を活用した改善・向上に取り組んでいる。 

以上のことから、大学基準に照らし、適切な大学運営を行っているといえる。 
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第 10章 大学運営・財務（２）財務（本文） 
１．現状分析 

評価項目① 

教育研究活動を安定して遂行するため、中・長期の財政計画を適切に策定していること。 

＜評価の視点＞ 

・具体的かつ実現可能な中・長期の財政計画を策定し、大学運営にあたっているか。 

・財務関係比率に関する指標又は目標を設定し、健全な運営を確保しようとしているか。 

 

＜中・長期の財政計画の適切な策定＞ 

本学の財政計画については、前年度のシミュレーション結果を踏まえ、キャンパスの再

編・整理、大学の授業料見直し、定員増の検討による収入増など収支状況の改善に向けた施

策を追加した内容とした。事業活動収支予算書の形式により、2025年度から 2029年度まで

の事業活動収支及び貸借対照表による５年間の財務シミュレーションを作成し、2025 年９

月開催の常任理事会および理事会にて報告した（資料 10(2)-1）。 

大学では、財務シミュレーションについて、中・長期計画策定のための資料として活用す

る一方で、財政的基盤となる収入の確保と増加、適切な予算執行のための施策を実施し、教

育研究活動をより一層安定して遂行できるよう努めている。 

収入全体の中で、学生生徒等納付金の占める割合が最大であることから、入学定員の維持

や退学者の減少に向けた取組みを通じて、安定的な収入源の構築に努め、中・長期的な財政

基盤の安定化を図るとともに、近年の物価高騰による運営コストの急激な上昇もあり、人件

費、光熱水費、教材費などの経費が高騰していることから、2027 年度入学生からの授業料

等値上げについて金額を決定した。一方で、今後は学生数の大きな増加を見込めない中で、

学生生徒等納付金以外の収入増加、とりわけ寄附金、補助金及び受託事業収入の増加が急務

となっている。 

支出面においては、2023年度以降のキャンパス再配置に伴い、2026年度予算で金沢八景

（六浦・室の木）の既存建物の改修や空調設備の新設・更新工事を盛り込むなどの環境整備

や改善を図りつつ、施設の維持管理費等、経費削減の検討を進めていく。 

 

＜財務関係比率に関する指標又は目標の設定＞ 

学院における財務関係比率に関しては、経理課（法人）が算出し、日本私立学校振興・共

済事業団が毎年発行している『今日の私学財政』から抜粋した全国平均（医歯系除く法人、

学生生徒等数１万人以上の法人）、同事業団財務相談支援センターが示す財務関係比率の優

劣の評価とともに、経営指標のひとつとして、事業報告書に掲載している（資料 10(2)-2）。 

さらに、大学における財務関係比率に関しては、事業活動収支計算書関係比率により、５

年間の比率推移を作成している（大学基礎データ表 10）。人件費比率を適切な方法で抑制す

る一方、教育研究経費への配分の増加を目標としており、事業活動収支計算書の基本金組入

前当年度収支差額、及び教育活動収支差額における黒字化を必達目標としている（資料

10(1)-52）。大学においては、2017年度以降、この目標を達成していたが、2023年度は小田

原キャンパスの譲渡、2024 年度は金沢八景キャンパス及び金沢文庫キャンパスの施設の一

部減築より赤字となった。なお、これらの事業により施設の維持管理費の削減が図られ、そ
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の結果、2025 年度予算の教育活動収支、基本金組入前当年度収支差額ともに黒字を確保し

ている（資料 10(2)-3）。 

 

評価項目② 

教育研究活動を安定して遂行するために必要かつ十分な財政基盤を確立していること。 

＜評価の視点＞ 

・教育研究水準を維持し、向上させていくための安定的な財政基盤を確保しているか。 

・授業料収入への過度の依存を避けるため、学外から資金を受け入れ、収入の多様化を図っ
ているか。また、それによってどの程度の財源が確保されているかが明らかであるか。 

 

＜安定的な財政基盤の確保＞ 

学院の財務状況に関しては、日本私立学校振興・共済事業団の 2024（令和６）年度版『今

日の私学財政』で示されている貸借対照表関係比率 20項目により把握することができる（資

料 10(2)-2）。 

これらの比率を全国平均と比較すると、多くの項目で全国平均と同水準、又は全国平均よ

り良好な状況であり、中でも負債に備える資産の蓄積に分類される流動比率は全国平均を

上回り 2024 年度は 39.4 ポイント上回る。前年度から改善している項目も多く、引き続き

安定した財務基盤を維持している。 

2025年度は関内キャンパスの研究棟購入計画に伴い、購入資金の一部として 25億円を借

り入れたものの、借入金の利用は事業費全体の一部を補う範囲にとどまっており、施設整備

事業の大部分を自己資金で賄うことができている。 

これらは、本学院の短期的な支払能力が高いことを示しており、教育研究活動を安定して

遂行していくためはもとより、今後の事業投資を実施していくうえでも、必要かつ十分な財

務基盤を大学において確立していることが確認された。 

本学の財務状況に関しては、2024 年度決算の事業活動収支計算書（大学部門）で経常的

な収支の観点から分析すると、教育活動収支差額は支出超過、教育活動外収支差額は収入超

過であり、両者を合計した経常収支差額は収入超過となっている（資料 10(2)-3）。 

2024 年度決算においては、日本私立学校振興・共済事業団が公表している「定量的な経

営判断指標に基づく経営状態の区分（法人全体）」に本学院の財務状況をあてはめると「正

常状態」に該当し、安定した経営状態にあると判断できるが、経常収支差額の黒字幅拡大が、

より安定的な学校経営に不可欠となっている（資料 10(2)-4）。 

 

＜学外からの資金受け入れ及び収入の多様化＞ 

科学研究費補助金等の競争的資金や、自治体及び企業・団体からの受託研究といった外部

資金と、その間接経費による収入も重要である。特に、経常費に充当することのできる一般

補助、特別補助の補助金、助成金獲得を重要視しており、2017年度以降採択されていた「私

立大学改革総合支援事業」は、2023 年度は不採択となったが、その要因を洗い出し、戦略

的に改革の取組みを進め 2024年度から再び採択を受けている。また、2016年度以降、科学

研究費助成事業採択件数は年々増え、経常収支の改善に貢献していたが、ここ数年は微増減

する傾向にある（資料 10(2)-5）。 

また、学院及び大学、各校・園にて、「関東学院テーマ募金（６期）」等を実施し、大学で
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はテーマ（教育研究活動振興資金、学生支援奨学基金、スポーツ・文化振興資金、大学施設

設備振興資金）を限定することで、その実現に向け積極的に寄附金の獲得に努めるなど、学

生生徒等納付金以外の収入増加に向け取り組んでいる（資料 10(2)-6）。 

以上により、大学の財務基盤について、収入・支出の増減要因はあるものの、収支差額は

収入超過であり、対外的な評価水準においても安定した財務状況にあると判断できる。 

 

 

２．全体のまとめ  

学院の中・長期の財政計画は、中・長期の施設整備計画等に基づき、5 年から 10 年先を

見据えた財政シミュレーションを必要に応じて行っている。大学に関しては、2025 年度か

ら 2029年度までの財務シミュレーションを作成している。 

 少子化が進む中で、恒常的な教育・研究活動に加え、将来的に施設設備整備等の多額の資

金を必要とする施策にも対応するためには、中・長期的に安定した財務基盤は不可欠である。  

 日本私立学校振興・共済事業団が公表している「定量的な経営判断指標に基づく経営状態

の区分（法人全体）」に本学院の財務状況をあてはめると「正常状態」に該当し、安定した

経営状態にあると判断できる。 

また、これまで、借入金がない自己資本での運営を行っていたが、2025 年度に関内キャ

ンパスの研究棟購入計画に伴い、購入資金の一部として 25億円を借り入れている。しかし

ながら借入金の利用は事業費全体の一部を補う範囲であり、その大部分は自己資金で賄う

ことができている。 

今後、学生数の大きな増加が見込めない中、本学では収入全体の中で学生生徒等納付金の

占める割合がもっとも大きいことから、入学定員の確保と退学者減少の取組みは最重要課

題である。さらに学生生徒等納付金以外の収入増加、特に寄付金、補助金及び受託事業収入

の増加は大きな課題として認識しており、科学研究費補助金や各省庁の補助金、特許料収入、

受託研究及び技術供与による外部資金の獲得等、収入の多様化に積極的に取り組んでいる。 

寄付金については、「テーマ募金」「ふるさと関東学院募金」「関東学院大学冠奨学金」など

様々な募金の種類があり、専用のオンライン募金ページを整備し、クレジットカード決済に

加えて QRコード決済やキャッシュレス決済（PayPay）等も追加され、寄付者の利便性を向

上させている。さらに募金活動を組織的、継続的に行うため、募金・校友課や担当者等を配

置し、卒業生だけではなく、企業や在学生の保護者など多様な寄付者層を取り込むための体

制を整えている。今後、寄付金の重要性はますます高まることが想定されることから、継続

的な寄付に繋がるような取り組みで寄付金収入を安定的に確保することを積極的に推進し

ていく。 

 以上のことから、教育研究活動を安定して遂行するための必要かつ十分な財務基盤を確

立しているといえる。 

 

 


